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開会 午前１０時００分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 皆さま、おはようございます。 
 議員ならびに執行の皆さまには、公私とも大変お忙しい中、令和４年第３回北杜市議会定例

会にご参集いただき誠にありがとうございます。 
 今年は梅雨明けが早く、酷暑ともいえる高温の日々が長く続きました。 
 今、市内の水田では、順調に生育した稲穂が秋空の下、収穫の適期を待っている状況であり

ます。例年どおりの豊作を期待したいところであります。 
 さて、新型コロナウイルス感染症は、すでに３年目に入っており、第７波では、過去最高の

感染者が発生する等、収束が見通せない状況下にあります。 
 加えて、ロシアのウクライナ侵攻と、市民の皆さまは経済的にも精神的にも不安な日々を送っ

ていることと思います。 
 一日も早く市民の皆さまが、安全で安心して日常生活を送れる日が訪れることを心から願い、

期待をしているところであります。 
 また、本年は全国各地で局地的な豪雨などによる被害が発生しております。 
 本市においても、８月２４日、１９時５５分に土砂災害警戒警報、大雨警報、洪水警報が発

令されました。 
 今回は、幸いにも被害が少なく済みましたが、災害はいつ発生するか分かりません。 
 防災の日も近づいてきておりますので、市民の皆さまには、それぞれの地域の実情に合った

訓練を行い、「備えあれば憂いなし」早めの避難等、ご自身やご家族の安全を確保していただき

ますようお願いいたします。 
 さて、今定例会は令和３年度各会計の歳入歳出決算の認定などの議案が提出されております。 
 議員各位におかれましては、健康にご留意の上、十分な議案審議をいただくとともに円滑な

議会運営にご協力をお願い申し上げ、あいさつとさせていただきます。 
 本日の出席議員数は２０人であります。 
 定足数に達しておりますので、令和４年第３回北杜市議会定例会を開会いたします。 
 これから本日の会議を開きます。 
 なお、内藤須玉総合支所長は、一身上の都合により欠席する旨の届け出がありました。 
 諸報告をいたします。 
 はじめに本定例会に提出される議案につき、市長から通知がありました。提出議案は認定

１２件、報告４件、承認１件、議案７件、同意３件であります。 
 次に、今定例会において受理した請願は２件で、お手元に配布のとおりであります。 
 次に、令和４年７月実施分の例月現金出納検査の結果について、お手元に配布のとおり報告

がありました。 
 次に、峡北広域行政事務組合議会から報告がございます。 
 峡北広域行政事務組合議会議長 秋山真一君、報告をお願いいたします。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 報告書の朗読をもって、報告とさせていただきます。 
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 令和４年第２回峡北広域行政事務組合議会臨時会報告書 
峡北広域行政事務組合議会議長 秋山真一 

 令和４年第２回議会臨時会が７月２１日に峡北広域行政事務組合議場において開催され、中

山喜夫議員、小林勉議員、大芝正和議員、福井俊克議員、原堅志議員、清水進議員、保坂多枝

子議員、内田俊彦議員、秋山俊和議員と私の１０人が出席いたしました。 
 はじめに、前任者の任期満了に伴う副議長選挙が行われ、甲斐市選出の秋山照雄議員が指名

推選され、当選されました。 
 次に、報告第１号 令和３年度峡北広域行政事務組合一般会計歳出予算に係る繰越明許費の

繰越額の報告について、報告第２号 令和３年度峡北広域行政事務組合常備消防特別会計歳出

予算に係る繰越明許費の繰越額の報告について、報告第３号 令和３年度峡北広域行政事務組

合ごみ処理特別会計歳出予算に係る繰越明許費の繰越額の報告について、地方自治法施行令第

１４６条第２項の規定に基づき報告がありました。 
 提出された議案は、条例案件２件、補正予算案件３件、契約案件１件、人事案件１件の計７案

件です。 
 審議しました議案の概要について説明いたします。 
 まず、条例案件についてであります。 
 議案第１７号 峡北広域行政事務組合個人情報保護条例の一部を改正する条例については、

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴い、所要の改正を行

うものであります。 
 議案第１８号 峡北広域行政事務組合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

については、地方公務員の育児休業に関する法律等の一部改正による育児休業の取得回数の制

限緩和等に伴い、所要の改正を行うものであります。 
 次に、補正予算案件についてであります。 
 議案第１９号 令和４年度峡北広域行政事務組合常備消防特別会計補正予算（第２号）につ

いては、消防車両のベースとなる車両の製造に必要な、部品の供給、調達が困難な状態であり、

年度内の納品が不可能であるため繰越明許費の設定をするものであります。 
 議案第２０号 令和４年度峡北広域行政事務組合ごみ処理特別会計補正予算（第１号）につ

いては、リサイクルプラザ定期点検整備委託において、ごみ搬送コンベヤ、動力制御盤等の部

品の納期が１年以上要することから、委託業務から部品の購入に予算を振り替え、繰越明許と

するものであります。 
 議案第２１号 令和４年度峡北広域行政事務組合し尿処理特別会計補正予算（第１号）につ

いては、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４４２万２千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を１億３２４万２千円とするものであります。 
 補正の主な内容は、歳入については、繰入金の増額。歳出については、衛生費において、施

設緊急修繕料を追加するものであります。 
 次に、契約案件についてであります。 
 議案第２２号 高規格救急自動車購入契約の締結については、北杜消防署小淵沢分署に配備

する高規格救急自動車で、指名競争入札により、契約相手方は甲斐日産自動車株式会社、契約

金額は３，２６７万円でありました。この契約については、条例の定めるところにより議会の

議決を経る必要があるため、提出されたものであります。 
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 次に、人事案件であります。 
 議案第２３号 峡北広域行政事務組合監査委員の選任については、峡北広域行政事務組合監

査委員、清水正二氏の任期が令和４年４月３０日に満了となったため、後任として、甲斐市大

垈 保坂康氏の選任について議会の同意を求めるものであります。 
 以上７議案、いずれも原案のとおり可決・同意されました。 
 以上で令和４年第２回峡北広域行政事務組合議会臨時会の報告を終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 以上で諸報告を終わります。 
 なお、報道関係者から撮影の申し出があり、これを許可いたしましたのでご了承願います。 
 これから本日の日程に入ります。 
 本日の議事日程はあらかじめ、お手元に配布したとおりであります。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議規則第８６条の規定により、 
 １９番議員 内田俊彦君 
 ２０番議員 秋山俊和君 
  １番議員 髙見澤伸光君 
を本定例会の会議録署名議員に指名いたします。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第２ 会期の決定についてを議題といたします。 

 お諮りいたします。 
 本定例会の会期は、本日８月３０日から９月２２日までの２４日間といたしたいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、本定例会の会期は本日から９月２２日までの２４日間とすることに決定いたし

ました。 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第３ 認定第１号 令和３年度北杜市一般会計歳入歳出決算の認定から日程第２６ 議案第

５６号 令和４年度北杜市下水道事業会計補正予算（第１号）までの２４件を一括議題といた

します。 
 市長から所信および提出議案に対する説明を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 令和４年第３回北杜市議会定例会の開会に当たり、私の市政の運営に対する所信の一端を申

し述べますとともに、提出いたしました案件について、その概要をご説明申し上げ、議員各位

ならびに市民の皆さまのご理解とご協力を賜りたいと存じます。 
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 この時期は、暦の上では「処暑」とされ、夏の厳しい暑さが峠を越え、朝夕には涼しい風が

吹き始めました。 
 北杜のお米も稲穂が実り、昼夜の寒暖差により、美味しさが増す大切な時期であり、本年も

無事に美味しい新米が収穫されることを期待するところであります。 
 一方、北陸から東北の日本海側の地域では、今月上旬、前線の停滞により、記録的な大雨と

なり、大きな被害が出ました。 
 被災された皆さまには、心よりお見舞い申し上げます。 
 本市においても、今月２４日に、八ヶ岳南麓地域において、一時的に大雨となり、記録的短

時間大雨情報と土砂災害警戒情報が発表されました。 
 市では、高根、長坂、大泉および小淵沢の各総合支所に避難所を開設し、１０名の避難者を

受け入れました。 
 幸いにも、人命にかかわるような被害はありませんでしたが、未舗装道路の砂利の流出など

の被害が発生したことから、市では応急措置を行い、現在、復旧に向けて被害状況を精査して

いるところであります。 
 これから台風の季節を迎えますので、市民の皆さまには、今一度災害に対する備えをしてい

ただきますよう、お願い申し上げます。 
 さて、本年６月、東洋経済新報社の「住みよさランキング」の２０２２年版が発表となり、

本市が２５位に入りました。 
 この調査は、全国の８１２市区を対象として、安心度・利便度・快適度・富裕度の住みよさ

に関する指標により順位付けがされるもので、本市は、昨年１２１位でありましたが、今回、

昨年１０月の子ども医療費の対象年齢の１８歳までの拡大や、コロナ禍の中、転入人口が増加

したことなどが高く評価され、県内はもとより、甲信越地域でもトップとなる、２５位となり

ました。 
 この結果は、市民、企業の皆さま、また、本市のこれまでの取り組みが評価されたものであ

りますので、これからも、この勢いを止めることなく、誰もが幸せを実感できる、「子どもが賑

わう夢叶うまち」を皆さまと共に創ってまいります。 
 次に、新型コロナウイルスの感染拡大についてであります。 
 先月下旬から、新型コロナウイルスの感染が急拡大し、国内では新規感染者が１日当たり

２０万人を超え、県内においても、連日１千人を超える規模で推移しております。 
 本市においても、今なお、新規感染者数が減少に転ずるような兆候は見えない状況でありま

す。 
 市では、先月２５日から、帰省等で県境をまたぐ移動をした市民の方を対象に、「自らが感染

源」とならないよう、「無料抗体検査」を実施し、市内の感染拡大の防止対策に努めてまいりま

した。 
 国では、「オミクロン株対応ワクチン」の接種を、来月から開始予定としておりますので、本

市においても、円滑に実施ができるよう、現在、準備を進めております。 
 また、今月、県では、感染拡大の要因とされる「エアロゾル」対策を強化するため、高齢者

施設や保育所等を対象に、必要な機器の購入経費への補助制度が設けられました。 
 本市においても、早急な「エアロゾル」対策を講じるため、市立保育園や、つどいの広場、

放課後児童クラブに加えて、多くの方が利用する図書館等の公共施設にも対象を拡大し、機器
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の購入に必要な経費について、専決処分を行ったところであります。 
 新型コロナウイルスの感染拡大が一日でも早く収まるよう、市民の皆さまには、こまめな換

気を行うなど、感染予防の取り組みをお願いするとともに、市においても、感染対策、ワクチ

ン接種の推進を、しっかりと実行してまいります。 
 次に、物価高騰対策についてであります。 
 先月の消費者物価指数は、前年同月比２．４％の増となり、ロシアのウクライナ侵攻を受け

ての原油や、穀物の価格高騰、また円安による輸入品の価格上昇が顕著となっております。 
 市では、コロナ禍における原油価格と物価高騰の影響を受けている、市民生活や地域経済へ

の影響を緩和し、経済活動の活性化および生活者支援を図るため、市内の店舗で使用できる「プ

レミアム付き商品券」を、来月２６日から販売するとともに、生活弱者への商品券の無償配布

を、１０月１７日以降に順次送付してまいります。 
 多くの皆さまに商品券をご購入いただき、ご利用していただくことで、日常生活と地域経済

が少しでも守られることを期待するところであります。 
 また、コロナ禍にあって、物価高騰により経済的な負担が増加している、子育て世帯への支

援として、今回、学校給食費および保育料・副食費の無償化を、本年１０月から来年３月まで

の６カ月間実施することとし、本定例会において所要の経費を計上したところであります。 
 今月２２日には、新型コロナウイルスや、物価高騰の影響を受ける市内観光関係事業者、ま

た水稲栽培農家の代表者の皆さまから、市の支援を求める要望書を受け取りました。 
 観光事業者、農家の皆さまから現場の厳しい状況を直接伺うことができましたので、市とし

ても、早急に対策を検討してまいります。 
 今回の物価高騰は、多様な業種に影響が及んでいることから、今後も経済状況や国・県の動

向を注視しながら、地域経済の下支えができるよう、対応してまいります。 
 次に、子育て支援の拠点となる施設の整備についてであります。 
 「子育てするなら北杜」の地域ブランド構築を目指し、子育て世代・若者世代から選ばれる

地域となるため、「親子が気軽に集い、幼児から高齢者まで多世代が交流できる子育て支援の拠

点」の整備について、検討を進めてまいりました。 
 これまでに、子どもたちや保護者、障がい者施設などへのヒアリングやアンケート、また、

「子ども・子育て会議」や「ほくと子ども育成戦略会議」でのご意見を踏まえ、場所や規模等

を総合的に判断して、「北杜市保健センター」に併設する、「たかねふれあい公園」を再整備し、

屋外に遊具を備えた「こどもパーク」と、屋内の遊び場となる「こどもランド」を整備するこ

ととしました。 
 「こどもパーク」は、大型遊具や、障害の有無にかかわらず一緒に遊ぶことができる遊具の

設置等を想定しております。 
 また、「こどもランド」は、これまで本市にはなかった全天候型の屋内の遊び場として、ニー

ズに合った施設の整備を目指してまいります。 
 さらに、隣接する「子育て世代包括支援センター」との連携を図ることにより、施設を訪れ

た際に、気軽に相談に応じることができるなど、子育て支援機能の集約化を見込んでおります。 
 今回、本施設の令和６年中の完成を目指し、本定例会において、所要の経費を計上しており

ます。 
 次に、「八ヶ岳スケートセンター」についてであります。 
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 現在、第１期工事として、リンク内側半面の舗装改修工事を実施しております。 
 また、本定例会に、本年１１月から市の直営により、冬季運営を開始するための関係予算を

上程しております。 
 スケート場を利用される小中学生の皆さまには、昨年度は遠方まで練習に行っていただいて

おり、ご迷惑をおかけしましたが、本年からは以前のように、馴染みのあるスケート場で、存

分に練習ができますので、市としても、しっかりと運営し、本市のスケート文化の継承に努め

てまいります。 
 次に、明野町に整備された「いこいの杜」についてであります。 
 対地雷除去機の製造で国際貢献を続けている株式会社日建の会長であります雨宮清様が、私

財を投じて建設した総合教育施設「いこいの杜」のオープニングセレモニーが今月２０日、行

われました。 
 人工芝のサッカー場をはじめ、地雷除去機の展示、キャンプ場、バイクトライアル、フィー

ルドアスレチックなど、様々なアクティビティが体験できる施設となっております。 
 特に、集会施設の「平和ミュージアム」では、地雷除去の人材育成や、平和教育のほか、地

域の方が避難所として利用ができる施設となっております。 
 市では、今月８日に施設を運営する「一般社団法人コミュニティパーク」様と災害時の協力

に関する協定を締結し、防災面での連携を図ったところであります。 
 このような施設が民間の力で整備されたことは、大変ありがたいことでありますので、多く

の市民の方にも利用していただけるよう、「コミュニティパーク」様と連携しながら、スポーツ

を中心に観光面での活用を図ってまいります。 
 次に、企業・団体との連携についてであります。 
 今月１８日、山梨県建築設計４団体「２０４０プロジェクト実行委員会」様と、活力ある個

性豊かな地域社会の形成と発展を図るための、包括連携協定を締結しました。 
 この協定により、市と実行委員会様で相互に協力しながら、地図情報を基にした地域課題の

見える化を行い、地域課題の解決に向けた取り組みや、生活関連情報などを示した「わかりや

すい地図」の作成、また、民間の専門技術者の卓越したノウハウによる人材育成などを行って

まいります。 
 今月２５日には、「一般社団法人ヴァンフォーレスポーツクラブ」様、および「有機米デザイ

ン株式会社」様と、農業、観光、食育などによる循環型社会の形成と発展を図るため、包括連

携協定を締結しました。 
 この協定に基づき、有機農業の推進や観光振興、また、子どもたちを中心とした新たな食育

等を展開してまいります。 
 具体的には、本年度から「ヴァンフォーレスポーツクラブ」様が、市内で子どもたちと作っ

た有機米の一部を、学校給食に提供することや、ふるさと納税返礼品への活用などの有機米の

普及、「アイガモロボ」に代表されるように、スマート農業の推進による、農業の担い手確保に

つなげる取り組みを行ってまいります。 
 次に、海外との交流についてであります。 
 姉妹連携をしているアメリカ合衆国ケンタッキー州マディソン郡に、本年１１月３日から

１１日までの９日間、私と、市議会、商工会、観光協会および企業交流会の各代表、ならびに

甲陵高等学校校長などからなる市代表団が訪問し、この２年間、コロナ禍で停止していた交流
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を再開し、高校教育分野における連携や、経済交流を模索するなど、新たな交流について協議

してまいります。 
 また、大韓民国京畿道抱川市との交流では、先月、ペク・ヨンヒョン抱川市長、駐横浜大韓

民国尹喜粲総領事と私で、オンラインによる会議を行い、友好姉妹都市締結２０周年となるこ

とから、相互がさらに友好を深めていくことを確認したところであります。 
 一方、市では、観光や産業振興のため、発展が著しい東南アジアを中心に親交を深めていく

ことを基本として、東南アジアの複数の国等の関係者へのトップセールスを行っております。 
 先月には、駐日ベトナム社会主義共和国大使館のヴー・ホン・ナム特命全権大使への表敬訪

問を行い、今月４日には、大使他３名の職員が本市を訪れ、市内の各産業の事業所や工場など

を視察されました。 
 経済発展を続けるベトナムでありますので、今後、輸出や企業進出、本市人材不足の産業へ

の労働者の確保、教育など様々な分野での協力について協議を進めてまいります。 
 また、台湾については、同国の富裕層向けのスーパー「裕毛屋」様にトップセールスを行っ

たところ、先月、代表取締役の謝明達様が本市を視察していただくことができました。 
 視察の折、市内の農産物生産者と面会し、いくつかの品物について、早速輸出に向けた協議

が始まったところであります。 
 今後も、東南アジアの諸国との親交を深め、輸出拡大やインバウンドなど、経済的な結び付

きを強固なものにしてまいります。 
 次に、本市における先端技術実装に向けた取り組みについてであります。 
 今月２２日、本市と連携協定を締結しております「株式会社ＬＩＦＵＬＬ」様が大泉町で取

り組まれている、送電線や水道管がつながっていない１００％循環型の住宅の実証実験施設「オ

フグリッド リビングラボ八ヶ岳」を視察いたしました。 
 電力は、敷地内の太陽光発電装置で生成し、生活用水は、細菌や化学物質などを除去する小

型淡水化装置により、水を再利用して繰り返し使うことができるとのことであります。 
 国内唯一となる、このような新しいチャレンジが、市内において行われていることを歓迎す

るとともに、市でも、二拠点居住の推進をはじめ、新たな産業誘致にも積極的に取り組んでま

いります。 
 本年６月に空のインフラ構築を目的に連携協定を締結いたしました、「株式会社Ａ．Ｌ．Ｉ．

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ」様との事業として、今月２４日にドローン飛行実証実験を実施い

たしました。 
 この実証実験は、災害時の状況を仮定し、ドローンによる物流プラットフォームの有用性を

確かめるとともに、Ａ．Ｌ．Ｉ．様の運行管理システム「Ｃ．Ｏ．Ｓ．Ｍ．Ｏ．Ｓ」を用いて

複数台のドローンを同時管理する機能の実証を行うもので、市内３ルートを対象に飛行実証を

行いました。 
 この実証実験を皮切りに、空のインフラとなる「空の駅」が本市に整備され、将来のドロー

ン社会に対応した、安全で利便性の高い飛行航路が確立されるよう、市としても協力してまい

ります。 
 次に、成人式についてであります。 
 民法の改正により、本年４月から成人年齢が１８歳に引き下げられましたが、「成人式」につ

いては、「山梨県市長会」の申し合わせにより、当分の間、対象を２０歳とすることとなってお
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ります。 
 このことを受け、本市においても、２０歳の方を対象に、来年１月８日に「令和５年北杜市

成人式」を開催する予定であります。 
 なお、名称については、成人という人生の節目を２０歳で祝い、自覚を促す機会とするため、

これまでと同様に「成人式」となります。 
 次に、連携中枢都市圏についてであります。 
 先月２６日に、甲府市と近隣の８市１町の首長が一堂に会した中、甲府市の樋口雄一市長が

「連携中枢都市宣言」を行いました。 
 圏域の名称は、「やまなし県央連携中枢都市圏」であり、本県において面積では５割近く、人

口や事業者数では約７割を占める圏域となります。 
 今後、本年１２月を目途に「連携協約に規定する事項」について、議会での議決をお願いし

た上で、本年度末に連携の基本方針や取り組みなどを定めた「連携協約」を甲府市と締結する

予定であります。 
 人口減少と少子高齢化による経済の縮小や、活力の低下が懸念されている中、構成市町が連

携して共通課題の解決に取り組み、圏域全体の活性化を図ってまいります。 
 次に、提出案件の内容につきまして、ご説明申し上げます。 
 本定例会に、提出いたしました案件は、認定案件１２件、報告案件４件、承認案件１件、条

例案件３件、補正予算案件４件、同意案件３件の合計２７案件であります。 
 はじめに、認定案件をご説明申し上げます。 
 認定第１号 「令和３年度北杜市一般会計歳入歳出決算の認定」から、認定第１２号 「令

和３年度北杜市下水道事業会計決算の認定」までの１２案件につきましては、地方自治法第

２３３条第３項及び、地方公営企業法第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付けて

議会に認定をお願いするものであります。 
 次に、報告案件についてであります。 
 報告第５号 「令和３年度北杜市健全化判断比率報告の件」および、報告第６号 「令和３年

度北杜市資金不足比率報告の件」につきましては、地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、監査委員の意見を付けて議会に報告するもの

であります。 
 次に、報告第７号 「令和３年度北杜市一般会計継続費精算報告書報告の件」につきまして

は、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、議会に報告するものであります。 
 次に、報告第８号につきましては、地方自治法第１８０条第１項の規定により、「損害賠償の

額の決定」について専決処分しましたので、議会に報告するものであります。 
 次に、承認案件についてであります。 
 承認第６号 「令和４年度北杜市一般会計補正予算（第６号）の専決処分の報告及び承認を

求めることについて」は、新型コロナウイルスの感染拡大の要因と考えられる、エアロゾル対

策として、保育園、放課後児童クラブなど、公共施設における換気対策を強化する必要がある

ため、県の補助金を活用して、換気対策に必要な機器等の整備を速やかに実施することから、

地方自治法第１７９条第１項の規定により、緊急を要し専決処分しましたので、同条第３項の

規定により議会へ報告し承認を求めるものであります。 
 続いて、条例案件につきまして、ご説明申し上げます。 
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 はじめに、議案第５０号 「北杜市小淵沢町地域資源活用総合交流促進施設条例の一部を改

正する条例」につきましては、二拠点居住を推進し、更なる都市との交流を図ることから、施

設内にサテライトオフィスを位置付けるため、所要の改正を行うものであります。 
 次に、議案第５１号 「北杜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例」につ

きましては、地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律の改正に伴い、育児

を行う職員の仕事と家庭の両立を一層促進するため、所要の改正を行うものであります。 
 次に、議案第５２号 「北杜市美し森展望休憩舎条例を廃止する条例」につきましては、施

設の老朽化及び将来の維持管理費用を鑑み、当該施設を廃止することから、条例を廃止するも

のであります。 
 次に、補正予算案につきまして、ご説明申し上げます。 
 はじめに、議案第５３号 「令和４年度北杜市一般会計補正予算（第７号）」についてであり

ます。 
 物価高騰が続く中、本年度も、市内の子育て世帯の経済的負担の軽減を行う必要があると判

断し、本年１０月から来年３月までの６カ月間、小中学校の給食費および保育園の保育料・副

食費の無償化を実施することとし、本補正予算において歳入の減額等を行っております。 
 併せて、学校給食における食材費と燃料費も高騰しておりますので、保護者の皆さまに負担

を求めることなく、これまでと同水準の給食の提供を続けるため、所要の経費を計上するもの

であります。 
 また、子育て世代のニーズに応えるため、大型遊具等のある公園「こどもパーク」と、子ど

もが安全に遊ぶことができる屋内の遊び場「こどもランド」の整備に向けて、実施設計費、用

地購入費など、所要の経費を計上したほか、「八ヶ岳スケートセンター」の冬季営業を始めるた

めの必要な経費を計上しております。 
 以上の内容をもって編成いたしました結果、一般会計の補正額は３億３，００６万１千円と

なり、歳入歳出予算の総額は、それぞれ３０３億２，６８７万１千円となります。 
 次に、議案第５４号 「令和４年度北杜市介護保険特別会計補正予算（第１号）」につきまし

ては、「第６次ほくとゆうゆうふれあい計画」に基づき、実施する地域密着型サービス事業所を

開設する事業者に対し、施設整備費等の補助に要する経費のほか、令和３年度給付費の額の確

定による国などへの返還金に要する経費として、９，７１２万３千円を追加し、歳入歳出それ

ぞれ、４９億７，１２９万１千円とするものであります。 
 次に、議案第５５号 「令和４年度北杜市水道事業会計補正予算（第１号）」および、議案第

５６号 「令和４年度北杜市下水道事業会計補正予算（第１号）」につきましては、中長期的な

経営戦略の柱である「北杜市上下水道経営基本計画」などの改訂業務等に要する経費について、

債務負担行為の追加を行うものであります。 
 以上、私の所信の一端と提案いたしました案件につきまして、ご説明申し上げました。 
 よろしくご審議の上、ご議決のほどをお願い申し上げます。 
 なお、定例会でありますので、追加案件もあろうと思いますが、よろしくご理解をお願い申

し上げます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 市長の説明が終わりました。 
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 次に、認定第１号から認定第１２号までの一般会計および各特別会計の決算の認定１２件に

ついて補足説明を求めます。 
 八巻会計管理者。 

〇会計管理者（八巻弥生君） 
 それでは、今議会に提出されました令和３年度の各会計の決算認定に関する案件につきまし

て、ご説明申し上げます。 
 北杜市における各会計の決算につきましては、地方自治法第２３３条、地方公営企業法第

３０条および北杜市財務規則第１３４条の規定に基づき処理を行いました。 
 また、監査委員による決算審査は、令和４年７月５日から７月２６日までの間の６日間にわ

たり実施され、決算に対する意見書を７月２６日付けでいただいたところであります。 
 今定例会において認定をいただく案件につきましては、令和３年度の一般会計をはじめ各特

別会計および病院事業特別会計、水道事業会計、下水道事業会計、合わせて１２案件でありま

す。 
 まず、認定第１号 令和３年度北杜市一般会計歳入歳出決算の認定に関する件であります。 
 歳入は、市税の７４億８千万円余りをはじめ地方交付税１１３億３千万円余り、国県支出金

６０億４千万円余りなど、歳入合計は３２６億４，３８９万１０円でありました。 
 また、歳出は二拠点居住推進事業、子育て世帯への臨時特別給付金事業、住民税非課税世帯

等に対する臨時特別給付金事業、北杜市プレミアム付商品券事業、北杜誘客推進キャッシュレ

ス促進事業などの事業が行われ、歳出合計は３１１億１，０１１万６，９３６円で、歳入歳出

差引額は１５億３，３７７万３，０７４円となりました。 
 次に、認定第２号 令和３年度北杜市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定に関する件

であります。 
 歳入は、保険税１１億５千万円余りをはじめ、県支出金４２億６千万円余りなど、合計で

５９億６，８２４万８，０４５円でありました。 
 歳出は、保険給付費の４１億円余りなど合計で５８億５，６２１万９，２２１円となり、翌

年度への繰越額は１億１，２０２万８，８２４円となりました。 
 次に、認定第３号 令和３年度北杜市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に関する

件であります。 
 歳入は、保険料の５億４千万円余りなど合計で７億３，３０６万３，３０５円でありました。 
 歳出は、後期高齢者医療広域連合納付金の７億２千万円余りなど、合計で７億３，０９９万

５，７８９円となり、翌年度への繰越額は２０６万７，５１６円となりました。 
 次に、認定第４号 令和３年度北杜市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に関する件であ

ります。 
 歳入は、保険料の９億６千万円余り、国庫支出金の１１億１千万円余りなど合計で４８億９，

８９２万１，０３０円でありました。 
 歳出は、保険給付費の４２億２千万円余りなど、合計で４８億１，１８７万９，２３４円と

なり、翌年度への繰越額は８，７０４万１，７９６円となりました。 
 次に、認定第５号 令和３年度北杜市居宅介護支援事業特別会計歳入歳出決算の認定に関す

る件であります。 
 歳入は、サービス収入の１千万円余りなど合計で１，５８１万４，４４９円でありました。 
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 歳出は、総務費の８２０万円余りなど合計で１，２２０万６，５５７円となり、翌年度への

繰越額は３６０万７，８９２円となりました。 
 次に、認定第６号 令和３年度北杜市新エネルギー事業特別会計歳入歳出決算の認定に関す

る件であります。 
 歳入は、売電収入の１億１千万円余りなど合計で１億３，３０４万２，２０２円でありまし

た。 
 歳出は、総務費の５，７００万円余り、基金積立金の６，３００万円余りなど合計で１億２，

０９６万３，０３２円となり、翌年度への繰越額は１，２０７万９，１７０円となりました。 
 次に、認定第７号 令和３年度北杜市辺見診療所特別会計歳入歳出決算の認定に関する件で

あります。 
 歳入は、診療収入の１億２００万円余りなど合計で１億１，６９１万２，４２１円でありま

した。 
 歳出は、総務費の８，９００万円余り、医業費の２，６００万円余りなど合計で１億１，

６１２万３，７６０円となり、翌年度への繰越額は７８万８，６６１円となりました。 
 次に、認定第８号 令和３年度北杜市白州診療所特別会計歳入歳出決算の認定に関する件で

あります。 
 歳入は、診療収入の８，１００万円余りなど合計で１億５４６万７，９０７円でありました。 
 歳出は、総務費の７，２００万円余り、医業費の２，３００万円余りなど合計で１億３６５万

９，６５８円となり、翌年度への繰越額は１８０万８，２４９円となりました。 
 次に、認定第９号 令和３年度北杜市財産区特別会計歳入歳出決算の認定に関する件であり

ます。 
 歳入は県支出金、財産収入、繰越金など合計で１億８，４４７万３４３円であり、歳出は各

財産区管理会の管理費など合計で１億３，１８８万３，０１９円となり、翌年度への繰越額は

５，２５８万７，３２４円となりました。 
 次に、認定第１０号 令和３年度北杜市病院事業特別会計決算の認定に関する件であります。 
 まず、収益的収入の決算額は４５億８，６７４万６，８５０円、収益的支出の決算額は３８億

７，３２１万１，６６２円で、収支は７億１，３５３万５，１８８円のプラスとなりました。 
 また、資本的収入の決算額は６億２，８１６万２，１９１円、資本的支出の決算額は７億９，

６７８万２，３９１円であり、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億６，８６２万

２００円は損益勘定留保資金で補填しました。 
 次に、認定第１１号 令和３年度北杜市水道事業会計決算の認定に関する件であります。 
 まず、収益的収入の決算額は２１億４，６８２万４，４１６円、収益的支出の決算額は２１億

７，５１３万５，６８７円で、収支は２，８３１万１，２７１円のマイナスとなりました。 
 また、資本的収入の決算額は８億７，１２４万６，４００円、資本的収支の決算額は８億８，

１４０万５，４４９円であり、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１，０１５万９，

０４９円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調整額で補填いたしました。 
 最後に、認定第１２号 令和３年度北杜市下水道事業会計決算の認定に関する件であります。 
 まず、収益的収入の決算額は２９億１，２８０万１，２９９円、収益的支出の決算額は２８億

３，３１７万８，４７７円で、収支は７，９６２万２，８２２円のプラスとなりました。 
 また、資本的収入の決算額は１５億８，９５１万円、資本的支出の決算額は２４億２，０７９万
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３，２７８円であり、資本的収入額が資本的支出額に不足する額８億３，１２８万３，２７８円

は、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金および当

年度分損益勘定留保資金で補填いたしました。 
 以上、令和３年度の各会計の歳入歳出決算の概要について、ご説明させていただきました。

よろしくご審議を賜りご認定いただきますよう、お願い申し上げます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 補足説明が終わりました。 
 次に、認定第１号から認定第１２号までの１２件の決算審査の結果について、代表監査委員

から意見書の報告を求めます。 
 原代表監査委員。 

〇代表監査委員（原文一君） 
 それでは、令和３年度北杜市一般会計、特別会計、事業会計の決算および基金運用状況を審

査した結果について、ご報告申し上げます。 
 地方自治法第２３３条第２項および同法第２４１条第５項、ならびに地方公営企業法第

３０条第２項の規定により決算審査に付された会計については、 
 令和３年度北杜市一般会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市介護保険特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市居宅介護支援事業特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市新エネルギー事業特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市辺見診療所特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市白州診療所特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市財産区特別会計歳入歳出決算 
 令和３年度北杜市病院事業特別会計決算 
 令和３年度北杜市水道事業会計決算 
 令和３年度北杜市下水道事業会計決算 
の１２会計でございます。 
 この１２会計の決算につきまして、令和４年７月５日から７月２６日までの間、北杜市役所

において、審査のために提出された決算書類について藤原真理監査委員、原堅志監査委員、そ

して私の３名で決算審査を実施いたしました。 
 審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に

関する調書について、これらの計数の正確性を検証するため審査を実施したほか、必要と認め

た項目の審査を実施いたしました。 
 その結果、一般会計、特別会計、事業会計及び歳入歳出外現金、ならびに基金運用状況につ

いての決算計数は正確でありました。 
 各会計決算についての意見書は、お手元に配布されております決算書に添付されているとお

りでございます。 
 本市においては、就任後２年目を迎えた上村市長のもと、「北杜新時代・幸せ実感・チャレン

ジ北杜」を市政推進の基本とし、「２０３０年、地域のありたい姿」の実現に向けて「第３次北
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杜市総合計画」、「新・行政改革大綱」を令和３年度に策定し、今後の地域経済の動向や合併特

例事業債が令和７年度に終了することに伴い、将来を見据えた持続可能な行財政運営を力強く

推し進めているところであります。 
 令和３年度の歳入について、市税は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う緊急事態宣言

が発令されたことにより、人の流れやあらゆる経済活動に支障が生じ、前年度から引き続き減

少となりました。 
 また、新型コロナウイルス感染症が未だ収束の兆しを見せない中、子育て世帯への臨時特別

給付金事業費補助金や新型コロナウイルスワクチン接種に係る国庫支出金は増額となりました

が、全体としての国庫支出金は大幅な減少でありました。これは、前年度、一人一律１０万円

給付の特別定額給付金給付事業費補助金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

が減少したことなどの影響によるものであります。 
 一方で、地方交付税やふるさと納税寄附金などの増額により一般財源総額を確保できたこと

から、財政調整基金をはじめとする基金の繰り入れが減額となりました。 
 さらに、令和３年度も臨時財政対策債の借り入れを回避できたことは、持続可能な財政運営

につながるものと鑑みます。 
 以上のことから、令和３年度は全体では前年度を大きく下回る歳入であります。 
 歳出については、市民活動や事業活動への支援策として実施した子育て世帯への臨時特別給

付金や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金、プレミアム付商品券事業、観光事業者支

援金事業、さらに、誘客推進・キャッシュレス促進事業や新型コロナウイルスワクチン接種推

進事業などの実施、加えて対象年齢を拡大した子ども医療費助成事業などにより増額となり、

市民の生活を守るための施策を積極的に打ち出したところでありますが、前年度に実施した特

別定額給付金事業や心がつながる応援券支給事業による支出が大きかったことから、前年度と

比べると全体として大幅な減額となりました。 
 このような中、本市の令和３年度決算に目を向けますと、市債の繰上償還を積極的に実施し

たため、その残高は着実に減少し、実質公債費比率は５．５％、将来負担比率は昨年度に引き

続きマイナスのため算出されず、財政健全化に向けた努力が確実に数値に表れてきております。 
 このことは評価に値するところでありますが、市債残高は一般会計が約２０５億円、事業会

計などが約３１５億円、合計では約５２０億円と前年度より約３６億円、減少となっているも

のの依然として多額となっているため、削減に向けた計画的な取り組みが望まれるところであ

ります。 
 本市では、これまで持続可能な財政運営のため、多くの行財政課題に取り組み一定の成果を

上げてきたところでありますが、公共施設の老朽化による維持補修費の増、特別会計への繰出

金や公営企業への負担金・補助金が年々増加傾向にあること、さらに、新型コロナウイルス感

染症が未だ収束しない中、市民生活等への支援策や地域経済の活性化策などを的確に実施して

いく必要があります。このことから、引き続き歳出の抑制や更なる自主財源の確保等に取り組

み、加えて本年度に策定される新・行政改革大綱アクションプランにより更なる財政健全性の

維持や効果的・効率的な行政運営の充実が必要であります。 
 今後さらに職員一人ひとりが資質向上と意識改革に努め、持てる力を組織として十分に発揮

し、徹底した事務事業の見直しや北杜市公共施設等総合管理計画の着実な推進など、行政のス

リム化、ならびにデジタル化がなお一層進められ、これまで以上に市民と行政の協働による行
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財政改革に突き進んでいかなければなりません。 
 本市の豊富な人材、美しい自然や文化などを最大限に活用して地方自治の本旨である住民福

祉の増進に努め、市民が安心して暮らせる「人と自然と文化が躍動する環境創造都市 北杜市」

にならんことを切望し、令和３年度の決算審査の報告といたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 代表監査委員の報告が終わりました。 
 ただいま議題となっております、認定第１号から認定第１２号までの１２件および議案第

５０号から議案第５２号までの３件につきましては、決算特別委員会および所管の常任委員会

に付託することになっておりますので、ここで総括質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております、認定第１号から認定第１２号までの１２件につきましては、

決算特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することとしたいと思いますが、これにご異

議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、認定第１号から認定第１２号までの１２件につきましては、決算特別委員会を

設置し、これに付託して審査することに決定いたしました。 
 お諮りいたします。 
 ただいま設置されました決算特別委員会委員の選任につきましては、委員会条例第８条第

１項の規定により、議長において２０人の全議員を指名したいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、ただいま指名いたしました２０人の諸君を決算特別委員会委員に選任すること

に決定いたしました。 
 ただいま選任されました決算特別委員会委員は、本会議休憩中に委員会を開催し、速やかに

正副委員長の互選をされますよう、ここに招集いたします。 
 場所は全員協議会室で開催いたします。 
 ここで暫時休憩といたします。 
 再開は１１時２５分といたします。 

休憩 午前１１時０８分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１１時２５分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 なお、原代表監査委員は一身上の都合により退席したい旨の申し出がありましたので、これ

を許可いたしました。 
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 休憩中に決算特別委員会を開催し、委員長および副委員長が決まりました。 
 決算特別委員会から正副委員長の氏名が議長のもとに届いておりますのでご報告いたします。 
 委員長に齊藤功文君、副委員長に大芝正和君。 
 以上のとおり、決算特別委員会の正副委員長が決定いたしました。 
 ただいま議題となっております、議案第５０号から議案第５２号までの３件は、会議規則第

３７条第１項の規定により、お手元に配布してあります議案付託表のとおり所管の常任委員会

に付託いたします。 
 ただいま議題となっております、日程第１５ 報告第５号 令和３年度北杜市健全化判断比

率報告の件から日程第１８ 報告第８号 専決処分の報告について（損害賠償の額の決定）ま

での４件について、内容説明を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 報告第５号 令和３年度北杜市健全化判断比率報告の件について、ご説明いたします。 
 これは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき令和３年度

決算にかかる実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの健全

化判断比率につきまして、監査委員の意見を付けて報告するものであります。 
 まず、実質赤字比率についてですが、これは普通会計が赤字となっているかどうかを示す指

標であります。 
 本市の場合、普通会計と一般会計の範囲が一致しており、一般会計が赤字ではありませんの

で数値は入らず、横線を表示しております。 
 次に、連結実質赤字比率についてであります。 
 これは、普通会計および特別会計を合わせた全会計が赤字になっているかどうかを示す指標

でありますが、こちらも本市の場合、赤字ではないため、数値は入らず同じく横線を表示して

おります。 
 次に、実質公債費比率でありますが、これは全会計および一部事務組合に係る公債費の財政

負担を３カ年平均で示す指標であります。 
 本市の令和元年度から令和３年度までの３カ年の平均の数値は５．５％であります。昨年度

の５．４％から０．１ポイント、わずかに上昇しておりますが、これは小淵沢駅の駅舎や学校

施設の整備など、大型事業において借り入れた市債の元金の償還が始まり、一般会計における

公債費が一時的に膨らんだこと、また公営企業における市債償還にかかる繰入金の増加を要因

としたものであります。 
 なお、実質公債費比率が１８％を下回りますと、過疎対策事業債などの一部の公的資金を除

き、民間資金債などを発行する場合に知事への起債協議も不要となる制度となっており、本市

では、協議対象となる一部の公的資金債を除き、民間資金などにつきましては、県知事への届

け出のみで起債できることとなっております。 
 次に、将来負担比率であります。 
 これは全会計と一部事務組合および出資法人に関して、返済や支払いが必要となる負担額の

合計が一般財源総額に対して、どの程度の割合であるかを表した指標であり、算出されなかっ

たため、数値は入っておりません。 
 なお、表の下段の括弧書きの各数値につきましては、上段が早期健全化基準であり、いわゆ
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るイエローカードに相当する数値で、下段は財政再生基準であり、財政再生計画の策定が義務

づけられるレッドカードに相当するものであります。 
 報告第５号につきましては、以上であります。 
 続きまして、報告第６号 令和３年度北杜市資金不足比率報告の件について、ご説明いたし

ます。 
 これは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づき、令和３年

度決算に係る資金不足比率について、監査委員の意見を付けて報告するものであります。 
 資金不足比率は、公営企業ごとの資金の不足額が事業の規模に対してどの程度あるのか、つ

まり赤字がどれだけあるのかを示す指標となります。本市においては、表にあります北杜市病

院事業特別会計ほか３会計が対象となっておりますが、いずれの会計も資金不足はありません

ので、数値は入っておりません。 
 なお、公営企業につきましては、会計ごとに経営健全化基準が定められており、その数値は

２０％以上とされております。この数値以上となった場合には、先ほどの健全化判断比率の指

標で説明いたしましたイエローカードに該当し、経営健全化計画の策定が義務づけられること

となります。 
 報告第６号につきましては、以上であります。 
 続きまして、報告第７号 令和３年度北杜市一般会計継続費精算報告書報告の件について、

ご説明いたします。 
 平成３０年度から令和３年度までの４カ年継続事業として予算計上いたしました市道長坂富

岡・高根下黒澤１０号線（逸見原橋）災害復旧事業につきまして、事業年度が終了いたしまし

たので、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定に基づき、精算報告を行うものであります。 
 この市道長坂富岡・高根下黒澤１０号線（逸見原橋）災害復旧事業につきましては、全体計

画の年割額の合計額１億４，２７５万円に対し、実績の支出済額の合計は１億３，８４１万２，

３９０円であり、年割額と支出済額の差は４３３万７，６１０円となっております。 
 報告第７号につきましては、以上であります。 
 続きまして、報告第８号 専決処分の報告について（損害賠償の額の決定）について、ご報

告申し上げます。 
 報告第８号をご覧いただきたいと思います。 
 地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会の議決により指定された市長の専決処分事

項について、同条第２項の規定により議会に報告するものでございます。 
 専決第１号 
 公有自動車事故に係る損害賠償の額の決定による専決処分の報告であります。 
 専 決 処 分 日 令和４年７月２７日 
 損 害 賠 償 の 額 ６万８９１円 
 損害賠償の相手方 山梨県甲斐市篠原１９４５番地 株式会社ムトウ山梨 
 損害賠償の理由 令和４年６月２日午後２時４０分頃、韮崎市中田町中条１７９５番地の

道の駅にらさきの駐車場において、市の職員が運転する公有自動車を後

退させたところ、同駐車場に駐車していた相手方の普通自動車と接触し、

右フロントフェンダーを損傷させたため、これに対する損害賠償を市が

行うものであります。 
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 支 払 い 方 法 相手方の指定した口座に公有自動車事故共済金として、公益社団法人全

国市有物件災害共済会から支払われるものであります。 
 以上で報告とさせていただきます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 以上で、報告第５号から報告第８号まで４件の報告を終わります。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１９ 承認第６号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第６号）の専決処分の報告及び

承認を求める件についての内容説明を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 承認第６号 専決処分事項報告の件（令和４年度北杜市一般会計補正予算書（第６号））をご

覧いただきたいと思います。 
 これは、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分を行ったため、議会の承認を求

めるものであります。 
 １ページをお開きください。 
 専決処分日は、令和４年８月１９日であります。 
 歳入歳出予算の総額にそれぞれ１，０６０万円を追加し、歳入歳出予算の総額を２９９億９，

６８１万円とするものであります。 
 本件につきましては、空気中に浮遊する微粒子「エアロゾル」が原因とみられる新型コロナ

ウイルスＢＡ．５の感染拡大を受けて、保育園、放課後児童クラブ、その他の公共施設におけ

る換気対策を強化するため、県の補助金を活用して、空気清浄機、サーキュレーター、二酸化

炭素濃度測定器など、換気対策に必要な機器等の整備を速やかに実施する必要があり、これに

伴う補正予算の編成に緊急を要したことから、予算の専決処分を行ったものであります。 
 ２ページ、３ページをお開きください。 
 まず、歳入についてですが、１６款県支出金、２項県補助金７７０万円の増額は、エアロゾ

ル感染対策強化事業費補助金であります。 
 １９款繰入金、２項基金繰入金２９０万円の増額は、換気対策に必要な機器等の整備に充当

する財政調整基金繰入金であります。 
 続いて、４ページ、５ページの歳出をご覧ください。 
 ２款総務費、１項総務管理費２９０万円の増額は、本庁舎、介護施設、児童館、つどいの広

場、公民館、図書館等に設置する空気清浄機、サーキュレーター、二酸化炭素濃度測定器等の

購入費用であります。 
 ３款民生費、２項児童福祉費７７０万円の増額は、保育園、放課後児童クラブ等に設置する

換気対策に必要な機器等の購入費用であります。 
 以上でございます。よろしくご審議の上、ご承認いただけますようお願い申し上げます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を許します。 
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 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております承認第６号は、会議規則第３７条第３項の規定により、委員

会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、承認第６号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結します。 
 これから、承認第６号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり承認することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、承認第６号は原案のとおり承認することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第２７ 同意第９号 北杜市公平委員会委員の選任について議会の同意を求める件を議題と

いたします。 
 提案理由の説明を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 同意案件につきまして、ご説明申し上げます。 
 同意第９号 北杜市公平委員会委員の選任について議会の同意を求める件につきましては、

委員が辞職したことに伴い、新たに公平委員会委員を選任する必要があるため、地方公務員法

第９条の２第２項の規定により、北杜市長坂町大八田６６９７番地、堀内敏光、昭和３５年

１２月８日生まれの選任につきまして、議会の同意を求めるものであります。 
 以上、よろしくご審議の上、ご同意のほどお願い申し上げます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております同意第９号は、質疑・討論を省略し採決したいと思いますが、

ご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
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 したがって、質疑・討論を省略し採決することに決定いたしました。 
 これから同意第９号 北杜市公平委員会委員の選任について議会の同意を求める件について、

採決いたします。 
 お諮りいたします。 
 同意第９号は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、同意第９号は原案のとおり同意することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第２８ 同意第１０号 安都那財産区管理会委員の選任について議会の同意を求める件から 
   日程第２９ 同意第１１号 三ッ墓山恩賜林保護財産区管理会委員の選任について議会の同意を

求める件 
の２件を一括議題といたします。 
 提案理由の説明を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 同意案件につきまして、ご説明申し上げます。 
 はじめに、同意第１０号 安都那財産区管理会委員の選任について議会の同意を求める件に

つきましては、委員が死去し、及び辞職したことに伴い、新たに財産区管理会委員を選任する

必要があるため、北杜市財産区管理会条例第３条第１項の規定により、北杜市高根町箕輪新町

８５９番地３、田丸博之、昭和２６年４月１５日生まれ。北杜市高根町箕輪新町９１番地、小

林勝己、昭和２８年６月２７日生まれの選任につきまして、議会の同意を求めるものでありま

す。 
 次に、同意第１１号 三ッ墓山恩賜林保護財産区管理会委員の選任について議会の同意を求

める件につきましては、委員が死去したことに伴い、新たに財産区管理会委員を選任する必要

があるため、北杜市財産区管理会条例第３条第１項の規定により、北杜市長坂町長坂下条

１１７７番地、相吉孝一、昭和２６年３月２６日生まれの選任につきまして、議会の同意を求

めるものであります。 
 以上２案件につきまして、よろしくご審議の上、ご同意のほどお願い申し上げます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております、同意第１０号から同意第１１号の２件は、質疑・討論を省

略し採決したいと思いますが、ご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、質疑・討論を省略し採決することに決定いたしました。 
 これから同意第１０号 安都那財産区管理会委員の選任について議会の同意を求める件につ

いて、採決いたします。 



 ２４

 お諮りいたします。 
 同意第１０号は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、同意第１０号は原案のとおり同意することに決定いたしました。 
 これから同意第１１号 三ッ墓山恩賜林保護財産区管理会委員の選任について議会の同意を

求める件について、採決いたします。 
 お諮りいたします。 
 同意第１１号は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、同意第１１号は原案のとおり同意することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第３０ 選挙第１号 奥野山恩賜県有財産保護組合議会議員の選挙を行います。 

 お諮りいたします。 
 選挙の方法につきましては、地方自治法第１１８条第２項の規定により指名推選としたいと

思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、選挙の方法は指名推選とすることに決定いたしました。 
 お諮りいたします。 
 指名の方法につきましては、議長が指名することにしたいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、指名の方法は議長が指名することに決定いたしました。 
 奥野山恩賜県有財産保護組合議会の議員にお手元に配布してありますとおり、仲澤功允君、

小泉正明君、清水美男君、大柴栄俊君、深澤和幸君、清水一惠君を指名いたします。 
 ただいま、議長が指名いたしました６名を奥野山恩賜県有財産保護組合議会議員の当選人と

することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、ただいま指名いたしました６名が奥野山恩賜県有財産保護組合議会議員に当選

されました。 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第３１ 請願第２号 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校で

の三十五人学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための請願
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書を議題といたします。 
 紹介議員の趣旨説明を求めます。 
 １９番議員、内田俊彦君。 
 内田俊彦君。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 議長より指名をいただきましたので、請願第２号につきまして、提案を申し上げます。 
 請願書の朗読をもって提案をいたします。 
 請願第２号 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校での三十五

人学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための請願書 
請願人 
北杜市ＰＴＡ連合協議会       

会長 森本貴代美 
甲斐市島上条１６６３－１０ 

北巨摩地区公立小中学校長会     
会長 清水正樹 

北杜市須玉町大蔵９５８－２ 
北巨摩地区公立小中学校教頭会    

会長 有泉 透 
甲斐市宇津谷４４６５－１ 

山梨県教職員組合北巨摩支部     
執行委員長 加藤一樹 

北杜市小淵沢町２６２５－５ 
紹介議員 北杜市議会議員 内田俊彦 

   〃    福井俊克 
   〃    清水 進 
   〃    秋山俊和 
   〃    輿水 崇 
   〃    原 堅志 
   〃    野中真理子 

 北杜市議会議長 加藤紀雄殿 
 請願趣旨 
 （請願事項） 
 １．小学校の３５人学級実施に当たっては、加配定数の振り替えではなく、教職員定数の実

質的な増員で行うこと。また、中学校への３５人学級を実施すること。 
 １．学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、また、個別最適な学びと協働的な

学びの一体的な充実、個別の対応が必要な子どもたちにきめ細かな支援をしていくために、

加配の増員など教職員定数改善を推進すること。 
 １．教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の堅持とともに

国負担割合を２分の１に復元すること。 
 １．教育条件の格差解消を図るため、地方交付税を含む国における教育予算を拡充すること。 
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 （請願理由） 
 改正義務標準法が成立し、小学校の学級編制標準が学年進行により段階的に３５人に引き下

げられます。小学校の３５人学級実施に当たっては、加配定数の振り替えではなく、教職員定

数の実質的な増員により行うことが重要です。また、きめ細やかな指導を継続的に行うために

は、３５人学級を小学校だけに留めず、中学校においても実施することが必要です。 
 学校現場では、新型コロナウイルス感染症対策による教室の消毒作業等や貧困・いじめ・不

登校・ヤングケアラー・虐待など解決すべき課題が山積しており、子どもたちのゆたかな学び

を実現するための教材研究や授業準備の時間を十分に確保することが困難な状況となっていま

す。ゆたかな学びや学校の働き方改革を実現するためには、加配の増員などの教職員定数改善

が不可欠です。また、障害のある児童生徒や日本語指導等、特別な支援を必要とする子どもも

顕著に増えています。このような中で、地方が独自に実施する少人数学級は高く評価されてい

ます。 
 本市でも多種多様なニーズの対応の中、「不屈の精神と大志を持った人材の育成」を市政教育

の基本に据え、「原っぱ教育」として、夢を持ち、未来を切り開く、心身ともにたくましい子ど

もたちの育成に向け、学校教育の充実を図る施策を積極的に展開していただいています。特に

情報教育の推進のため関係機器等の整備をしていただいたり、教育支援センターを設置や学習

指導員・学習業務支援員等の教職員の拡大を図っていただいたりしています。 
 義務教育費国庫負担制度については、国の制度改革により、国庫負担率が２分の１から３分

の１に引き下げられました。厳しい財政状況の中、本市のように独自財源により人的措置を行っ

ている自治体も多く、地方自治体の財政を圧迫していることや自治体間の教育格差が生じるこ

とは大きな問題です。子どもたちが全国のどこに住んでいても、一定水準の教育を受けられる

ことが憲法上の要請であり、国の施策として定数改善にむけた財源保障のためにも国庫負担率

２分の１への復元が必要です。 
 こうした観点から、是非とも、北杜市議会として右にある請願事項をご決議いただき、

２０２３年度政府予算編成において教育施策の充実が図られるよう、地方自治法第９９条の規

定にもとづき国の関係機関への意見書提出を請願いたします。 
 提出先 
 衆議院議長 
 参議院議長 
 内閣総理大臣 
 文部科学大臣 
 財 務 大 臣 
 総 務 大 臣 
 以上でございます。 
 ただいま、請願人の中で北杜市ＰＴＡ連合協会、森本様でございますが、訂正をお願いいた

します。 
 森本貴代美代表でございます。 
 よろしくお願いいたします。 
 以上、何とぞご審議の上、ご議決いただきますようよろしくお願い申し上げます。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 請願の趣旨説明が終わりました。 
 ただいま議題となっております請願第２号は、会議規則第１３１条第１項の規定により所管

であります文教厚生常任委員会に付託いたします。 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第３２ 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める

請願書を議題といたします。 
 紹介議員の趣旨説明を求めます。 
 １７番議員、野中真理子君。 
 野中真理子君。 

〇１７番議員（野中真理子君） 
 請願第３号の趣旨説明を請願書の朗読をもって行います。 
 請願第３号 

２０２２年８月２２日 
 山梨県北杜市議会議長 加藤紀雄様 

請願者 
生活クラブ生活協同組合・山梨 

理事長 二村崇子 
山梨県甲府市増坪町４７７ 
０５５－２４１－１６４１ 

紹介議員 野中真理子 
 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書 
 請願の趣旨 
 北杜市の小学校では無償配布が予定されているゲノム編集トマト「シシリアンルージュ ハ

イギャバ」の苗を受け取らないでください。 
 請願理由 
 日本政府は２０１９年より、ゲノム編集技術を使って作られた食品のうち別の生物の遺伝子

が挿入されていないものについては、規制なく生産・流通することを認め、開発企業に対して

は自主的な「届出」を求めるという対応です。２０１９年１０月から届出の受付を開始し、

２０２０年１２月、筑波大学発のベンチャー企業サナテックシード（株）のＧＡＢＡ高蓄積（通

常の約５倍）トマト「シシリアンルージュハイギャバ」の届出が政府に受理されました。

２０２１年春には、全国で５，０００人の希望者に苗が無償配布されました。 
 しかし、生活クラブ生協では、多角的かつ長期的なリスクに関する情報が十分に公開される

ことなく、ゲノム編集食品の経済効果だけを重視した商業化と、行政の対応に危機感を持って

います。 
 上述のトマトは、別の生物から遺伝子を組み込まないことから従来の品種改良と変わらない

とされており、表示義務はありません。しかし、遺伝子の特定の場所を切断するゲノム編集で

作出されており、遺伝子を人為的に操作すること自体に疑問がぬぐえません。タネや苗には表

示義務がないため、家庭菜園などで知らない間にゲノム編集されたものを使用する可能性があ
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り、食品流通のすべての過程で遺伝子操作の有無を判別することは難しくなっています。 
 このトマト苗をパイオニアエコサイエンス（株）は２０２３年に全国の小学校へ配布する計

画を発表しています。 
 ゲノム編集作物を栽培することで、周辺で交雑が進み、環境に影響を与えかねません。また

長期的な人体への影響が検証されておらず、世論も分かれているものを、選択権のない子ども

たちのもとに配布することは避けるべきだと考え、生活クラブでは各自治体に対して、ゲノム

編集苗を受け取らないように要請します。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 請願の趣旨説明が終わりました。 
 ただいま議題となっております請願第３号は、会議規則第１３１条第１項の規定により所管

であります文教厚生常任委員会に付託いたします。 
 ここで、次の日程第３３ 発議第５号に対する意見書の配布のため、暫時休憩といたします。 
 事務局で配布をお願いします。 

休憩 午前１１時５８分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１１時５９分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
   日程第３３ 発議第５号 インボイス制度（適格請求書保存方式）導入に当たり、シルバー人材

センターが存続できるよう必要な措置を講ずることを求める意見書の提出についてを議題とい

たします。 
 提出者の提案理由の説明を求めます。 
 ７番議員、秋山真一君。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 発議第５号の説明をさせていただきます。 
 発議第５号 インボイス制度（適格請求書保存方式）導入に当たり、シルバー人材センター

が存続できるよう必要な措置を講ずることを求める意見書の提出について 
提出者 
北杜市議会議員 秋山真一 

賛成者 
北杜市議会議員 福井俊克 
   〃    秋山俊和 
   〃    内田俊彦 
   〃    輿水 崇 
   〃    原 堅志 
   〃    志村 清 
   〃    野中真理子 

 提案理由の説明をいたします。 



 ２９

 令和５年１０月に導入が予定されているインボイス制度（適格請求書等保存方式）が、シル

バー人材センター事業の存続に極めて大きな影響を及ぼすことが想定されます。 
 つきましては、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の目的を鑑み、シルバー人材セン

ターの安定的な事業運営を可能とするため、関係機関が適切な措置をとることを求めるもので

あります。 
 詳細につきましては、お手元に配布しましたとおりであります。 
 よろしくご審議の上、ご議決いただきますようお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 提案理由の説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 内田議員。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 質疑というか、その以前のことといたしまして、実は発議第５号をずっと紐解いて見ていき

ますと、提出先なんですけども、衆議院議長 大島議長となっているんですが、これ、細田議

長のはずなんですよ。これ議決後ですと、訂正がまた、本会議ということになりますので、そ

こらへんについては、ぜひとも時間を割いてでも精査をして、きちっとしておかないと、議決

後になりますと、また再度、間違っていれば議決しなければならないこともあるかもしれませ

んので、それについては、ちょっと精査をお願いしたいと思います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ありがとうございます。 
 ここで暫時休憩といたします。 

休憩 午後１２時０３分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後１２時０４分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 大変、ご指摘ありがとうございました。 
 衆議院議長は細田博之でありますので、秋山真一議員、どうぞ。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 すみません。提出した内容に誤りがありまして、大変申し訳ありません。 
 適切に修正していただき、進めていただきたいと思いますので、ご配慮をよろしくお願いし

ます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 それでは、ご指摘の点、提出者も了解をいたしましたので、訂正をするということでよろし

いでしょうか。 
 （異議なし。の声） 
 ありがとうございました。 
 ほかに質疑はございますか。 
 （ な し ） 
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 質疑を終結いたします。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結いたします。 
 これから、発議第５号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、発議第５号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 
 以上をもちまして、本日の日程はすべて終了いたしました。 
 次の会議は９月２０日、午前１０時に開きますので全員定刻にご参集ください。 
 本日は、これをもって散会といたします。 
 大変ご苦労さまでした。 

 
散会 午後１２時０５分 
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令和４年第３回北杜市議会定例会（２日目） 

 
令和４年９月２０日 
午前１０時００分開会 
於 議 場 

 
 

１．議事日程 
 

諸 報 告 
日程第１ 会派代表質問 

星見里の声 髙見澤伸光君 
北杜クラブ 秋山真一君 
公 明 党 進藤正文君 
日本共産党 清水 進君 
ともにあゆむ会 原 堅志君 
みらい創生 大芝正和君 

 
 

２．出 席 議 員 （２０人） 
 

 １番 髙見澤伸光  ２番 輿 水  崇 
 ３番 中 山 喜 夫  ４番 小 林  勉 
 ５番 神 田 正 人  ６番 大 芝 正 和 
 ７番 秋 山 真 一  ８番 進 藤 正 文 
 ９番 清 水 敏 行 １０番 井 出 一 司 
１１番 志 村  清 １２番 齊 藤 功 文 
１３番 福 井 俊 克 １４番 加 藤 紀 雄 
１５番 原  堅 志 １６番 清 水  進 
１７番 野中真理子 １８番 保坂多枝子 
１９番 内 田 俊 彦 ２０番 秋 山 俊 和 

 
 

３．欠 席 議 員 （ な し ） 
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４．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者の職氏名（４６人） 
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開議 午前１０時００分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 皆さま、おはようございます。 
 本日もスムーズな運営のうちに進行できますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 ただいまの出席議員数は２０人であります。 
 定足数に達していますので、ただいまから本日の会議を開きます。 
 なお、報道関係者から撮影の申し出があり、これを許可いたしましたのでご了承願います。 
 これから本日の日程に入ります。 
 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布したとおりであります。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１ 会派代表質問を行います。 

 今定例会には、７会派すべてから会派代表質問の通告がありました。 
 ここで各会派の質問順位および代表質問、一般質問の割り当て時間をお知らせいたします。 
 １番 星見里の声、６０分。２番 北杜クラブ、４５分。３番 公明党、３０分。４番 日本

共産党、３０分。５番 ともにあゆむ会、３０分。６番 みらい創生、７５分。７番 会派し

んせい、３０分となります。 
 本日は６会派の代表質問を行います。 
 それでは順次、質問を許します。 
 はじめに、星見里の声の会派代表質問を許します。 
 星見里の声、１番議員、髙見澤伸光君。 
 髙見澤伸光君。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 私からは、星見里の声を代表して５つの大項目、質問をさせていただきます。 
 １つ目の大項目、肥料の高騰に対する対策と農業支援についてです。 
 現在、農業は北杜市の大切な基幹産業の一つでもあり、農業振興に力を入れていきたい、儲

かる農業にしていきたいという市長の方針を実現するためにも、今起きている物価上昇による

農業者さんへの打撃に対して何かしらの対策や支援をしなければならないと考えます。このま

ま対策をしなければ、農業自体をやめてしまうという事態にもなりかねませんし、実際に農業

をされている方々からは、物価上昇の影響で、この先、農業を続けることができるのか、とて

も不安な状態になっているという声が私たちの会派にも寄せられています。 
 また、全国の市議会の動きを見ても、臨時議会を開いて、農業用肥料の高騰に対する対策が

され始めています。 
 北杜市は特に中山間地域が多く、中山間地域の田んぼや畑などでは、草刈りをするだけでも

平地よりも労力がかかり、ガソリンの高騰でコスト面も高くなり、打撃を感じているそうです。

また、サルなどの被害により、もともと収穫が難しい状況が続いている地域では、さらに農業

をやめるきっかけになってしまうという、地域の声も聞いています。 
 北杜市で農業を行い、代々続く土地や地域を守っているという使命感や人情、根性の心意気

で農業をされている方々を絶やしてはならないと思いますし、安心して農業を続けられるよう

に何かしらの対策をとるべきではないかと考えます。それらを踏まえて質問をいたします。 
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 ①肥料の高騰などで生産コストが上がっている農業者さんがいることに対する市の見解と今

後の対策を教えてください。 
 ②広報ほくと４月号に記載されていますが、『令和４年度農作業参考料金』のところに今年度

から『※燃料代は含まない』と記載がされました。そうした理由はおそらく燃料代の高騰によ

るものだと考えますが、その文言を記載した理由と、その文言を記載したことに対するその後

の対応対策を教えてください。 
 次に２つ目の大項目、住民説明会で傷害事件の被害者になったことをふまえ、参加者の安全

安心を守るための対策についてです。 
 今回、私がたまたま参加した住民説明会の中で被害者になり、警察の捜査や新聞報道等がさ

れ、住民説明会を開催した事業者は、８月１８日に傷害容疑で書類送検がされました。この事

件の報道のあと、住民説明会中に同じような経験をしたという方々から連絡を多数いただきま

した。説明をする事業者側から、参加者に対して、顔を近づけて怒鳴ったり、拳を振り上げた

り、机を強く叩くなどを実際にされ、怖い思いをしたというのが、主に私のところに複数寄せ

られた内容です。今回は、たまたま太陽光設置に関する住民説明会でしたが、どんな説明会で

あっても、今後、説明会の参加者が怖い思いをするということはあってはならないと思います

し、そんなことが起きている今だからこそ、市として、市民に寄り添った参加者の安全安心が

守られる対策や心ある迅速な対応が求められるのではないかと思います。また、今回のことは

全国的にも関心がもたれており、その後の市の対応も注目されている案件であると思いますの

で、市の毅然とした対応を求めたい思いです。 
 それらを踏まえて質問をいたします。 
 ①どんな説明会であっても、市民の安全安心が守られる住民説明会が行われることは、とて

も大切ではないかと思いますが、市の考えを教えてください。 
 ②住民説明会で説明をする事業者の説明態度に違和感がある、怖い思いをしたなど、市に寄

せられているご意見はありますでしょうか。 
 もしありましたら、その内容と市で行った対応を教えてください。 
 ③どの事業者であっても、どの事業であっても、どんな住民説明会であっても、今後そのよ

うな住民説明会はあってはならないと思いますし、市民の安全安心が守られるための対策や取

り組みが早急に必要ではないかと考えますが、市としての考えや検討している対策や取り組み、

今後どうしていくのかを教えてください。 
 ④今回、市の施設を利用して住民説明会が開かれ、事が起こりました。今後、このようなこ

とが起きない可能性はゼロではありません。 
 施設内の安全安心が少しでも確保されるように、市の施設の利用の在り方や規約や周知の仕

方の見直しなど、何かしらの対策が必要ではないかと思いますが、市の考えを教えてください。 
 次に３つ目の大項目、市民に寄り添ったゼロカーボンシティの実現についてです。 
 北杜市のゼロカーボンシティ宣言後の動きと今後について質問をいたします。 
 ①どのようにしてＣＯ２ゼロを実現していくのかを示す数字目標などは、必要だと考えます

が、今決まっている目標値がありましたら教えてください。また、ゼロカーボンシティに向け

ての目標設定で、まだ決まっていない部分については期間を決めて、目標設定をする必要があ

ると考えますが、市の考えを教えてください。 
 ②山梨県の今の方針では、２０５０年の脱炭素の実現は、太陽光ではなく、水素や燃料電池
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で国と連携して進めるとしています。そのことに対する市の見解を教えてください。 
 ③市としてゼロカーボンシティ実現のために、排気ガスを出さない車の普及も重要ではない

かとも考えます。急速充電が可能なＥＶスタンドの導入を市内のガソリンスタンドや観光施設

などと連携協力するなどをして、普及促進をする考えはありますでしょうか。 
 ④電力の地産地消に対する市の考えを教えてください。 
 ⑤現在あるダムで水力発電を行い、北杜市の地域電力として利用する考えはありますでしょ

うか。 
 ⑥須玉から小淵沢までの高速道路の壁に太陽光パネルを設置して地域電力として確保すれば、

かなりの電力がまかなえるのではないかと考えられますが、高速道路の壁を使用することに対

する市の考えを教えてください。 
 ⑦市営の病院や支所などに雨をしのげるカーポートを設置して、その上に太陽光発電を設置

し、通常時と停電時の電源としても使用できるようにする考えについて、市の見解を教えてく

ださい。 
 次に４つ目の大項目、ＤＸの推進についてです。 
 現在も続く新型コロナウイルスの影響で、感染対策や感染予防で出掛けるのを控えている現

状は、まだまだ続いています。また、これからくる人口減少に向けて、ＤＸの推進が全国的に

重視されています。 
 これまで議会の中でも、私を含めて数多くの議員がＤＸに対する質問を行い、市ではＤＸを

推進して早く取り入れていきたいと方針を示していますので、今回も質問をいたします。 
 ①市民サービスのＤＸ化を進めることはもちろん大切でありますが、市役所内のＤＸ化も大

切ではないかと考えます。ＤＸを進めるにあたって、今、市では何が必要であると考えている

のかを教えてください。 
 また、すでに取り入れていることなどありましたら教えてください。 
 ②ＤＸに対する職員の人材育成の現状と今後の方針を教えてください。 
 ③全国でＤＸの推進が加速し、家にいてもタブレットがあればいつでもどこにいても本を借

りることができるデジタル図書館の整備が全国の市町村で一気に進みました。今、北杜市では

小中学生には学校からタブレットが配られていますし、デジタル図書館を取り入れれば交通の

足がない方でも家で気軽に本を借りることができると同時に、感染予防や生涯学習の充実にも

つながると考えます。また、このデジタル図書館の整備をすれば、図書館の考え方に変化が生

まれるかもしれませんので、市内にある図書館のあり方も変わっていくのではないかとも考え

ます。デジタル図書館に対する市の考えを教えてください。 
 次に５つ目の大項目、防災に関する市の方針についてです。 
 ８月２４日の夜、突然の大雨により、１９時５５分に土砂災害警戒情報の緊急速報メールが

山梨県防災危機管理課から送られてきました。 
 その後ＮＨＫにて、大泉、高根、長坂、小淵沢の支所に避難所が開設をされた旨のテロップ

が流れました。ＮＨＫを見ていない人は、避難所が開設されたことを知ることもできない状況

にありました。 
 ８月２４日の大雨は、幸いにも人災に至ることはありませんでしたが、災害はいつ起こるか

分かりませんので、今後のためにも質問をさせていただきます。 
 ①今回の８月２４日の大雨の警戒レベルと市で行った対応を教えてください。 
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 ②市の緊急避難場所の開設状況の確認方法を見ますと、防災行政無線、北杜ほっとメール、

防災ツイッター、北杜市防災ラジオ、Ｙａｈｏｏ！防災速報、市ホームページ、テレビ（ｄボ

タン）と記載されていますが、私が確認しただけでも、防災行政無線もツイッターも市のホー

ムページも対応はされていませんでした。今回行わなかった理由と、運用基準や運用のルール

がありましたら教えてください。 
 ③市では自主防災意識を高めるように呼び掛けていますが、市で求める自助とはどこまでを

指すのか、またその周知方法はどのようにしているのか、またその周知方法で良いのか、検証

しているのかを教えてください。 
 以上、ご回答のほどよろしくお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問にお答えいたします。 
 市民に寄り添ったゼロカーボンシティの実現について、いくつかご質問をいただいておりま

す。 
 はじめに、目標数値についてであります。 
 令和２年に策定した、「北杜市再生可能エネルギーマスタープラン」において、市域の二酸化

炭素排出量の削減目標値を示しており、２０３０年の段階で２０１３年の排出量の約４５万

８千トンから、４６％減の約２４万７千トンまで削減することとしております。 
 なお、「ゼロカーボンシティ」に向けての目標設定については、現在、環境省が進めている「脱

炭素先行地域」に応募する予定であり、採択後に策定が求められている、「地方公共団体実行計

画」の中で、２０５０年を見据えた目標を設定してまいります。 
 次に、県の方針に対する市の見解についてであります。 
 県は、「東レ株式会社」や「東京電力ホールディングス株式会社」等と共同で、太陽光発電な

どの再生可能エネルギーから、安全に「グリーン水素」を製造する「Ｐ２Ｇシステム」を開発

し、甲府市内のスーパーマーケットや中央市内の工場へ輸送・利用する社会実証を行っており

ます。 
 また、市内においても「株式会社キッツ長坂工場」では、製造された水素を自社エネルギー

として活用しているほか、先ごろ、「サントリーホールディングス株式会社」が、白州工場にお

いて、国内最大級となる「Ｐ２Ｇシステム」を構築するとの報道もありました。 
 市としては、太陽光発電や小水力発電とともに、水素も将来的には有効な手段と考えており

ますので、県や先進事業者等のご協力をいただきながら、水素の活用について推進してまいり

ます。 
 次に、ＤＸの推進について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、ＤＸ推進に当たっての市の考えについてであります。 
 国を挙げてのデジタル化の機運が高まる中、本市においても、「ＤＸデジタル・トランスフォー

メーション」を推進するため、本年度、北杜未来部に未来創造課を設置して、ＤＸの積極的な

推進を図っております。 
 市役所内のＤＸ推進には、市民が「すぐに使えて」「簡単で」「便利な」行政サービスを実現
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し、市職員の事務効率化を図るための、ＩＣＴ技術による「ＢＰＲビジネスプロセス・リエン

ジニアリング」の取り組みが必要であると考えております。 
 例えば、行政事務における書面、押印、対面の見直しといった、業務を最新のＩＣＴ等を活

用して、改善する取り組みなどであります。 
 これらを実現するためには、基盤となるネットワークシステムの見直しをはじめ、新たなハー

ドウェア、ソフトウェアなどの導入が考えられます。 
 また、これまでの取り組みとしては、庁議での「ペーパーレス会議システム」や、「庁舎内Ｗ

ｅｂ会議システム」の活用、職員のリモートワークなども試行しております。 
 今後も、全職員がデジタル技術を業務に活用できる環境を整えるとともに、最適なデジタル

ツールの導入も検討していくことで、市役所内のＤＸを進めてまいりたいと考えております。 
 次に、職員の人材育成の現状と今後の方針についてであります。 
 自治体ＤＸを推進していくためには、職員がデジタル技術を正しく理解し、活用できる、い

わゆる「ＤＸリテラシー」の向上が必要と考えております。 
 市においては、ＤＸを推進するため、本年３月に協定を締結した「ＮＴＴ東日本株式会社」

からデジタル技術に精通した職員の派遣を受け、４月から未来創造課に配置し、民間のノウハ

ウを活用しております。 
 また、６月には、すべての職員向けに、ＤＸに係る国等の動向や、他自治体の先行事例、デ

モンストレーションなど、デジタル化によって業務の生産性や正確性などが実感できる勉強会

を開催したところであります。 
 さらに、「デジタル戦略推進員」を各課に１名ずつ選任し、ＤＸに向けた効率的な業務課題の

抽出を行い、デジタル施策の展開を図るとともに、実際の業務を参考に、ＤＸを推進する上で

の考え方や、効果的な施策について、企画立案するワークショップを行ったところであります。 
 今後も、職員向けの勉強会を重ね、ＤＸに対する理解を深め、デジタルに強い職員を育てて

まいります。 
 その他につきましては、教育長および担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問にお答えいたします。 
 ＤＸの推進における、デジタル図書館に対する市の考え方についてであります。 
 「デジタル図書館」とは、「電子図書館」とも呼ばれ、図書館向けの「電子書籍サービス」を

扱う企業と契約し、オンライン上でタブレットやパソコンなどを用いて、電子書籍を閲覧でき

るインターネット上の図書館サービスであります。 
 「デジタル図書館」には、年間を通じて、「いつでも」、「どこでも」電子書籍を閲覧すること

ができるほか、貸し出し期限が過ぎると自動的に返却扱いになるなど、利用者側の利便性が高

く、また、図書館側にとっても書架が必要なく、書籍の紛失や摩耗がないなどのメリットがあ

ります。 
 一方で、図書館が利用できる電子書籍は、国内出版社のコンテンツが少なく、新刊本など最

新の図書が扱われていないことや、紙の本より価格が高いこと、ライセンス料などのコスト負
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担が大きいことなど、現時点ではデメリットも多くあります。 
 県内における状況は、「山梨県立図書館」や「韮崎市立大村記念図書館」がすでに導入し、「甲

府市立図書館」でも導入に向けた準備を進めていると伺っております。 
 本市においては、本年７月に設置した「北杜市立図書館適正配置等検討委員会」において、

図書館サービスの質的な強化や機能の充実の観点から、「デジタル図書館」についても、ご意見

を伺ってまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問にお答えをいたします。 
 住民説明会で傷害事件の被害者になった事をふまえ、参加者の安全安心を守るための対策に

ついて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、市民の安全安心が守られる住民説明会についてであります。 
 住民説明会は、主催する側が、対象となる住民に対して、説明を行い、意見を聴取するなど、

双方向のコミュニケーションを通じ、相互理解を図っていくものであります。 
 このことから、住民説明会の開催に当たっては、市民の安全・安心は当然確保されるべきも

のであると考えております。 
 次に、住民説明会について市に寄せられている意見についてであります。 
 住民説明会において、説明の態度に違和感や、恐怖心を抱いたというご意見につきましては、

本年７月に開催された、太陽光発電設備設置の許可に係る地域住民等への説明会を主催した事

業者等に対し、過去に数件寄せられております。 
 なお、本説明会を主催した事業者等に対しては、所管部局において、書面をもって厳重注意

を行ったところであります。 
 次に、市民の安全・安心が守られるための対策や取り組みについてであります。 
 本年７月に生じた住民説明会での主催者による不適切な行動は、極めて遺憾なものであると

考えております。 
 市民の安全・安心は当然のことであり、本来、安全・安心が損なわれることを想定しており

ません。 
 民間事業者等が住民説明会を主催しようとする際は、適切に市民とコミュニケーションが図

られるよう、指導・助言を行ってまいります。 
 次に、施設内の安全・安心の確保についてであります。 
 市の施設については、それぞれ条例等により設置及び管理に関する規定が定められており、

申請時において、当該施設の制限規定に該当している場合には、市が施設の使用許可を行うこ

とはありません。 
 また、施設利用者への周知については、使用の許可に際し、改めて条例や規則に定める注意

事項の厳守を求めるとともに、施設内にも注意事項等の掲出などを行うことで、施設の適切な

管理運営を図ってまいります。 
 次に、防災に関する市の方針について、いくつかご質問をいただいております。 
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 はじめに、今回の大雨の警戒レベルおよび市の対応についてであります。 
 先月２４日の大雨については、気象庁から「記録的短時間大雨情報」が、山梨県および気象

庁から、警戒レベル４相当の情報である「土砂災害警戒情報」が発令され、浸水害の危険度を

示す気象庁の「キキクル」では、警戒レベル５相当である「黒メッシュ」が表示されたことを

確認しております。 
 市では、総務部および建設部の担当課が参集し、消防防災課では、避難所の開設に向けて連

絡調整を行い、避難所開設後も、継続的に情報収集や状況把握に努めるとともに、避難所およ

び避難者の状況確認、市民からの電話対応などを行いました。 
 総合支所においては、自主的に避難を望む方に対応するため、市内４カ所に避難所の開設を

行ったところであります。 
 その後、「土砂災害警戒情報」、「大雨警報」および「洪水警報」が解除されたことを受け、配

備体制をいったん解き、必要最低限の職員を配置したものであります。 
 次に、避難所の開設状況の確認方法についてであります。 
 今回の大雨では、「記録的短時間大雨情報」および「土砂災害警戒情報」が相次いで発令され、

事態が急変したところであります。 
 「記録的短時間大雨情報」が断続的に発令され、夜間であったこともあり、詳細な状況の把

握が困難な状況でありました。 
 市としては、「防災行政無線」やメールなどを使用して、避難指示などの情報発信を行うこと

は重要と考えております。 
 しかしながら、今回のように、夜間に大雨が降っている状況での避難行動については、屋外

に出る、避難所へ避難するといった行動はかえって危険を招くこともあり、慎重な対応が求め

られたものであります。 
 このような場合には、屋外へ出て場所を移動する避難よりも、２階など高い場所への垂直的

な避難を行うことが有益と考えており、日ごろから周知を行っているところであります。 
 また、情報発信においては、確定的な状況確認ができていない状態での周知や、夜間の「防

災行政無線」による周知は、市民の避難行動に混乱を生じさせる可能性があることなど、総合

的に考慮した中で、「防災行政無線」等による周知は行わなかったところであります。 
 なお、広報の運用基準については、「北杜市地域防災計画」において、広報の方法や内容等が

定められており、「防災行政無線」、広報車、電話、市ホームページ、ケーブルテレビ等により、

迅速に広報を行うこととしております。 
 次に、市が求める自助についてであります。 
 「自助」とは、日頃から災害に備え、災害時には事前に避難を行うなど、「自分の命は自分で

守る」ための行動と考えております。 
 「自助」のための行動については、有事に備えて日頃から情報収集を行い、自分の置かれた

状況を的確に把握すること、それに備えてどのような準備が必要なのかを確認すること、立ち

退き避難すべきか、屋内で安全確保をすべきか判断すること、どこに避難するか避難先につい

て想定すること、避難を実行するために訓練を行うことなどであります。 
 現在、市で作成した「ハザードマップ」や「水害ハンドブック」の配布、市のホームページ

や広報紙などでの情報発信を通じて、市民に「自助」の重要性を周知しております。 
 また、「自助意識」を高めていただくため、市民向けの「出前講座事業」や「減災リーダー育



 ４０

成事業」等も行っているところであります。 
 近年、想定外の災害発生のリスクが高まっていることから、今回の災害についても、しっか

りと検証し、市民の防災・減災の意識向上のため、今後も必要な訓練や情報発信などを継続的

に実施してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問にお答えいたします。 
 市民に寄り添ったゼロカーボンシティの実現について、いくつかご質問をいただいておりま

す。 
 はじめに、ＥＶスタンドの普及促進への考えについてであります。 
 現在、市においては、電気自動車普及のため、４カ所の公共施設に急速充電器を設置してお

ります。 
 他の自治体において、充電設備の経年劣化後、経費の問題で更新しない事例もあり、全国的

にはＥＶスタンドの設置数は増えているものの、昨年度の新規設置数は前年度と比べ減少して

いる状況であります。 
 近年は、充電時間を有効に使いたいという需要に応えるため、集客施設などへの設置も進ん

でおり、継続的に安定した充電設備のサービスを提供するため、有料化しているところもあり

ます。 
 今後、電気自動車のシェア拡大に伴い、充電設備の需要は高まることが予想されるため、市

内のガソリンスタンドや観光施設を含め、各所への普及促進に向け検討してまいります。 
 次に、電力の地産地消に対する市の考えについてであります。 
 東日本大震災や、昨今の大型台風による激甚災害を契機に、エネルギー供給の制約やシステ

ムの脆弱性が指摘されております。 
 こうした状況に対して、地域の特性を踏まえた多様なエネルギー供給方法を組み合わせ、エ

ネルギーのリスク分散や、二酸化炭素の排出削減を図ろうとする機運が高まっており、売電で

得られた収益等を活用し、地域の課題解決に取り組む、いわゆる「地域新電力」といった動き

が各地で起こっております。 
 しかしながら、「地域新電力」が生み出す電力だけでは全ての顧客の需要を賄えないことから、

外部からの電力調達も必要であり、昨今の価格高騰により、運営状況も厳しさを増しておりま

す。 
 市内各地に普及した再生可能エネルギーを地域の活性化につなげ、持続可能なまちづくりの

実現のため、どのような手法を取り入れるべきか、今後、検討をしてまいります。 
 次に、水力発電の利用に対する市の考えについてであります。 
 市内のダム発電所は、「山梨県企業局」が管理運営し、売電しております。 
 地産地消の手法についての検討は、これからとなりますが、今後、「県企業局」と情報交換を

行ってまいります。 
 次に、高速道路の壁に太陽光パネルを設置することに対する、市の考えについてであります。 
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 他県の高速道路において、遮音壁に太陽光パネルを設置している例もあることから、市内エ

リアで設置することも可能ではないかと考えております。 
 今後、管理者である「中日本高速道路株式会社」と情報交換を行ってまいります。 
 次に、カーポートの設置に対する市の見解についてであります。 
 脱炭素社会においては、更なる再生可能エネルギーの普及拡大が必要であり、多くの公共施

設を有する本市においては、今後もＰＰＡ事業等を活用してまいりたいと考えております。 
 また、各施設において、必要に応じカーポートを設置する場合は、費用対効果を検証しなが

ら、太陽光パネル設備の設置の可能性について検討してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問にお答えいたします。 
 肥料の高騰に対する対策と農業支援について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、市の見解と今後の対策についてであります。 
 日本は、多くの資源を外国からの輸入に依存しております。 
 このため、肥料等も輸出国の事情や世界情勢の影響を受け、価格が高騰しており、加えて、

米の買い取り価格の下落による収入の減少から、今後の営農意欲の低下が懸念されるなど、市

内農業者への影響が心配されるところであります。 
 こうした中、市では、昨年に引き続き、「名水の里米食味コンクール」を開催し、栽培技術や

食味の向上による高付加価値化と販路拡大への取り組みを進め、水稲農家の所得の向上を支援

するなど経営改善に向けた施策を進めるとともに、肥料の高騰対応策についても、今後、国や

県の動向を注視してまいります。 
 次に、「令和４年度農作業参考料金」の記載についてであります。 
 農業用機械で使用する燃油の急激な値上がりにより、市農業委員会では、本年度の「農作業

参考料金」に燃料代を含まないことを決定し、広報を行ったところであります。 
 この料金はあくまでも目安でありますので、作業を受委託する際は、受託者と委託者の双方

で協議し、金額を決定していただくこととしております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 髙見澤伸光君の再質問を許します。 
 髙見澤伸光君。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 各項目、いろいろ丁寧なご答弁をいただきまして、ありがとうございます。すべての項目に

対しまして、再質問を行います。 
 まず１つ目の大項目、肥料の高騰に対して再質問です。 
 市としては、農業者さんの利益を心配している、国や県の動向を注視していくとのことです。

ほかの市では臨時議会を開いて、すでに対策がされ始めていますし、国では１０月から肥料に
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対して７割の補助が始まります。市も必要に応じて早急に対策を考えて、臨時議会でも、１２月

議会のときでもいいので、早い対策の動きをすべきだと思いますし、国の支援もしっかりと農

業者さんに対して周知をしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 過日、国の肥料高騰対策につきまして、県の説明会が行われたところでございます。令和４年

９月９日でございます。 
 国の肥料価格高騰対策事業は、肥料価格の高騰による農業経営の影響緩和のため、５戸以上

のグループ、これは国ではＪＡ、また肥料販売事業者が取りまとめることを想定しております。

それによって、令和４年度、または令和５年度に化学肥料使用量の２割低減に向けてのメニュー

に取り組む農業者に対し、令和４年６月から令和５年５月に購入、注文した肥料について、前

年度から増加した分の７割に支援金が支払われる制度となっております。 
 肥料高騰の影響を受けている農業者の皆さまに、この制度を活用していただけるよう、市ホー

ムページや広報に掲載し、周知を図ってまいりたいと考えております。 
 また、今後、国・県の状況を注視しつつ、市内農業者の営業意欲の低下につながらないよう、

支援内容について早急に研究・検討していきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 髙見澤伸光君。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 ありがとうございます。ぜひ、必要に応じての市の対策と、また国の補助については、条件

が指定された窓口もあるようですので、しっかりと周知をしていただきたいと思います。 
 次に２つ目の大項目、住民説明会について再質問を行います。 
 市としては、住民説明会の安全・安心は当然確保すべきであるとのこと、そして今回の警察

沙汰になった事業者の不誠実な行動は、極めて遺憾であるとのことですが、今回、傷害罪で書

類送検をされた事業者が、その後も地区や市役所に対して住民説明会をしたいというような話

をもちかけていて、地域の方々からは僕も現状を聞いていました。そして、太陽光に関する住

民説明会で不誠実な行動をする事業者は、今回、警察沙汰になった事業者以外にもいますし、

怒鳴ったり、乱暴な言動があったり、発言をしている市民のマイクを取り上げたりするような

住民説明会を経験したという方もいますし、前回の６月定例議会にて、輿水議員の質問の中で

も警察に相談するような事態も発生しているという話も出ています。 
 そんな中、今回の事件が起きましたので、そういった事業者が開催する説明会には参加した

くない、危険なリスクを背負ってまで住民説明会に参加する意味があるのかというような声を

複数聞いています。 
 北杜市も、北杜市の太陽光条例の第１０条に許可の基準が書いてあります。全文すべては読

みませんが、その１０条の２を簡単に読みますと、市長はいずれかに該当するときは、同項の
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許可をしないことができると書いてあり、１０条の２の（１）事業計画を実施するために必要

な資力及び信用があると認められないときと記載があります。今回、事件を起こした事業者に

対する信用について、市はどのように考えていますでしょうか。また、警察沙汰になっている

状態で、事業者が市に許可を求める申請をしてきた場合、市は許可することができるんでしょ

うか、市の考えを教えてください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 髙見澤伸光議員、星見里の声の再質問にお答えをいたします。 
 業者の信用についてということでございますが、信用については、２つに分けられると考え

ております。まず、１点ですけれども、資金面から事業が確実に実施できるかということでご

ざいます。１つには資金面も含まれておりますが、広く社会的な規範に沿っているかどうかと

いうことでございます。 
 事業者の信用につきましては、これまでの説明会における地域住民への態度、また市の指導

時における態度も地域住民等にとったものと同様であり、心情から見れば信用に値するもので

はないということでございます。 
 しかしながら、社会的信用を失墜したことの判断に至りしめるまでには、社会的な批判だけ

ではなく、例えば刑罰を受けるなど法的に信用を失墜したに至る根拠が必要でありますので、

このように法的に信用の有無を判断したときには、市で対応を取ってまいります。 
 次に、許可についてでございます。これは、説明会も含めた中のご質問だと理解をしており

ます。 
 現在のところ、地域での信頼を失っておりますので、その回復に努めるよう注意・指導を行っ

ているところでございますが、説明会の実施等がなされていないということになりますと、地

元との信頼がまったく回復できないということでありますので、それについては許可の対象に

はならないものと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 髙見澤伸光君。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 ありがとうございます。市の指導時の事業者の態度は、市民にとった態度と同じであるとの

ことですし、信用に関しても、住民説明会を開いても、住民の人たちが集まらなければ、それ

はやったことにはならないというように解釈しました。 
 市民の安全・安心を第一に考えて、市として、ほかにもできることがあるならば、ぜひ対応

していただきたいという思いです。 
 次の、３項目めの大項目に移らせていただきます。 
 ゼロカーボンシティについて、再質問を行います。 
 ゼロカーボンシティに向けての目標設定は、国の方針に合わせて２０３０年までにＣＯ２を

約４６％削減していくとのことですが、今、北杜市のＣＯ２はどのくらい出ているのか、排出
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量が分かれば教えてください。 
 また、質問項目の中で、ゼロカーボンシティに近づけるための案を、いくつか質問として提

案させていただきましたが、いずれも検討、研究、情報交換していくという回答でした。市と

して、質問項目の中で、どの項目であれば早急に着手ができて、その項目をすることでどんな

効果があるのか、分かりましたら市の考えを教えてください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 １点目でございますが、二酸化炭素の排出量がどのくらいかというご質問だと思います。 
 これにつきましては、環境省の自治体排出量カルテというものがございます。そのデータに

よりますと、二酸化炭素の排出量は平成２５年度が４５万８千トン、令和元年度が３６万４千

トンでございます。 
 なお、１トンの二酸化炭素のイメージにつきましては、２５メートルプール１つ分というこ

とが大体目安となっているということを聞いております。 
 次に、いくつかの質問項目の中で、どの項目であれば早急に着手ができ、市にとって効果が

あるかとのご質問だと思います。 
 本市におきましては、電気自動車の普及のために急速充電器が市内に４カ所設置してござい

ます。早急な着手にはなかなか難しい面もありますが、更なる電気自動車の普及のためには、

民間の力をお借りすることも必要ではないかと考えておりますので、それも視野に調査、研究

を行ってまいりたいと思います。 
 また、設備の普及が進むことによりまして、北杜市民の方々の電気自動車の所有率、これが

向上していくということと、また本市を訪れていただく方々の、当然、電気自動車の充電施設

があれば利便性も向上し、それに伴って二酸化炭素の排出量も減少していくと、このようにつ

ながっていくものと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 髙見澤伸光君。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 お答えいただきまして、ありがとうございます。 
 今、答弁にあった数字、３６万８千トンの４６％の削減を２０３０年までに行い、また

２０５０年には完全にゼロにするということですので、引き続きゼロカーボンシティの実現に

向けていってほしいと思いますし、脱炭素先行地域の応募やＰ２Ｇシステムの活用、民間企業

との連携など、いろいろ答弁にもありましたので、どんどん進めていただいて、目標と戦略を

もって、ゼロカーボンシティ実現に向けて進んでいっていただけたらと思います。 
 次の質問、４項目めのＤＸについての再質問を行います。 
 ＮＴＴから派遣していただいている、そしてノウハウを活用しているとのことですが、ＮＴ

Ｔの派遣によって、今、どのような取り組みがされているのか、また来年度に向けてどのよう
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な、政策的に取り組む予定なのか、ありましたら教えてください。 
 また、１社だけではなく、幅広くいろいろな企業のノウハウを取り入れて、北杜市の地域性

と地域課題に合ったＤＸを進めていってほしいと思いますが、いかがでしょうか。 
 そしてもう１点、デジタル図書館に対することなのですが、メリット・デメリットのお話も

いただき、ありがとうございます。今、全国的にデジタル図書館、電子図書館は広がって、ス

タンダードになりつつあります。僕も個人的な書物はスマホのデジタル書籍で読んでいますし、

予算がかかるという問題もありますが、ＤＸを進めたいという市の方針もありますので、現実

的な導入に向けての議論をすべきだと思いますが、改めて市の考えを教えてください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 宮川北杜未来部長。 

〇北杜未来部長（宮川勇人君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の再質問にお答えをさせていただきます。 
 大きく３点いただいておりますが、最初の２点を私からお答えをさせていただきます。 
 ＮＴＴから派遣をされているということで、来年度、どのようなことを考えているかという

ご質問でございますが、先ほども答弁をさせていただいたところでございますが、現在の市役

所の環境、いわゆる有線でそれぞれインターネットにつながっている状況でございますが、こ

れであれば場所にとらわれずに業務を遂行することが、なかなか難しい状況でございます。無

線化の実現でありましたり、職員ＰＣのタブレット化ということができますと、ペーパーレス

の実現やスマートなオンライン会議が可能になります。このことから、現在のネットワーク基

盤の見直しが最優先と考えておりますので、その構築に向けて準備を進めていきたいというと

ころでございます。 
 また、ソフト面でございますが、これはあくまでも一例でございますが、保育園で保護者と

のやりとり、こういったものを現在、紙ベースで行っているところでありますが、さらに効率

的、効果的に行うといったことも今後、必要になってまいりますので、保育・教育向けの業務

支援のシステムもございますので、研究をしていきたいと考えているところであります。 
 次に、２点目の北杜市の地域性に合ったＤＸを進めるというところでございますが、現在、

ＤＸ推進計画を策定していますが、計画策定にあたりましては、市の社会福祉協議会、また市

の商工会、観光協会、また学校、ＰＴＡの代表者の方々にヒアリングを行う中で、ご意見をい

ただいているところであります。 
 また、連携協定を行っている企業、そういったところからも、その企業のデジタル化に向け

ての取り組み状況を伺っているところでございますので、現状をしっかりと分析をいたしまし

て、この地域に合ったＤＸ計画、ＤＸの方向性を定めていきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 加藤教育部長。 

〇教育部長（加藤寿君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の代表質問の再質問にお答えをいたします。 
 デジタル図書館についての再質問でありますが、デジタル図書館が徐々に拡大しているとい
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う状況につきましては、議員ご指摘のとおりであると私どもも捉えております。 
 一方で、答弁にもありましたとおり、現時点ではコンテンツの少なさ、またコスト負担が大

きいという課題もあるということも現実であろうかと考えております。 
 ＤＸの推進という時代の要請に応えなければならないという状況の中ではありますが、図書

館におきましては、従来の紙媒体についても良いところはたくさんあると思います。現在、図

書館適正配置等検討委員会を立ち上げまして、今の時代に求められる図書館の在り方を検討、

議論していただく予定であります。この議論の中で、図書館サービスの質的な強化や充実の観

点を踏まえた検討を進めていくことが必要であると考えております。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 髙見澤伸光君。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 ありがとうございます。市の職員のタブレット化やオンライン会議などの構築、また保育や

教育などのシステム面で研究していったりとか、また情報分析をしっかりと行い、北杜市に合っ

たＤＸを進めていく、そしてデジタル図書館は、ぜひ前向きに検討していってほしいと思いま

すので、ぜひ今後の対応もお願いいたします。 
 次の項目、５つ目の大項目の防災に関することについて、再質問を行います。 
 ９月７日の夕方にあった急な大雨では、早々に注意を促す情報も出ていましたし、また今回

の台風１４号に関しても、早いうちから注意を促す対応がされていましたので、対応がとても

早くなって、早速改善されたんだなと実感はしていますので、市の対応は良くなったと思いま

す。 
 また、災害はいつ、どこで、どんな規模で起こるかは分かりませんし、先ほど答弁にあった

近年、想定外の災害も増えているとのことですので、用心することにこしたことはありません

ので、ぜひ様々な災害や規模をできるだけたくさん想定していただき、引き続き気を引き締め

て早急に対応していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 髙見澤伸光議員の、星見里の声の再質問にお答えをいたします。 
 今後の情報の発信についてということでございます。 
 先月の８月２４日の大雨でございますけども、記録的短時間大雨情報および土砂災害警戒情

報が短い時間で相次いで発令されまして、事態が急変したところでございます。その記録的短

時間大雨情報が断続的に発令され、夜間であったこともあり、詳細な状況の把握が困難な状況

でございました。 
 したがいまして、情報発信は一部控えさせていただいたところがございますけども、何らか

の情報を発信すべきだという声もあることは伺っております。 
 したがいまして、市はこういった気象庁の、甲府地方気象台でも予報が困難であった大雨が

発生し得ることを想定しつつ、どんな情報を発信すればいいか慎重に検討をしまして、今後で
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きる限り情報の発信、情報提供に努めてまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 髙見澤伸光議員の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 輿水崇君。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 ２項目について関連質問をさせていただきます。 
 まず１つ目が、先ほど住民説明会について答弁がありました。 
 再質問の答弁の中で、信用とは何かというところで、北杜市の太陽光条例の第１０条の２の

説明をされていましたけれども、信用とは資金力及びその他の信用というところで、いろんな

法律違反というところが述べられていましたけども、それって、もうここに書かれているんで

すよね、そのまま。必要な資金力及び信用とあるので、それは両方が担保されるものだと考え

ます。 
 また、その下に禁固以上の刑に処せられたときは、もちろん許可ができないと明確に、法律

的な解釈はここに述べられていますので、信用というのは、やっぱり事業者とか人物に対して、

過去も含めて信頼ではなくて、本当に人間として、企業として信用に当たるのかというところ

が問われているのかなと、ここの条例を見ると、そのように見受けられます。 
 先ほど、職員もこのような、住民説明会と同じようなことを受けているということがありま

したから、まさしくそういうことこそ、僕は信用に当たるかどうなのかなという、ここで資金

力とか、そういったことが明記されていないのであればそれも分かるんですけども、そういっ

たところ、ほかの項目等に明記されているので、そういった、いわば心の持ちようとか、人間

関係というところを担保するために、この信用という言葉が用いられていると感じますが、い

かがお考えでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 輿水議員の関連質問にお答えをいたします。 
 先ほどの信用ということでございますけども、条例の解釈にありますように、その資金源と、

また信用ということで２つに分けられているわけですけれども、この条例に従いまして指導を

していくことが重要でありまして、今のところ注意を促しているという状況でございます。 
 いずれにしろ、その業者に至っては、地区の説明を実施するということが、その地区での信

用の回復ということに繋がることになると思います。 
 すでに指導については、数回にわたって窓口等で行っているもので、また、市のホームペー

ジにございますように、その許可の手続きについても確認をするように強く指導を求めている
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ところでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 輿水崇君。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 ありがとうございます。ぜひ、そのように今後も指導等を続けていただいて、この条例がしっ

かりございますので、それに則って適切な判断をしていただきたいと思います。よろしくお願

いします。 
 では続きまして、ＤＸの推進について１点だけ、すみません、再質問させていただきます。 
 先ほど、今後の整備の中で教育施設ですとか、保育関係のところというところも、今後検討

するという話がございましたが、やはり昨今の局地的な豪雨ですとか、急激な気象の変化とか、

または東日本大震災を含む大きな災害というものは、皆さんもご承知のとおり、いつ起こるか

分かりません。今、大事なのは、やっぱり情報収集能力というところが非常に大事だと思いま

す。保育園とか、特に学童保育におかれても、こういった通信環境というところがまだまだ整

備されていないというところが見受けられますので、そういったところもぜひ、しっかりと検

討していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 宮川北杜未来部長。 

〇北杜未来部長（宮川勇人君） 
 輿水崇議員の、星見里の声の関連質問にお答えをさせていただきます。 
 保育・教育施設向けの支援の関係でございますが、先ほど議員もおっしゃいましたとおり、

通信環境についてはなかなか、すべての施設が無線化をされているという状況ではございませ

ん。こういったものには、非常に時間、経費等もかかる状況ではございますが、子どもたちの

安全・安心が最優先だと思いますし、こういった環境を整備することで、地域に対する住みや

すさといったものが補われると考えられますので、そういった仕組みを導入する際には、しっ

かりとニーズを把握いたしまして、声を聞きまして導入をしていくように検討していきたいと

考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 ほかはよろしいでしょうか。 
 （ な し ） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、星見里の声の会派代表質問を終結いたします。 
 ここで暫時休憩といたします。 
 再開は１１時２５分といたします。 
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休憩 午前１１時０７分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１１時２４分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 次に、北杜クラブ、会派代表質問を許します。 
 北杜クラブ、７番議員、秋山真一君。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 北杜クラブの代表質問をさせていただきます。 
 長引く新型コロナウイルス感染症の影響や、ロシアのウクライナ侵攻による社会情勢の変動

など、行政運営も例年とは違う難しさがあるとは思いますが、行政職員の皆さまには、これま

で培ってきた経験を遺憾なく発揮していただき、市民生活の安定のためにこの難局を乗り越え

ていただきたいと切に願います。 
 今回は、総合計画、ＳＤＧｓ、国土強靭化、再生可能エネルギー、事業決定方法に関連した

５項目について質問いたします。 
 はじめに、北杜市総合計画の前期基本計画について。 
 本年度からスタートした第３次北杜市総合計画は、市民アンケート・高校生ワークショップ・

パブリックコメントなどを通し、様々な意見を聞きながら審議会でまとめられてきましたが、

「意見が十分反映されていない」「議論の期間が短すぎる」「変更が多い」などの意見も寄せら

れていました。 
 様々なご意見があることは当然のことですが、この計画の評価は５年１０年経たなければ分

かりません。今するべきは、長期間にわたる市の最重要計画ですので、計画を柔軟にとらえな

がら、市民に直結する各事業において、多くの市民が共感できる間違いのない施策を実行して

いくべきと考えます。 
 基本構想については、前定例会にて審議し可決されましたので、審議されていない前期基本

計画の考え方と、重点的に取り組むとしているリーディングプロジェクト（ＬＰ）についてお

伺いいたします。 
 ①５つのＬＰの各１には基本目標が記載され、各２には基本目標がないようにみえる。 
 また、ＬＰ１には基本目標がＬＰ－０１から０４まであり、例えば「ＬＰ１－１のＬＰ－

０１の内容」とでも言えばよいのでしょうか。この分かりにくい表記について市の考えは。 
 ②人口推移について現状（令和２年）と計画完了する（令和１２年）の目標では、現状実績

は総人口４万４，０５３人、年少人口４，２５７人、生産人口２万２，１１２人、老年人口１万

７，６８４人、国の調査に基づいた将来推計では総人口３万８，７０６人、年少人口３，０７４人、

生産人口１万７，５７５人、老年人口１万８，０５７人、基本計画の目標数値は総人口４万３，

８６８人、年少人口６，００５人、生産人口２万９６人、老年人口１万７，７６７人と記載さ

れています。年少人口を大幅に伸ばす反面、将来推計上、増加するとされている老年人口を

３００人抑制し、高齢化率の上昇を抑えていくという目標となっているが、どのよう方法で高

齢者の増加を抑制していくのでしょうか。また、ＬＰ２－１（健康を支え、生命を守る体制を

つくる）と相反していないか。この点に関しましては、提出した書類には老年人口を高齢人口
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と間違って記載してしまいました。訂正をお願いします。 
 次に③前期基本計画では、令和７年まで、あと３年半です。基本目標のＬＰ－０１、０２、

０４、０６、０７、０８、１６、１８、２０と目標２０項目中９項目と約半数の目標数値が設

定されておらず、令和４年度調査としてありますが、この前期基本計画のスタートは令和５年

度からなのか。 
 また、基準値と目標値が設定されたのち、前回同様の印刷料を税金から捻出し、再度印刷、

配布するのか。 
 ④番、約半数の目標値が設定されていない状況では、今期の事業に対する評価や改善はでき

ないと考えます。毎年実施するとしているＰＤＣＡサイクルはどのようにして行うのか。 
 ⑤ＬＰ５について、温室効果ガスの排出量を７年間で２０％削減としているが、市長が出し

たゼロカーボン宣言の期間は２８年後、４分の１の７年間で２５％以上の目標設定をしなけれ

ば宣言達成はできないのではないか。 
 次に、ＳＤＧｓの取り組みについて。 
 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、１７の世界的目標、１６９の達成基準からなる持続可

能な開発のための国際的な開発目標です。２０１５年に国連総会で採択され、世界各国で行政、

企業、個人、多くの人々が賛同し取り組みを進めています。北杜市においても新たな総合計画

の中で、１７ある世界的目標のうち４つを取り上げ、推進するとしています。 
 その４つは、８．働きがいも経済成長も。９．産業と技術革新の基盤をつくろう。１３．気

候変動に具体的な対策を。１５．陸の豊かさも守ろうの４つです。 
 ＳＤＧｓに賛同し推進することは素晴らしいことですが、取り組むに当たり注意しなくては

ならない点があります。現状を把握し課題を明確にすること、課題を克服するための方法の検

討、評価指標を決め現状数値調査と目標数値の設定、実行期間や経費的に継続可能な方法かど

うかなど、明確に設定し推進しなければ、無駄な経費と時間を費やした形ばかりの開発目標と

なってしまいます。 
 総合計画前期基本計画内で特に取り上げた、８、９、１３、１５の各開発目標についてお伺

いいたします。 
 ①各開発目標について、北杜市における現状と課題はどのようなものか。 
 ②各開発目標について、１６９ある達成基準のどれを選定したのか。 
 ③各開発目標について、開発に向けた政策はどのようなもので、どのような効果を期待して

いるのか。 
 ④各開発目標について、政策の評価指標、基準値と目標値は。 
 ⑤各開発目標について、政策の実行期間と予算額は。 
 次に、国土強靭化地域計画など防災体制について。 
 現在、台風１４号が接近し、多くの被害状況が報道されているように、本年も集中豪雨など

による自然災害が全国各地で発生してしまいました。被害にあわれた方へのお悔やみと影響を

受けた地域が一日も早く普段の生活を取り戻されるようお祈りいたします。 
 本市においても、幸い人的被害はなかったものの、８月２４日の大雨や３年前の台風１９号

による河川や水田などへの被害は記憶に新しいものです。自然災害はいつ何時発生するか分か

りません。日頃から防災意識の向上や、もしもの時の備えを行政は発信し続けるべきと考えま

す。そこで以下、お伺いいたします。 
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 ①北杜市民の人命を守り、有事の際に迅速な復旧に対応できる地域を構築するため、「北杜市

国土強靭化地域計画」が令和２年度に策定され、５カ年計画で行われていますが、本年までの

進行状況は。また、本計画はこれまで計画どおりに進められてきたのか。 
 ②この「北杜市国土強靭化地域計画」は、本年４月に見直しがされ、より現状に見合った計

画になっていると考えますが、改定が必要となった要因と変更された内容、新たに追加された

事業は。 
 ③現在計画の半分の期間が過ぎましたが、あと２年半で計画目標は完了するのか。また、新

型コロナウイルス感染症対策などで財政が厳しい部分もあると思いますが、十分な財源構成は

できているのか。 
 ④大規模災害時に、他の自治体から応援職員を受け入れ対応協力を進めるため、各自治体は

「受援計画」を整備していますが、北杜市はどのような内容で整備されているのか。 
 ⑤８月に予定されていた特定地区防災訓練が１１月に延期された。しかし、コロナ感染症が

まん延している最中でも、災害が発生する可能性も十分あります。このような時こそ、感染対

策と防災対策を両立させる訓練をしておかなければ、有事に対応することはできません。この

件について行政の見解は。 
 ⑥８月２４日には、大雨による土砂災害警戒情報が出されました。この大雨による市内の影

響は。また、今回のように局所的に急変する大雨の際には、避難途中で災害にあうケースもあ

るため、避難指示も細心の注意が必要と考えます。今回、行政が行った対応は。 
 次に、公共施設の再生可能エネルギー利用について。 
 地球温暖化が懸念され、再生可能エネルギーの活用を推進している北杜市においては、これ

までも学校などの公共施設に、市独自で太陽光発電施設を設置してきました。このような事業

は「環境創造都市」を目指す市の姿を実現化するため、有意義な事業でした。 
 しかし、本来公共施設は市民の税金で建設・維持され市民が平等に公平に利用でき、一部の

方に利益を生むような利用は、十分な検討が必要です。また、市の保有している施設において、

直営では経営が難しい施設をビジネスとして利用する際には、指定管理者制度などを利用し、

平等に募集をかけ公平な審査を経て管理者を決め、５年未満の期間利用としています。 
 現在、本庁舎には再生可能エネルギー設備の設置工事が進められていますが、災害の際、対

応の中心的な機能を求められる本庁舎は、市民の重要な情報、過去から積み上げたデータなど

が管理運用されている施設である以上、当初設計以上の負荷となる設備を設置し、危険度を増

すような行為は、職員ならびに利用者の命を守る意味でも、十分検討した上で実施すべきと考

えます。そこで以下、お伺いします。 
 ①平等性を守るため、事業者選定の際には公募や人札は行われたのか。 
 ②公平性を守るため、事業内容の精査は何社の中で選ばれ、どのような点で評価され選定さ

れたのか。 
 ③他の施設利用についても今回のような方法で契約決定することは問題ないのか。 
 ④他に類を見ない長期間契約、公共施設利用の点で妥当か。また、他の施設も長期間契約は

可能か。 
 ⑤耐震強度について、第三者による検証などの方法もあるが、確認は十分されているのか。 
 ⑥被災や設備の不具合などで損害を受けた場合の対応は。 
 ⑦市長は本庁舎の移転について任期中に結論を出すと表明したが、長期間にわたる設備設置
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を理由に再考・移転時期の先延ばしはないのか。 
 ⑧施設の撤去が必要となった場合の費用は。 
 最後に、入札など事業の決定方法について。 
 連日、報道されてきた市川三郷町における官製談合事案は、市民からの信頼を失墜させる重

大な事件となりました。事件後、市川三郷町では再発を防止するために、調査委員会を立ち上

げ検証し、調査報告書が提出されています。 
 この報告書の終わりに、「確信的な犯罪者らによる特別な出来事であった、などと考えること

なく、犯罪者がつけ込む土壌が存在していたことに目を向けるべきである。」と記載してありま

す。まさに、普通と思われる方法にスキがあり「より厳格に、より公平に」と改善し続けるこ

とが重要なのです。 
 この報告書を十分に活用し、北杜市でこのような事案が発生しないよう最大限の注意を払い、

襟を正し真剣に行政運営を進めなくてはならないと考えます。そこで以下、お伺いいたします。 
 ①この調査報告書について市長の見解は。 
 ②「指名入札、指名プロポーザル方式は廃止すべき」と報告されている。また、指名入札に

おける指名業者選定の指名選考会議の形骸化を指摘しているが、本市の状況は。 
 ③原則的に一般競争入札を採用しつつ、透明性のある明確なルールのもと、地域調整や金額

以外での評価の導入などの対応で、地元業者を活用すべきと考えるが、市の見解は。 
 ④随意契約について「ルールの明確化、第三者による確認、選定内容の公表など」適切な運

用が必要と考えるが、市の状況は。 
 ⑤プロポーザル方式について「審査項目の事前公開、選定員の外部参加や公平な指名、結果

内容の公開」など透明性のある公平な審査が必要と考えるが、市の見解は。 
 ⑥「プロポーザル方式を多用することは、行政の企画力、情報分析能力、現場対応力などが

低下していることの表れ」と評価する方もいますが、このことに対し市の見解は。また、企画

力、情報分析能力、現場対応力を強化する取り組みは行われているのか。 
 ⑦担当職員に干渉行為などの行為があった場合の通報できる仕組みや複数の職員による対応

を実施できる体制構築が必要と考えるが、本市の状況は。 
 以上、ご答弁よろしくお願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問にお答えいたします。 
 ＳＤＧｓの取り組みにおける、各開発目標の現状と課題についてであります。 
 はじめに、目標８については、経済規模と人口規模は比例関係にありますが、本市では様々

な職種において、今後、人手不足が深刻化することが予測されております。 
 若い移住者を呼び込み、定住につなげるには、魅力的で安定した仕事を確保することが重要

であります。 
 また、多拠点に居住してテレワークを行うスタイルや、副業を持つことに対するニーズが高

まっており、企業側にも柔軟な働き方を受け入れる体制や制度の構築が求められている現状に

おいて、いかに企業側と就業希望者の双方のニーズを踏まえ、マッチング率の向上につなげる
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かが、課題であると考えております。 
 次に、目標９については、中小の商業者を取り巻く環境は厳しさを増し、後継者も不足して

おります。 
 一方、本市の製造業においても、将来を見据えた人材・設備への投資や事業転換への対応に

迫られております。 
 日本の社会・経済が成熟化し、国内では市場規模が小さくなる産業分野が多くなる中で、新

たなニーズに対応する商品・サービスへの対応や、持続可能な社会構築に向けた対応、新型コ

ロナウイルス感染拡大をきっかけに、テレワークや地方への移住、滞在に対するニーズへの対

応が求められる現状において、新たな働き方を受け入れ、関係人口の増加、新しいビジネスの

創出につなげていくことが課題であり、様々な支援や、市外の大学・企業と市内企業の連携を

促すなどイノベーションを加速させる取り組みが求められていると考えております。 
 次に、目標１３については、気候変動リスクを抑止するため、世界的に二酸化炭素の排出を

抜本的に削減する社会の構築が進められている現状において、本市は、「北杜市地球温暖化対

策・クリーンエネルギー推進協議会」とともに、地球的規模の環境保全について積極的に取り

組み、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指すことを宣言したところでありま

す。 
 この目標の達成に向けて、市民・事業者・地域・行政等がお互いに連携し、具体的な取り組

みを進捗させていくことが課題であると考えております。 
 次に、目標１５については、森林の所有者・管理者が高齢化し、所有する森林活用に関心が

低いため、森林が荒廃するリスクが高まっている現状において、森林活用を促すとともに、荒

廃の恐れの高い森林の整備は、行政が積極的に支援していく必要性があることが課題であると

考えております。 
 次に、国土強靭化地域計画など防災体制について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、「北杜市国土強靭化地域計画」の進行状況についてであります。 
 本計画は、大規模災害等のあらゆるリスクを見据えつつ、最悪の事態に陥ることを避けられ

るような「強靭」な行政機能や地域社会、地域経済を事前につくり上げていこうとするもので、

令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間として策定しております。 
 具体的な取り組みとしては、行政機能、警察・消防、住宅・都市、保健医療・福祉などの施

策分野ごとに、６１項目のアクションプランを掲げ、毎年度の進捗管理のため、数値化に馴染

まない１４の項目を除く、４７の項目について、評価指標を設定しております。 
 現在の進捗状況としては、新型コロナウイルス感染症の拡大など、外的要因により実施がで

きなかった事業もある中で、大規模災害発生時の物資調達等に係る協定の締結や、急傾斜地お

よびのり面の崩壊対策など、１６の項目で、目標水準にある、または目標以上との評価であり、

業務継続体制の強化など、２１の項目でおおむね順調に推移している状況であります。 
 また、指標のない項目についても、体制づくり等の取り組みを進めております。 
 次に、改定の要因および変更の内容、新たに追加された事業についてであります。 
 「森林・観光」資源を活用した「北杜市地域活性化計画」に基づき、新たに市道や林道の整

備事業を実施するため、昨年度末、「北杜市国土強靭化地域計画」の一部を改訂したところであ

ります。 
 改訂の内容としては、「地方創生道整備推進交付金」を活用した市道「清里・西井出線」およ
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び「箕輪・小淵沢線」、ならびに、林道「雨乞尾白川線」および「釜無川右岸線」などの修繕・

改良事業を本計画のアクションプランに位置付けたものであります。 
 次に、計画目標の完了見込みおよび財源構成についてであります。 
 本計画の終期は、令和６年度としておりますが、この期間内で、あらゆるリスクにしなやか

に対応できる「強靭」な体制づくりが、すべて完了できるものではないと考えております。 
 本市としても、本計画に基づく事業は「市民の生命・財産に関わる重要な事業」であり、財

源の優先配分に心掛けているところであります。 
 国においても、令和７年度までの期間において、「防災・減災・国土強靭化のための５か年加

速化対策」を、重点的かつ集中的に講じていることから、次期計画の策定を視野に入れながら、

引き続き、法改正や財政支援措置などの情報収集に努めてまいります。 
 次に、受援計画の整備状況および整備内容についてであります。 
 市では、災害時に、外部からの応援を迅速、的確に受け入れることを目的に、令和２年６月

に「北杜市受援計画」を策定しております。 
 受援体制の業務としては、「災害マネジメント」、「避難所運営」、「災害廃棄物処理」、「住家被

害認定調査」および「罹災証明書交付」といった業務を受援対象業務としているところであり

ます。 
 「受援計画」では、各業務における業務概要を定め、関係機関等の連絡先、執務スペースお

よび必要な資機材等を定めるなど、災害時における受援体制を記載した計画となっております。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問にお答えをいたします。 
 国土強靭化地域計画など防災体制について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、特定地区総合防災訓練の延期に対する市の見解についてであります。 
 本年度、「特定地区総合防災訓練」については、須玉、高根、長坂、小淵沢、白州地区の５地

区において実施するよう、準備を進めておりました。 
 その中で、訓練実施に向けた会議の開催を先月上旬に予定しておりましたが、新型コロナウ

イルス感染症の新規感染者数の増加により、開催を延期せざるを得なくなったところでありま

す。 
 しかしながら、「特定地区総合防災訓練」は、災害への備えとして大変重要であると考えてお

りますので、感染者対応も踏まえた中で、感染対策と防災対策を両立させた訓練が実施できる

よう努めてまいります。 
 次に、大雨による市内の影響および行政の対応についてであります。 
 大雨による市内への影響については、市道、林道および法定外道路の砂利道の路面洗堀、な

らびに倒木および農業用水路の頭首工の破損などの被害があったところであります。 
 今回の大雨は、山間部に局地的、かつ短時間に大雨が降った状況であったため、夜間の避難

および山間部から避難した場合の危険性等について総合的に考慮し、避難情報の発令は行いま

せんでしたが、自主避難者を受け入れられるよう、市内に４カ所の避難所を開設し、５世帯
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１０人の避難者を受け入れたところであります。 
 市の対応については、本庁では、「大雨注意報」の発令から、警報解除までの間、総務部およ

び建設部の担当課が参集し、情報収集などを行い、災害発生等の事態に備えて待機しており、

また、総合支所では、避難所の運営を継続して行ったものであります。 
 また、警報解除後においては、必要最低限の配備体制を敷いた上で、継続して情報の収集を

行いながら、大雨の動向を注視しておりました。 
 短時間のうちに注意報から警報へと移行し、大雨となった今回の経験を踏まえ、避難情報の

発令基準や避難所の開設方法などについて改めて検証を行い、市民に的確かつ適切な情報を発

信できるよう努めてまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問にお答えいたします。 
 北杜市総合計画の前期基本計画について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、基本目標の表記に係る市の考えについてであります。 
 「第３次北杜市総合計画」は、冊子の左右見開きでご覧いただくことを想定しておりますが、

ＰＤＦデータでご覧いただく場合、１ページずつ縦方向のスクロールとなるため、１ページ目

のリーディングプロジェクトの基本目標が２ページ目となり、目標が設定されていないように

見えてしまうことから、データでご覧いただく場合の見え方について、十分配慮しながら、改

善に向けて検討してまいります。 
 また、基本目標の番号に「ＬＰ」という表示があり、分かりにくいというご指摘であります

が、これは、リーディングプロジェクトの基本目標と部門別計画の施策目標とを区別するため、

基本目標にはリーディングプロジェクトを表す「ＬＰ」を表示しているものであります。 
 なお、番号は、目標の進捗管理を円滑に行うため、基本目標、施策目標ともに、それぞれ通

し番号としております。 
 次に、老年人口の目標値についてであります。 
 本計画においては、深刻さを増す、少子化の問題を市民共通の最優先課題と捉え、年少人口

の増加を高い目標値として設定し、子育て世代や、未来を担う若い世代に選ばれる地域となる

よう、各施策を集中して展開していくこととしております。 
 老年人口については、転入・転出に伴う増減、いわゆる「社会増減率」は加味せず、現状維

持を目標値としたところであります。 
 なお、高齢者を含めた市民全体の「健康づくり」や「生きがいづくり」に関連した施策につ

いては、老年人口の増減に関係なく取り組むものであります。 
 次に、目標値が設定されていない前期基本計画についてであります。 
 「第３次北杜市総合計画」においては、今回初めて、基準値や目標値を設定いたしました。 
 本計画の基本目標のうち、「市民が感じる各施策の満足度や考え方の割合」など、市民の主観

に基づく指標については、定量で機械的に割り出すことができず、新たな施策や事業の積み上

げのもと現状を把握し、設定すべきものであるため、本年度実施の「市民意識調査」に基づき
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設定するものであります。 
 なお、本計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間でありますので、すでに設

定されている基本目標については、令和３年度から評価したいと考えております。 
 また、「市民意識調査」に基づく基準値や目標値の設定後は、新たに冊子を増刷する予定はあ

りませんが、設定した基本目標を一覧表として配布するとともに、市ホームページ掲載のデー

タについては、速やかに新たなデータに変更してまいります。 
 次に、ＰＤＣＡサイクルの実施についてであります。 
 リーディングプロジェクトにおいては、重要成果指標である「基本目標」を設定しており、

その目的の達成のために、部門別計画において、活動指標である「施策目標」を設定しており

ます。 
 すでに基準値が設定されている、定量的な指標については、毎年度、事業実施部署による内

部評価や、新設する「総合計画推進委員会」による評価を実施してまいりますが、市民の意識

調査に基づき、本年度設定する指標については、単年度での評価は、馴染まないものと考えて

おり、「前期基本計画」の終期に併せ、全体的な評価を実施したいと考えております。 
 次に、入札など事業の決定方法について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、調査報告書に対する市長の見解についてであります。 
 今回報道された、官製談合事案については、入札等における競争性や公正性を害する行為で

あり、断じて許されるものではありません。 
 当該調査報告書においては、入札制度や市川三郷町政における構造的な問題点などについて

調査が行われ、様々な改善案が示されております。 
 市としても、契約の適正な履行を確保することは大変重要であると考えております。 
 次に、指名入札、指名プロポーザル方式についてであります。 
 現在、本市においては、３千万円以上の土木・建設工事および２千万円以上の委託業務、物

品購入については一般競争入札としております。 
 また、プロポーザル方式による工事等の発注方法については、競争性・公平性を確保する観

点から、公募型を採用し、広く多くの参加者を募ることにより、より良い提案を受ける中で選

定を行っているところであります。 
 なお、指名委員会による業者選考については、業者の適格性および工事執行能力により、工

事種類別等級を定め、基準により公平、適正に選定を行っております。 
 次に、一般競争入札を原則としつつ、地元業者を活用することへの市の見解についてであり

ます。 
 本市における一般競争入札においては、参加資格を市要綱に基づき厳格に審査をするととも

に、建設工事に対する地理的条件や施工経験の有無等を考慮しながら、参加事業所の所在エリ

アを判断しております。 
 特殊な技術等が必要な場合を除いては、市内業者の育成や、地域経済活性化の観点から、市

内業者を優先するなど、地域性を尊重したエリア設定に努めているところであります。 
 次に、随意契約の適切な運用にかかる市の状況についてであります。 
 随意契約とする場合の根拠、金額の範囲等については、「地方自治法」および「同施行令」の

規定に基づき、適正な運用に努めているところであり、第三者による確認についても、決算監

査を通じて、行っているところであります。 
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 また、選定内容の公表については、現在、「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」に規定す

る業務などについて、公表しているところでありますが、今後、他市の状況を踏まえ、研究し

てまいります。 
 次に、プロポーザル方式の公平な審査にかかる市の見解についてであります。 
 プロポーザル方式を実施する場合は、あらかじめ、審査基準表に基づく審査項目について、

市ホームページにおいて事前に公開をしております。 
 また、選定委員の外部参加については、高度な技術や専門的な知識等を要すると認められる

場合には、必要に応じ外部から委員を選定し、公平・公正な審査に努めているところでありま

す。 
 なお、選定結果の公表については、「北杜市プロポーザル方式の実施に関する事務処理要領」

に規定しているところでありますが、今後も速やかに公表するよう努めてまいります。 
 次に、プロポーザル方式を多用することへの市の見解についてであります。 
 プロポーザル方式は、内容が技術的に高度なものや、専門的な知識が要求される業務などの

場合に実施されるもので、提出された技術提案に基づいて実施することにより、優れた効果が

期待されますが、発注側は、現場に即した業務目的や成果物、および必要な内容等について明

確なビジョンを持つ必要があります。 
 市では、発注前に実施する先進事例等の調査・研究や、また、選定後も受注業者と、提案内

容の確認や協議を行うなど、現場での対応力強化を図っているところであり、今後も、最大限

の効果が得られるよう、業務を進めていく必要があるものと考えております。 
 次に、体制構築の必要性に対する市の状況についてであります。 
 工事発注を行う際には、所管部署内において設計内容の共有や精査を行い、適正な積算設計

を行う必要があります。 
 積算設計には、複数の職員が携わることで、受注業者からの干渉行為の防止につながるもの

と考えられますので、職員の法令遵守の意識向上と併せ、連携体制が取れるよう努めてまいり

ます。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問にお答えいたします。 
 北杜市総合計画の前期基本計画における、温室効果ガスの排出量に対する目標設定について

であります。 
 国では、２０３０年に向けた二酸化炭素の排出量の削減目標について、２０１３年を基準と

して４６％を削減する目標を掲げており、「第３次北杜市総合計画」の基本目標も同じく、４６％

を削減した２４万７，３９６トンとしております。 
 今後も、グリーン水素の活用や新たな技術革新などを踏まえ、２０５０年の実質ゼロに向け

て積極的に取り組んでまいります。 
 次に、ＳＤＧｓの取り組みについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、達成基準についてであります。 
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 目標８では、若者や障害者を含む全ての男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きが

いのある人間らしい仕事、並びに同一価値の労働についての同一賃金を達成する。 
 目標９では、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・産業プロセスの

導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性を向上させる。 
 目標１３では、気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。 
 目標１５では、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を促進し、森林減少を阻止し、

劣化した森林を回復し、世界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加させる。 
 以上を達成基準として選定したところであります。 
 次に、開発に向けた政策に期待する効果、評価指標及び基準値と目標値、実行期間と予算額

についてであります。 
 目標８では、「北杜就労推進事業」において就職希望者への就業支援を行ってまいります。 
 指標は、就職ガイダンス参加企業・事業者数で、基準値は年４０社、目標値は年９８社、予

算額は６８０万円であります。 
 目標９では、「北の杜フードバレープロジェクト」において、企業発展や高付加価値化を目指

すこととしております。 
 指標は、創業支援、企業立地支援件数で、基準値は年６２件、目標値は年９２件、予算額は

３，３００万円であります。 
 目標１３では、「ゼロカーボン推進事業」及び「北杜サイト施設管理・運営事業」において、

温室効果ガスの排出量削減を目指すこととしております。 
 指標は、市域の二酸化炭素排出量で、基準値は３７万７，５４３トン－ＣＯ２、目標値は３０万

１，６２４トン－ＣＯ２、予算額は６，４５０万円であります。 
 目標１５は、「里山整備事業費補助金」及び「山紫水明整備事業費補助金事業」において、森

林整備と面積の確保を目指すこととしております。 
 指標は森林整備面積で、基準値は年２４６．１ヘクタール、目標値は年２６４ヘクタール、

予算額は４，２００万円であります。 
 なお、実行期間はすべて令和７年度までとしております。 
 次に、公共施設の再生可能エネルギー利用について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、事業者選定に当たっての公募や入札の実施についてであります。 
 事業を進めるに当たっては、公平性や透明性を確保するため、「公募型プロポーザル方式」に

より選定を行ったところであります。 
 次に、事業内容の精査についてであります。 
 今回のプロポーザルの公募には２者から提案書の提出があり、採用された案では、発電規模

や市への売電単価等が高く評価されたところであります。 
 次に、契約決定の方法についてであります。 
 今後も「ＰＰＡ事業」に関しては、「公募型プロポーザル方式」による事業者の選定を考えて

おり、問題はないものと考えております。 
 次に、契約期間等の妥当性についてであります。 
 平成２５年６月２６日付け総務省からの「行政財産の目的外使用許可について」の通知では、

「太陽光発電用のソーラーパネルを設置するため、行政財産である庁舎等の屋根の使用を許可

することについては、建物の構造や耐震性、耐用年数等態様上の問題がなく、将来にわたって
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屋根を公用又は公共用に使用する予定がない場合には、適切な期間設定による長期継続的使用

の許可をすることも可能であると考えられ、これは行政財産の本来の用途又は目的が阻害され

ない限り、行政財産の効率的利用の見地から、その用途又は目的以外の使用を認めることとし

た地方自治法の制度の趣旨に沿うものである」との内容でありました。 
 以上から、契約期間等については、妥当性があるものと考えております。 
 次に、耐震強度の検証についてであります。 
 応募に際しては、市が提供する建築図書や現地調査の上、応募者が耐震性を確認することと

しております。 
 そのため、第三者検証は行っておりませんが、環境課、管財課、会計課工事検査担当におい

て、採用した事業者側の建築士から、耐久性と安全性について聞き取り調査および確認を行っ

ております。 
 次に、被災や設備の不具合で被害を受けた場合の対応についてであります。 
 協定書では、災害で生じた損害は、市と事業者が協議して対応することとしており、設備の

不具合により生じた損害は、事業者が賠償することとしております。 
 次に、本庁舎移転の再考および移転時期に対する考えについてであります。 
 「プロポーザル募集要領」において、本庁舎の移転の可能性があることを事前に周知し、審

査時に応募者へ確認しております。 
 また、協定書により市の都合による移設を可能としており、本事業を理由とする本庁舎移転

の先延ばしはありません。 
 次に、施設の撤去が必要となった場合の費用についてであります。 
 協定終了後は、速やかに屋根等から発電設備の一切を撤去し、屋根等を原状に回復した上で、

明け渡すこととなっており、撤去に伴う費用は、事業者負担となるものであります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 ここで昼食のため、暫時休憩とします。 
 再開は午後１時４５分とします。 

休憩 午後１２時１５分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １時４３分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 秋山真一君の再質問を許します。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 よろしくお願いします。 
 大項目１、３、４、５の項目について、再質問いたします。各項目ごと再質問しますので、

よろしくお願いします。 
 まずはじめに、北杜市総合計画の前期基本計画について。 
 ①の表記については、後期計画策定までに様々な意見を聞き、改善していただけるようお願
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いいたします。 
 再質問ですが、②の人口目標について。推計人口は各年代の現状人口を根拠としたものであ

り、少数の転入者数などは影響なく、特別な政策を講じない限り、その数値になるというもの

で、これまで大きく結果が変わったことはありません。それに反し、老年人口を増やさないこ

とを目標としているわけですから、対応する特別な抑制政策があるはずですので、内容を明確

にお答えください。 
 また、ＬＰ２－１と整合しているのであれば、健康な老年は移住してもらい、介護等級が進

んだ方は転出してもらう方法しか整合性は保たれませんので、そのような政策を展開するとい

うことでよろしいでしょうか。 
 ③、④の基本目標について、目標もない政策では検証、あと評価もできず、多額な税金をか

け曖昧な政策を進めるだけだと考えます。十分な調査、検証をして、やはり令和５年度から第

３次総合計画をスタートさせるべきだったと思いますが、いかがでしょうか。 
 ⑤の温室効果ガスの排出量について、国の状況に合わせて、期間は、お答えは違って、４０何％

という形で、長い期間のお答えでしたけれど、国の状況に合わせて基本計画は２０％削減とい

うこととしたという意味合いのお答えでしたが、北杜市ゼロカーボンシティ宣言、これは要す

るに国の政策のコピーなのでしょうか。よろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの再質問にお答えいたします。 
 ３つ、私のほうはご質問いただいております。 
 まず一番最初の表記についての件ですけれども、ちょっと分かりづらいという部分がありま

したので、改善をするようにしたいと考えております。 
 それから２つ目ですけれども、人口目標についてということで、老年人口を増やさない目標

ということで、抑制政策があるのではないという質問であったかと思います。また、ＬＰ２－

１と整合しているのかという内容であったかと思います。 
 人口目標につきましては、総人口の推計値も鑑みた中で、現状と同じ程度の老年人口の維持

と、先ほどの答弁の繰り返しになってしまいますけども、数値としたところでございます。 
 市としましては、特に老年人口を増やさないという長期的な施策、目標ということはありま

せんで、老年人口の抑制に対する特別な取り組みもありません。老年人口の増減にかかわらず、

人生１００年時代ということで、幅広い年齢層の市民の皆さまに北杜市に住んでよかったと

思っていただけるように、心身の健康などに資する施策、先ほど議員からもご指摘ありました

ＬＰ２－１との整合ということでありますけれども、様々な施策を積極的に推進していきたい

と考えております。 
 それから３つ目のご質問であります。目標もない政策では評価、検証もできないということ

で、令和５年度からスタートさせるべきだったという質問であったかと思います。 
 前期基本計画におけます一部の基本目標、施策目標は本年度調査を実施する市民の意識調査

をもとに、その数値を設定することとしております。定量的で機械的に割り出すことが難しく、

いくつかの施策や事業の積み上げ等が必要なものとなっていることから、計画期間中に目標値
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の設定を行いたいと考えております。 
 その上で、早い段階で基本計画を出すことによりまして、問題提起等も行う中で、市を取り

巻く新たな課題の重要性や緊急性を踏まえ、現在の社会情勢に素早く対応するために令和３年

度から計画をスタートさせたところであります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問の再質問にお答えいたします。 
 北杜市のゼロカーボンシティ宣言は、国の政策のコピーではないかとのご質問であったと思

います。 
 日進月歩で技術革新が進んでいる現代におきまして、政策にも国の影響が大きく影響してい

るというのは現状としてございます。そのために、国に準じた政策を進める必要性も出てきて

おります。 
 しかし、本市におきましては、積極的に太陽光発電、小水力発電等、再生可能エネルギーに

取り組んできた経緯がございます。今後も積極的に活用するとともに、独自の政策も行えるよ

う、ただいま検討を行っているところでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 ありがとうございました。人口目標については、ちょっと根拠のない数字のように思えてし

まうことは残念で仕方ないんですけれど、理解させていただきました。 
 １点だけ、再々質問をさせていただきます。 
 ⑤の温室効果ガスの排出量について。国はカーボンニュートラル政策について、この前期基

本計画の発表前の昨年１０月２２日に更なる削減を表明し、新たな目標を設定しました。脱炭

素化が難しい航空、船舶、火力発電、こういうものを含みながらも基本計画の期間７年に換算

すると２２．８２％の削減を目標としています。この総合計画では２０％ですが、困難な分野

を含む国より目標が市は低いわけですけれど、国の政策に協力するのではなく、足を引っ張る

ということになりますけれど、これは何にチャレンジするおつもりなのかをお聞かせください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問の再々質問にお答えさせていただきます。 
 カーボンニュートラルの政策について、何にチャレンジをするつもりであるのかとのご質問

であったと思います。 
 北杜市は広大な面積を有しまして、地域によっては当然、生活環境の違いもございます。そ

のため、環境全般においての分析を行いまして、どういう事業を進めれば効率的かを検討しな
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がら事業計画に反映させていきたいと考えております。 
 当然、実行に移すまでには時間を要することも、想定されるわけではございます。しかし、

計画を十分練った上で動き出しまして、国の目標と同一目標を達成するため、２０３０年に向

け、加速しながら取り組んでまいりたいと、このように考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 それでは、大項目、国土強靭化地域計画など防災体制について、再質問させていただきます。 
 ⑤の８月２４日の大雨の件ですけれど、短時間で状況が変わり、行政対応が難しかったのだ

ろうと思います。急激に状況が変わるときは、避難時の二次被害、これは十分考慮しなくては

なりません。近年の災害は、たった１メートルずれただけでも被害状況が変わるピンポイント

の被害が多く発生している中、その場その場の状況判断と行動が命を守る最大のカギとなると

思います。 
 すべての場所を把握できない行政は、自分の命は自分で守るという自助の啓発が最も重要だ

と考えますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの再質問にお答えをします。 
 自助の啓発の重要性について、ご質問をいただきました。 
 市は市民の命を守るというために全力を尽くす使命があり、それがいわゆる公助であります。

しかし、大規模災害等におきましては、市や市職員も被災し得ることから市が常に万全な体制

で機能できるとは言えません。また、救助や支援につきましても、全市民に対して一斉同時に

実施できるわけではなく、優先順位を決めて対応するということにならざるを得ません。そこ

で市民の皆さまには、共助および自助を呼びかけ、取り組みを推進しているところであります。 
 その中でも、とりわけ自助が最も重要であります。市民の皆さん一人ひとりが自分で助かる、

家族を守ること、つまり自助に取り組んでいただき、その延長として隣人を助ける、地域の人

を助けるという共助に結び付くものであります。 
 したがいまして、ご指摘のとおり、自助の大切さを啓発することは重要であると考えており

ます。 
 一例を申し上げますと、市が作成し、配布しております水害ハンドブックにも記載されてお

りますが、災害に備え、自分や家族の行動を時系列で決めておくマイ・タイムライン、これの

作成も自助の取り組みとして重要なものであります。マイ・タイムラインが地域に広がれば、

それが早期避難につながり、災害が軽減できるものでありますので、市では引き続き、マイ・

タイムラインの作成についても周知を図ってまいります。 
 なお、啓発の方法としては、市広報紙、市ホームページを中心に紙媒体、ＳＮＳなど様々な

手段、媒体を活用して実施してまいります。 
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 以上でございます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁が終わりました。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 ありがとうございました。それでは、４項目めの公共施設の再生可能エネルギーの利用につ

いて、１点、再質問させていただきます。 
 再生可能エネルギーを利用した新しい発電施設を設置すること、これは良いことだと思いま

すけれど、老朽化しつつある公共施設の太陽光発電施設、これの適切な運用はそれ以上に重要

と考えます。行政のスリム化のためにも、こういうところをやっぱり民間の力を借りて運用、

整備し、長期利用をすべきと考えますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 
 行政のスリム化のため、民間の力を借り、施設の運用、整備を行い、長期利用すべきではな

いかとのご質問であったかと思います。 
 本市では、これまでにおきまして、再生可能エネルギーの取り組みにつきましては、主なも

のとしまして、平成１６年に三分一湧水ミニ水力発電所をはじめ、平成１８年には現北杜サイ

トの実証実験がスタートし、平成２３年から北杜サイトとして北杜市が運用してまいりました。 
 このように再生可能エネルギーとして、水力発電や太陽光発電などに早い時期から取り組ん

できたこともございまして、早期に設置したものにつきましては、２０年を経過しようとして

おります。 
 今後も発電施設の増加は当然予想されますが、それに比例して、施設の維持管理、運用、そ

ういったものに対する負担も増加していくのではないかと、このように考えております。その

ため負担軽減を図っていくためにも、民間の力を借りながら、維持管理や運用を行うことも視

野に今後検討をさせていただきたいと、このように考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 ありがとうございました。それでは、最後の５項目め、入札などの事業の決定方法について、

１点、再質問させていただきます。 
 この事業の決定方法について、これ定期的な見直しが必要と考えるわけですけれど、どのよ

うな予定をされているのか、お聞かせください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 
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〇企画部長（中田治仁君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの再質問にお答えいたします。 
 事業の決定方法についてというご質問で、定期的な見直しというご質問であったかと思いま

す。 
 公共事業につきましては、様々な性質、内容がございまして、その事業の発注に際しては、

様々な観点から検討し、適切な選定方法を決定している状況であります。 
 公共事業につきましては、発注にかかる事務ですけれども、日頃から適切かつ公正な執行に

努めているところでありまして、これまでも一般競争入札の対象事業費の拡大なども行ってき

たところでございます。発注関係事務につきましては、適切かつ公正であることが大前提であ

りますので、日頃からの点検、見直しや国・県の指導、通達などを順守し、適切に対応してま

いります。 
 特に、また今回の市川三郷町の事案も教訓としながら、公平・公正な対応を行ってまいりた

いと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 １点だけ、再々質問させていただきます。 
 この近年、プロポーザル方式を多用しているような感じがするんですけれど、この公平な審

査、あと専門的な評価を行うためにも、行政外の利害関係のない委員を過半数選任するべきと

考えますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 秋山真一議員の、北杜クラブの再々質問にお答えいたします。 
 近年、プロポーザルを多用しているということで、行政外の委員を導入したらどうかという

質問であったかと思います。 
 外部からの委員の選任につきましては、先ほど答弁させていただきましたけれども、事業の

目的、性質などによりまして、専門的な技術とか、そういったものが必要な場合には、プロポー

ザル方式に参加していただいている状況であります。 
 この場合、市の考え方や方向性を理解していただいて、事業の遂行目的を共有する必要があ

り、また、利害関係を有しない方、外部の方もそういった観点からも選任する必要があります

ので、慎重に検討する必要があると考えております。 
 あとご質問の、過半数選任すべきとのご質問でありますけれども、北杜市プロポーザル方式

の実施に関する事務処理要領には、審査委員会の委員は利害関係を有しない者５名以上と規定

がされており、特に外部委員の人数については、規定がされていない状況であります。 
 今後、市が事業を進める上で、専門的な外部委員の意見を取り入れることは、これまで同様、

必要であると考えておりますので、人数を決めるものではありませんけれども、しっかりと対
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応できる体制を取りながら、公平な審査に努めてまいりたいと考えております。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 秋山真一君の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 （ な し ） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、北杜クラブの会派代表質問を終結いたします。 
 次に、公明党の会派代表質問を許します。 
 公明党、８番議員、進藤正文君。 
 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 公明党の代表質問を、５項目について質問いたします。 
 はじめに、八ヶ岳リゾートアウトレットモールについて質問いたします。 
 八ヶ岳アウトレットモールは、平成１３年に当時小淵沢町が１千万円を出資し、株式会社八ヶ

岳モールマネージメントの株主となり、平成１３年２月５日に交わされた土地賃貸借契約書は、

賃貸人、岩窪共有地管理会（以下「甲」という。）と賃借人、小淵沢町長鈴木隆一（以下「乙」

という。）とは、各条項によって土地賃貸借契約を締結しています。したがって、小淵沢町は平

成１８年の合併により北杜市がその立場を継承しているところであります。 
 令和３年および令和４年の当初予算の歳出、７款商工費、１項商工費、１目商工総務費、１３節

使用料及び賃借料に８１８万円が計上され議決しています。令和４年５月２６日に交わされた

土地賃貸借契約書に係る協定書については、令和４年度から令和６年度までの貸付料の額は、

固定資産税相当額および入金額に応じ、「乙」は即ち岩窪共有地管理会に支払う締結内容であり

ます。 
 しかし、令和３年度の下半期分の賃貸料未払い分（３８４万７８３円）については、「乙」は

「甲」に土地賃貸借契約上支払う義務が生じています。北杜市は、今後、転貸先である株式会

社八ヶ岳モールマネージメントに対する業績のＶ字回復への見通しと、市として今後の具体的

な対応ならびに方針について、明快な指針を示す責務があります。 
 そこで以下、具体的に質問いたします。 
 １ 令和３年度、岩窪共有地管理会に支払う下半期分の土地賃貸料３８４万７８３円を未払

いとした理由ならびに法的根拠は。 
 ２ 令和３年度、株式会社八ヶ岳モールマネージメントからの土地・建物貸付収入の内訳お

よび総額は。 
 ３ 土地賃貸借契約書に係る令和４年５月２６日付、「土地賃貸借契約書に係る協定書」の法

的根拠とその実効性は。 
 ４ 令和４年度北杜市一般会計予算書の７款商工費、１３節使用料及び賃借料に８１８万円

を計上した目的とその理由は。 
 ５ 令和３年度における、株式会社八ヶ岳モールマネージメントからの財産収入のうち、土

地及び建物の各々の額、ならびに収入総額は。 
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 ６ 北杜市の転貸先である株式会社八ヶ岳モールマネージメントのＶ字回復への具体的な見

通しと、市として土地賃貸借契約書の使用目的である土地利用計画に基づき、八ヶ岳アウトレッ

トモールの今後に対する基本的な方針と指針は、どのようなお考えかお伺いいたします。 
 ２項目めの、減災力の強いまちづくりについて質問いたします。 
 猛暑が続いた６月下旬から一転、７月は東北や九州地方を中心に大雨が相次ぎました。８月

に入っても「線状降水帯」が発生し東北や北陸に大雨特別警報が発令され、「命を守る行動」を

心掛けるよう呼び掛けています。これから台風シーズンを迎える中、２年前の梅雨前線の影響

により「線状降水帯」の積乱雲が停滞し、記録的な大雨で、熊本県の球磨川、山形県の最上川

が氾濫し、岐阜県、長野県でも甚大な被害が発生しました。「令和２年７月豪雨」を思い出しま

す。 
 また、北杜市においても、２０１８年の台風２４号、２０１９年の台風１９号と２年続けて

災害に見舞われ、現場と避難所を内田議員と回り、河川の水位状況も確認しました。 
 気象庁は、６月１日から、豪雨をもたらす「線状降水帯」を発生の約６時間前に予想し、６時

間を切った場合は大雨警報などで避難行動を促します。予想を発表する地域は当面「九州北部」

など広範囲となります。気象庁は「現在の技術では正確に予想することは難しく、呼びかけを

行っても、線状降水帯が必ず発生するわけではないが、大雨になって状況が急激に悪化する可

能性は高いと考えています。情報が出たら危機感を持ってもらい、ハザードマップや避難場所、

避難経路を確認するなどして、災害に備えてもらいたい」としています。 
 私たち一人ひとりが、日頃から災害を想定した行動をとる習慣を身につけることが肝要であ

ります。そのためにも、水害ハンドブックの活用は重要であると鑑みます。 
 ３月１２日の昼間に発生した、須玉町小尾地区の火災は、民家や物置など３８棟を焼き、焼

け跡から１人の遺体が見つかり、近年にはない火災となりました。私も現場を確認しましたが、

想像を超える火災跡に驚きました。 
 また、韮崎市でも３月１１日に共同住宅で火災が発生し、１人が亡くなりました。冷蔵庫の

コードを差し込んだコンセント部分にほこりが溜まり、漏電して発火する「トラッキング現象」

が出火の原因としています。この２つの火災で思うことは、いかに初期消火で最小限に抑える

のか、また、その環境整備をどのように整えていくのかが、今後の課題となります。 
 そこで以下、質問いたします。 
 １ 女性や高齢者でも使いやすい消火栓の口径５０ミリホースの環境整備は。 
 ２ 消防団員の確保にＳＮＳ（ＬＩＮＥ）を活用した取り組みは。 
 ３ 総合的に活用できる水害ハンドブックの取り組みは。 
 ４ 災害が発生した時に本庁と各総合支所との連携強化は。 
 ５ 家庭内消火器の管理とトラッキング現象の周知は、どのようなお考えかお伺いいたしま

す。 
 ３項目めの、帯状疱疹の予防の取り組みについて質問いたします。 
 健康に関しては、人口の高齢化が急速に進展する中で、健康寿命の延伸により長寿を実現す

ることが重要であると考えます。５０歳以上の人が患者全体の７割を占めるのが帯状疱疹で、

高齢化が進むと患者の数も増えることになります。帯状疱疹の原因は、ほとんどの人が子ども

の頃にかかるとされている水疱瘡が引き起こす水痘帯状疱疹ウイルスです。ウイルスは子ども

の頃に一度発症したあと、脊髄などにある神経の筋に潜伏し、加齢やストレスによって免疫力
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が低下すると再び活性化します。帯状疱疹の原因となるウイルスは、日本人成人の９０％以上

の方の体内に潜んでいて、５０歳を境に発症率は急激に上昇し、６０歳から８０歳でピークを

迎え、８０歳までで約３人に１人が帯状疱疹を発症すると言われています。神経に沿って発症

するため、症状が帯状に表れ、痛みを伴い、赤い斑点と水ぶくれが多数集まって帯状に生じま

す。体のどの部位でも出る可能性がありますが、胸から背骨にかけて表れることが最も多く、

目のまわり、顔に出ることもあります。皮膚の症状に先行して痛みが生じ、その後皮膚症状が

表れると、ピリピリと刺すような痛みとなり、夜も眠れないほど激しい場合もあります。多く

の場合は、皮膚症状が治ると痛みも消えますが、神経が損傷されることで皮膚症状が治ったあ

とも痛みが残ることもあります。３カ月以上の痛みが続くものを帯状疱疹後神経痛（ＰＨＮ）

といいます。帯状疱疹後神経痛は、焼けるような、締め付けるような持続性の痛みでズキンズ

キンする痛みが特徴です。５０歳以上の方で２割に、帯状疱疹後神経痛になる可能性がありま

す。生活の質の低下を招きかねません。 
 帯状疱疹のワクチンは、日本では、厚生労働省により２０１６年３月に「５０歳以上の者に

対する帯状疱疹の予防」として効能効果が追記されました。水痘生ワクチンが２０１６年から

帯状疱疹の予防として認可されています。また、２０２０年に使用開始となった不活化ワクチ

ンは、生ワクチンと比べると発症予防効果が高く、効果が長期間持続し、がんや膠原病などで

免疫が低下している人でも接種できる点が優れています。ただし、予防できるワクチンは大変

高価で、水痘生ワクチンは１万円程度で１回の接種で済むのに対し、不活化ワクチワンは２万

円程度で２回の接種が必要です。特に年金暮らしの高齢者には手痛い額となるため、助成する

ことで希望者全員がワクチンを打てるようになれば、大変つらい思いをすることがなくなるこ

とと鑑みます。 
 そこで以下、質問いたします。 
 １ 市民に対する帯状疱疹・後遺症の脅威とワクチン接種の効果など情報発信への取り組み

は。 
 ２ 帯状疱疹ワクチンの周知と推進は。 
 ３ 任意ワクチン予防接種への公費助成に対する課題と取り組みは、どのようなお考えかお

伺いいたします。 
 ４項目めの、ごみ出し支援と更なる分別収集について質問いたします。 
 時代は変わり、高度成長期から安定成長期を志向する日本において、開発から環境保全、大

量消費から省資源消費社会と、市民のニーズは変わりました。特にごみ問題が叫ばれるように

なって久しく、どこの自治体でもないがしろにできる問題ではなくなりました。ごみ問題は教

育の観点から、環境保全の観点から、また市民の生き方の観点からと、総合的に捉えていかな

ければならない問題です。 
 北杜市は、「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」を基本コンセプトに掲げ、また、「マ

イバック宣言」を宣揚し環境に配慮した市であります。そして、ＳＤＧｓの取り組みも進めて

いることから、さらにごみの分別を進める必要があります。 
 しかし、日常の生活の中で減らしたくてもなかなか減らないのが「ごみ」です。「もえるごみ」

「もえないごみ」の袋に入れるごみを分別し、「資源物専用袋」に入れれば、リサイクルできる

循環型社会に取り組むことができます。地球温暖化対策やカーボンニュートラルにも一人ひと

りが参加していることにもつながります。 
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 生活する上で、無理なくごみを減らしていくための家庭ごみを減らすヒントが新聞に載って

いました。何事も真剣に取り組み過ぎてしまうと、続けることが困難になります。まずは自分

の心の環境に十分配慮しつつ、①無理はしない、②自分にプレッシャーをかけない、③細く長

いスパンで取り組む、これらのことを守り、楽しく行うことが大切になります。 
 北杜市は高齢化率が４０％と約３人から４人が６５歳の高齢者で、在宅独居高齢者数は４，

３６７人と一人暮らしの高齢者が年々増加しています。その中で、一人暮らしの高齢者のごみ

出しは大変なことで、毎日の生活の中でごみは溜まります。 
 現状を見ますと、高齢者の方は年々足腰が衰えていく中で、杖を突き、ごみを出す高齢者も

います。また、地域の方にお願いすることに、ためらいがあるのが現状であります。８年後の

令和１２年には生産年齢人口（１４歳から６４歳）より、６５歳以上の高齢者が多くなります。

高齢化率は約５０％に迫る推移となることから、ごみ出し支援の事業を望む声を聞いておりま

す。多様化する市民ニーズに応える意味から、ごみの問題は日常生活に直結した課題であり、

地域の方の協力も必要となることから、行政がリーダーシップを発揮し取り組む必要があると

考えます。 
 そこで以下、質問いたします。 
 １ 北杜市のリサイクルの現状は。 
 ２ 「ごみゼロ」に向けた更なる分別収集の取り組みは。 
 ３ 誰もが見える化で分かる「ごみ分別アプリ」の取り組みは。 
 ４ 「月一度のリサイクルの日」を決めて分別し、ごみを減らす環境に優しい取り組みは。 
 ５ 小中学校としての「分別等」に対する教育の取り組みは。 
 ６ ごみ出し支援の課題と今後に向けた対応は、どのようなお考えかお伺いいたします。 
 最後、５項目めの認知症施策と推進について質問いたします。 
 本年１月から２月にかけて実施した公明党の「アンケート運動」の結果で、高齢者支援で困っ

ていることや、心配に思っていること、これは複数回答です、として「自分や家族が認知症に

なったとき」が６４％で最も多いとの結果が出ました。 
 厚生労働省は今年度から、各市区町村で関係機関との連携や相談業務を担う認知症地域支援

推進員の役割に、認知症の人と家族への一体的支援事業の企画・調整を追加しました。この事

業では、自治体が国の補助を受け、本人、家族それぞれへの支援とともに、一体的支援を一連

の活動として行います。開催は認知症カフェや地域包括支援センターなどを活用して、月１、

２回程度、本人と家族を１組として２組以上で実施します。活動内容は、本人同士の語り合い

や、家族同士と専門家などとの語り合いによる心理的支援や情報提供のほか、運動やゲーム、

音楽など幅広いものが想定されています。 
 認知症の人が尊厳を持って地域で自分らしい生活を送るには、その人を支える家族を含めた

支援が欠かせません。世界に類を見ないスピードで高齢化が進む日本では、認知症の人は年々

増え続けており、約６００万人（２０２０年現在）と推計され、２５年には約７００万人（高

齢者の５人に１人）が認知症になると予想されております。認知症は、今や誰でも発症する可

能性があり、誰もが介護者となり得るため、認知症施策の推進は極めて重要な課題です。 
 そこで以下、質問いたします。 
 １ 北杜市の認知症の実態は。 
 ２ 認知症の人と家族への一体的支援の推進の取り組みは。 
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 ３ 認知症高齢者が偶発的な事故に対して「認知症高齢者個人賠償責任保険事業」の取り組

みの考えは。 
 ４ 認知症高齢者等「見守りシール交付事業」の取り組みの考えは。 
 ５ 認知症を理解する「認知症サポーター養成講座」の取り組み状況は、どのようなお考え

かお伺いし、質問を終わります。ご答弁、よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問にお答えいたします。 
 減災力の強いまちづくりについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、消火栓の口径５０ミリホースの環境整備についてであります。 
 市は、消火栓の口径は原則６５ミリとして整備しておりますが、明野町地内と須玉町江草地

内の一部および武川町宮脇地内一部には、５０ミリホースが設置されております。 
 ５０ミリホースは軽量で取り扱いやすいという利点はありますが、消火能力という点におい

ては、放水量が多い６５ミリホースが優れていることから、市としては、水圧の低い一部地域

を除き、６５ミリホースの設置が望ましいものと考えております。 
 一方、本年３月の須玉町小尾地区和田地内における火災においては、初期消火の重要性を改

めて認識する結果となったところであります。 
 特に、日中の消防団員の不在や、常備消防の対応力の限界がある中で、地域住民の方々によ

る初期消火も重要であります。 
 このような地域が抱える課題の解決に向けた方法の一つとして、やむを得ないと思われる地

区については、女性や高齢者でも、取り扱いが比較的容易な５０ミリホースの設置の可否を、

地区や地元消防団と協議することも必要であると考えております。 
 次に、消防団員の確保に向けたＳＮＳ、ＬＩＮＥを活用した取り組みについてであります。 
 現在、市消防団においては、団員数の確保に苦慮しているところであります。 
 そのような中で、ＬＩＮＥなどのＳＮＳの普及状況を鑑みると、若年層へアピールするツー

ルとしては有効であると考えております。 
 今後、消防力の維持のため、消防団への理解促進を図るため、「やまなしくらしねっとメール

マガジン」や、市の公式ＬＩＮＥアカウントや防災Ｔｗｉｔｔｅｒなどで情報発信を行い、消

防団員の確保につなげてまいりたいと考えております。 
 次に、水害ハンドブックの取り組みについてであります。 
 市民の防災意識の向上を目的とし、「自分の命は自分で守る」という災害の教訓を生かすため、

昨年度「水害ハンドブック」を刊行し、本年５月に、内容を拡充した上で、市内各戸、小中学

校への配布、窓口への設置、市ホームページへの掲載など、周知を図ったところであります。 
 また、「水害ハンドブック」に期待するところは、実際の災害に備えるための事前確認や、防

災教育での活用等であります。 
 市では、今後も、このハンドブックの内容を伝えるため、「出前講座」での活用や、「特定地

区総合防災訓練」、「減災リーダー育成事業」などの場面で資料とするなど、市民の防災意識の

高揚につなげてまいりたいと考えております。 
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 次に、ごみ出し支援と更なる分別収集について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、市のリサイクルの現状についてであります。 
 市では、資源の有効活用を図るため、資源物の分別収集を行っております。 
 現在収集を行っているものは、缶が２種類、ビンが３種類、紙が５種類、プラスチックが３種

類、布類、天ぷら油となっております。 
 なお、資源化を示すリサイクル率は、小売店等の資源物回収量を含め、令和２年度が２１．

８％で全国平均２０．０％をわずかに上回っているものの、近年横ばいとなっております。 
 次に、更なる分別収集の取り組みについてであります。 
 ごみゼロを推進するためには、可燃ごみをいかに減らしていくかが重要となります。 
 「峡北広域環境センター」の調査によると、令和２年度の「可燃ごみ」の主な内訳は紙、布

類が４１％、木、竹、わら類が１９％、ビニール、ゴム類が１３％、生ごみが１３％となって

おります。 
 「可燃ごみ」のうち、紙、布類は、個人情報が記載されたものや、汚れや湿ったもの以外は

資源物とすることが可能であります。 
 また、木、竹およびわら類、ならびに、ビニールおよびゴム類は「可燃ごみ」としておりま

すが、現時点では資源化の方法は確立しておりません。 
 生ごみについては、食べ切りや食材の使い切りなど、市民意識の醸成と定着によって減らす

ことが期待されますが、市では他にも、「コンポスト」や「生ごみ処理機」の購入補助制度を実

施しており、これらの機器の普及により、生ごみの量を減らしてまいりたいと考えております。 
 また、県の調査によると、１人１日当たりの家庭ごみの排出量は、県内で本市が一番少ない

結果となっているとのことであり、少ない要因としては、ごみ袋に氏名を明記するなど、個人

が責任を持って排出していることや、地区ごとにごみの分別を徹底していることなどが考えら

れます。 
 その他につきましては、教育長および担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問にお答えいたします。 
 ごみ出し支援と更なる分別収集における、小中学校での教育への取り組みについてでありま

す。 
 ごみの学習は、小学校４年生の教育課程の中に位置付けられております。 
 教科書には「ごみはどこへ」の単元があり、ごみを少なくするための「３Ｒリユース、リデュー

ス、リサイクル」の学習や、分別の必要性などの学習をしているところであります。 
 また、小学校のほかの学年や中学校においては、総合的な学習の時間で環境をテーマに、子

どもたち自身が課題を見つけ、課題をほかの友だちに教えたり、自分たちにできることを考え

たりしながら学習しております。 
 今後も、このような教育は必要と考えており、継続的に取り組んでまいります。 
 以上であります。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問にお答えをいたします。 
 減災力の強いまちづくりについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、災害発生時の本庁と各総合支所との連携強化についてであります。 
 災害が発生した際は、本庁と総合支所において、それぞれ非常配備体制を取り、市民の安全

確保を行う準備を整えることとしております。 
 また、本年度からは、「庁内Ｗｅｂ会議システム」を活用し、本庁と支所の間において、リモー

トで被害状況などの情報収集および情報共有、対応協議、指示伝達が行えるよう体制を構築し

たところであります。 
 引き続き、本庁と支所との連絡を密にし、現地対策本部として総合支所が機能するよう、訓

練等を行い、市民の安全確保等に努めてまいります。 
 次に、家庭内消火器の管理およびトラッキング現象の周知についてであります。 
 消火器およびトラッキング現象は、火災の発生防止や被害の拡大抑止の観点から、市民への

周知が大切であると考えております。 
 市の広報紙やホームページなどにより、適切に啓発を行ってまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問にお答えいたします。 
 ごみ出し支援と更なる分別収集について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、「ごみ分別アプリ」の取り組みについてであります。 
 現在、分別方法については、「ごみ・資源物排出日程表」や「ごみ・資源物分別マニュアル」

で周知しており、市ホームページでも見ることが可能となっております。 
 この他、昨年度開設した市公式ＬＩＮＥアカウントにおいても、「ごみ分別検索メニュー」の

提供を始めており、多くの方にご利用いただいております。 
 「ごみ分別アプリ」については、ごみ分別検索や、カレンダーの他に排出日の通知機能、荒

天時の収集の遅れなどのお知らせを発信できるなど、様々な機能があるとのことでありますの

で、先進事例などについて研究してまいります。 
 次に、ごみを減らす取り組みについてであります。 
 県内には、収集所以外に、資源物を住民が自由に出せる施設を設置し、資源化に取り組んで

いる自治体もあると伺っております。 
 また、毎月１日を「リサイクルの日」とし、住民のごみの分別意識と資源化率の向上を目指

している自治体もあります。 
 本市では、地域のごみステーションやリサイクル会場において、月に数回、資源物の回収を

行い、生ごみについては、「コンポスト」や「生ごみ処理機」の購入補助金制度を設け、ごみの
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減量化に取り組んでいるところでありますが、他市の事例も参考にしながら、更なるごみの資

源化に向けた取り組みを検討してまいります。 
 次に、ごみ出し支援の課題と今後に向けた対応についてであります。 
 国において、高齢化社会や核家族化の進展に伴う高齢者のごみ出しに課題があることを認識

しており、環境省において「高齢者ごみ出し支援制度導入の手引き」を作成しております。 
 手引きによると、「ごみ出し支援」とは、ごみ出しが困難になった高齢者等に代わり、他の担

い手が手伝うことで、ごみを収集する仕組みであり、確実なごみ収集に加え、見守り、コミュ

ニティの醸成など様々な効果が期待できるものであります。 
 「ごみ出し支援制度」は主に、自治体が運営主体となり戸別に収集する「直接支援型」と、

自治会やＮＰＯなどの支援団体が運営実施し、自治体が金銭的なバックアップをする「コミュ

ニティ支援型」とがあります。 
 課題としては、利用者の範囲の設定や、利用要件と審査の判断、分別などの生活支援まで行

うのか、担い手の確保はどうするのかなど、自治体関係部局による高齢化社会に対応した、ご

み出し支援の方向性を検討していく必要があるとしております。 
 このことから、市としても先進事例の情報収集および研究を進めてまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問にお答えいたします。 
 帯状疱疹の予防の取り組みについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、市民に対する帯状疱疹の脅威とワクチンの効果などの情報発信の状況についてで

あります。 
 帯状疱疹が、免疫力の低下などにより発症する疾病であるため、インフルエンザやノロウイ

ルスのように、注意喚起を要する感染症ではないこと、また、本市に多い肝炎や糖尿病性腎症

のような対策を要する疾病ではないこと、さらに、これまで多数の相談がある疾病ではなかっ

たことなどから、市ではこれまで、市民に対して情報発信はしておりませんでした。 
 帯状疱疹については、「国立感染症研究所」の調査結果でも、発症は５０歳以上が約７割を占

めているとの結果が出ており、加齢などによる免疫力の低下が、発症の原因と考えられており

ます。 
 全国では、毎年おおよそ６０万人が発症し、８０歳までの約３人に１人が経験すると推定さ

れ、軽く触れるだけで痛みを感じる「アロディニア」が起こることもあり、「シャツが擦れて痛

い」「痛くて顔が洗えない」など日常生活への影響が出ることや、後遺症として、皮膚症状が治っ

たあとも痛みが残る「帯状疱疹後神経痛」により、睡眠や日常生活に支障をきたす場合もあり

ます。 
 帯状疱疹の予防ワクチンには、「水痘ワクチン」と「乾燥組み換え帯状疱疹ワクチン」の２種

類があり、それぞれ効果や副反応、費用が異なります。 
 「水痘ワクチン」は、子どもの予防接種と同様に、副反応は比較的ゆるやかで費用も安価で

ありますが、発症予防効果は７割程度にとどまると言われております。 
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 一方、「乾燥組み換え帯状疱疹ワクチン」は、７０歳以上で９０％と高い予防効果があります

が、副反応では、およそ８割が注射部位の痛みを訴え、また、２回接種が必要であること、費

用は「水痘ワクチン」の５倍近くかかるものであります。 
 ５０歳以上の方は、ワクチンを接種することによって、帯状疱疹を予防することができるこ

とから、健診結果の報告会や、健康教室などの機会を活用しつつ、市のホームページ等でも情

報発信に努めてまいります。 
 次に、帯状疱疹ワクチンの周知と推進についてであります。 
 帯状疱疹は何らかの理由で免疫力が低下したときに発症するものであります。 
 最近では、身近で「水ぼうそう」に罹患する人が少なくなり、ウイルスにさらされる機会が

減少したことなどの環境的な要因も、発症者が増加している一因であります。 
 市民の方が、健康的な生活習慣により免疫力が向上できるよう情報発信するとともに、５０歳

以上では、ワクチン接種も発症予防に効果があることを、今後、周知してまいりたいと考えて

おります。 
 次に、予防接種への公費助成に対する課題と取り組みについてであります。 
 予防接種には、定期接種と任意接種の２種類があり、定期接種のワクチンで予防する疾患は、

感染力が強く、発病した場合の健康被害が大きくなるため、社会や集団で予防する必要があり、

国が接種を勧奨し、市町村が接種を行わなければならないとされ、接種費用の全部または一部

が公費で支払われます。 
 一方、任意接種のワクチンは、国が使用することを認めているものの、「予防接種法」で規定

されていないワクチンで、個人が希望して接種するワクチンになります。そのため、費用は原

則個人負担となります。 
 「帯状疱疹ワクチン」は、現在、任意ワクチンとして位置付けられておりますが、発症頻度

やワクチン効果の特性等から、接種に最適な対象年齢と期待される効果、安全性などについて

の議論が、厚生労働省の専門部会による審議の中で慎重に行われ、定期接種に向けての検討が

進められております。 
 このことから、接種費用の公費助成については、今後も国の動向を注視してまいります。 
 次に、認知症施策と推進について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、市の認知症の実態についてであります。 
 本年４月１日現在、本市の高齢者数１万８，４１５人のうち、認知症高齢者は約９．３％の

１，７１９人であり、高齢者の約１１人に１人が認知症と診断されております。 
 これは、全国の１８．５％、山梨県の１１．２％に比べて極めて低い水準であります。 
 次に、認知症の人と家族への一体的支援の推進についてであります。 
 従来、認知症の人と家族介護者に対する支援は、別々に行われるのが一般的でありましたが、

認知症の方と家族の一体的支援では、家族を一つの単位として支援を行う点が特徴であり、在

宅で共に暮らしていくために、お互いの気付きや理解を深め、家族関係の再構築を図ることを

目的としております。 
 認知症は、症状として被害妄想や暴言などが見られる場合があり、認知症の人と家族介護者

との関係が悪くなるケースが少なくありません。 
 こうした中で、両者の関係を調整し、再構築することで、家族介護者の精神的負担やストレ

スの軽減を図り、より良い関係性を保って、在宅生活を続けることが可能となるところであり
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ます。 
 市では、運営方法や人員、設備、協力団体、参加者への配慮など、モデル的に先行実施して

いる事例を参考に、「認知症カフェ」などの地域の通いの場に個別相談の場を設けるなど、認知

症の人と家族が理解し合う場の提供ができるよう、取り組んでまいりたいと考えております。 
 次に、「認知症高齢者個人賠償責任保険事業」への考えについてであります。 
 本事業は、認知症の方の増加に伴い、他人の物を棄損させる行為や他人への粗暴行為、電車

など交通事故などのトラブルが発生した場合、「損害賠償責任保険」を自治体が保証する制度で、

全国で約６０以上の自治体が、保険料公費負担による民間保険への加入支援を行っております。 
 しかしながら、令和２年度加入自治体に行ったアンケートによると、認知症高齢者やその家

族をはじめとした幅広い住民の安心につながったとしているものの、一方では、「保険業法」の

規制により、積極的に案内・勧誘することができないため、加入者が少ないこと、また、補償

件数が少なく、補償が少額にとどまっているなど、近年では導入する自治体が少なく、他の保

険に比べて安価な保険料に対する公費負担の必要性についても見直しを検討している自治体も

あることから、導入している自治体の動向を注視してまいりたいと考えております。 
 次に、「見守りシール交付事業」への考えについてであります。 
 「見守りシール」とは、認知症の方の個人情報を守りながら身元を特定できるよう、ＱＲコー

ドを印刷したシールを、アイロンで衣服や持ち物などに張り付け、様子が気になる高齢者や一

人で外出している高齢者のＱＲコードをスマートフォンなどで読み取り、連絡することにより、

早期発見につなげるものであります。 
 認知症により徘徊のおそれがある在宅の高齢者等の早期発見と、介護者の精神的負担の軽減

を図るためにも導入を進めていきたいと考えております。 
 次に、「認知症サポーター養成講座」の取り組み状況についてであります。 
 「認知症サポーター養成事業」では、「認知症サポーター養成講座」の企画・立案および実施

を行う「キャラバンメイト」を養成するとともに、地域や職域において認知症の人と家族を支

える「認知症サポーター」を養成しております。 
 本年度も「山梨県社会福祉協議会」が開催する「認知症キャラバンメイト養成講座」を修了

した１１６名の「キャラバンメイト」が、小中学校、高校、一般市民を対象に「認知症サポー

ター養成講座」を開催しております。 
 また、昨年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催回数は１２回と少なかった

ものの、認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対して手

助けする「認知症サポーター」３１４名が受講し、昨年度末時点で、累計８，０１７名の「認

知症サポーター」が誕生したところであります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問にお答えいたします。 
 八ヶ岳アウトレットモールについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、令和３年度の岩窪共有地管理会に支払う下半期分の土地賃借料を未払いとした理



 ７５

由および法的根拠についてであります。 
 「岩窪共有地管理会」への支払いは、市と「株式会社八ヶ岳モールマネージメント」との賃

貸借契約により、支払われた金額をそのまま「岩窪共有地管理会」へ支払うこととしておりま

したが、「株式会社八ヶ岳モールマネージメント」からの借地料が滞っているため、「岩窪共有

地管理会」と「土地賃貸借契約書」第１７条に規定される協議を行い、支払わないこととした

ところであります。 
 次に、令和３年度の株式会社八ヶ岳モールマネージメント土地・建物貸付収入の内訳および

総額についてであります。 
 調定額としては、１，１２３万９，０７５円、その内訳として土地貸付料が８１３万１，

０７５円、建物貸付料が３１０万８千円であります。 
 次に、令和４年５月２６日付け、「土地賃貸借契約書に係る協定書」の法的根拠とその実効性

についてであります。 
 この協定書は、「土地賃貸借契約書」第１７条に基づき、「岩窪共有地管理会」と協議を行い

合意したものであり、「民法」第５２１条および第５２２条に基づく契約の変更に相当するもの

であるため、実効性は担保されております。 
 次に、令和４年度一般会計予算書の商工費・使用料及び賃借料に８１８万円を計上した目的

と理由についてでありますが、これは令和４年度の借地料を計上したものであります。 
 次に、財産収入のうち、土地及び建物に係るそれぞれの額、ならびに総額についてでありま

すが、令和３年度は、土地分４３５万円、建物分は０円で、総額４３５万円であります。 
 次に、Ｖ字回復への見通しと、今後に対する基本的な方針についてであります。 
 令和２年春からの新型コロナウイルス感染症拡大とそれに伴う行動制限により、観光地の商

業施設は大きな打撃を受けたところであります。 
 徐々に回復傾向ではありますが、まだコロナ禍前の水準には戻っておりません。 
 「株式会社八ヶ岳モールマネージメント」からは、「今年５月の大型連休頃から客足は戻りつ

つあり、この夏は前年比約１４０％の売り上げと来客があった」との報告を受けております。 
 しかし、コロナ禍前の状況に比べるとまだ５０％程度であり、回復にはあと２年は掛かる見

込みとのことであります。 
 魅力ある地域であることからテナントの募集を行い、立て直しを図っていく計画であると

伺っております。 
 未納分の借地料については、今月以降毎月１００万円の納付確約をいただいたところであり、

引き続き状況を注視してまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 ここで暫時休憩とします。 
 再開は３時１０分といたします。 

休憩 午後 ２時５１分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ３時０９分 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 再開します。 
 進藤正文君の再質問を許します。 
 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 ３点目を除き、１項目、２項目、４項目、５項目、それぞれ再質問させていただきます。 
 １項目めの、八ヶ岳リゾートアウトレットモールについて、再質問いたします。４点、質問

させていただきます。 
 １つ目として、下半期分を支払わないと決裁に至った具体的な経緯をお伺いいたします。 
 ２点目の、協定書の実効性は土地賃貸借契約書に基づく第４条、貸付料、第６条、貸付料の

改定に関わる協定書の締結ではなく、土地賃貸借契約書の契約であることから、岩窪共有地管

理会の総会で協定書が議決されていないとの事項であること、土地賃貸借契約書の第１６条、

甲の履行義務に反した締結であること、土地賃貸借契約書の第１７条、協議に反した行為であ

ること、これらの客観的見地からも実効性は担保されていないと考えます。ご答弁、よろしく

お願いいたします。 
 ３つ目の、賃借料の８１８万円を、令和４年度の借地料を岩窪共有地管理会に支払うための

目的として計上したものと理解してよいでしょうか、ご確認いたします。 
 ４点目の収入額４３５万円の土地及び建物収入の納入年月日と、その納入額をお伺いいたし

ます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 ご質問が４点あったということでございます。 
 まず、下半期分の支払いをしなかったことに対する経緯ということでございます。 
 方針決定ということでございますけども、転貸先である株式会社八ヶ岳モールマネージメン

トから、貸付料の支払いがないことから地権者へ下半期分の支払いをしないことを令和４年

３月２５日に市の方針として決定いたしました。そちらが経緯でございます。 
 協定書の担保ということと、土地契約書の１６条、１７条に関することということでござい

ます。 
 協定書につきましては、先ほど答弁いたしましたとおり、賃貸借契約書の中の１７条の疑義

を生じたときということで、地元と相談いたしまして決定いたしました。そちらにつきまして、

１６条、１７条とかかわるということでございますけども、１６条は甲の履行義務でありまし

て、岩窪区長が代理人ということでございます。代理人として土地権利者の意思統一を図り、

責任を持って北杜市との業務上の支障をきたさぬよう努めるものというものでございます。今

回、こちらにつきましては、令和３年７月に岩窪共有地管理会から八ヶ岳アウトレットモール

土地賃貸借契約書の変更の申し出というものが出されておりましたので、土地賃貸借の相手方

を岩窪共有地管理会ということとさせていただきました。 
 １７条、協議につきまして、この契約に定めのない事項、または疑義を生じた事項について



 ７７

は、必要に応じて双方協議して定めるものとするというものが契約書の中に謳ってございます。

今回、土地の賃借料につきまして、たしかに賃借料は契約書の４条ではございますけれども、

今回、アウトレットから市のほうに賃借料が入らなかったということに関しまして疑義が生じ

たということで、１７条を用いました。 
 そして、次が８１８万円を令和４年度の歳出で見込んでいるということでございますけども、

こちらは先ほど答弁したとおり、基本的には８１８万円の賃借料を岩窪共有地管理会へ支払う

ということになっております。ただ、昨年もそうでしたけども、本来８１８万円を岩窪共有地

管理会に支払うということでございますので、８１８万円を予算計上させていただきました。 
 次のご質問ですけども、令和３年度の収入の４３５万円の納入の年月日と納入額ということ

でございます。 
 こちらにつきましては、八ヶ岳モールマネージメントとの確約書に基づきまして、まず令和

３年５月１１日に１４５万円、土地貸付料として納入いたしました。続きまして、７月２７日

にアウトレットモール建物貸付料ということで、１４５万円。また、１１月９日に同じく

１４５万円ということで、１４５万円が３回ということで４３５万円となりました。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 答弁ありがとうございました。そうすると、下半期分は払わなかった具体的な経緯をお伺い

しましたけども、この答弁は市の方針で決定したということですね。 
 そして、先ほど４番目の４３５万円の内訳が、１４５万円を３回、５月１１日と７月２７日

ですか、これだと２９０万円ですよね。それでも管理費分は払っているんですよ。収入がない

から払わないと言っているんではなくては、これは予算計上を、もう、してあるんです。上期

分と下期分は約４００万円ずつですので、２９０万円で、足りないんですよ。だから、結局、

市の予算からきちっと払ったんですよ、上半期は。下半期は、入ってこないから払わないとい

うのは、これはまた別の話で、これはきちっと払わなければいけないんですよ。ですので、な

ぜ、下期分をきちっと払わないか、これは市の方針ですから、市長、副市長に答弁を求めます。

よろしくお願いします。議長、よろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 はい。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 議長、私は、市長、副市長に、市の方針ですよ。部長、答えられませんよ、これは。市の方

針ですからね。もう答弁しているんだから、部長は。同じ答弁をしても困りますから。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 市長、答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 



 ７８

 繰り返しになりますけれども、八ヶ岳アウトレットモールから市への支払いがなかったとい

うことを鑑みまして、そういう前提で、岩窪への支払いをしなかったということでございます。

そういう前提があるということでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 進藤正文君、質問ですね。 
 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 ２回、再々質問しましたので、できませんので。上半期は、もう払ってあるんですよね。お

金が入っていなくても。そこをきちっと、市の方針で決めてあるんだから、その説明ではなか

なか納得できないと思います。 
 それでは、２つ目の項目ですけども、減災力の強いまちづくりについて、再質問いたします。 
 消防団員確保に向けて、ＳＮＳやＬＩＮＥを使って情報発信をしていくとの答弁でしたが、

その内容について、新しい視点や発想で消防団の方々の声や写真、日常活動の現場の声を反映

した動画などを取り入れたＳＮＳやＬＩＮＥを活用した情報発信を検討してみてはいかがで

しょうか、どうでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 進藤正文議員の、公明党の再質問にお答えをいたします。 
 消防団員確保のための情報発信に、新たな視点や発想を取り入れてみたらどうかというご質

問をいただきました。 
 消防団員につきましては、条例で定める定員に対して、恒常的に欠員の状態であり、消防団

員の確保が市の喫緊の課題であります。一方、消防団に対しては、良いイメージばかりとは言

えず、それが入団意欲に影響している場合もあると想定されております。 
 そこで、ご質問いただいたような、消防団の方々の日常の活動や現場の声を反映したような

写真や動画ですか、こちらを新たな、そういうものを活用するという、新たな発想を取り入れ

まして、地域の若者に対して、ＳＮＳなどを活用しまして情報発信を行うことで、消防団への

入団意欲を向上させる取り組みを進めることも検討いたします。 
 消防団および消防団員は、防犯・防火活動に従事するだけではなく、将来にわたる地域の担

い手としても期待されるものでありますので、地域の安全が守られるためには、消防団が重要

であるということを周知するとともに、消防団への加入につながるよう、ＳＮＳなどを通じて

情報発信に努めてまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 進藤正文君。 
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〇８番議員（進藤正文君） 
 続きまして、４項目めのごみ出し支援と更なる分別収集について、再質問いたします。 
 北杜市が県内で家庭から出るごみが一番少ないとの答弁でした。１人当たりのごみの量は、

どのぐらいか。また、ほかの自治体の状況もお伺いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 北杜市民の１人当たりの出すごみの量や、他の自治体の状況はとのご質問であったと思いま

す。 
 山梨県が公表しております、県内市町村ごとの１人１日当たりの家庭から排出されるごみの

量でございますが、データによりますと、北杜市民１人１日当たり４５４グラムとなっており

ます。この４５４グラムというのは、コンビニのおにぎりが１個約１００グラムでございます

ので、４個半程度の量となります。 
 また、排出量の少ない県内の自治体でございますが、笛吹市と次に南部町と続いている状況

となっております。よろしくお願いいたします。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 では、５項目めの認知症施策と推進について、質問いたします。 
 認知症高齢者等の見守りシール交付事業の取り組みについて、先ほど進めていきたいとの答

弁でした。徘徊して発見が遅れると、命の危険に及ぶケースもございますので、ぜひとも早い

段階で見守りシール交付事業が進められ、利用する側と発見する側の双方へシールの周知をし

ていただけますでしょうか、お伺いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 進藤正文議員の、公明党の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 市内におきましても、認知症の方が行方不明になると、こういったケースは発生しておりま

す。また、ある事例におきましては、電車に乗って新宿まで行ってしまったと、こんな事例も

発生しております。こういったことから、やはりご本人の安全、またご家族の方の安心、こう

いったところを考えますと、見守りシール、こういった事業はとても有効であると考えており

ます。ですので、先ほども答弁させていただきましたように、早期に実現をしていきたいと考

えております。 
 また、市内で行方不明になられたケースに関しては、防災行政無線を使いまして、市民の皆

さまに呼びかけて、発見をすすめさせていただいている、そんな状況もございます。 
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 そういったことからも、ご本人、ご家族だけではなくて、周りの市民の方にもこういった制

度をしっかりと周知をして、有効的な事業にしていきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 進藤正文君の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 内田俊彦君。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 八ヶ岳リゾートアウトレットモールについて、何点かお伺いをするところでございます。 
 先ほど、市長はアウトレットモールから賃料の支払いがないから払わないと、こういう回答

でございますが、それは地方自治体としてはあってはならないことでございます。それは契約

書に基づいて支払うということになっておりますので、それは守らなければならない。それを

証拠に令和２年度については、支払いはなくても令和２年度は払っております。そして、令和

３年度も予算計上されております。令和４年度も予算計上されております。つまり、市は支払

うという前提で、私どもに議案を提出しているわけですから、それを履行しなければならない

ことがありますので、それはすべきなんですよ。 
 あと１点、協定書と言われておりますけども、協定書につきましては、こういう協定です。

「平成１３年２月５日に締結した土地賃貸借契約の第１７条に基づき、貸付料については下記

のとおり協定を締結する。」とあります。この日が、令和４年５月２６日になっているんですよ。

そしてなおかつ、「土地賃貸借契約書第４条による貸付料について、令和４年度から令和６年度

までは次のとおり」ですから、令和３年度はこの協定書がないわけですから、これは明らかに

協定書に反します。ということは、市が今の状態は、自分たちが自ら協定をしたものと違うこ

とを行政の事務として、したということになります。つまり契約の履行をしない北杜市という

ことでございますから、相手が払おうが、払わないが、これは払わなければならないわけです。 
 副市長は、市民との面談でアウトレットから払われていないから払わないですよと、こうい

う回答です。先ほど、市長はそういう回答ですが、副市長も同じ考えなんでしょうか。協定書

が無効であっても、そういう考えなんでしょうか、お伺いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ただいまの質問は、副市長の発言に対する答弁の部分が含まれておりましたので、当事者で

あります副市長から、その部分については答弁を求めます。 
 小林副市長。 

〇副市長（小林明君） 
 ただいまの関連質問にお答えをさせていただきます。 
 上期分、下期分とおっしゃっているんですけれども、これが半々で上期分、下期分というこ

とではなくて、アウトレットから入ってきた分をとりあえず支払うと、こういうことになって

おりまして、それで支払った部分が４３５万円。残った未払いの部分が３８４万円と、こうい
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うことになっております。 
 協定書につきましては、令和４年度からの支払いについて変更の契約をしたということでご

ざいますが、それ以前に岩窪とは、ずっと話をしてまいりまして、双方、納得のもとに令和３年

度分の下期は支払わないと、こういうことになっております。書面での契約ということではな

くて、双方、その部分は納得した契約が成り立っていると、こういう見解でございます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁が終わりました。 
 内田俊彦君。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 書面でないものが契約として、北杜市は今後されるんですか、そういたしますと。そしてな

おかつ、書面でなくて、岩窪と協議が整っていると。その証拠はどこにございますか。岩窪の

総会を見ますと、１号議案、２号議案、３号議案、４号議案とあって、この中で、市長との面

談の報告しかないんですよ。つまり岩窪の中では、この協定書は諮られていないし、岩窪の権

利者すべてに、総会時における協定書の資料は配布されていないわけだから、それをいたしま

すと、岩窪と話はついていないと客観的判断するのは当然であって、市は支払いがないから払

えないという理由は、あり得ないんですよ。それはなぜか。払えるからです。令和３年度実質

収支に関する調書におきますと、翌年度に繰り越すべき財源を差し引きますと１４億６，

２９６万９千円、繰り越し分として余っているわけですよ。そういたしますと、その中からい

くらでも払えるわけです。協定書が協定書として有効でない。先ほど民法のことを言っている

かもしれないけど、それは民法上の問題で、それは口約束だという話の中でもできるわけです

が、副市長の言われるのは口約束でいいということですから、こんな重大なことを口約束、ま

たは総会等にもきちっとして諮られないものを、市がそれをよろしいと、そういうわけには、

私はまいりませんと思いますが、いかがですか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を、小林副市長に求めます。 
 小林副市長。 

〇副市長（小林明君） 
 岩窪と市で双方、お互いに理解した中で納得している案件であります。その証拠に岩窪のほ

うから市のほうに払ってくださいとか、そういう話は一切ございません。これは完全に実行性

は担保されている契約だと考えております。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ２回、終わっていますが。 
 ２回、再質問、再々質問で、ルール通りで終わりですが。よろしいですか。 
 （はい。の声） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、公明党の会派代表質問を終結いたします。 
 次に、日本共産党の会派代表質問を許します。 
 日本共産党、１６番議員、清水進君。 
 清水進君。 
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〇１６番議員（清水進君） 
 代表質問を行います。 
 最初に、本日の新聞で２７日に行われる安倍元首相の国葬で、北杜市は庁舎に半旗掲揚を行

うと報道されました。１９日のメディア各種は、毎日、日経新聞など世論調査を行い、そこで

はそろって６０％以上が、この国葬に反対をしています。国民の思想、良心の自由を保障した

憲法１９条に違反するからであります。私は憲法違反の国葬は中止せよ、この声をあげてまい

ります。 
 それでは、第１項目め、水道事業・水道料金についてお伺いをいたします。 
 市水道局は４月の上下水道審議会で、１ 市の水道は水道事業に一本化しているので、水道

料金は一つにする。２ ダム受水費を一般会計繰入金で負担する。３ 企業会計に基づく総括

原価を算出する、こうした３点の提案を行いました。 
 しかし、先日開催された審議会で、内容の異なる提案を行いました。大変、驚きをもって受

けました。４月配布資料では水道料金、下水道使用料改定の基本方針として、水道に関しては

一般会計からの繰入金は全額、企業団受水費の支払いに充てますと明記されています。しかし、

今回の水道に関しての提案は、現状の規模を維持し、６億円から７億円規模を繰り入れ、元利

償還金の財源にします、令和６年度から１０年度の間は元利償還金の返済相当額を繰り入れま

すと変更をいたしました。今まで審議してきた提案が突然なくなり、そのことがなかったこと

にする、これでは審議など成り立ちません。委員の方も資料の受け取りは当日、会議の開催時

であります。議会質問の締め切りは９月１日であります。それ以降に内容の変更を行ったもの

であります。この日の委員会は、これまでの審議の中間まとめの日でもあります。今までの内

容と異なり、意見を求める、こうしたことはあってはならないことだと、この場で抗議を行い

ます。 
 それについて、以下質問を行います。また、内容変更は再質問で行わせていただきます。 
 １．最初に、水道料金を一つにすることについてであります。 
 ①水道料金を一つにすることについて、市長は何を根拠に「一つにする」と主張されている

のでしょうか。どのような法律・条例などに基づくのか、具体的な名称・条文をお答えくださ

い。 
 ②北杜市が「水道事業に一本化した」と言っても、水道事業の実態は、合併直後と現在を比

べてもほとんど変わっていません。町の区域を超えた水道水のやりとりは２カ所しか進められ

ず、実質的には数十個の簡易水道、１００カ所を超える水源が未だに存在しているのが実態で

あります。水道事業が一本化したと言っても、経営者が北杜市になったというだけであります。

それが、なぜ水道料金を一つにすることと結びつくのでしょうか。お答えください。会計が一

つだからという説明は、合併直後も１つの特別会計で、各町ごとに区分していたことと矛盾し

てまいります。 
 ③合併時の各町の水道財政には、地方債の額や赤字黒字額などに大きな違いがあったため、

合併協定でも水道料金は一つに決められず「地域的統一」と合意されただけでありました。合

併は旧町村の最重要な事業でありました。ですから、合併協定では全会一致制で作成されてま

いりました。したがって、その内容を変更することは各町の合意が必要と考えます。北杜市で

は、それができるのは地域委員会であります。前回もそうすべきでしたが、今回こそ団体自治

をしっかり行うお考えはありませんか。 
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 ④韮崎市では、水道企業団から受水地域と簡易水道を利用する２つの地域があります。水道

料金も違ってまいります。原価の違いを認めているのであります。これだけ大きな変更を受け

る武川・白州地区住民には、市の方針を示し、各戸の考えを聞くアンケートを行うことを求め

ます。 
 次に２番目として、ダム受水費を一般会計繰入金で負担する問題でありますが、市の方針が

変更されましたので、一部質問を訂正させていただきます。 
 ①は同じく、２０１９年度の水道事業会計の一般会計繰入金は８億３千万円で、基準内繰入

金は４億円、赤字に該当する基準外繰入金は４億３千万円でした。同じ年度のダム受水費は６町

で６．９億円でした。６町は６．９億円が原価から差し引かれることとなります。なぜ武川・

白州地区はこの恩恵から外されたのですか。また、このやり方は、水道法第１４条にいう「特

定のものに対して不当な差別的取り扱いをするものでないこと」、こうしたことに反していませ

んか。反していないのであれば、その理由をお答えください。 
 ②、冒頭で述べたとおり一般会計でダム受水費だけを負担する、こうしたことを行わない方

針に市は変更をいたしました。今後、この方針を取らない、こうした考えでよろしいでしょう

か、確認をお願いいたします。 
 ③は省略をいたします。 
 ３．次に、ダム受水費に関連した水道会計の赤字の問題であります。 
 ①ダム受水費には使われていない水量分の金額が含まれております。この額は年間２億円を

超える金額になり、水道会計の毎年の赤字額約４億円の半分を占めております。広域水道事業

は、人口５０万人でダム１個が基準だったのに、国と山梨県が過大な水需要を見込んで人口８万

人ほどの峡北地域に大門と塩川の２つのダムを造ったことが、企業団の赤字体質の原因であり

ます。責任水量買い取り制は、国と県が責任を持って改善する必要があると考えます。水道企

業団にではなく、まず県に問題提起すべきと考えますが、方針をお聞かせください。 
 ②韮崎市では、水道企業団からの受水地域、そして簡易水道を利用する２つの地域があり、

水道料金も違います。これだけ大きな変更に、審議会だけでなく、各町の地域委員会に諮るこ

とを求めます。 
 ４．最後に総括原価の算出についてであります。 
 水道法では、水道料金は「能率的な経営の下における適正な原価」に基づいて決めると規定

しております。この原価を「総括原価」と呼びますが、「総括原価」は企業会計の場合、日本水

道協会が編さんしている「水道料金算定要綱」で詳細な算出法が記載されています。市は前回

改定時には、「原価の議論は難しい」との理由で「適正な原価」についての議論を行わず、代わ

りに旧料金を平均しただけでありました。大泉町住民が起こした水道裁判で、市は水道法によ

る原価計算の必要性を認めております。しかし、企業会計では減価償却費など必要となるもの

の「資産台帳が整備されてない」との言い訳で総括原価が算出できない、こうした主張であり

ましたので、裁判所は「やむを得ない」として市側の言い分を認めただけに過ぎません。現在、

資産台帳は整備しており、各町の総括原価を算出する条件は整っております。 
 北杜市の水道施設は大変複雑な仕組みとなっていますので、その仕組みを一挙に解決する方

法はないに等しいと考えます。したがって、水道法による「適正な原価」に基づく水道料金に

するためには、企業会計の帳簿の中で、各町に割り振れてない人件費や事務経費など、どのよ

うに割り振るかを解決する必要があります。 
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 北杜市は、２０１５年度までは各町の原価計算をしています。共通経費などを分配すること

は、アロケーションを採用していますので、それを採用することで、各町の給水原価を算出し

てください。これこそ自治体の職員がやるべき仕事であり、必要な人件費などを削減すべきで

はありません。 
 大きく２番目として、交付金を活用した米農家・酪農・畜産農家などへの支援を求めます。 
 ２０１９年産米の全銘柄平均の取引価格は１俵１万５，７１６円、２０２１年産米では１万

２，８５７円と１８％下落しています。全国平均の米の生産費が農水省の調査でも１万５，

０４６円（２０２０年）であり、大多数の農家は赤字生産を強いられ、肥料代や農薬代も出せ

ない農家もあり、「これでは米作りは続けられない」と悲鳴があがっています。 
 今年度産米の概算金が引き上げられていますが、生産費を賄う水準に達していません。 
 ウクライナ危機もあり、飼料・肥料の高騰、燃油高、水光熱費・農業資材の高騰で農業関係

者は経営の危機に直面をしています。このような中、物価高騰の中で市内事業所への支援を求

めます。また、医療機関の収入は診療報酬により定められております。昨年来の電気料金高騰

は転嫁することができず、経営を圧迫しています。交付金を活用した支援の具体策を求め、お

伺いをいたします。 
 １、米農家・酪農・畜産農家などへの価格保障・所得補償を行い、農業経営を継続できる支

援はどうでしょうか。 
 ２、運輸・交通、観光、生活衛生など、各分野への支援の考えは。 
 ３、コロナ禍、地域医療機関は経営の困難が続いています。経営改善としての支援策は、具

体的にお伺いをいたします。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 清水進議員の、日本共産党の代表質問にお答えいたします。 
 水道事業・水道料金一本化について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、水道料金を一つにする根拠についてであります。 
 「水道法」第１４条第２項第４号において、「特定の者に対して不当な差別的取扱いをするも

のでないこと」と規定されており、本市における水道料金は、合理的な理由がない限り、「一事

業に付き一体系」を原則としております。 
 また、平成２１年５月に「北杜市簡易水道運営委員会」より、「将来は市内統一とするべきだ

が、当面は明野町・須玉町・高根町・長坂町・大泉町・小淵沢町の６町と、白州町・武川町の

２町の、２枠とすることが望ましい」との答申がされていることから、料金体系の統一を前提

に、現在、「北杜市上下水道事業審議会」において審議していただいているところであります。 
 次に、水道事業を一本化したことと、水道料金を一つにすることの関係についてであります。 
 合併前は、８町村が事業主体でありましたが、合併により、北杜市という単一の事業主体と

なったことから、市内全域における水道事業の公平性と経営安定化の観点からも、水道料金の

統一は必要であると考えております。 
 その他につきましては、担当部長および担当局長が答弁いたします。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 清水進議員の、日本共産党の代表質問にお答えいたします。 
 交付金を活用した米農家・酪農・畜産農家などの支援は、における、経営困難な地域医療機

関への支援策についてであります。 
 山梨県において、先月末まで連日１千人を超える感染者数により、医療機関が逼迫している

状況は、各種報道でも報じられておりました。 
 地域医療機関は、ワクチン接種や発熱外来での協力など、医療提供を行うことにより、交付

金等の補填がなされております。 
 現在、市内の地域医療機関より、経営改善のため支援の要望はいただいておりませんが、今

後も、国の動向を注視してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 清水進議員の、日本共産党の代表質問にお答えいたします。 
 交付金を活用した米農家・酪農・畜産農家などの支援は、について、いくつかご質問をいた

だいております。 
 はじめに、農業経営を継続するための支援についてであります。 
 米の消費低迷による米価の買い取り価格の下落や輸入原料の価格高騰により、農業を営んで

いる方の経営に対する影響が憂慮されますが、収入減少に伴う価格補償については、国の「経

営安定対策制度」や「収入保険制度」に加入していただきたいと考えております。 
 今後も、国や県の動向を注視してまいります。 
 次に、各分野への支援の考えについてであります。 
 新型コロナウイルスの感染拡大の影響が長期間に及び、さらに物価高騰により事業経営には

深刻な影響が及んでいると認識しております。 
 市では、市内約７５０事業所で利用可能な「プレミアム付き商品券」を今月末から販売し、

来月から使用できる準備を進めているところであります。 
 多くの市民の皆さまに購入していただき、市内経済の活性化につなげてまいりたいと考えて

おります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 清水進議員の、日本共産党の代表質問にお答えいたします。 
 水道事業・水道料金一本化について、いくつかご質問をいただいております。 
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 はじめに、各町の合意に対する考えについてであります。 
 水道料金については、合併協定時における「地域的な統一」という考えの下、前回の料金改

定時に、現在の２地域に分けた暫定的な料金体系により、今日まで運営してまいりました。 
 しかしながら、合併協定は合併直後の運営方針を定めたものであり、合併後の北杜市として

の運営方針は、その都度決定してきたことから、改めて合併協定を変更する必要はないと考え

ております。 
 次に、武川・白州地区住民へのアンケートの実施についてでありますが、今後、特定の地域

だけではなく、すべての町ごとに水道事業の危機的な状況について丁寧に説明してまいります。 
 次に、ダム受水費を原価から差し引くことについてでありますが、これは「上下水道事業審

議会」において審議中の試案の一つであります。 
 また、「水道法」第１４条については、水道の料金徴収における公平の原則を定めたものであ

ります。 
 次に、基準外繰入金が増えることについてでありますが、審議会における審議中の一つの試

案であります。 
 次に、責任水量買い取り制に対する方針についてであります。 
 用水供給事業の運営主体は、「峡北地域広域水道企業団」であることから、事業運営について、

市が県と協議することはありません。 
 また、大門、塩川ダムについては、原水を供給する以外の重要な役割もありますので、ダム

事業との関連については、水道事業だけで議論する問題ではないと考えております。 
 次に、水道料金の変更を地域委員会へ諮ることについてであります。 
 「上下水道事業審議会」は、上下水道料金に関する事項を所掌事務とする、唯一の市長の諮

問機関であり、現在、答申に向けて審議していただいているところであります。 
 このことから、地域委員会への諮問については考えておりません。 
 次に、各町の給水原価の算出についてであります。 
 本市水道事業の事業区域は市内全域であり、事業運営において、旧町村単位での経理区分を

必要とする業務はなく、浄水場、配水池、水源といった各施設を管理単位とし、地理、地形、

防災、水紋といった条件を踏まえながら、合理的な施設運営を行っております。 
 また、旧町村単位で比較を行うことで、経営分析において有意な指標や数値が存在しないこ

とから、市全体としての経理を行っております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 清水進君の再質問を許します。 
 清水進君。 

〇１６番議員（清水進君） 
 再質問は、２項目にわたって行わせていただきます。 
 最初に水道問題でございます。 
 先日９月１５日に開催された審議会におきまして、以下５点、質問を行います。 
 第１に現状の規模を維持し、６億円から７億円規模を繰り入れ、元利償還金の財源にします、

このように変更いたしました。なぜ、この提案を行ったのか、まず伺います。 
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 そして２つ目に、水道の市内一本化で示されたのは、武川・白州地区給水料金が１．９倍に

することでありました。そして、６町に合わせる提案ですが、６町の料金は現行のまま固定す

る、こうしたことでございましょうか、その点について伺います。 
 第３点に総括原価を算出する、提案することになっていましたが、その提案がされていませ

ん。市民の関心が高い給水原価を町ごとに示すこと、このことが市として責任ある仕事ではあ

りませんか、再度お伺いをいたします。 
 そして第４に基準内とみなす水準は、毎年、国の通知で示されるほか、自治体内部の財政規

模で判断する、これはどういうことでしょうか。 
 市内には２つのダムがあり、水道事業に活用している特殊性を国に訴えて、補助金の増額を

求める、こうした態度を取るべきではありませんか。 
 そして、第５に審議会の内容が市民に知らされていません。先ほど説明すると言ったが、や

はり武川・白州地区は、これだけの料金引き上げになります。１．９倍を示されました。ぜひ

とも直ちに、この内容で報告し、住民のアンケートを求める、すべての住民から意見を求める、

こうしたことが必要ではないか、以上５点にわたってお願いをいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 清水進議員の、日本共産党の再質問にお答えいたします。 
 まず１点目ですけれども、先の審議会におきまして、繰入金の規模、６億円から７億円を当

初の説明とは異なる提案を、なぜ、このようにしたのかというご質問でございます。 
 こちらにつきましては、当初の審議会におきましては、受水費ということでご説明はさせて

いただきましたけれども、あくまでも審議会における一つの試案ということで示させていただ

いております。今回も、一つの試案ということで、分かりやすい形でご説明をさせていただい

たところであります。 
 続きまして、２点目でございますけれども、市内の一本化につきまして、武川・白州地区が

１．９倍ということでございますけれども、６町の料金については、固定するのかというご質

問でございますけども、こちらにつきましても、今後の審議会におきまして審議をするという

考え方でございますので、こちらについて、どのくらいの規模になるのかということも今後、

審議をされるという考え方でございます。 
 ３点目でございますけれども、総括原価の提案でございます。給水原価を示すことが必要で

はないかというご質問でございます。 
 基本的には、北杜市におきましては企業会計を導入しておりますので、今後の料金算定につ

きましては、総括原価ということを念頭に置いて考えていきたいと思います。こちらにつきま

しても、今後、審議会でご審議いただくということでございます。 
 あと、給水原価を示すことは必要ではないかと、８町ごとに示すのは必要ではないかという

ことでございますけれども、こちらにつきましては、現在、１つの会計で行っております。こ

れを８町ごとにそれぞれ分解する、それぞれ８町ごとに総原価と事業報酬、これを算出する、

また固定費ですとか、変動費の原価、これにつきましても分解をしていくと。さらに資産維持

費の算入、こちらにつきましても、８町において示していくということになろうかと思います
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けれども、８町での原価を示すということにつきましては。これがあくまでも現状の、１つの

会計をさらに８つに分けてという、さらにこういう考え方の下、８つに分けるということは有

意義ではないと、現在考えておりますので、こちらにつきましては、一本化という考えでおり

ます。 
 続きまして、基準内繰入ということであります。 
 基準内繰入につきましては、国の通知、財政規模等を考慮してかというご質問でございます

けれども、基準内繰入金につきましては、地方公営企業の規定によります一般会計と公営企業

会計との間の経費の負担区分の原則に基づきまして、毎年度、総務省より示される通知により、

地方公営企業繰出金についての考え方、これをもとに他会計から公営企業会計へ繰り入れられ

るというものでございます。 
 具体的に水道の場合は、公債費の元金ですとか、法定福利費ですとか、あとは消火栓設置工

事費等でございますので、このような考えの下、毎年度繰り入れということになっております。 
 最後ですけれども、審議会の内容説明をしていないということでございますけれども、当初

の考え方といたしましては、３回、審議会を実施した中で、総合計画も含めまして、市の考え

方を住民説明で行うという考え方でございました。 
 当初は１０月の後半から１１月上旬ぐらいにかけて、４地区を予定しておりましたけれども、

当時考えた時期はコロナ禍ということもありますし、あと現状、審議する中で、もう少し、審

議の進展、状況を住民の皆さまに明確に伝えられるという時期に達したところで、住民説明会

を開催しようという考え方でございますので、こちらにつきましては、広く住民説明会を今後

行っていきたいという考えでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水進君。 

〇１６番議員（清水進君） 
 再々質問をお願いいたします。 
 水道は基本的なライフラインであり、公衆衛生上の観点から国や県、双方の責任で維持して

いくものが基本となっている、このように考えますが、市には２つのダムがあり、使われてい

ない水が年間２億円を出している。これはやはり問題であります。こうした特殊事情を考えて、

国への働きかけ、補助金の増額、どのように求めるのか、再度お伺いをいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 清水進議員の、日本共産党の再々質問にお答えいたします。 
 ダムの関係につきまして、国への働きかけというご質問でございます。 
 こちらにつきましては、先ほども答弁で述べましたけれども、事業主体につきましては、峡

北地域水道企業団でございますので、直接的には水道企業団のほうから国、県への働きかけを

行うべきものと考えております。 
 しかしながら、この状況につきましては、今後、市の水道ビジョンですとか、経営基本計画
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を改定する中で、明確な事業に関する方向性を出していきたいと考えております。このような

状況が見えたところで、企業団とも改めて協議をしていきたいと考えております。 
 現状につきましても、担当者レベルでの協議につきましては、企業団との間で随時行ってい

るところでございますけれども、それを発展する中で、さらに継続して協議を行っていきたい

と考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水進君。 

〇１６番議員（清水進君） 
 それでは、交付金を活用した市内事業者の支援で、特に医療機関についての質問を行います。 
 先ほど説明しましたが、地域医療を支えている、今、開業医の先生、歯科診療所などコロナ

経営の中で、大変な思いで経営をされています。そして、さらに近年、電気料金や食料品の高

騰、これは内部で節約をしていますが、その努力してもなお、経営が圧迫し、危機が高まって

いる、こうした状況が私たちに声が寄せられています。 
 そこで、第１に先ほど国の動向を見るといったお話があったんですけれど、直接、市内の医

療機関の経営の実態、どのように把握されているのか、つかんでいるのか、まず、その点と、

そして、そうした状況によって、具体的な支援を、やはり早くしないと、経営の危機というの

がありますので、どのようにするのか、早期の対策を求めたいと思います。その点について、

２点だけお伺いをいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 清水進議員の、日本共産党の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 まず１点目、市内の医療機関の経営状況というところでございます。 
 こちらについては、具体的な対応はしておりませんけれども、北巨摩医師会を通しまして、

状況については伺っているというところでございます。 
 また、支援の方法につきましては、やはり交付金を活用してというところでございます。当

然、国の動きというところが大事になってくるかと思いますので、先ほども答弁させていただ

きましたように、市内の医療機関の状況をしっかりと把握しながら対応させていただければと

思います。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁が終わりました。 
 よろしいですか。 
 （はい。の声） 
 清水進君の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 志村清君の関連質問を許します。 
 志村清君。 
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〇１１番議員（志村清君） 
 日本共産党の代表質問の関連質問を行います。 
 先ほど市長は、水道料金を一つにすることの根拠について、こう述べました。事業主体が一

つになるからだと。いろいろ述べましたけど、基本はそういうことです。８つの町が１つの市

になった、その事業だから一つの料金にするんだと言われました。私、これは理屈ではあって

も、市民の皆さんは納得できないと思います。 
 違う聞き方を、今日、したいと思います。今、武川・白州の皆さんは、こういう方針を聞い

て、ダムの水は一滴も飲んでいないのに、なぜ水道料金を一つにするんだと。違う水を飲んで

いるのに、なぜ一つなのか、この問いに端的に今日は答えていただきたいと思います。 
 それから先ほど８つが１つになったから一つになるんだということについては、清水議員が

言いましたが、韮崎は体系が違っています。３つの町が１つになった甲斐市も水道料金はそれ

ぞれ違います。両立しないと思います。このことはいいです。今聞いた、違う水を飲んでいる

のに、なぜ水道料金が一つになるのかということに端的に、分かるように答えてください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 志村清議員の関連質問にお答えいたします。 
 水道料金を一つにすること、なぜ一つにするのかというご質問でございます。 
 水道法第１４条の供給規定におきまして、能率的な経営のもとにおける適正な原価に照らし

て公正妥当なものであるとの規定に基づいて、料金の改定、こちらにつきましても、現在、審

議を行っていただいているところであります。その改定ですとか、決定という、この過程の中

で１体系というものも含まれているというところでございます。これは合併時から今日に至る

までの、水道料金の改定審議の流れのもと、現在も行っていると認識しております。合併協定

があり、前回の簡易水道運営委員会の答申があり、料金改定を行って、今現在に至っていると。

その過程の中で、今回の料金改定の中では、すでに当初、合併協定で申されておりました地域

的な統一というものが、すでに図られているという認識でおります。これが１体系にするとい

う改定の流れでございます。 
 ですから、合併時から今日に至るまでの水道料金の審議の流れ、経過のもとに現在も１体系

に関する議論を行っているということでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 志村清君。 

〇１１番議員（志村清君） 
 あえて答えていないと思います。なぜ、１つにするのかを聞いているんではないです。地域

的な統一が図られているから、これはさっき市長が答えた中身です。私が端的に答えを求めた

のは、違う水を飲んでいるのになぜ同じ料金ですか、これに答えていただきたい。 
 今後、丁寧な説明をする、岸田首相と同じですよ。今、丁寧な説明をしたつもりかもしれな

いけど、そういう説明では住民は納得しないと思います。もう一度答えてください。違う水を
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飲んでいるのに、なぜ同じ料金ですか、これに答えていただきたいんです。２回目だから。 
 以上です。 
 それからアンケートは、するつもりがないのかも併せて答えてください。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 志村清議員の関連質問、再々質問にお答えいたします。 
 北杜市の水道事業、こちらにつきましては、公営企業会計に移行している団体でございまし

て、その一企業体として料金の適正化や経営改善の検証を行っております。この考えの下、今

後の経営戦略も具体化しようとしているものでございまして、その過程におきまして、１体系

化というものが存在しているという考え方でございます。 
 それともう１点、アンケートでございますけれども、アンケートにつきましては、現状のと

ころ考えておりません。説明会におきまして、広く住民の皆さまの声をお聞きするという考え

方でございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、日本共産党の会派代表質問を終結いたします。 
 ここで暫時休憩とします。 
 再開は４時３０分とします。 

休憩 午後 ４時１６分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ４時３０分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 ここで、本日の会議をあらかじめ延長します。 
 次に、ともにあゆむ会の会派代表質問を許します。 
 ともにあゆむ会、１５番議員、原堅志君。 
 原堅志君。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 会派ともにあゆむ会を代表させていただきます。 
 現在、マスコミで悲惨なニュースが多々報道されていますが、中でも保育園児が送迎バス内

に置き去りにされて園児が死亡するという、あってはならないことが発生しました。このよう

な事故がないことを願っております。 
 さて、令和２年１２月から監査委員になっている関係上、代表質問を控えさせていただきま

した。平成２９年度から議論された北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備について、小

淵沢保育園建設後は白州保育園・西部こども園を整備する計画があり、検討委員会を立ち上げ

ていただきました。 
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 しかしながら、検討委員会の提言がなされたあと、行政の方針が一変して検討委員会の委員

の皆さんを、また白州町民も唖然としたところです。 
 ６月議会で齊藤議員が代表質問しました。白州保育園・西部こども園整備計画について、市

長の方針は分かりませんでした。そこで、白州町の議員として、再度、白州保育園・西部こど

も園整備計画について、それと以前から懸案事項でありました白州町の諸問題について、２項

目についての質問をさせていただきます。 
 第１項目め、北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備計画について。 
 １．白州保育園・西部こども園施設整備検討委員会から提言がされていますが、庁内検討委

員会を設けて検討したと思いますが、以下お伺いいたします。 
 ・保育園設置場所は現在地を希望されたが検討内容は。 
 ・現施設は老朽化が激しく、大規模改修を行う際は修繕箇所が多く改修規模が大きいことが

想定されます。建築年数や安全性を考慮し、建て替えを希望だが検討内容は。 
 ・現在位置に建て替える際は、建設期間中の保育環境を整えるために、仮設園舎ではなく本

園舎の建て替えができるよう、周辺土地を買収し、敷地の確保を希望するとあるが、検討内容

は。 
 ・その他検討課題。 
 現在の園舎には廊下部分（テラス）がなく、保育をする上でも不便であるため解消を。また、

プールの建設や駐車場の確保を希望だが検討内容は。園舎は定員７５名程度（現在は１２０名）

を希望、検討内容は。 
 ・当保育園は、３歳保育の時代に建設された。現在は０歳児から保育を行っているが、特に

施設の特性として建設地および建物が変則的である。検討内容は。 
 ・庁内検討会として基本設計等予算計上の検討はなされなかったのか。 
 ・令和３年１０月に提言されたとのことだが、検討委員会は令和３年６月２９日に意見集約

されているが、市の方針が１年間もかかった理由は。 
 ２．６月議会においての答弁について。 
 ・早期に予算計上し大規模改修を進めるとの答弁であるが早期とはいつのことか。 
 ・仮園舎を町内の別の場所に設置するとの答弁だが候補地は。 
 ・市長は何をもとに新築にも劣らない大規模改修を行うと答弁したのか。 
 これについては、白州町民の有識者が非常に疑問に思っています。 
 ３．白州保育園・西部こども園施設整備を進めるためにも、新築・大規模改修の基本的な比

較設計をすることが必要である。早期に比較設計費を計上すべきであると思うが市長の見解を。 
 ４．財政的な負担を軽減しつつ施設を長期間に渡って使用するための方策として、大規模改

修するとしているが、白州町は有利な起債である過疎対策事業債の活用ができ、合併特例債な

ど併用すれば財政負担も軽減できると思いますが、市長の見解は。 
 ５．市は平成２９年１２月に策定された北杜市立保育園整備計画を根拠としているが、作成

時からの白州保育園児数の年度ごとの推移は。 
 ６．８月２３日の全員協議会に、こどもパークおよびこどもランドの整備計画が報告され、

実施設計および用地購入費が急きょ計上されました。市長の公約の一丁目一番地は地域で子ど

もの声がするまちづくりであると思うが、白州保育園整備計画は、平成２９年から議論されて

きた。地域で子どもを育てる基本は、地域ごとにある保育園が遊び場であり保護者の交流の場
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であると思う。まず、差し迫った白州保育園・西部こども園施設整備計画を早急に進めてから、

北杜市全体としての、子どもたちの憩いの場の議論をすべきと考えるが市長の見解は。 
 ２項目め、白州町の諸問題について。 
 今回は以前からの懸案事項である白州町の諸問題について、６項目についてお伺いします。 
 １．北杜消防署白州分署の建て替え移転が決定したが、移転場所は。また、今後の建設スケ

ジュールと跡地活用は。 
 ２．白州放課後児童クラブ移転の進捗状況は。また、教室を利用した児童クラブであり、通

常学習に支障はないのか。 
 ３．横手地区内県道拡張工事および駒城橋の架け替え工事の進捗状況は。 
 ４．白州町の市営住宅の状況は。建て替えおよび廃止が予定されている、竹花・横手住宅に

ついての進捗状況は。 
 ５．道の駅はくしゅうを「国道２０号線の防災道の駅」として、大規模改修の考えは。 
 ６．白州町に介護施設の誘致の考えは。 
 以上２項目について、よろしくご答弁をお願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備計画について、いくつかご質問をいただいてお

ります。 
 はじめに、設置場所の検討内容についてであります。 
 「北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備検討委員会」からは、「土砂災害警戒区域に指

定されていないことや、町内の公共施設のバランスなどから、現在の位置を希望する」旨の提

言をいただいたところであります。 
 市では、この提言を踏まえ、「北杜市立保育園整備計画」や「北杜市公共施設等総合管理計画」

等の各種計画との整合性を図りながら、総合的に検討し、当初の計画どおり、大規模改修を整

備方針とすることと決定しており、「白州保育園・西部こども園」の設置場所については、現在

の位置のままとしたところであります。 
 次に、築年数や安全性を考慮した、建て替えに対する検討内容についてであります。 
 「白州保育園・西部こども園」の大規模改修については、躯体や基礎などを除き、大きく手

を入れる必要があるものと考えており、屋内プールの建設や駐車場の拡張なども含め、改修規

模は大きくなるものと考えておりますが、安全性の確保はもとより、大規模改修に要する費用

が、一般的な建て替え時のおおむね６割とされていることなどから、総合的に判断した結果、

大規模改修としたものであります。 
 次に、建て替えのための敷地の確保に対する検討内容についてであります。 
 「白州保育園・西部こども園」の整備については、大規模改修を整備方針としたところであ

りますが、工事期間中は、仮設園舎を設置する必要があることから、仮設園舎建設のための敷

地については、市有地を中心に、今後、検討を行ってまいります。 
 次に、大規模改修の時期についてであります。 
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 「白州保育園・西部こども園」の大規模改修については、保護者の方への説明を随時行い、

ご理解をいただいた上で、なるべく早く、予算計上をお願いしてまいりたいと考えております。 
 現在、「白州保育園・西部こども園」の保護者への説明を始めたところであり、今後も、丁寧

な説明を行ってまいります。 
 次に、仮設園舎の候補地についてであります。 
 工事期間中は、白州町地内の市有地に、「白州保育園・西部こども園」仮設園舎を設置する予

定であります。 
 現時点では、保護者への説明を始めたところであり、詳細については未定でありますが、通

園の安全面や費用面等を考慮しながら、設置場所や規模について、今後検討してまいりたいと

考えております。 
 次に、新築にも劣らない大規模改修を行うとの答弁に対する根拠についてであります。 
 「白州保育園・西部こども園」の大規模改修については、施設を長期間にわたって使用可能

とするため、単なる修繕や改修ではなく、躯体や基礎を除いて大きく手を入れることや、屋内

プールの建設等もあることから、新築に劣らぬ仕上がりになるものと考えております。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 白州町の諸問題における、北杜消防署白州分署の建て替え移転についてであります。 
 「峡北消防本部」においては、「峡北消防本部消防署所適正配置計画」に基づき、老朽化に伴

う消防署庁舎の建て替えを行っております。 
 その中で、白州分署と小淵沢分署は、統合分署として、白州体育館の西側の市有地に建設す

る予定となっております。 
 また、今後のスケジュールについては、本年度に造成工事に着手し、来年度に建築工事、再

来年度の竣工を予定しております。 
 なお、現在の白州分署および小淵沢分署の土地は、「峡北広域行政事務組合」の所有する土地

でありますが、将来的に売却処分を行う計画となっております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備計画における、起債の活用についてであります。 
 保育園の整備に当たっては、その財源として、事業費の２分の１に、最も条件が良い「施設

整備事業債」を充当し、残りの２分の１に「合併特例事業債」を充当することを基本的な考え

としております。 
 なお、白州地区においては、残りの２分の１の部分に「過疎対策事業債」を充当することも
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可能でありますが、「過疎対策事業債」の配分枠には限りがありますので、その年に県から示さ

れる配分金額を勘案しながら、「合併特例事業債」または「過疎対策事業債」のいずれか有利な

方を選択し、財政負担の軽減を図ってまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 白州町の諸問題における、介護施設の誘致に対する考えについてであります。 
 介護施設を整備する場合は、介護保険制度の適切な実施のために必要なサービスの見込み量

を定めた「介護保険事業計画」の策定にあたり、あらかじめ施設の整備計画を明記する必要が

あります。 
 現行の「第６次ほくとゆうゆうふれあい計画」では、「小規模多機能型居宅介護」を小淵沢町、

白州町、武川町のいずれかに整備することしております。 
 この件につきましては、公募により、武川町に整備することが決定し、本定例会において所

要の経費をお願いしているところであります。 
 「介護保険事業計画」は３年を１期とする計画で、次期計画は令和６年度から令和８年度ま

でを計画期間としております。 
 介護施設を公募する地区およびサービスについては、「北杜市老人福祉計画及び介護保険事業

計画策定委員会」において、サービスごとの見込み量をもとに、サービス提供基盤整備につい

て検討することになります。 
 「第６次計画」では、公募による施設整備は終了したところでありますが、市内ではまだ整

備が必要な地域があることから、次期計画でも地域偏在が解消できるよう、施設の整備につい

て「策定委員会」へ求めてまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備計画について、いくつかご質問をいただいてお

ります。 
 はじめに、その他の検討課題についてであります。 
 「北杜市立白州保育園・西部こども園施設整備検討委員会」から提言をいただいた園舎の廊

下部分の改修や、プールの新設、駐車場の拡充、施設規模などについては、今後、設計を行う

際に、規模や間取り、配置等を検討してまいります。 
 次に、現在０歳児から保育を行っていることを特性とした、建設地および建物の検討内容に

ついてであります。 
 「白州保育園・西部こども園」は、今後、大規模改修の設計を行う際には、例えば床暖房や
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安全な遊具など、３歳未満児を安心して預けられる環境づくりに気を配りながら、施設規模や

保育室の間取りなどを含め、検討を行ってまいります。 
 次に、庁内検討会での基本設計等の予算計上の検討の有無についてでありますが、予算計上

については、「大規模改修」の方針を決定したあとに検討したところであります。 
 次に、市の方針に時間を要した理由についてであります。 
 昨年６月２９日の第３回目の「検討委員会」において意見集約がなされ、市に提言があった

ところでありますが、「北杜市立保育園整備計画」において、「北杜市公共施設等総合管理計画

との整合性を図りながら推進すること」となっていることから、昨年度策定作業が進められて

いた同計画を含む各種計画の策定を待ち、これらとの整合性を図った上で判断を行ったため、

時間を要することとなったものであります。 
 次に、新築と大規模改修の比較設計費の計上に対する見解についてであります。 
 「白州保育園・西部こども園」の施設整備については、大規模改修を行う方針でありますの

で、新築と大規模改修との比較設計を行う予定はありません。 
 しかしながら、国の指針に基づいた、国土交通省監修の「ライフサイクルコスト計算プログ

ラム」によると、大規模改修に要する費用は、建て替え時のおおむね６割程度とされていると

ころであります。 
 次に、白州保育園の園児数の年度ごとの推移についてであります。 
 年度ごとの園児の推移については、毎年４月１日時点において、平成２９年度６０人、平成

３０年度５４人、令和元年度４６人、令和２年度５１人、令和３年度５６人、令和４年度６１人

であります。 
 次に、白州保育園・西部こども園の早急な整備についてであります。 
 「こどもパーク」および「こどもランド」と、「白州保育園・西部こども園」の整備について

は、どちらも市の子育て施策として重要なものであり、また、性質も違うものであると考えて

おります。 
 今後も、それぞれの事業の早期実現に向けて進めてまいります。 
 次に、白州町の諸問題における、白州放課後児童クラブの移転についてであります。 
 「白州放課後児童クラブ」については、来年４月の白州小学校への移転に向け、必要な工事

や運用面など様々な項目について、学校や教育委員会、放課後児童クラブと協議を重ねており

ます。 
 また、夏休み期間を利用し、出入口の風よけの設置や、室内の補修等を実施したところであ

ります。 
 残りの工事についても、長期休暇を活用し、計画的に実施してまいりますので、通常学習に

影響はありません。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 白州町の諸問題における、道の駅はくしゅうの大規模改修についてであります。 
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 「道の駅はくしゅう」は、国道２０号の沿線に位置していることから、災害時における帰宅

困難者や地域住民にとって、一時的に避難できる施設としての活用が期待されるところであり

ます。 
 しかしながら、現段階においては、敷地スペースの状況や、市全体の防災計画上の観点から、

大規模改修を実施し、「防災道の駅」とすることは困難であると考えております。 
 「防災道の駅」へ向けた取り組みについては、引き続き関係者と検討してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問にお答えいたします。 
 白州町の諸問題について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、横手地区内県道拡張工事および駒城橋の架け替え工事の進捗状況についてであり

ます。 
 横手地区の工事は、平成２７年に山梨県で事業化され、以降、用地測量や詳細設計、用地交

渉等が進められてきたところであります。 
 昨年度末に道路改良工事が発注され、工事は順調に進捗しており、今後も計画的に道路改良

工事が発注される予定と伺っております。 
 また、駒城橋の架け替え工事は、平成２９年度から地区説明会や、「駒城橋架け替え工事推進

委員会」で説明を重ね、令和元年度より事業化され、用地測量や詳細設計、用地交渉等進めて

きたところであり、白州町横手側については、昨年度に発注された工事は完成しております。 
 現在は、武川町柳澤側の用地交渉が進められており、また、橋梁の架け替え工事については、

本年度の渇水期に、橋梁下部工事に着手する予定であり、早期完成を目指し工事が進められて

いるところであります。 
 市としては、「白州町横手地内県道改良工事」と「駒城橋架け替え工事」ともに、地域住民の

切望する事業でありますので、引き続き県と連携を図るとともに、早期完成に向けて協力して

まいります。 
 次に、白州町の市営住宅の状況についてであります。 
 現在、白州町内には「竹花２号団地」「横手団地」「宮の上団地」「横手南団地」「白州甲斐駒

団地」の市営住宅があります。 
 入居戸数は、先月３１日現在、５つの市営住宅の戸数４４戸に対し、３６戸であり、入居率

は、８１．８％となっております。 
 このうち、「竹花２号団地」と「横手団地」については、老朽化しており、すでに新規募集を

停止している状況であります。 
 また、「竹花２号団地」の進捗状況については、１５棟中１２棟の解体が完了しており、残る

３棟については、入居者の移転先が確保され、退去が完了次第、順次、解体を進める予定であ

ります。 
 「横手団地」の進捗状況については、３棟中１棟の解体が完了しており、残る２棟について

は、入居者の移転先が確保され、退去が完了次第、順次、解体を進める予定であります。 
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 今後は、昨年度に改訂した「北杜市公共施設等総合管理計画」との整合性を図りながら、「北

杜市営住宅総合活用計画・長寿命化計画」を見直す中で、検討してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 原堅志君の再質問を許します。 
 原堅志君。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 ちょっと申し訳ないですけども、２項目めの早期とはいつということは答弁いただきました

か。もし、答弁がいただいているのであれば、再度、私が再質問したいと思いますが。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ２項目めが何ですが。 
〇１５番議員（原堅志君） 

 ２項目め、北杜市立白州保育園・西部こども園の施設整備計画についての２項目めの６月議

会の答弁についての、早期に予算計上し大規模改修を進めるとの答弁であるが早期とはいつか

とうこと、この答えはいただいたですかね。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 今の質問、分かりましたか。 
 白州保育園・西部こども園の施設整備計画についての、大きな２項目めの６月議会において

の答弁についてのところが答弁されていないと、こういうことでしょうか。 
 確認をお願いします。 
 分かりましたか。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 先ほど、市長答弁のほうでお答えをさせていただいております。 
 大規模改修の時期についてであります。 
 「白州保育園・西部こども園」の大規模改修については、保護者の方への説明を随時行い、

ご理解をいただいた上で、なるべく早く、予算計上をお願いしてまいりたいと考えております。 
 現在、「白州保育園・西部こども園」の保護者への説明を始めたところであり、今後も、丁寧

な説明を行ってまいります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 原堅志議員、よろしいでしょうか。 
 原堅志君。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 再質問の中で言わせてもらいます。 
 これは、私の質問は早期とはいつかと、いつのことを言っているのかと。保育園の保護者会

に説明とか、それはまた別問題だと思います。市長の答弁の中で、その早期という言葉を使っ

ていますので、早期とはいつかということをお伺いしたいと。例えば１２月なのか、１月なの

か、来年の５月なのか、そういうことを聞きたいわけですね。その早期とは、発言の中での早
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期とはどういうものかということで、再質問の中に含めます。 
 続けて、再質問を４項目、お願いします。 
 北杜市立白州保育園・西部こども園整備検討委員会は・・・。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ４項目ということは、大項目で。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 細項目の中で４点。今のを入れて５点ですね。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 それでは、大項目で２つ、質問がありますが。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 ２つともお願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ２つともやるわけですね。 
 はい、どうぞ。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 では、再度いきます。 
 北杜市立白州保育園・西部こども園整備検討委員会は、上村市長が任命されました。検討委

員会の提言が尊重されるべきであるが、結果的に無視されました。混乱を招いたことに対して、

市長自ら謝罪すべきだと思いますが、市長の見解は。 
 ２点目、令和４年３月２３日に北杜市公共施設等総合管理計画等検討委員会で、計画が大き

く見直されました。整合性を図らなければならないので時間を要したと、第５回目の検討委員

会で事務局が答弁いたしました。先ほども、そのことについて触れていますけども、第３次総

合計画および公共施設等総合管理計画のどこの項目に整合性を図ったのか、お伺いします。 
 ３点目として、北杜市公共施設等総合管理計画、令和４年３月に改訂、５６ページに個別施

設計画にはない新たな視点として、社会構造の変動による利用需要の変化に応じた総量最適化

を検討する、また保育施設、６２ページについては、北杜市立保育園整備計画や北杜市保育園

充実プランに基づき適正規模、適正配置を行うと書かれているが、検討委員会の提言は的を射

ているように思えます。見解をお願いします。 
 ４．北杜市立白州保育園・西部こども園の整備計画の中で、先ほど、大規模改修が決定して

から予算を考えるという答弁だったと思いますけども、その予算計上を早急にすべきと考えま

すけども、市長の見解をお願いいたします。 
 以上５点について、よろしくお願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 
 最初に検討委員会の提言と異なった結果に対し、市長、謝罪するべきではないかについてで

ございます。 
 検討委員会につきましては、市に対して提言を行う組織であると考えております。最終的な
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判断は市で行うものと考えておりますが、これまでの検討委員会において、市からの説明が十

分ではなく、結果といたしまして皆さまに混乱を与えてしまったことに対しまして、大変申し

訳なく思っております。 
 また、途中の検討内容等もお知らせすることがなく、少し時間も経ってしまったというとこ

ろも反省するところでございます。 
 今後は大規模改修によりまして、建物の性能や機能を向上させまして、安心・安全な中でよ

り良い保育が行われるよう鋭意努めてまいります。 
 続きまして、公共施設等総合管理計画のどこと整合性を図ったのかについてであります。 
 改訂後の北杜市公共施設等総合管理計画におきましては、目標の見直しに向けた考え方の中

で、築３０年を経過した施設については、存続か廃止かを検討した上で必要に応じて大規模改

修を実施することとあること。また、長寿命化の実施方針としても、今後も長期間にわたって

継続して使用することが見込まれる施設については、点検、診断の結果を踏まえ、適切な修繕、

改修等を行い、長期間利用していくこととともに、個別の長寿命化計画等を策定している公共

施設については、その計画に基づき長寿命化改修工事を実施するとございますので、これらと

の整合性を図ったものであります。 
 次に公共施設等総合管理計画、また保育園整備計画、保育園充実プランに基づいた適正規模、

適正配置についてであります。 
 保育園の配置につきましては、北杜市保育園充実プランにあるとおり、小学校の配置を十分

に踏まえるとともに、各地区に最低１園が存在するように配置するとあることを基本としてお

りまして、これに基づきまして白州保育園を存続、配置するということからも大規模改修を実

施することとしたものであります。 
 続きまして、整備のための予算を早急にすべきではというところと予算の早期とはいつかと

いうことでございます。 
 併せて、ここをお答えさせていただきますが、まず早期にということについてでございます

が、予算のほうは市といたしまして、少しでも早く予算計上をし、お願いしたいと思っており

ますが、やはり保護者の皆さまに説明をし、ご理解を得た上でなければ進めないということで、

早期というふうに表現をさせていただいておるところでございます。少しでも早く予算計上し

たいと考えております。 
 続きまして、基本設計の話があったかと思いますが、基本設計につきましては、まず大規模

改修の方針というところを最初に決定をしたところでございますので、当初の計画どおりに決

定をしたところでございますが、その時点では、当然、大規模改修ということですので、そう

いった比較設計はしないというところに結論づけてございまして、今回、詳細設計をする中に

おきまして、より調査、耐震の再度の調査やプール建設のための地盤の調査など、各種調査を

併せて実施をしていきたいと考えてございます。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 原堅志君。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 残念ですね、その答弁は。 
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 まず、こどもパークについては、４月に立ち上がって、われわれに言ったのは８月ですよね。

もう９月のこの議会で予算化されています。それが早期と言うんではないですか、まず。白州

保育園は平成２９年度から議論して、小淵沢を待って、小淵沢はたしか、私の記憶ですと、こ

の４月からオープンしているはずですよね。そして、この問題、公共施設のこの中に、令和４年

３月に改訂版ですよね、改訂した中に小淵沢の西と東が入っているわけですよ、ここにまだ。

まだ一本になっていないんですよ、これ。改訂版なのに。オープンというか、竣工式はとっく

に終わっているはずですよ、３月以前に終わっているはずですよ。なぜ、これが西と東が載っ

ているんですか、これへ。 
 それ以前に、白州保育園の場合は、その以前の問題として、この議論をされてきたわけです

よ。例えば、今、部長からあった、チャレンジプラン、ここにありますよ。これを見て、考え

ても、どう考えても、今の議論の中で、白州保育園が後回しになる議論にならないわけですよ。

要するに、今、行政の人たちが予算を、例えば市長がここで予算を盛ると、どういう形であれ、

大規模改修であれ、予算を盛って検討するということであれば、これは納得できるんですよ。

大規模改修、大規模改修って、何が大規模改修だと。予算を盛って初めて大規模改修の結論に

なるわけですよ。検討委員会の皆さんが真剣に、２年もかかって議論して、これでいいだろう

と、１２０人規模のものを７５人でいいですよと、縮小までして、議論しているわけですよ。 
 そこで再々質問させていただきます。 
 白州保育園の園児数が、先ほど、私の調べたところでは、現在６４人だと聞いたんですけど

も、先ほどの答弁で６１人に増えていると、平成２９年度の計画より増加していますよね。

１０人以上増えているわけですよ。これは白州町の町民の声により、甲斐駒団地が建設された

効果だと私は考えています。北杜市白州町の将来を見据えて検討委員会の声に耳を傾けて、白

州保育園・西部こども園を早急に建て替えるべきだと思います。 
 本日も白州町民の方が、これを聞いています。ぜひここで方向性を、市長の声で白州町民に

一言、どういう方向でいくということをぜひ、この場でお願いしたいと思います。市長のご答

弁、よろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 上村市長の答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再々質問にお答えさせていただきます。 
 大規模改修ということで、なるべく可能な限り早期に予算化をさせていただければと思って

おりますので、ご理解をよろしくお願いしたいと思います。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 原堅志君。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 では、２項目めの諸問題について、再質問させていただきます。 
 項目が別項目になっていますので、一挙に１項目ずつ質問させていただきますのでよろしく

お願いいたします。 
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 まず１項目めですけども、北杜消防署白州分署の場合は、白州体育館隣に建設されるという

ことのご答弁でしたけども、この土地についてはどのような契約になるのか、まずお伺いしま

す。 
 また、２０号線の出入り口が、安全性のために隅切りをしたほうがいいではないかという声

もあるんですけども、この２点について、まずお願いします。 
 次に２項目めの白州放課後児童クラブは、北杜市にとって初めて小学校の空き教室を利用し

て設置されます。白州町民も子どもたちの安全のために認めたんだと思います。 
 そこで児童会およびＰＴＡに対して、学童と児童クラブの利用関係をどのように周知するの

かお伺いいたします。 
 ３項目めです。駒城橋架け替え工事については、白州町横手側は工事完了ということのご答

弁ですが、武川町柳澤側を進めているとの答弁です。柳澤の進捗状況について、お願いいたし

ます。 
 ４項目め、白州町の住宅問題ですが、これは前々から、もう何年もかかってやっている問題

ですけども、竹花２号団地の残る３棟については、以前から武川団地の改修工事以後はそちら

に移転をお願いするということになっていますけども、早期に解体に向けて取り組む予定との

ことですが、３棟の移転交渉の進捗状況は。また、横手団地の入居の現状と移転についての話

し合いはなされているのか、お伺いいたします。 
 それと竹花２号団地と横手団地は、北杜市営住宅総合活用計画、長寿命化計画の位置付けは

どのようになっているのか、お伺いいたします。 
 ５項目めですけども、道の駅はくしゅうは現在、指定管理者アルプスと生産者の協力関係は

スムーズにいっております。コロナの収束を見据えて、北杜市の中核施設である国道２０号線

に面している重要な道の駅である。建設から２３年が建ち、混雑時には駐車場が狭く、２０号

線が渋滞をきたす状況になっております。防災面からも道の駅はくしゅうの今後について、検

討に入る時期にきているんではないかと考えますけども、市長の見解をお願いいたします。 
 ６項目めですけども、先ほど部長のほうから介護施設についてご答弁がありましたけども、

次期の介護施設にぜひ入れてもらいたいということですけども、今年度は武川のほうに１件、

決定したということですけども、７年前に介護施設、わいわい白州が白州にできたときは、白

州町民、民生委員２０名が傍聴に来ていて、今では地域から喜ばれている施設になっておりま

す。白州町では、もう１つ、どうしても介護施設がほしいというご意見が非常にあります。ど

うか再度、白州町に介護施設を誘致すべきと思いますが、市長の見解をお願いします。 
 以上、お願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の再質問にお答えいたします。 
 北杜消防署、白州分署の建て替えについて、いくつかご質問をいただいております。 
 まず、建て替え後の契約の内容というか、方法ということだったと思います。 
 現在、峡北消防本部におきまして、新たな分署建設用地について、測量調査等を行っており

ます。その結果を受けまして、市としてどのように対応するか検討するものでございます。 
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 それから登記につきましては、最終的には分筆登記を行いまして、土地貸借契約ですか、こ

ちらを締結する予定でございます。 
 それから市道から国道２０号への出入り口が狭いため、その部分を隅切りを行って出入りが

しやすいようにしたらどうかといったようなご質問だったと思います。 
 こちらも現在、峡北消防本部が把握している統合分署におきましては、事業主として契約が

進んでいるとの報告を受けております。最終的に確定しまして、事業化がより具体的になった

時点で状況に応じて峡北消防本部の意向に応じて、こちらについては検討してまいりたいと考

えております。 
 それから、もう１点、防災道の駅の関係でございます。防災の面からということで、総務部

で答弁させていただきたいと思います。 
 市は、地域防災計画を定めるなど、市民の安全を守るための取り組みを進めているところで

あります。しかし、現状におきましては、指定避難所における防災設備や備蓄品の整備など、

防災の核となる施設においても、十分な整備にはまだ時間がかかる見通しでございます。 
 したがいまして、現在の計画の中で、防災道の駅として道の駅はくしゅうを活用する段階で

はないと考えてございます。 
 なお、防災道の駅となるためには、国の認定要件を満たす必要がございまして、その要件に

つきましては、現時点では満たしていないと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 順次、答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 
 保護者への周知についてでございます。 
 保護者につきましては、すでに昨年度の夏にお知らせをし、以降、夏休み前など必要に応じ

て、これまでも随時お知らせをしてきております。 
 また、次年度の入所希望者につきましても、確定したところで利用の注意などお知らせをし

ていく考えでございまして、これからも随時お知らせを、機会があるごとにしてまいりたいと

考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 まず、駒城橋の架け替え工事について、武川町の柳澤側の進捗についてでございます。 
 武川側につきましては、市道武川柳澤７号線を利用し、その拡幅とすり合わせの道路の工事

となります。現時点においては、隣接する県営圃場整備事業との調整を行っているところであ

り、概ね順調に進捗していると伺っております。 
 次に竹花２号団地の残る３棟の移転の交渉の状況についてと、あと横手団地の入居者の移転
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の状況についてでございます。 
 現在、竹花２号団地に入居されている３棟の方については、武川団地が改修中であり、武川

団地に入居されている方の調整がつき次第、竹花２号団地、３棟の方の意向を改めて確認した

上で移転をお願いする予定でございます。 
 また、横手団地に入居されている方、１世帯につきましては、現在、移転について話し合い

の場を設けたところでございます。 
 次に、北杜市営住宅の総合活用計画および長寿命化計画の位置付けでございますけれども、

竹花２号団地および横手団地は木造住宅と、簡易耐火構造の住宅でそれぞれ国の定める用途廃

止の期間を経過していることなどから、取り壊しを順次進めているところでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 介護施設の誘致というところでございます。 
 基本的に介護施設につきましては、特に住んでいるところというような特定はされません。

しかし、やはりそもそも要介護者にとっては、住み慣れた地域で暮らしていくということはす

ごく大切なことであるかと思います。 
 本市の状況を見ますと、やはり介護施設につきましては、地域の偏在化があるということで、

先ほど答弁させていただきました。そういったところから、今年度、小淵沢町、白州町、武川

町のいずれかに整備というところで、６次計画のほうに盛らせていただいております。 
 次の計画につきましては、やはり地域偏在というところをしっかりと解消していきたいとい

うところもございますので、策定委員会の中にはそういったところも踏まえて、お願いをして

まいりたいと考えております。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 板山総務部長。 
〇総務部長（板山教次君） 

 申し訳ございません。先ほどの答弁の中で誤りがございましたので、訂正をお願いいたしま

す。 
 最初に答弁をしました契約のところでございますけれども、私、最終的には分筆登記を行っ

て、土地賃借契約と申し上げましたけれども、こちらは正しくは分筆登記を行って、土地貸借

契約の誤りでございました。こちらは、無償ということでございます。申し訳ございませんで

した。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁が終わりました。 
 原堅志君。 

〇１５番議員（原堅志君） 
 では、再々質問をさせていただきます。 
 ２点ほどお願いしたいと思います。 
 まず、１点目が竹花２号団地および横手団地については、先ほどご答弁の中で、特に竹花２号
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団地については、今、３棟残っているという中で、武川の改修施設、そちらのほうへ移ってい

ただくということで、前々からその話が出たんですけども、ぜひ、これがもう何年も経ってい

るんですよね。武川のほうへ移動するという話が。ぜひ早急に、これを進めていただきたいと

思います。 
 そこで北杜市への移住希望者が多い今こそ、早く更地にして、子育て中の家族に分譲して、

また３カ所にあります子育て支援住宅から転居される家族向けに活用して、北杜市への移住政

策を進めることが必要と考えますけども、このへんについて再度、市長の見解をお伺いします。 
 もう１点は、現在の白州児童クラブの移転後の土地、建物についてはどのように活用するの

か、その点についてお伺いいたします。 
 以上２点について、お願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再々質問にお答えいたします。 
 竹花２号団地と横手団地についてであります。 
 まず、武川団地の改修を早期に完了させまして、現在、武川団地にお住まいの方々に整備済

みとなります棟への移転を図るほか、取り壊しを計画しております、ほかの団地から転居を優

先させてまいりたいと考えております。 
 また、跡地の活用につきましては、原議員のおっしゃるとおり、子育て中の家族、また子育

て支援住宅からの転居に向けた活用というものは、重要であると考えております。 
 関係部局と調整を進めるほか、地域の意向を踏まえる中で、移住定住に向けた活用を進めて

まいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 原堅志議員の、ともにあゆむ会の代表質問の再々質問にお答えさせていただきます。 
 放課後児童クラブ移転後についてでございますが、移転後につきましては、現状、防災倉庫

などに活用し、白州総合支所のほうで管理するような予定で協議をしております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 原堅志君の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 齊藤功文君の関連質問を許します。 

〇１２番議員（齊藤功文君） 
 まず、１項目めの白州保育園・西部こども園の整備計画についての関連質問をさせていただ

きます。 
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 まず、この整備計画は計画から５年経過している状況の中でありますが、提言書が市長に提

出されているにもかかわらず、いまだ整備事業に関わる予算化もされていないという現状の中、

白州保育園関係者、白州町に生活する市民の皆さまの思いを逆なでるような、いわゆるこども

ランド計画は、わずか今年の５月から８月までのわずか３カ月間足らずの期間で検討した計画

で、すでに予算化されております。 
 こうした、まず差し迫った白州保育園・西部こども園整備計画を早急に進めてから、北杜市

全体としての子どもたちのいこいの場の議論をすべきと考えますが、市長の見解はいかがで

しょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 齊藤功文議員の、ともにあゆむ会の代表質問の関連質問にお答えをさせていただきます。 
 こどもランド、こどもパークと白州保育園の整備計画についてでございます。 
 こちらにつきましては、先ほど答弁もございましたが、市といたしまして、子どもの支援策

として、どちらの事業についても大変重要なものと捉えておりまして、保育園につきましては、

子どものすこやかな成長を支えるための大切な役割を担っているとともに、働きながら子育て

を行う世帯にとっての保護者の皆さまにも重要な施設になるということは、十分認識をしてい

るところでございまして、こどもパークにつきましては、「子育てするなら北杜」という地域ブ

ランドの構築を目指すために重要な施設であり、親子それぞれが交流できる場として、しっか

り整備をし、地域ブランドとして構築をしていきたいという考えを持ってございますので、ど

ちらの施設につきましても重要な施設ということで、それぞれしっかりと進めてまいりたいと

考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 よろしいですか。 
 （はい。の声） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、ともにあゆむ会の会派代表質問を終結いたします。 
 ここで暫時休憩とします。 
 再開は５時４５分とします。 

休憩 午後 ５時３１分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ５時４４分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 次に、みらい創生の会派代表質問を許します。 
 みらい創生、６番議員、大芝正和君。 
 大芝正和君。 
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〇６番議員（大芝正和君） 
 本日の最後の質問になりますけども、よろしくお願いをいたします。 
 はじめに、先月上旬に前線の停滞により北陸・東北地域が記録的な大雨となり、家屋や農作

物等に大きな被害がありました。私も友人が秋田県や岩手県にいますので、確認をしたところ

ですが、被災された皆さまには心よりお見舞いを申し上げるとともに早期の復興を祈念すると

ころであります。 
 また、先月２４日には北杜市の北部において大雨がありました。私も車で走行中で、あまり

の激しい雨のため、付近の駐車スペースで１０分ほど緊急停車しました。経験したことのない

豪雨に身の危険を感じたところです。 
 また、この三連休中には台風１４号が日本列島を縦断しました。市内では人的被害がなかっ

たところであり、安堵しているところでありますけども、集中豪雨といい、台風の経路といい、

気候変動を感じているところであります。 
 それでは、会派みらい創生の代表質問に入ります。 
 ５項目について、質問をさせていただきます。 
 はじめに、長坂駅のエレベーター設置についてであります。 
 長坂駅のエレベーター設置については、令和３年３月市議会定例会で私が一般質問したとこ

ろです。市長は、「長坂駅および周辺整備の在り方も含め、利用者や地域の方々の意見を伺うワー

クショップを開催し、多くの声を聞きながら整備について検討したい。」と答弁されました。建

設部長からは、「エレベーターは跨線橋階段の対面側に接続し、上下線各１基の計２基を整備す

る計画案で、事業費は約７億３，５００万円、ＪＲと協議・要望を行っている。」との答弁があ

りました。 
 長坂駅へのエレベーター設置は、白倉市政からの重要課題であり、当時、ＪＲとの協議では、

２０２０東京オリンピック・パラリンピックに対応する駅舎整備を優先するので、その後、検

討したいとのことでした。 
 上村市長においては、就任時の令和２年１２月の市議会臨時会での市長市政方針表明の「日

本列島のど真ん中、魅力ある安全な山岳田園都市づくり」として明記されている公約でもあり、

第３次北杜市総合計画の前期基本計画における、安心で快適なインフラ整備の公共交通網の整

備・活用促進において交通弱者への外出支援にもつながります。 
 長坂駅の主な利用者は高根・長坂・大泉の住民で、北杜市の人口の約５１％であり、通学や

通勤、通院、特急電車への乗り換えの利用が多い状況です。また、高齢化率が４０％と進んで

いる本市では、足に不安のある方やベビーカーを利用する子育て世代には、階段が急なため長

坂駅を利用できず不便なことから、エレベーターの設置は特に高齢者や子育て世代などの市民

からの要望が多い状況ですし、また長坂駅前の長坂コミュニティーステーションに開設されま

した長坂コワーキングスペースの利用拡大にもつながると私は考えております。 
 ぜひ、設置を実現してほしい。以下、質問をします。 
 ①これまでのＪＲとの協議内容は。 
 ②設置費用のＪＲと市の負担割合は。 
 ③設置における最大の課題は何でしょうか。 
 ④設置について市長の考えをお聞かせください。 
 次に、子育て支援拠点整備についてであります。 
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 子育て支援拠点の整備について、市長は昨年１２月の市議会定例会みらい創生代表質問「子

育て応援施設の拡充について」に対し、「子育て施設整備は必須であり、屋内外一体型の施設整

備を検討する」と答弁されました。また、第３次北杜市総合計画前期基本計画においては、安

心して子どもを産み育てられる支援の充実として、親子が気軽に集い、交流ができる子育て支

援の拠点となる新たな複合施設の設置や公園について検討し、整備するとしているところです。 
 さらに、６月の市議会定例会市長所信で「子育て支援施設の整備については、「子育てするな

ら北杜」と多くの方に共感される「子どもが賑わうまち」を目指していくため、親子が気軽に

集い、交流できる子育て支援の拠点の整備を検討している。子育て世代が求めている公園や屋

内遊び場を把握するためのアンケートや聞き取りを行い、「北杜市子ども・子育て会議」や「ほ

くと子ども育成戦略会議」の委員の皆さまのご意見を伺いながら、本年度秋以降に設計業務に

着手したい。」と表明され、このほど、たかねふれあい公園に「こどもパーク」と「こどもラン

ド」を整備するとしました。しかし、新・行政改革大綱、公共施設等総合管理計画において、

市立図書館、公営温泉、市立保育園、市立中学校などの再編・統合を行う、市民の関心が高い

公共施設の保有量の最適化に取り組みながら進める事業でもあることから、明確なコンセプト

や管理・運営方法などを示して進めることが市民の理解が得られ、利用の促進につながるため

に重要です。 
 そこで以下、質問をさせていただきます。 
 ①子育て世代を対象に実施したアンケート結果と、北杜市子ども・子育て会議などでの、新

たな子育て支援拠点整備について集約された意見は。 
 ②公園、こどもパークや屋内遊び場、こどもランドの対象年齢、規模、総事業費、整備のス

ケジュールは。 
 ③施設の管理・運営方法も含めて、市の３つの子育て支援住宅の建設にあたり、アドバイス

いただき、また子育て支援住宅の認証もしていただいた、ミキハウス子育て総研株式会社や子

育て世代の意見を取り入れながら設計していくことが施設の有効活用につながると思いますが、

いかがですか。 
 ④今回のこどもパークの計画では、エリア外となっていますが、公園内のふれあい池周辺を

再整備し、子育て世代や高齢者が散策できる公園にしてはいかがでしょうか。 
 次に、脱炭素先行地域への応募についてであります。 
 市長は、令和２年１２月に、２０５０年カーボンニュートラル脱炭素社会を目指すことを宣

言されました。国は、地方自治体や地元企業、住民が中心となり、地域の温常効果ガス排出量

と森林による吸収分などを差し引きゼロにする「地域脱炭素」を提唱し、本年度からモデルと

なる「先行地域」へ交付金を創設、全国で２６件が選定をされたところです。秋には第２弾が

発表される予定で、来年度は倍額の４００億円の脱炭素交付金が計画されていると報道されま

した。 
 北杜市では、平成１８年に新エネルギー産業技術総合開発機構、いわゆるＮＥＤＯの大規模

電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究の公募にチャレンジし、東京、千葉、北海道など

全国からの応募の中で、２カ所に選定され、当時、約３０億円をかけ、平成２２年度まで実証

研究されたＮＥＤＯの施設も、平成２３年に無償で譲り受けるとともに、国のスクールニュー

ディールで、全国１カ所に選定され、ほぼ全額が国の負担により全小中学校へ太陽光発電設備

を設置しました。また、農林水産省が当時、農業用水の利用に難色を示してきた農業用水路を
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活用した小水力発電を全国で初めて設置するなど、再生可能エネルギーの先進地として積極的

に取り組んできたところです。さらに、昨年２月には「水と緑と太陽の恵みを次世代に伝える

ために」をコンセプトに、北杜市再生可能エネルギーマスタープランを策定し、本年の第１回

市議会定例会市長所信において、ゼロカーボンシティを推進するため、環境保全のトップラン

ナーとして、環境省が選定する「脱炭素先行地域」に応募するためのロードマップを策定する

と表明されました。 
 お隣の長野県茅野市や甲府市、甲斐市など県内市町村でも応募に向けて計画を進めていると

聞いています。応募には再生可能エネルギーへの専門的な知識や民間を含めての調査等が必要

であり、提出するための予算や市内の民間企業の協力は不可欠です。先行地域へのハードルは

高いですが、第３次北杜市総合計画においても「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」を

将来都市像としているのであれば、新エネルギー事業基金などを活用し、これまでのチャレン

ジ精神を継承して、ぜひ挑戦してほしいです。見逃しの三振より空振りの三振です。 
 以下、質問させていただきます。 
 ①ロードマップの策定は。 
 ②環境省へ応募するための予算措置と提出時期は。 
 次に、高根町地区の保育園整備についてであります。 
 北杜市立保育園整備計画では、先ほど議論が行われましたけども、白州保育園の次に「みど

り保育園」の大規模改修が計画されています。また、本年３月に策定された新・行政改革大綱

では、公共施設保有量の最適化において、旧町村地域に複数の市立保育園が設置されている地

域は、統合・再編を先行して検討するとしています。 
 現在、高根町地区には、公益財団法人が運営する清里聖ヨハネ保育園と北杜市立のみどり保

育園・しらかば保育園・しらかば保育園さくら分園・わかば保育園の５つの保育園があるため、

新・行政改革大綱では、みどり保育園の大規模改修に合わせ、４つの市立保育園の統合を検討

することとなります。 
 このことから、清里聖ヨハネ保育園との調整を図りながら、統合の在り方、統合保育園の規

模や場所など、長期にわたる検討が必要と考えられるところです。 
 その中で、昭和５９年に建設され、すでに３８年を経過している「みどり保育園」の施設状

況を考えますと、早急に施設改修の検討に入ることが必要であると思います。 
 以下、質問させていただきます。 
 ①高根町地区の４つの保育園の在り方の検討に入る時期にきているが、いかがでしょうか。 
 ②早急に整備が必要な「みどり保育園」の整備スケジュールは、どうなっていますか。 
 最後に、総合健診と健診結果等の活用についてであります。 
 健康は財産であり、市民がいきいきと暮らすことは市の活性化になります。 
 山梨県と山梨県歯科医師会は、新型コロナウイルス感染症予防歯科健診を本年４月２０日か

ら６月２０日まで実施し、感染症予防対策として口腔ケアの重要性をＰＲしました。私も受診

をしましたけども、こういった健診がウイルス感染の予防の観点からも注目されており、まさ

に「治療」から「予防」への移行であります。 
 ところで、第３次北杜市健康増進計画によると、疾病別医療費の割合で最も高いのは悪性新

生物、いわゆるがんでありますけども、その２８％で、県平均より２．６ポイント高く、早期

発見が重要で、定期的に健康チェックをし、正しい知識のもと健康管理することが同計画の中
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心施策でもあります。 
 昨今、人間ドックの予約が取りづらいことや高齢化により交通手段がないことなどから、自

己負担が増えても人間ドックと同様な検査項目を総合健診に希望する方も増えています。また、

人間ドックや総合健診の結果を市内の医療機関が共有することで、医療費の適正化や病気の早

期発見につなげ、市内の医療機関が市民の「かかりつけ医」として気軽に相談できる体制を構

築することが必要な時代になってまいりました。さらに、保健師や栄養士等が住民と接する機

会を増やすために、総合健診に関する業務のうち案内通知の作成や発送、会場や日程の調整、

受診会場の準備などはＤＸの活用や、民間の健診機関に委託することなども考えられるところ

です。市民にとって身近な保健師、栄養士等の存在は、高齢化や感染症への不安が多い状況を

考えると、とても重要になってきています。これは、病気の早期発見や予防につながり、医療

費増加の抑制にもなります。 
 そこで以下、質問させていただきます。 
 ①総合健診の検査項目を拡充する考えはありますか。 
 ②総合健診等の結果を市民が登録した市内の医療機関と共有することは考えていますか。 
 ③保健師、栄養士等の事務事業を見直して、市民にとって身近な保健師や栄養士等にするこ

とは。 
 以上５項目、答弁のほどよろしくお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問にお答えいたします。 
 子育て支援拠点整備について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、アンケート結果等で集約された意見についてであります。 
 子育て世代を対象に実施したアンケートは、「つどいの広場」、「放課後児童クラブ」、「保育園」

および「障がい者施設」への聞き取りに加え、本年４月２７日から５月１５日までの間で、小

学校、保育園などにチラシを配布し、Ｗｅｂにより回答をいただく方法での調査を行ったとこ

ろであります。 
 その中で、「こどもパーク」については、「大型遊具があること」、「みんなが使いやすく、広

い駐車場があること」、「遊具で安全に遊べること」、「木陰、ベンチを備えていること」などの

ご意見がありました。 
 また、屋内遊び場の「こどもランド」については、「無料で遊べること」、「クライミングやボー

ルプール、こどもトイレを備えていること」などのご意見がありました。 
 また、「北杜市子ども・子育て会議」および「ほくと子ども育成戦略会議」を開催し、課題や

解決策などの検討がされ、「こどもパーク」については、「自然景観を生かした、北杜らしい場

所や世代間交流が可能な場所がよい」、「こどもランド」については、「空き施設の活用や公園と

の一体的な整備がよい」、といったご意見をいただいたところであります。 
 次に、公園や屋内遊び場の整備についてであります。 
 「こどもランド」については、０歳から小学校低学年までを対象とし、施設の延べ床面積は

約７５０平方メートル、「こどもパーク」は、約１万３千平方メートルを予定しております。 
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 総事業費については、設計費や工事費、工事監理費等併せて約５億円と想定しております。 
 整備スケジュールについては、設計業務完了後、速やかに着手し、令和６年１０月のオープ

ンを目指しております。 
 次に、高根町地区の保育園整備における、保育園の在り方の検討および、みどり保育園の整

備についてであります。 
 市立保育園については、「北杜市保育園充実プラン」や「北杜市立保育園整備計画」等に基づ

き、整備を行っているところでありますが、昨年度に策定した「新・行政改革大綱」や「北杜

市公共施設等総合管理計画」において、「旧町村に複数の市立保育園が設置されている地域につ

いては、優先して統合・再編を進めること」としていることから、高根町地区の保育園の統合・

再編を検討する中で、「みどり保育園」の整備についても、検討してまいります。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問にお答えいたします。 
 脱炭素先行地域への応募について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、ロードマップの策定についてであります。 
 本市では、２０２０年１２月２３日に「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、２０３０年目標

として温室効果ガスを４６％削減し、さらに２０５０年に実質ゼロを目指すとしたところであ

ります。 
 このため、本年度は「北杜市再生可能エネルギーマスタープラン」で調査を行ったデータの

補正を行い、国が示す脱炭素社会に向けた取り組みや支援を検証し、本市が削減目標を達成す

る上で必要な施策をまとめたロードマップの作成を予定しており、脱炭素先行地域の申請への

活用を図ってまいります。 
 次に、予算措置と提出時期についてであります。 
 申請に必要な予算については、本年度の「新エネルギー事業特別会計」の当初予算で計上し

ており、現在、電力関連企業との連携も視野に入れる中で、３回目の脱炭素先行地域への応募

を検討しております。 
 また、提出時期については、現在、環境省から具体的な募集日程は示されておりませんが、

スピード感を持って対応してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問にお答えいたします。 
 総合健診と健診結果等の活用について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、検査項目の拡充に対する考えについてであります。 
 総合健診は、市民の利便性に配慮し、検診バスにより各町を巡回して実施しております。 
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 健診項目については、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、早期発見・早期治療を

目的として、必要とされる特定健康診査項目すべてを受診していただけるように設定しており

ますが、「子宮頸がん検診」と「胃内視鏡検査」の２種類の検査については、検診バスの設備で

は衛生面で実施が望ましくないため、「子宮頸がん検診」については、受診票を発行し、「かか

りつけ医」で安心して検査していただくようご案内しております。 
 また、検診について、お問い合わせをいただいた際には、市内で受診が可能な「市立甲陽病

院」をご案内しております。 
 胃内視鏡検査については、身体の状態によっては、バリウムによる胃部レントゲン検査を受

診できない方もいらっしゃることから、市内で安心して「胃内視鏡検査」を受診ができる体制

づくりを推進してまいりたいと考えております。 
 次に、総合健診結果の医療機関との情報共有についてであります。 
 総合健診の結果は個人情報であることから、現状では確実に本人に返却しております。 
 本人以外の第三者と情報を共有するには、本人の同意や個人情報の漏洩を防止する取り決め

が必要となります。 
 現在、厚生労働省では、マイナンバー制度を活用して、個人の健診結果や医療情報、薬剤情

報等を一元的に管理できる、データ利活用の基盤整備を目指しており、市としては、今後、国

の整備状況を注視しまいりたいと考えております。 
 市と医療機関が健診等の結果を共有する方法として、総合健診の結果により精密検査が必要

となった方に、市から市内の医療機関を中心に精密検査の受診をお願いするなど、その情報は

医療機関から市へ報告されることから、間接的に共有されているものと考えております。 
 また、市では、本年度から健診結果の数値が基準値を超えた方で本人の同意が得られた場合、

「かかりつけ医」から検査データを提供していただき、保健師・栄養士が連携して、ご本人の

生活習慣の改善に向けてサポートをする事業を実施しております。 
 加えて、「かかりつけ医」として市内の医療機関を定期的に受診している市民の検査データを、

医療機関から市へ提供していただくことで、特定健診を受診したものと読み替える、「みなし健

診」を本年度より実施する予定であります。 
 医療機関からの健診データを市が把握し、保健師や栄養士が情報を共有することになり、き

め細やかなサポートにつなげてまいりたいと考えております。 
 次に、保健師等専門職の事務事業の見直しについてであります。 
 市の保健師は、健康増進課、介護支援課、地域包括支援センター、福祉課、障害者総合支援

センター、ネウボラ推進課へ分散配置となっており、それぞれの部署で担当地区を持ち、活動

しております。 
 健康増進課の保健師については、総合健診の準備から結果報告会まで、事務作業にも多くの

時間を費やしております。 
 昨年度から、総合健診のインターネットによる申し込みや、予約制の実施により少しずつ負

担軽減を図っておりますが、今後も、アウトソーシングやデジタル技術の活用、リモート健康

相談などによる負担軽減を図りつつ、市民の皆さまの利便性を向上させる事業実施を検討して

まいります。 
 保健師・栄養士の専門職は、市民と最も身近に接することができる貴重な人材であることか

ら、より身近な保健師、栄養士として活躍できるよう、課の業務量や業務内容の分析、業務改
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善と併せて、事務職を含めた職員の適正配置を考えてまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問にお答えいたします。 
 子育て支援拠点整備について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、子育て世代の意見等の有効活用についてであります。 
 施設の設計に当たっては、事業者や子育て世代のご意見を取り入れることが有効であると考

えており、「つどいの広場」の支援員や、「ひよこルーム」の受託事業者、また、近隣自治体の

施設運営者や法人等にもご意見を伺っております。 
 設計委託については、「公募型プロポーザル方式」を採用することとし、様々な提案の中から、

最も適した事業者の選定を行ってまいります。 
 次に、ふれあい池周辺の再整備についてであります。 
 「こどもパーク」の整備範囲は、「ふれあい池」南側の桜並木までとしており、「ふれあい池」

については、調査検討を行ったところ、湧水等の水処理や池周辺の地盤が緩いことなど、課題

が多いことから、今後の検討項目としております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問にお答えいたします。 
 長坂駅のエレベーター設置について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、ＪＲとの協議内容についてであります。 
 ＪＲ東日本とは、平成２９年度に実施した、エレベーター設置に係る調査設計に伴う、協議

の結果、上下線に各１基、合計２基のエレベーターを設置することを最適案としております。 
 東京２０２０オリンピック開催後、本格的に整備について協議、検討を進めることとしてお

りましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、ＪＲ東日本も多大な影響を被って

おり、今後、好況となる見通しの判断も難しいことから、ＪＲ東日本との協議を見合わせてい

る状況であります。 
 次に、設置費用にかかるＪＲと市の負担割合についてであります。 
 ＪＲ東日本との「中央本線長坂駅改札内バリアフリー設備整備事業の調査設計に関する協定」

に基づき、実施した調査設計による概算の設置費用として、工事費６億９，３００万円が算出

されております。 
 この費用については、「北杜市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金」の対象となることか

ら、補助金として、市は３分の２を負担し、３分の１をＪＲ東日本が負担することと考えてお

ります。 
 また、実施設計費４，２００万円については未定としており、同様に補助金の交付対象経費



 １１４

となりますが、ＪＲ東日本との協議により決定することとしております。 
 次に、エレベーターの設置における課題についてであります。 
 長坂駅は鉄道敷が狭いことから、エレベーターを設置するためには、既存設備の移設等が必

要であり、整備費用が高額となること、また、乗降者数がＪＲ東日本の整備方針の基準以下で

あること、かつ、市の要望に基づき整備することになるものであることから、維持管理費用の

一部を向こう２０年間、ＪＲ東日本に対して負担していかなければならないことが課題となっ

ております。 
 次に、設置への市長の考えについてであります。 
 エレベーターの設置は、年齢を問わず、すべての方が利用しやすくなるようバリアフリー化

を図るものであり、ＳＤＧｓの実現にもつながるものであると考えております。 
 また、地域の活性化の一翼を担う鉄道駅は、極めて重要な施設であり、整備に当たっては、

ＪＲ東日本の協力が必要不可欠であります。 
 長坂駅のエレベーター設置については、その重要性を十分に認識しており、市長も就任直後

に、ＪＲ東日本に出向き要望をしてまいりました。 
 今後も、ＪＲ東日本に対し、粘り強く要望してまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 大芝正和君の再質問を許します。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 答弁ありがとうございました。５項目、すべてについて再質問をさせていただきます。 
 はじめに、長坂駅のエレベーターの設置ですけども、先ほど部長の答弁の中で、３分の２で

すか、市が負担というようなこと、維持管理費についても負担しなければいけないということ、

多々課題はあるわけですけども、このようにエレベーターの設置には多額の予算と粘り強いＪ

Ｒとの協議が必要で、設置実現には長期にわたる熱意ある市長の行動が、私は非常に重要だと

思っています。 
 白倉市長も何回かＪＲの本社に行って、積極的にその必要性をアピールして、そして小淵沢

の駅もああいう形で実現をした、巨摩跨線橋の予算についても交渉しながら進めてきたという

ことを考えますと、非常に市長の行動というのは重要ではないかと思います。 
 市長、あと２年の任期での実現というのは、現実的に非常に不可能であると私は考えていま

すけども、この市長の長坂駅のエレベーターの設置について、思いをぜひ市長の口からお聞か

せをいただきたいと思います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 
 長坂駅のエレベーター、本当に私も非常に大事だと思っておりまして、やはりバリアフリー

といいますか、あの階段ですと、障がい者の方ですとか、高齢者がなかなか使えないというよ
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うな現状があるんではないかなと思っております。 
 しかしながら、やはり３分の２、市の負担、また維持費ということが非常に大きなネックに

なるわけでありまして、応分の負担といいますか、ＪＲ東日本にも、そのへんをもう少し負担

していただくように、私も強く要望してまいりたいと思いますので、ご理解をお願いしたいと

思います。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 答弁ありがとうございました。ぜひ、いろんな、財源的なこともありますけども、私は非常

に必要な事業だと思いますので、今のご答弁のとおり積極的に進めていただきたいと思います。 
 それでは、２点目の子育て支援拠点整備について、４点、再質問をさせていただきます。 
 １点目としまして、こどもランドの事業として、ファミリーサポートとつどいの広場を実施

するとしていますが、現在、実施しているつどいの広場の利用状況を考えますと、少子化や保

育園の早期入所、小さいうちから子どもを保育園に預けるということがありまして、利用者の

増加はあまり見込めないのかなと、私は考えています。つどいの広場の統合、また新たな事業

として、通院や葬儀など急な場面において子どもを預けられる一時預かり事業、今、保育園で

やっているようですけども、こういった事業や土日の開館、または、こどもランド内に昼食を

食べられるスペースの設置、また１歳の子どもと４歳の子どもではまったく遊び方が異なるし、

男女でも違います。それらを見守ったり、指導する支援員も必要になります。したがって、そ

れに合った、こどもランド内の配置を検討する必要があると私は思っています。 
 また、北杜市らしいという言葉がありましたけども、建物を私としては木造がいいのかなと

考えていますけども、このこどもランド、単なる屋内の遊び場の提供ではなく、つどいの広場

事業なども実施し、多くの利用をうながすのであれば、先ほど質問もさせてもらいましたけど

も、細かな点、詳細設計などにおいて、市の子育て支援住宅の建設において、アドバイスいた

だいたミキハウス子育て総研のアドバイスを取り入れながら実施していくことが、私は北杜ら

しいこどもランドになると思います。 
 全国的に知名度があるミキハウス子育て総研が監修したということで、市民だけではなく観

光などで訪れた市外の子育て世代にも、子育てにやさしい北杜をＰＲできるのではないでしょ

うか、いかがでしょうか。 
 ２点目として、ファミリーサポート事業がこどもランド内に移転するとしていますが、長坂

保育園秋田分園は、今後どのように、現在、秋田分園でファミリーサポートをやっていますけ

ども、そのスペースをどのように活用していくのか、お聞かせください。 
 ３点目として、高根ふれあい公園の芝生広場、平日はグラウンドゴルフの愛好家が定期的に

練習をしています。また、芝の管理などもボランティアでやられているというふうに聞いてお

ります。愛好家の皆さんも土日は、この公園は子育て世代に利用してほしい、また平日でもそ

ういったグラウンドゴルフの練習の、高齢者と子どものふれあいができればいいという思いが

あると聞いております。ぜひ、こどもパークの整備については、それらの意見を取り入れてほ

しいと思います。 
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 また、公園の中には、ご案内のとおり、箕輪堰土地改良区の農業用水路があります。十分に

関係者と協議をしながら計画を進めてほしいが、いかがでしょうか。 
 ４点目として、公園北側にふれあい池散策路の看板がありますけども、残念ながら散策路は

現在、管理不十分で散策路として利用できず、周辺住民や公園の利用者からの苦情もあります。

先ほど、ちょっと湿地帯みたいなところもあるという部長の答弁がありましたけども、それで

もこどもパークの完成を待たずに、草刈りや清掃などを今から定期的に行って、高齢者などが

散策する場所としてはいかがでしょうか。 
 以上４点、よろしくお願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 はじめに、部屋の配置、レイアウトについてであります。 
 事業を実施する上で、部屋の配置、またレイアウトは非常に大切であると認識しております。

ゾーニングや安全が保てる配置や動線の確保ができるよう、支援員や利用者、事業実施者など

の意見を参考に設計してまいりたいと考えております。 
 また、ミキハウス子育て総研の、施設に求める認定要件が数多くあるところでございますが、

これらの項目も配慮しながら、確認しつつ、設計を行っていくよう研究してまいりたいと考え

ております。 
 続きまして、長坂保育園の活用についてでありますが、長坂保育園は現在、つどいの広場ひ

よこルーム、また病児・病後児保育園として活用しております。また、子育てサークルなどの

活動場所としても一部利用していることから、今後もこれらを継続して実施していく予定であ

ります。 
 次に、グラウンドゴルフ愛好家の意見についてであります。 
 こどもパークについては、子どもを中心といたしまして、多世代の皆さまが集える、交流で

きる場になるよう整備をしたいと考えておりますので、グラウンドゴルフにつきましても、そ

ういった場面が確保できるよう検討をして、できる限りのことをしたいと考えておりますが、

プロポーザルのレイアウト等で、計画のほうが煮詰まり次第、逐次、状況をお伝えしながら、

ご意見も伺いながら協議をしてまいりたいと考えております。 
 また、農業用水路につきましても、土地改良区のほうに状況をお伝えしながら事業を進めて

まいりたいと考えております。 
 次に、ふれあい池の管理についてでありますが、今後、ふるさと公園につきましては、注目

を集める場所となっていくことと考えておりますので、維持管理につきましても逐次、雑草等

の状況などを確認しまして、定期的な管理を行い、適切な維持管理に努めてまいります。 
 それと、先ほど長坂保育園と、私が申し上げましたが、長坂保育園の秋田分園の今度の活用

についてということで、長坂保育園秋田分園ということで訂正をお願いいたします。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
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 大芝正和君。 
〇６番議員（大芝正和君） 

 答弁ありがとうございました。それでは再々質問なんですけども、やはり私もミキハウスが

子育て支援住宅を建てたときに内覧をしましたけど、なるほどなという点が数々ありました。

それからやはりネームバリューがありますので、最後にそういったところにミキハウス子育て

総研が監修しましたというような形にすると、やっぱりミキハウスのホームページに載るとか

ということで、非常に市外の子育て世代にもＰＲできて、夏休みとかそういうときには、市外

の方、観光で訪れた方、または里帰りで来た方にも利用していただけるということで、利用の

拡大にもなるんではないか、良い宣伝にもなるんではないかということで、提案をさせていた

だきましたので、もう一度、答弁をお願いします。 
 ２点目として、こどもパーク、平日の利用というのは、先ほど、ちょっと質問させていただ

きましたけども、やはりある程度、人数も限られます。ぜひ、そういった平日には、グラウン

ドゴルフをするとか、高齢者がお孫さんと散策するとかということで、定期的に利用すること

で、こどもパークのにぎわいがつくれると思いますので、ぜひそういった配慮をしていただき

たいと思いますけども、もう一度、答弁をお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再々質問にお答えをさせていただきます。 
 まず、ミキハウス子育て総研の件についてでございますが、認定の項目がたくさんあるとい

うふうに確認をしてございまして、そちらのほうも確認をいたしながら、そういった監修につ

いて研究をさせていただきたいと思っております。 
 続きまして、こどもパークについての利用ということで、先ほどもお話をさせていただきま

したが、やはり議員おっしゃるとおり、こどもパークにつきましては、子どもから高齢者の皆

さままで、多くの皆さまにご利用していただけるような公園にしてまいりたいと考えておりま

す。そうした中でも、グラウンドゴルフの皆さまにも、そういった部分からぜひご利用をいた

だけるような、形になることが理想であると考えております。多くの皆さまに利用をしていた

だけるような、そういった公園になるよう、提案もございますが、これまで多くのご意見もい

ただいておりますので、そういった部分を反映しながら設計等を進めてまいりたいと考えてお

ります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 それでは、３点目、脱炭素先行地域への応募について、再質問をさせていただきます。 
 先日、報道で再生可能エネルギーで発電した電力で、純水を電気分解し、水素を製造するＰ

２Ｇシステムを山梨県と連携して、サントリー白州工場が導入し、水素エネルギーをボイラー

やフォークリフトの燃料として利用すると発表をされたところです。企業のＣＯ２排出ゼロに
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向けた活動へのスピーディーさと意識の高さを感じたところです。 
 さて、環境省への脱炭素先行地域への応募に当たって、北杜市全体を地域とすることは、広

大な面積で自然環境が異なる本市では困難であると思います。 
 昨年２月に策定した北杜市再生可能エネルギーマスタープランをベースに提案するという答

弁がございましたけども、この中で、地域自立型電力供給のモデル地区になっている長坂地区

が私は適当ではないかという考え方があります。長坂地区には、ご案内のとおり北杜サイトが

ありますし、中央自動車道沿いに液化天然ガスのパイプラインが埋設をされております。また、

長坂保育園、長坂小学校、長坂中学校、甲陵中高等学校、給食センター、障害者総合支援セン

ター、市営団地、下水の処理場、長坂総合支所、甲陽病院、長坂総合スポーツ公園などの公共

施設が集中しており、また県と東京電力が設置をしました米倉山の太陽光発電の電力を利用し

て製造された水素を購入し、燃料電池車やフォークリフトを使用しているキッツをはじめ、

ショッピングセンター、山梨住宅工業、長坂自動車教習所などの民間施設が集中しているため、

先行地域として計画に適していると思いますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 
 環境省への脱炭素先行地域への応募にあたっては、長坂地区が先行地域として計画に適して

いるのではないかとのご質問であったと思います。 
 北杜市再生可能エネルギーマスタープランには、自立型の電力供給モデルとして、長坂地区

が確かに掲げられております。この地域には、議員ご指摘のとおり、北杜サイトや小中学校を

はじめまして、甲陽病院など公共施設が多く存在しており、比較的まとまりのある地域でござ

います。 
 長坂地区を再生可能エネルギーの活用に取り組むモデル地域といたしまして、位置付けるこ

とも視野に、早急に検討を進めてまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 答弁ありがとうございました。ぜひ、その長坂地区をモデル地区にして、提案するというの

が、私はベストではないかと思いますけども、それでは再々質問ですけども、環境省への応募

にあたっては、専門的な知識がなければ、先ほど言いましたように、甲斐市とか甲府市もチャ

レンジをするようですけども、こういった自治体間競争に勝つことは非常に難しいんではない

かと思います。 
 答弁の中で、電力関連企業等の連携も視野に入れながら検討していきたいとのことでありま

すが、スピーディーに対応するためには、北杜市が行っている官民連携は重要だと考えており

ますけども、今後どのように進めていくのか、進める考えがあるのかお聞かせください。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再々質問にお答えさせていただきます。 
 環境省への応募について、専門的な知識も必要となることから、どのような考え方を持って

いるかとのご質問であったかと思います。 
 脱炭素先行地域への応募を行うためには、専門的な知識がどうしても必要だと考えておりま

す。 
 当初から北杜サイトを運営している国の機関であるＮＥＤＯと事業を共同で行ってきており

ますＮＴＴファシリティーズは、再生可能エネルギーマスタープラン策定業務にもコンサルト

として参加するなど、北杜市の再生可能エネルギーの事業にも深く関わっているところでござ

います。同社の有する膨大な蓄積データやノウハウのご提供をいただきたいと考えております。 
 また、市内全域を網羅している送電線を持っている東京電力にもご協力をしていただきたい

と考えております。当然、そのためにＮＴＴファシリティーズおよび東京電力の２社と連携も

視野に入れつつ、脱炭素先行地域については進めてまいりたいと、ご協力のもとで先行地域の

環境省への申請を行っていきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 脱炭素先行地域、ぜひ３回目に間に合うような形で、スピーディーに連携協定をして進めて

ほしいと思います。 
 それでは、４点目の高根町地区の保育園整備について、再質問をさせていただきます。 
 保育園の施設整備には、現場の意見や保護者等の要望を取り入れることから、ある程度の期

間が必要でございます。先ほど、代表質問にもありましたけども、白州保育園の整備と並行し

て、みどり保育園の検討に入らないと、整備完了は早くて５年、６年後になるのかな、もっと

かかるのかなと思っています。 
 新・行政改革大綱では、保育園については、基本方針として、８から１０施設で利用水準は

１１０人から１３０人としています。新・行政改革大綱が策定された本年３月の時点では、高

根町と長坂町以外は、各町１保育園となっていることから、一般的に考えると長坂町と高根町

は２保育園ずつと考えるのが必然だと思います。 
 また、昨年度の北杜市の出生数は、コロナ禍もありまして、２００人を切り１９０人となっ

ていますけども、このうち高根町は３５人で全体の１８％、長坂町は３７人で同じ１９％となっ

ています。仮に長坂町を１保育所に統合した場合、令和４年４月１日現在で試算をしますと、

園児数は１９９人、高根町は１７８人となり、新・行政改革大綱に記載されている１施設

１００人から１３０人を大きく超える、ある程度、大規模な保育園となります。さらに高根町

は高根東小学校と高根西小学校に再編をされたばかりでありまして、仮に１つの保育園に統合

された場合は、統合された１保育園から２つの小学校に通学することとなり、保護者等の理解
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を得ることは、かなり難しいと考えざるを得ません。市長は答弁で統合、再編を検討する中で、

現在、７０人の園児がいますけども、みどり保育園の整備についても検討するとのことですが、

ある程度、目標の年度を決めないと、ずるずるいくということは非常にまずいので、他の公共

施設の個別施設計画が令和５年度までに策定するということに併せて、北杜市立保育園整備計

画の見直しも含め、令和５年度までに、このみどり保育園、高根町地区の保育園の在り方につ

いて、結果を出すという考えなのか伺います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再質問にお答えさせていただきます。 
 まず、保育園の施設につきましては、市立保育園整備計画が公共施設等総合管理計画の中で

示す個別計画に当たりますので、現状、策定されているという状況にございます。そのような

中で、保育園の施設整備等については、昨年度、策定されました新・行政改革大綱において、

８から１０施設での統合、再編を進めるということ、また旧町村地域に複数の市立保育園が設

置されている地域などについては、先行して検討することとされていることから、これら全体

を踏まえまして、北杜市保育園充実プランや北杜市立保育園整備計画なども踏まえ、また議員

がご指摘のことなども含めまして、現状は期限を定めておりませんが、みどり保育園の整備計

画について、そういった全体を検討する中で、今後も順次、検討を進めてまいりたいと考えて

おります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 答弁ありがとうございました。保育園、小学校、中学校というふうに、大事な施設があるわ

けですけども、基本的には統合というのは、上からやってくる。上というのは、中学校を統合

し、その施設を使いながら、小学校を仮に統合する場合は統合する。その施設を使いながら、

土地などを使いながら、保育園を統合していくというやり方を、やはりきちっとしないと、地

域や保護者の理解というのは、非常に難しいんではないかと思いますけども、高根町地区には、

私も担当しましたけども、高根東小学校を統合するときにも、いろんなご意見があり、でもや

はり子どもたちのことを考えて、清里小学校も高根東小学校、ですから東小学校をつくるとき

にも、旧来の東小学校ではなく、新しい東小学校ですというイメージで、校歌も一新したりし

ました。非常にやっぱり統合というのは、エネルギーがいる事業ですので、そうはいっても、

やっぱりみどり保育園、かなり古くなっていますので、早めにこういった方針をしっかり出し

ていかないと、なかなかずるずるいってしまうのではないかと思いますので、再度、答弁をよ

ろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 



 １２１

〇こども政策部長（大芝一君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再々質問にお答えさせていただきます。 
 議員がおっしゃるとおりでございまして、旧町村地域で複数の市立保育園が設置されている

地域などについては、先行して検討するということになっておりまして、長坂町と高根町につ

きましては、ここに当たるかと思いますので、統合、また再編については、高根、長坂から検

討していかなければなりません。また特にみどり保育園が次の大規模改修の順番にもなってい

るということも踏まえまして、早いうちに検討してまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 ぜひ、スピーディーに結論を出していってほしいと思います。 
 それでは、最後に５番目の総合健診と健診結果の活用について、２点、お伺いをさせていた

だきます。 
 １点目として、令和３年度の総合健診に関する健康相談の実績では、電話による相談が２，

４１０件、来所による相談が１，３４２件、健診結果の報告会の対象人数は１，９０５人で、

そのうち実際に指導で相談に訪れた方は１，８９５人、非常に参加率は９９．５％で、市民が

自身の健康管理に関心が高いことが数字となって表れてきています。 
 また、健康相談に対応する、先ほど質問しましたけども、保健師、栄養士等は丁寧な対応が

求められ、その丁寧な対応が、市民が保健師等を身近に感じる機会になってくると私は思って

います。 
 答弁の中で、市立甲陽病院を案内しているとのことですが、市民の認知度は低いと思います。

人間ドックの予約が取りづらいという声は多いですし、また交通手段の問題等もあります。北

杜市には２つの病院がありますので、病院改革として役割分担を明確し、１つの例ですけども、

外来専門の病院と入院、健診の病院など、医療体制を変えていくということが必要だと思いま

すが、いかがでしょうか。 
 ２点目として、現在、がんや循環器病など生活習慣病が増加し、寝たきりや認知症のように

高齢化に伴う障害も増加をしています。このため、病気やケガにより損なわれた身体機能の改

善のみでなく、その患者個々の実情に応じ、その生活にも配慮し、患者の日常生活の質の維持、

改善を含めた医療提供が可能な体制が今、求められていると私は思っています。 
 コロナ禍において、国はかかりつけ医に相談してくださいというふうな報道をしましたけど

も、市民一人ひとりにかかりつけ医がいたのかというのは疑問があります。日頃から健康相談

等を行い、市民の疾病、その他のあらゆる健康上の問題に対し、その初期の段階で適切な対応

を行い、必要に応じて予防管理および継続的な医療を総合的に提供することを、一般的には家

庭医として位置付け、家庭医は健康や病気などについて、いつでも相談できる、身近な存在と

なります。この家庭医というふうな制度を市立病院や市内の医療機関、保健師等に担っていた

だくような体制ができれば、市民の健康への不安を解消できると私は考えています。 
 高齢化率が高い北杜市でありますので、市民が安心して暮らせるために他の自治体に先駆け

て市立病院や保健師等の活動を家庭医に移行していくことを積極的に進めていただきたいが、
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いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 大芝正和議員の、みらい創生の代表質問の再質問にお答えいたします。 
 まず、役割分担の明確化によって医療体制を見直すことはというところかと思います。 
 第３次北杜市総合計画の中におきましては、地域の各医療機関との連携により安心できる医

療体制の確保ということが謳われております。特に安心できる医療体制の確保というところ、

ここがかかりつけ医というところにつながってくるかと思います。市民に寄り添った医療の提

供ということが求められるということだと思っております。 
 このことから市立２病院の在り方ですとか、役割といったところを今後、検討していく必要

はあるかなと考えております。 
 次に２点目でございます。市立病院ですとか、保健師といった活動を家庭医へ移行するとい

うところでございます。 
 まず、家庭医というところでございますけども、家庭医とは身近にあって、なんでも相談に

乗ってくれる、総合的な医療というところでございます。このことを考えますと、こちらも第

３次総合計画の中に謳っております。様々な理由で身体、精神、生活などに困難を抱える市民

に対して、行政サービスや専門機関のケアを提供するというところでございます。特にかかり

つけ医と違うところは、先ほど申し上げました身体、精神、生活といった幅広い分野について

対応するというところになるかと思います。 
 いずれにしましても、市民に対して寄り添った形の中で、保健師の在り方、市立病院の在り

方というものを検討していかなければならないと思います。これは総合計画の中にも謳ってあ

るというところは、総合計画の実現に向けて目指していかなければならないことだと考えてお

りますので、そういったところを踏まえて、これからも活動してまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 よろしいですか。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 大芝正和君の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ２項目めの子育て支援拠点整備について、１項目のみ関連質問させていただきます。 
 こどもランド、またこどもパークの建設については、民地の買い上げというのが予定されて

いるようです。現在、ゲートボール場として市民の方が利用している場所であったり、また水

路として活用している箇所もあります。先ほど、ご答弁の中に意見を取り入れていくとか、意
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見を反映していくというような、利用者の方の話を取り入れていくというようなお話がありま

したけど、周辺の住民の方の理解が大変重要で必要だと思います。この周辺地域の方の説明を

早急に行う必要があるのではないかと思いますが、現状ではどのようになっているでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 保坂多枝子議員の、みらい創生の代表質問の関連質問にお答えさせていただきます。 
 こどもパークの建設に伴う周辺への説明ということでございます。 
 まず、行政区の区長へ現状についての、そしてまた、今後の、今、分かる範囲での見通しと

いうことにつきまして、ご説明をさせていただいております。また、グラウンドゴルフの愛好

家の皆さまにつきましても、代表者の方に同じく現状についてご説明をさせていただいており

ます。土地改良区の代表の方につきましても、説明をさせていただいております。 
 今後につきましては、それぞれ計画がまた煮詰まり次第、それぞれご説明をさせていただき

ながら、協議をしてまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ありがとうございました。今、区長、グラウンドゴルフの方、土地改良区の方とか、お話を

していただいています。計画が煮詰まり次第というようなご説明でしたけれど、その方たちも

非常に大事なんですが、近隣周辺というのは、またいろいろな意味で、迷惑ということはない

んでしょうけど、いろんな意味で関わっていただかなければならないということがありますの

で、その方たちの理解というのは、さらに必要だと思っています。 
 いつから、どうなるのか、どうしていくのか、できるだけ早く明確に説明することが、この

こどもランドの建設に対しては、非常に重要だと思いますが、再度、見解を伺います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 保坂多枝子議員の、みらい創生の代表質問の関連質問の、再々質問にお答えさせていただき

ます。 
 議員おっしゃるとおりでございまして、これから近隣の方にも状況等を説明いたしますが、

その前に当然、行政区という、そういう単位がございますので、区長であり、班長であり、そ

ういった方にご説明をする中で、近隣の皆さまへの説明等をしてまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ほかにありませんか。 
 （ な し ） 
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 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、みらい創生の会派代表質問を終結いたします。 
 以上をもちまして、本日の日程は終了いたしました。 
 次の会議は９月２１日、午前１０時に開きますので全員定刻にご参集ください。 
 本日は、これをもって散会といたします。 
 大変ご苦労さまでした。 

 
散会 午後 ６時５４分 
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開議 午前１０時００分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 皆さま、おはようございます。 
 本日もスムーズな運営のうちに進行できますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 ただいまの出席議員数は２０人であります。 
 定足数に達していますので、ただいまから本日の会議を開きます。 
 なお、報道関係者から撮影の申し出があり、これを許可いたしましたのでご了承願います。 
 大芝正和君の発言を許可します。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 発言の訂正をお願いしたいと思います。 
 昨日の私の代表質問、３項目め、脱炭素先行地域への応募についての中で、来年度は倍額の

４００億円と通告書の記載のとおりなんですけども、発言の中では２００億円と発言をしてし

まいました。正しくは４００億円ですので、訂正をお願いしたいと思います。よろしく取り計

らいをお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ただいま、大芝正和君から訂正の申し出がありましたので、４００億円を２００億円と読み

間違えたということでありますので、よろしくお願いします。 
 これから本日の日程に入ります。 
 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布したとおり会派代表質問および一般質問を行い

ます。 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 

   日程第１ 会派代表質問を行います。 
 会派しんせいの会派代表質問を許します。 
 会派しんせい、９番議員、清水敏行君。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 ある方からハガキをいただきました。「未来を描く力、その提案を」とのことでした。また、

ある方から本市の財政や環境への提言をいただきました。 
 議員という立場で、まずできる努力をと思います。 
 折しも決算の議会中、市の決算認定のため、令和３年度内の精査が求められ、その質問が続

きます。質問とは何か。過去の討論との整合性と議決した、その事実の重さとは。的を射た質

疑の大切さとはなど多くを考えさせられ、学びとなります。脚下照顧、かえりみたいと思いま

す。 
 また、決算審査に当たり、決算書、報告書というたくさんの資料が提出されます。私は会派

しんせいの会報作成時、誤字・脱字なども含め、誤ったメッセージは市民に出せず、チェック

を重ねますが、それでもハッとすることがあります。ゆえに市の決算書などの精度の高さに、

当たり前とはいえ感じるものがございます。この資料自体、決算審査なのだと思います。 
 市長におかれましては、後日、この決算審査という果実を味わっていただき、その味わいの

重さを予算編成など、次に生かしていただきたいと思います。 
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 孤掌は鳴らず、一人では何もできません。言わずもがなではありますが、行政において職員

との信頼関係は何より大切であり、それは職員の考えを聞くことから始まると思います。とも

あれ、執行の皆さんの多大な労に思いをいたし、以下９月第３回議会定例会、会派しんせいの

代表質問を大きく５項目いたします。 
 まず、１項目めであります。将来を見据えた本市中学校施設づくりについて、お伺いします。 
 文科省は令和４年３月、有識者会議による「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方

について」の最終報告書を公表。その中には、新しい時代の学びの姿、学校施設の課題、学校

設置者における推進方策などがあります。文科省も同６月その推進として、「中学校施設整備指

針」を策定。折しも本市におきましても、学校数や通学区域などの再編案を議論する「市立中

学校再編整備検討委員会」が立ち上がりました。市が学校設置者として、まず中学校において

どのように将来の施設を計画、整備していくのか、重要な時期を迎えています。これからの学

校施設には、これまでの固定観念から脱し、学校施設全体を学びの場として捉え直す未来思考

の視点、今まで以上に柔軟で創造的な学習空間づくりが求められます。みんなが一緒に学ぶ多

様な学習を展開できる教室環境整備、地域社会と連携・協働し活動・交流拠点としての共創空

間整備、避難所含め安全・安心で、持続可能な教育環境確保など、校舎の新設や改修が待つ本

市中学校施設整備計画の核心とも言えます。将来変容する可能性がある学びのスタイル。それ

に備える明確なビジョンや未来思考の視点の重要性。学校づくりの原点は、子どもたちが明日

また行きたくなる学校づくりであります。 
 以上の点から、以下質問します。 
 １ 本市の将来を見据えた今後の中学校施設整備計画が進むわけですが、みんなが一緒に学

ぶ、多様な学習を展開できる教室環境整備構想について、その考え方は。 
 ２ 学校施設内に共創空間として地域コミュニティスペースづくりは。また学校運営協議会

（コミュニティスクール）との連携・協働の拠点づくりは。 
 ３ 避難所施設として、自家発電、情報通信設備、バリアフリー、耐震、水害対策等、様々

な防災機能の強化が求められますが、整備推進の考え方は。 
 ４ 学校整備には公立学校施設整備費負担金事業でのプロポーザル方式採用も多いと聞いて

います。学校関係者や有識者参画のプロポーザル方式の導入が望ましいと思いますが、いかが

でしょうか。 
 続いて、２項目めであります。民生委員・児童委員の「なり手不足」、現状と課題、改善策に

ついてお伺いします。 
 「民生委員」は民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱された無報酬の非常勤特別職の

地方公務員です。社会福祉の増進のため地域住民の立場から、福祉全般に関する相談・援助活

動を。また児童福祉法によって「児童委員」も兼ねており、妊娠中の心配ごとや子育ての不安

に関する様々な相談や支援を。任期は３年、１２月の改選であります。 
 しかし従来の活動に加えて、単身高齢者世帯増加、ひとり親家庭や子どもの貧困、児童の虐

待、不登校、ひきこもり、災害活動など、新たな課題が顕在化する中、この「なり手不足」が

問題となっています。１期で辞める方も多いと聞いています。 
 令和元年改選時、全国の再任率が６８．６％とのことです。なぜ「なり手不足」なのか。適

格要件も求められ、先に述べた活動内容の多様化、複雑化があり、それに伴う業務量の増加、

高齢層の雇用など、様々挙げられると思います。例えば、地域での子どもの貧困もつかめない
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というジレンマに悩むという話も聞きます。真摯に取り組むゆえに生じる悩みも一因ではない

でしょうか。保育における「無園児」問題、対応は誰がするのでしょうか。制度に合わせるの

か、制度を、なり手不足の要因に合わせるのか。厚労省の一部改正では不十分であり、改選時

期１２月を４月に変える国の努力も必要だと思います。本市として、できる取り組みは難しい

かと思いますが、ただその努力、改善策の模索、検討、改善を図る努力は、同じ市民として、

また地域福祉の担い手としての委員支援の点から重要と認識します。 
 そこで以下質問します。 
 １ 民生委員・児童委員になる手順は。具体的な職務内容は。報酬や活動費は。 
 ２ 本市には、現在合計何人でしょうか。構成の内訳は。平均年齢は。 
 １期から２期目の再任率は。その理由の検証は。 
 ３ なり手不足の認識は。市と委員との連携状況は。 
 ４ 市としての改善策の考えは。また、以下の提案、委嘱型ボランティアである民生委員・

児童委員への理解を深める。報酬がないということ、活動費のみという事実。 
 委員へのアンケート調査で課題を抽出。委員の悩み相談窓口を。例えば精神科医、弁護士な

どの相談窓口の用意。 
 職務の明確化、スリム化。災害時、まず自分や家族確認第一に。活動内容の負担軽減などで

あります。 
 サポートする協力ボランティアづくりは。このようなことはいかがでしょうか、お伺いをい

たします。 
 次に３項目めであります。本市公募型プロポーザルについて伺います。 
 公募型プロポーザルについて、以前、野中真理子議員と私が、長坂総合スポーツ公園陸上競

技場施設の件で質問しました。その折、このプロポーザル方式の実施要領は、各所管課で考え

その都度作っていくという答弁でした。そのことは理解いたしますが、その折の質問の趣旨の

一つは、所管課で置く審査委員会、それは客観性確保のため、利害関係を有しない者５人以上

で組織とありますが、そこに庁外のメンバーとして、有識者を入れるよう検討を要請するとい

うものです。 
 確かにすべての事業が必要かは議論のあるところと思いますが、少なくとも、公平・公正、

客観性、透明性が求められる昨今、より詳しい専門的な知見を加味することは、私は時代の要

請であり、プロポーザル方式を採用する意義だと思います。その所管課の設置委員会、委員構

成の考え方、検証などについて、また、今回の屋根貸しの件、２月１８日全員協議会で初見だ

と理解しております。そこでは、プロポーザルの話は出ていないと認識をしております。公募

型プロポーザルの実施は、３月議会、他会派議員の質問と、６月１７日の全員協議会で聞いた

と理解しています。連携協定をもって使用許可ではないとのことですが、２月の折、プロポー

ザルの説明はできなかったのでしょうか。 
 そこで以下、質問します。 
 １ 屋根貸しのプロポーザル方式、いつ頃どのように決定したのか、経過の説明を求めます。 
 また、市が今後もプロポーザル方式を選択肢に加える理由は。 
 ２ 今後のこどもパーク・こどもランドも含め各所管課作成の実施要領へ、公平・公正など

担保のため庁外メンバーとして、基本的に有識者を入れることが望ましいと思いますが、これ

までに庁外委員加入の実績、意見の聴取は。庁内の今後の「委員構成」その考え方を伺います。 
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 ３ プロポーザル方式その後の検証、長坂総合スポーツ公園陸上競技場施設改修の検証。ま

た、イベント（北杜ふるさと祭り）など従来の施設利用は可能でしょうか、詳細な説明をお願

いします。 
 ４ 今後の計画の中で、各課におけるプロポーザル方式採用検討数は。あれば具体的に事例

をお示しください。 
 次に４項目めであります。本市加入の公共施設等における賠償責任保険についてお伺いしま

す。 
 担当部担当課が、様々な事業を実施する中、事業内容に適合した賠償責任保険を付保してい

ます。それは市が設置、管理する公共施設等の瑕疵、業務遂行上の過失事故など、市民に対す

る責任の確実な履行と、負担を最小限にとどめる有効な方策として加入しています。 
 例えば、「道路賠償責任保険」１９６８年（昭和４３年）８月、観光バス２台が、集中豪雨に

よる土石流にのまれて飛騨川に転落。１０４人が死亡。「飛騨川バス転落事故」であります。こ

の事故が、後に道路における賠償責任保険誕生の契機になったと言われます。面積の広い本市

には、重要な賠償責任保険の一つであります。 
 こうした本市の加入している主な公共施設等の賠償責任保険について、以下質問します。 
 １ 本市が加入している主な公共施設等の賠償責任保険、その種類は。 
 また、その各年額保険料は。 
 ２ 主な支払い事例は。 
 ３ 主な事故の検証や対策は。職員への研修や指導は。 
 最後に５項目めであります。本市太陽光発電条例の課題とその対応「規則」の見直しなどに

ついて伺います。 
 「条例」中第８条「地域住民等への周知」の第１項は事業者に、「地域住民等」に対し当該事

業計画の「説明」を義務付けています。そして「施行規則」の第８条「説明の実施」第１項の

中で「説明」は、「地域説明会、個別説明会等適切な方法により」とあります。現在の太陽光発

電に関する問題の一つは、この説明会の併記にあると考えます。また、「施行規則」第８条第２項

は、「説明実施報告書」に書類を添付し市長への報告を義務付けています。しかし、近時起きて

いる問題事案を勘案しますと、添付書類の追加や内容の確認などが必要であると考えます。よっ

て以下、質問します。 
 １ 今後も条例の改正を求めていきますが、条例中、第２条「定義」第６号の「地域住民等」

について、合理的理由ありの場合など改めて確認、その範囲は。市民や業者へ見解の周知は。 
 ２ 「施行規則」中、第８条第２項「説明実施報告書様式第６号」において、「市長に報告し

なければならない」書類として、（１）から（３）があります。（３）の「その他市長が必要と

認める書類」とありますが、具体的には何でしょうか。また、同説明実施報告書の中、説明実

施内容記入欄がありますが、その中、「要望及び要望に対する対応」欄への記入の現状は。具体

的な要望、対応の事例は。 
 ３ 「施行規則」中、第８条第１項の「個別説明会等」、まずこの記述の削除をし、「説明」

は、原則「地域説明会」として実施することが有効、望ましいと考えますが、その見解はいか

がでしょうか。 
 以上５項目、よろしくお願いします。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問にお答えいたします。 
 本市公募型プロポーザルについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、屋根貸しのプロポーザル方式の経過等についてであります。 
 市においては、昨年度から公共施設でのＰＰＡ事業の可能性について、調査検討をしてまい

りました。 
 本年第１回市議会定例会での代表質問において、「本庁舎の太陽光パネル設置事業については、

連携協定をもって使用許可とするものではなく、公平性、透明性を期すため、プロポーザル等

の方法を採用し、決定する」との答弁をしたところであり、その後、５月に「公募型プロポー

ザル方式」での募集を実施したところであります。 
 今後のＰＰＡ事業においても、適切に対応をしてまいりたいと考えております。 
 次に、審査委員に有識者を入れること、その実績・意見徴収および今後の考えについてであ

ります。 
 「プロポーザル審査委員会」の委員については、事業を執行する所管課において、最適な委

員を選定しているところであり、対象となる建設工事等において、特に技術的または経験に基

づく知識が必要と判断した場合には、外部の有識者を加え、意見を聴取するなど、より適正な

審査に努めております。 
 令和３年度以降の、庁外委員加入の実績は、４件であり、庁外メンバーを加えることについ

ては、共通認識となっておりますので、今後も必要に応じて外部のメンバーを検討するなど、

適正に対応してまいります。 
 次に、本市太陽光発電条例の課題とその対応「規則」の見直しなどについて、いくつかご質

問をいただいております。 
 はじめに、「地域住民等」の範囲および市民や業者への見解の周知についてであります。 
 地域住民等の範囲については、「北杜市太陽光発電設備設置と自然環境の調和に関する条例」

第２条第６号により、「事業区域が所在する北杜市行政区長設置条例に規定する行政区の行政区

長並びに事業区域の境界線からの水平距離が１００メートル以内の範囲に土地又は建物を所有

する者及び居住する者をいう」と定義されております。 
 「地域住民等」は説明の対象範囲として、利害関係が認められる範囲であり、利害関係者へ

説明するということ、および、市条例第４条第２項の趣旨に基づけば、定義は必要最小限の範

囲と解すことができるものと考えております。 
 地域住民等の範囲外であっても、当該行政区民やその他利害関係があると認められる住民等

を、地域住民等に含めることはなんら妨げるものではなく、これらの市民等を除外しようとす

ることは適当ではないとしており、市ホームページにおいて、この旨を周知し、運用しており

ます。 
 次に、「説明実施報告書」についてであります。 
 地域住民等に対して説明会を実施した場合は、議事録、および説明会に出席された地域住民

等が分かる書類の提出を求めております。 
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 なお、個別説明等を行った場合は、説明の態様等を記載した書類の提出を求めることとして

おります。 
 また、説明実施報告書の要望および要望に対する対応欄への記入についてでありますが、説

明において要望のあった事項および当該要望事項に対して講じた内容、または対応方針につい

て記入するよう求めており、具体的な事例としては、事業区域外における道路への敷砂利や水

路設置、災害時の自立電源の確保で、ほとんどの場合、事業者はこれに応じている状況であり

ます。 
 次に、「個別説明会等」の記述にかかる見解についてであります。 
 事業計画の説明に当たっては、地域説明会が望ましいものとして、事業者から相談等があっ

た場合は、地域説明会の実施を指導しておりますが、参集する地域住民等の便を考慮し、また、

意向を踏まえるなどして、調整の上に開催されるべきであり、この調整によって説明の方法が

異なってくる場合もあり得るものと考えております。 
 市条例において義務化した「説明するという行為」の方法を、市規則で規定しているところ

でありますが、諸状況を踏まえる中で、説明会の原則化については、検討してまいりたいと考

えております。 
 その他につきましては、教育長および担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問にお答えいたします。 
 将来を見据えた本市中学校施設づくりについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、教室環境整備構想についてであります。 
 「令和の日本型学校教育」において、ＧＩＧＡスクール構想に基づいた、ＩＣＴの活用等、

新たな学びの在り方が示され、紙と黒板中心の授業や、一方向・一斉型の授業だけではなく、

子どもたちが自ら課題を発見し、学び合う活動や協働的な学習、目標に向かって自己調整しな

がら学習を進めていく個別最適な学習を通じて、主体的に学ぶ意欲や知的好奇心を十分に引き

出すことが求められております。 
 こうした中、新しい時代の多様な学びに柔軟に対応できる学校施設づくりを行うため、常に

新しい情報を取り入れ、児童・生徒にとって「魅力ある場所」であることを目指し、時代に即

した「教育環境の整備」を進めてまいりたいと考えております。 
 次に、地域コミュニティスペースおよび学校運営協議会との連携、協働の拠点づくりについ

てであります。 
 学校の中だけで完結する学びだけでなく、地域や社会との交流の中で、様々な人や社会の課

題と向き合う教育を推進するため、学校と地域が協働し、創造的な活動を行うことが重要となっ

ております。 
 他自治体においては、学校施設に「地域コミュニティスペース」として、公民館や地域交流

を促進するためのラウンジを併設し、世代間交流を促進する学校教育や生涯学習のプログラム

を実施することで、施設利用者間の交流を実現している学校もあります。 
 一方で、校舎内に地域住民が自由に行き来することによる防犯上の課題もあることから、慎
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重に検討していくことも必要があります。 
 「学校運営協議会」いわゆる「コミュニティ・スクール」については、現在、市内の小中学

校に８つの「学校運営協議会」が発足し、学校・家庭・地域社会が一体となり、連携・協働し

た取り組みが行われております。 
 今後も、地域と学校が連携・協働しながら、子どもたちの学びを促進するための支援の在り

方について検討を続けてまいります。 
 次に、プロポーザル方式の導入についてであります。 
 学校施設の整備においては、様々な意見を取り入れるとともに、それらを実現する空間を創

造するためのアイデアや技術を設計に反映させることは、大変重要であると考えております。 
 そのため、設計業者を選定する手法の一つとして、プロポーザル方式も検討してまいりたい

と考えております。 
 次に、本市公募型プロポーザルにおける、実施後の検証についてであります。 
 「長坂総合スポーツ公園陸上競技場」での人工芝への改修に当たり、事業を施工した事業者

から提案された人工芝は、「ちぎれ」などによる人工芝のマイクロプラスチック発生を抑制し、

さらに雨水等で流出した場合でも、外周の集水桝に網を設置したことにより、外へ流れ出るこ

とがなく、環境への配慮が図られております。 
 また、散水設備は、フィールド内の温度抑制にもなり、熱中症対策として競技者の安全面か

らも多くの利用者に喜ばれております。 
 また、イベント開催については、本施設は人工芝の下地にアスファルト舗装が施されている

ため、杭打ちができないことや、飲食や遊具等を設置する際には、保護シートを設置する必要

があるなど、人工芝の管理上、一定の制約がありますが、必要な措置を講じた上であれば使用

には支障はありません。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問にお答えいたします。 
 将来を見据えた本市中学校施設づくりにおける、避難所施設としての整備推進の考えについ

てであります。 
 学校施設は、災害時には地域住民の避難所としての役割を果たす必要があることから、防災

機能としての強化は重要と考えております。 
 学校施設においては、耐震化やバリアフリー導入など計画の中で実施しておりますが、自家

発電や情報通信設備、水害対策などの防災機能面の強化も必要と考えていることから、教育部

局とも協議する中で、検討を進めてまいります。 
 次に、本市加入の公共施設等における賠償責任保険について、いくつかご質問をいただいて

おります。 
 はじめに、本市の主な加入状況についてであります。 
 現在、本市が加入している主な種類と保険料については、昨年度決算で、市道や農林道など、

市が管理する道路の瑕疵に係る「道路賠償責任保険」が１３４万５，０３０円、市が所有する
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自動車の事故に対する「自動車損害賠償責任保険」が６１６万５，６９３円、学校施設等の瑕

疵に係る「学校災害賠償保険」が５６万４，６４４円、市の施設の瑕疵に係る「市民総合賠償

補償保険」が、７７万４，３０８円などとなっております。 
 次に、主な支払い事例についてであります。 
 昨年度は、市道において、５件の損害賠償金を支払っており、主な原因は、舗装の陥没や倒

木、道路へ張り出した枝との接触に起因したものであります。 
 また、市の施設においては、本年２月の、児童が「三分一湧水公園」に設置されている「す

べり台」の使用中に負傷した事例や、本年６月の、現地確認の折、市の職員が運転する公用車

により、相手方の自動車に接触し、損傷させた事例などにより、損害賠償を支払っております。 
 次に、主な事故の検証、対策および職員への研修や指導についてであります。 
 定期的な施設の点検は行っておりますが、情報提供をいただいた時点での早急な対応を心掛

け、事故の未然防止を図っているところであります。 
 その中で、特に市道において、損害賠償が発生する事案が多く見受けられますので、道路管

理を効率的に実施するため、職員のパトロールのほか、本年９月から１カ月間、公用車に「ド

ライブレコーダー」を設置し、道路を走行することで陥没や亀裂箇所など危険個所を察知し、

早急な対応が必要なのか判断できるよう、試行的に対策を講じているところであります。 
 また、職員への研修等については、特に人為的なミスが生じやすい公用車の運転において、

日頃から職員に対し、安全管理の徹底を図る中で、北杜警察署から講師を招き、座学による研

修会を開催するとともに、「安全運転コンクール」へ参加させるなど、職員の安全運転の意識と

技術の向上に努め、事故等の未然防止に努めております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問にお答えいたします。 
 本市公募型プロポーザルにおける、今後の計画の中で、各課におけるプロポーザル方式採用

検討数についてであります。 
 今後のプロポーザル方式による工事等の発注方法については、各所管課において、その都度、

工事の内容や性質を判断し検討することから、プロポーザル方式採用検討数について、現時点

で把握できるものではありません。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問にお答えいたします。 
 民生委員・児童委員の「なり手不足」現状と課題改善策について、いくつかご質問をいただ

いております。 
 はじめに、民生委員・児童委員になる際の手順、職務内容等についてであります。 
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 手順については、各地区の「区長会」に協力を依頼し、各地区の「民生委員推薦協力委員会」

において候補者を選考していただき、「北杜市民生委員推薦会」において審査を行い、候補者を

決定し、知事に推薦するものであります。 
 その後、知事は推薦された候補者を厚生労働大臣に推薦し、厚生労働大臣が委嘱することと

なっております。 
 具体的な職務内容については、「民生委員法」第１４条に規定されているとおり、住民の生活

状態を必要に応じ適切に把握し、生活相談への助言や援助を行うとともに、福祉事務所や関係

行政機関に協力することなどであります。 
 実際の活動内容は、各町の実態により多少異なりますが、「緊急医療情報キット」の整備や、

一人暮らしの高齢者などへの訪問活動、児童の登下校の見守り、給食サービス事業への協力な

どであります。 
 報酬につきましては、「民生委員法」第１０条に基づき無報酬でありますが、活動に必要な費

用弁償として、県から年間およそ６万円が委員個人に支給され、活動費については県の交付金

と市の補助金で賄っております。 
 次に、委員の状況についてであります。 
 委員については、定数１８７名に対して、現在は１８５名であり、前回改選時の構成の内訳

は、男性６８名、女性１１８名で、女性の割合が６３．４４％、平均年齢は６６．８４歳であ

り、新任者数は１４４名、再任率は２２．５８％であります。 
 過去３期の改選時における再任率は、ほぼ横ばいであります。 
 市としては、複数期にわたり継続して活動していただきたい思いはありますが、地区によっ

て選考方法が異なり、地区に選考を一任している状況でありますので、特に検証はしておりま

せん。 
 次に、なり手不足の認識および市と委員の連携状況についてであります。 
 全国的に少子高齢化による人口減少、特に生産年齢人口の急速な減少により、多くの分野で

人手不足になりつつあるだけでなく、地域そのものの存続が危ぶまれる状況も見受けられると

ころであります。 
 また、住民の暮らしや価値観が多様化したことで、核家族化の進行、地域におけるつながり

の希薄化、雇用形態の多様化、高齢者の就業拡大などが民生委員のなり手不足につながってい

ると認識しております。 
 市と委員との連携状況については、各地区「民生委員・児童委員協議会」において、毎月定

例会を開催しており、その中で、市からの情報提供や依頼、また市への相談なども受け付けて

いるところであります。 
 また、定例会で顔を合わせることによって、民生委員が市の窓口に気軽に来られる環境にも

つながっているものと考えております。 
 次に、市としての改善に対する考えについてであります。 
 委員への理解を深める方法として、相談があった家庭にチラシの配布を行う取り組みや、学

校を訪問して子どもたちに民生委員の仕事を理解してもらう取り組み、夏休みに中学生と一緒

に訪問活動を行い、地域の状況や民生委員の活動を知ってもらう取り組みなどを行い、地区の

「民生委員・児童委員協議会」ごとに、工夫を凝らした周知にも取り組んでおります。 
 課題の抽出については、任期満了前に、「活動の振り返り」として課題などを掘り起こし、そ
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の結果を新委員に引き継ぎ、活動の参考にしていただいております。 
 民生委員の職務としては、「民生委員法」第１４条で規定されており、見直すことは困難であ

りますが、職務の明確化や、でき得る限りの負担軽減を図れるように、民生委員の職務調整を

担う「北杜市民生委員・児童委員協議会」に働き掛けてまいりたいと考えております。 
 また、サポートする協力ボランティアづくりについては、改選の際、退任する委員に一定期

間協力を得られるよう依頼するとともに、その後もＯＢとして委員の相談に応じるなど、地域

のリーダーとして地域福祉への参画をお願いしているところであります。 
 こうした活動を通して、「民生委員・児童委員協議会」と協力しながら、民生委員のなり手不

足を改善してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 清水敏行君の再質問を許します。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 ありがとうございます。それでは、各項目ごとにそれぞれ再質問をいたします。 
 まず、第１項目、学校施設についてですけれども、２番、４番ですかね、お聞きしたいと思

いますが、実際に、先ほど教育長からお話があったように、防犯上の課題などもあったりする

ので、校内は難しい面もあると思うんですけれども、ただ、今後、学校をつくっていく際に、

そういう地域コミュニティスペースづくり、例えばＰＴＡとか、ボランティアを含めた、そう

いう多目的スペースとでもいいましょうか、そういう、私は部屋をイメージするわけですけど

も、そういう多様性のある空間づくりというものも、課題はあるかと思いますが、今後そうい

う地域の方との協働ということの中で、学校内に防犯、危険な面もあるし、逆にそれを防ぐ面

も両面あると思うんですけれど、そういう工夫はどうでしょうか。 
 それから４番で、プロポーザルの、ぜひお願いしていきたいとは思うんですが、文科省によ

りますと、平成２８年、令和２年で１５９件中８０件、このプロポーザルが第１位で５０．３％

と、そういう導入をしているというデータもあります。ほかがということでなしに、考え方と

して、推奨したいなと思いますし、さらに、今、身延町では中学校の新設にあたって、木造校

舎を主眼として建設を進めるような報道も見ております。ぜひ、木造が必ずしも良いのかと言

われると、またそれはそれで議論になるところだと思いますが、私としては新設の校舎、木造

校舎も視野に入れながら、主眼にしていただけないかと、その２点、ご質問をいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 加藤教育部長。 

〇教育部長（加藤寿君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問の再質問にお答えをいたします。 
 まず、学校の施設への多目的スペースをつくって、地域との協働をというご質問であります

が、たしかに国のほうでは、新たな学校づくりの中で、やはり地域との共生空間を推進すると

いう報告書が出されております。たしかに学校施設を使いながら、子どもと地域の方が交流し

ながらということは、子どもの教育にとっても非常に重要であると考えております。 
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 本市でも原っぱ教育を推進しながら、児童生徒が地域に出向き、地域の方と交流を図りなが

ら地域の自然、また文化等を学んでいるという実践事例もありますので、そこをうまく発展さ

せながらということになろうかと思います。 
 答弁でも申し上げましたとおり、やはり学校施設の建設に当たっては、防犯上の課題ですと

か、やはり学校の空間に地域の方が自由に交流できるということがある反面、そういった防犯

上の問題、また学校管理上の問題等もいろいろあるかと考えておりますので、学校施設の整備

にあたりましては、そういったことをしっかり考慮しながら、どんな形が北杜市の学校に望ま

しいのかということを考えながら、学校施設づくりに取り組んでまいりたいと考えております。 
 次に、プロポーザルの導入と木造校舎についてであります。 
 たしかにプロポーザルの導入、また国で進めております新たな教育施設の在り方につきまし

ては、地方自治体、本市の学校に対する柔軟な発想をやはり設計にも生かすという面では、プ

ロポーザル方式を導入しながら、民間事業者の創意工夫などを学校施設づくりに生かすという

ことでは、大変意義のあることだと考えておりますので、整備にあたりましては、プロポーザ

ル方式も視野に入れながらの設計の検討は、進めていくべきかなと考えております。 
 また、木造校舎につきましては、議員ご指摘のとおり、やはり木のぬくもりを子どもたちに

感じてもらうという面では、非常に有効なところかなとも考えております。ただ、学校施設の

耐久、今後の維持管理等も考えた中で、例えば鉄筋コンクリート造りで、中の内装の壁に木を

使ったりということで、明野中学校などにつきましては、実際にそういうことをしている事例

もありますので、木造建築にこだわらず、どんな形で木を生かせるかということも設計の検討

課題の一つかなと考えております。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 ありがとうございます。それでは、２項目めの民生委員・児童委員についてです。 
 繰り返しの確認のような質問になりますが、本市においては２２．５８％ですか、横ばいだ

ということで、全国的に比較すれば良好かなという気はするんですけども、将来を見据えて、

やはり実際に身近で、なり手不足で悩んでいる方が本当に何人も、近くで目にしております。 
 そんな中で質問をさせていただいているわけでありますが、ぜひ、その民生委員の実情とい

いますか、報酬がないということ、そして活動費のみでの、いわば公的なボランティアという

ような位置付けであるということを広く知っていただくことが大事ではないかなと。そして、

先ほど来、示していただいた、なり手不足の改善策、そういうことをさらに、ぜひ改善、研究・

検討をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問の再質問にお答えいたします。 
 やはり、なり手不足というところは、私たちにとっても、すごく重要な問題だと考えており
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ます。民生委員の方々につきましても、そういった、なり手不足というところ、課題だという

ことで、日頃の活動の中でも周知に努めていただいているというところでございます。 
 一例としましては、先ほど申し上げましたとおり、学校を訪問する、また中学生と一緒に活

動するなどという方法がございます。そういったこともやっておるというところでございます。 
 今後もそういったことを、また民生委員・児童委員の協議会のほうと話をしながら、しっか

りと対応していければというところだと思います。 
 また、民生委員につきましては、なり手不足というのは、やはり負担というところがあるか

と思います。こういったところも、今後、１人で抱え込むことがなく、ほかの民生委員ですと

か、市の担当者、気軽に相談していただけるような体制をつくっていきながら、なり手不足の

対応を考えてまいりたいと思います。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁が終わりました。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 ありがとうございます。北杜市として、きめの細かい、そういうなり手不足への対応をお願

いしたいと思います。 
 それでは３項目め、公募型プロポーザルについて、ご質問します。 
 項目の２番になりますか、昨日の質疑の答弁の中で、目的とか性質で、必要に応じて外部か

ら、庁外からというような話がありました。また、委員全体に占める有識者の割合、そのよう

な話もあったかと思います。現状５人以上なので、そこに過半数といいますか、ある程度の人

数が入ることが大事だろうと思いますが、１つは、例えば庁内だけのメンバーで構成された場

合、そうした場合に外部の方がまったく入らないという場合ですね、それが何か不正があると

か、そんな話ではなくて、ただ、実際に公平性が担保できるのか、見える化ということはどう

なのかということをちょっと気になるわけですが、そのへんはいかがでしょうか。 
 それから有識者、庁外の方を入れてください、専門家ということだと思いますが、その方た

ちが入っていただいて、ただ入るだけではなくて、その方たちも、実際に意見陳述といいます

か、意見を聞ける場を設けること、そしてまた、それをやはり、見識の高い方たちであれば、

自発的に発言もされると思うんですけれども、市のほうからむしろ発言を求める、積極的に発

言を求める、そういったことの周知といいますか、大事だと思うんですが、その２点を再質問

させてください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの再質問にお答えいたします。 
 ２点、ご質問いただいております。 
 １点目でございますけれども、庁内メンバーだけで構成される、外部が入らないというとこ

ろに公平性が担保できるかという質問であったかと思いますけども、市が求める事業目的の方

向性が明らかで、事業の内容に応じては、市職員により審査委員を組織する場合もございます。

発注案件の性質によっては、より専門的な知見が必要な場合は、庁外メンバーの選任も行って
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いるところでございます。 
 いずれにしましても、透明性、公平性の確保は重要であると考えますので、庁外メンバーを

入れる場合、入れない場合もございますけれども、今後もしっかりと透明性、公平性を担保し

て対応していきたいと考えております。 
 ２つ目の質問でございます。 
 有識者など、庁外メンバーを入れる、専門的な方ということで入っていただいた場合、意見

陳述、見識の高い方、市から発言を求めるようなことはどうかという質問であったかと思いま

すけども、審査委員に庁外メンバーを加える場合は、議員からのご質問のとおり、経験に基づ

いた知識を有した方と有識者にお願いをしております。有識者である庁外メンバーにつきまし

ては、工事や業務の遂行目的、運用などについて、特にノウハウをお持ちでいらっしゃると思

いますので、審査の場面だけですと、なかなか意見等が反映されないということがございます

ので、審査後においても、意見をいただく場を設けるなど、適正な、より良い事業が執行でき

るように進めてまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 よろしくお願いします。 
 それでは４項目め、賠償責任保険について、１点質問します。 
 先ほど、３番の件なんですが、早急な対応をしています、そしてパトロールをされていると。

ドライブレコーダーでという話がありました。実際に危険箇所をどのように察知しているのか、

試験的にされているということだと思いますが、どのような方法なのか。 
 また、効果は、まだ期間が短ければ難しいと思いますが、そのへんの詳しい内容を教えてく

ださい。よろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 清水敏行議員の、会派しんせいの代表質問の再質問にお答えいたします。 
 道路の維持管理に伴うパトロールについてでございます。 
 先ほどのように、ＡＩを使った劣化の診断ということで、答弁にもありましたように、９月

から１カ月でありますけれども、公用車へドライブレコーダーを設置して、亀裂であるとか、

陥没であるというものを感知していく。一度通ったところを、もう一度通ることによって、そ

ういったものの変化になるべく早く気が付けるという、これは試行的に行うもので、これがど

ういった効果をもたらすかというのは、これからとなりますので、この１カ月間、ドライブレ

コーダーにＡＩを搭載したものを設置していくというものでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
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 清水敏行君。 
〇９番議員（清水敏行君） 

 ありがとうございます。再々質問といいますか、これは１カ月で終えたあと、また引き続き、

検証したあと、またそういうことはしていただけるのかどうか、ちょっとそこだけ再度質問し

ます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 清水敏行議員の、再々質問にお答えをいたします。 
 これにつきましては、業者の協力の中で、市が試行的に行うものとなっております。その後

の検証については、そういった、提供をいただいたその業者と話し合いをする中で、試行的な

ものでありますので、その後の検証については、研究を重ねてまいりたいと思います。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 ありがとうございます。それでは、最後の５項目め、太陽光発電についてお伺いします。 
 実際に、市長に添付する書類、３つ求められる中で、今回のことを考えますと、例えば全容

の分かる写真の添付、それも加えていただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。このへ

んは運用ということで可能ではないかなと思うんですが、それが１点ですね。 
 それから、業者に必ず要望書に記入、あるなしを確認を求めていますということだったと思

いますが、実際に当事者、地域住民等の方々がそれがどうなっているのかというのは分からな

いわけなので、担当課のほうに公表を求める場合もあろうかと思います。一義的には業者に聞

く、最終的には開示請求という方法もあると思いますが、なかなか業者にお聞きすることは難

しいとなれば、行政のほうにということは、流れとしては出てくるのかなと。そういう中で、

そういう担当課としての、閲覧できるような方法はいかがでしょうか。その２点、再質問させ

てください。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 清水敏行議員、会派しんせいの代表質問の再質問にお答えします。 
 １つ目でございますけれども、説明会の状況というものを写真に撮ってはどうかということ

でございます。 
 説明会を開催するに当たっての確認とする資料としては、対応は可能ではないかと考えてお

ります。もともと議事録についても、その他、市長が認める書類を求めるようになっておりま

すので、業者に対して求めていくことは可能ではないかと考えております。 
 次に、要望の確認ということでございますけれど、要望の確認については、そういった資料、
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市民からの問い合わせにつきまして、市のほうでも確認を行っているところでございますけど

も、そういった資料の公開というものについては、現在は考えてはおりません。対応としまし

ては、そういったものについては開示請求ということになると思います。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 
 先ほど、全容が分かる写真については可能だということですので、それはお願いしたいと思

います。 
 それから業者について、先ほどの要望書の確認については、開示請求というような話があり

ましたけども、それは１つの方法だと思うんですが、やはりその前段階といいますか、説明、

閲覧できるような、そういうことが大事ではないかなと思いますので、それはぜひお願いした

いと思います。 
 最後に、再々質問ということなので、市長に１点だけ、今の答弁の再確認のような形になり

ますが、県の条例は県、本市は先行して、より良い条例を今後していこうということでありま

すが、そういう情報公開や見える化ということは、今後すごく重要なことだと思う中で、先ほ

ど確認させていただきました規則の見直し、また今、触れました公表の在り方など、ぜひ、市

としてできることは、積極的にしていっていただきたいと、そのへんの市長としての見解をお

願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 清水敏行議員、会派しんせいの代表質問の再々質問にお答えします。 
 条例の改正につきましては、県においても県条例の一部改正の検討をしていると伺っており

ますので、これらの情報を確認しながら対応を、調整を図っていきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 清水敏行君の質問が終わりました。 
 関連質問はありませんか。 
 野中真理子君。 

〇１７番議員（野中真理子君） 
 公募型プロポーザルについてと、今の太陽光条例の課題とその対応について関連質問いたし

ます。 
 まず、公募型プロポーザルについてですけれども、やはり事業者を選ぶ公平性というものが

確保されなければいけない、これが何よりも重要であると思っています。この間、いろんな様々

な答弁で、要領に基づいて適切に行っていますという答弁だったんですけども、それでは要領

自体の妥当性というのは、どこにあるのかということを伺いたいと思います。というのは、一
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般競争とか、それから指名競争入札については、総務省のガイドラインなり、指針なりがかな

り、たくさん出ていますけれども、プロポーザルについては、おそらくそういうものがまった

くないと思います。あるのは、地方公共サービス小委員会の報告書の中の少数の事例で、総務

省自身もまだ一例にすぎなくて、この合理性を保障するものではないというものでしかないと

思うんですけど、そのへんをどう認識なさっているか。また、その公平性を更なる確保をする

ため、また公表とかの項目も、北杜市の要領にはないんですけれども、そのへんを今後、どの

ように考えられるか、お答えを願いたいと思います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 野中真理子議員の、会派しんせいの関連質問にお答えいたします。 
 プロポーザル方式の実施に関する事務処理要領の根拠といいますか、そういった内容的に公

平性が担保されるかというような内容だと思います。 
 本市のプロポーザル方式の実施に関する事務処理要領につきましては、全国の自治体が採用

している内容を、ほぼ踏襲しているような状況であると考えております。 
 また、公平性の担保ということでございますけども、たしかに全国的に見ますと、外部委員

を過半数入れるとしているところもございますし、そこらへんも様々でございます。今回、公

平性の担保ということで、市の職員だから担保されないのかということにはならないと考えて

おりますけれども、全国の事例等もございますので、そちらも参考にしながら研究して、検討

してまいりたいと考えております。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 野中真理子君。 

〇１７番議員（野中真理子君） 
 それでは、太陽光のほうに移らせていただきます。 
 先ほど市長答弁で地域説明会の原則化を検討するというお答えだったと思うんですけれども、

これはやはり市長自身が規則の変更、改正とか、それからさらには条例改正も視野に入れてい

らっしゃるのか、これはどんなに担当課が思っていてもできないことだと思うので、ぜひ市長

にお答え願いたいと思います。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 野中真理子議員の、会派しんせいの関連質問にお答えさせていただきたいと思います。 
 説明会の原則化ということでありますけれども、やはり現在でもしっかり説明会のほうはさ

れていると認識はしておりますけれども、提出される書類自体がしっかりしたものであるかど

うか、検討していく部分はあると思っておりますので、そのあたりもまた検討して説明会の在

り方を検討してまいりたいと思っております。 
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 以上でございます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 野中真理子君。 
〇１７番議員（野中真理子君） 

 それでは、再々質問ですけど、すみません、説明会がしっかり行われているという認識は、

それはちょっと困ると思います。要するに個別説明会でもいいというふうに規則はなっている

ので、原則、説明会とするかどうかというのは、非常に市民にとっては大切なポイントなんで

す。個別説明会も許すのか、原則、必ず説明会にするのかというのは、非常に重要なポイント

なので、ぜひ市長の認識も含めて、そのへんの検討をしっかりとしていただきたいと思います。 
 やはり、個別説明会だけだと、ポストに入れただけで終わってしまう。しっかりと地域の人

を集めて説明会、さらにはその説明会の在り方自体も、いろんな問題もあるかとは思いますけ

れども、まず原則、説明会をするということが市民からも求められていることですので、そこ

はしっかりと考えていただきたいと思います。ご答弁を、またお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 野中真理子議員の、会派しんせいの代表質問の関連質問の再々質問にお答えいたします。 
 現在、市の規則においては地域説明会、あるいは個別説明会のその他、適切な方法としてお

りますが、現在の運用としては事業者から相談等があった場合には、地域の協力、あるいは調

整を得て、一堂に会する地域の説明会が効果的ではないかということで、説明会が望ましいと

いうことで、これらを実施するように指導はしておるところでございます。 
 しかしながら、個別説明会が決して駄目だということではありませんので、そうした指導の

中に事業者が従っていただくよう、指導を行っているところでございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、会派しんせいの会派代表質問を終結いたします。 
 ここで、暫時休憩といたします。 
 再開は１１時２０分とします。 

休憩 午前１１時０６分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１１時２０分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
   次に日程第２ 一般質問を行います。 

 今定例会の一般質問は、１０人の議員が市政について質問いたします。 
 ここで、一般質問の質問順序および割り当て時間をお知らせいたします。 
 最初に星見里の声、３６分。北杜クラブ、１７分。日本共産党、１２分。ともにあゆむ会、
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８分。みらい創生、３８分。会派しんせい、４分となります。 
 申し合わせにより一般質問での関連質問はできませんので、よろしくお願い申し上げます。 
 なお、残り時間を掲示板に表示いたしますがその都度、残り時間を私から通告いたします。 
 それでは順次、質問を許します。 
 最初に、星見里の声、２番議員、輿水崇君。 
 輿水崇君。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 一般質問を２項目について、させていただきたいと思います。 
 まず、私事ではございますけれども、本年３月に第１子を授かることができて、日々、家族

と共に育児に励んでおります。やはり思った以上に大変な部分もあり、日々、問題、課題と向

き合い、これを解決する毎日に追われているところでもございます。 
 本市におかれても、新たなチャレンジ、新たな変化があると、そのたびに様々な課題や問題

も発生してきていると思います。しかし、それらに立ち向かい解決することで、また新たな道

ですとか、新しい方策、また市がより良い方向に向かうものだと感じております。 
 それでは、第１項目め、（仮称）こどもパーク、こどもランドについてでございます。 
 本市では、第３次北杜市総合計画がスタートし、プロジェクト達成の一助となるよう「子育

てするなら北杜」を掲げ、子育て世代の満足度向上、移住定住の促進などを目的とし、市内の

公園の整備に着手する方針が出されました。自身もこれまで多くの子育て世代、そして子育て

を終えた方からのお話や提言等をいただき、多くの質問をさせていただきました。そんな経過、

議会や、また子ども関連の委員会の過去の経過等を見ても、これは子育て世代の悲願ともいえ

る計画だと感じております。 
 現在示されているこの計画では、既存の公園の整備と、屋内型公園の新設となっており、総

予算も５億円ほどになると伺っております。子育て世代の悲願であるからこそ、この施設が末

永く多くの利用者で賑わい、愛され続けてもらいたいと切に願います。また、本市総合計画、

５７ページ、市民参加協働の推進、３－１－３における、重要施策における観点を踏まえ、以

下の質問をさせていただきます。 
 ①この事業は子どもが賑わうまちに向けた重要施策であると考えるが、市の想いは。 
 ②この運営は市営か民営か、どちらをお考えか。 
 ③実際に施設の運営を考えたうえでの、設計やレイアウトが必要不可欠と考えるが、市の考

えは。 
 ④プロポーザルに臨むにあたり、アドバイザーなどの専門家や現在の施設を運営している担

当課、法人などの意見や提案を踏まえたうえで臨むことが望ましいと考えるが、市の考えは。 
 ⑤この方針を受け、他の既存の公園も遊具の劣化や施設管理が行き届かない施設も見受けら

れる。総点検などを実施し、一度整備や修繕、時には廃棄する必要や要望も伺っておりますが、

市の見解はいかがでしょうか。 
 ２項目め、本市、特別栽培米の現状についてお伺いします。 
 本市は山梨県の中では米の収穫量、作付面積ともに最大の米どころでもございます。また東

洋ライス株式会社様と包括連携協定を結び、栄養・味・米価の向上など様々な観点から有機肥

料を使った特別栽培米の生産に着手し、拡大させているかと思います。従事者の声をお伺いさ

せていただきましたが、北杜市の基幹産業をより未来へ良い形でつなげるための重要な施策で
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あることを私自身も再認識したところでございます。 
 そこで、質問をさせていただきます。 
 ①昨年対比での、本年の生産状況はいかがでしょうか。 
 ②特別栽培米における有機肥料の価格高騰は起きているでしょうか。 
 ③米飯の拡大、米粉の活用などを検討してみてはいかがでしょうか。 
 ④学校給食における米飯の拡大も重要だと思うがいかがでしょうか。 
 以上です。よろしくお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 ２番、輿水崇議員のご質問にお答えいたします。 
 （仮称）こどもパーク、こどもランドについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、事業に対する想いについてであります。 
 「第２期子ども子育て支援事業計画」策定に伴うアンケートでは、「市に期待している子育て

支援の充実」の問いに、未就学児の保護者の５１％が、「子どもの遊び場の拡充」を要望してお

り、この他にも公園に関する要望が多かったことから、子育て支援施設の整備、運営の充実に

ついて、「第３次北杜市総合計画」に位置付けたところであります。 
 親子が気軽に集い、交流ができる子育て支援の拠点となる屋内複合施設と既存の公園の再整

備は、「子育てするなら北杜」という地域ブランドを構築し、子育て世代から選ばれる地域を目

指すための重要な施策であると考えております。 
 次に、運営主体についてであります。 
 本年４月から、ＮＰＯ法人に業務委託により運営を行っていただいております、「つどいの広

場ひよこルーム」は、イベントの開催や外遊び、情報発信など、工夫を凝らした取り組みによ

り、利用者から非常に好評を得ているところでありますので、本施設の管理運営についても、

指定管理など民間への委託を考えております。 
 その他につきましては、教育長および担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 ２番、輿水崇議員の本市、特別栽培米の現状における、学校給食での米飯の拡大についての

ご質問にお答えいたします。 
 市では、「地元で生産されたものを地元で消費する」ことを第一に、生産者の顔が見えること

で、安全・安心につながり、地元の農産物の消費拡大に貢献すること、児童生徒が給食を通し

て、特有の風土の中で培われた食文化や、農業をはじめとする地域の産業の状況を理解し、農

産物を作ってくれる人たちへの感謝の心を育む等の、食育上の効果を高めることを目的として、

学校給食に地産地消を取り入れてまいりました。 
 特に、米飯については、県内有数の米どころである本市で生産された米を、１００％使用し、

週３回提供しております。 
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 今後、隔週１回有機米を提供できるよう、関係部署との連携・協力の下、現在準備を進めて

いるところであります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 ２番、輿水崇議員のご質問にお答えいたします。 
 （仮称）こどもパーク、こどもランドについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、設計やレイアウトおよび専門家や関係者の意見についてであります。 
 設計に当たっては、アドバイザーや専門家、施設の運営者等のご意見は大切であると考えて

おり、これまで「つどいの広場」の支援員や業務委託をしている事業者、また、近隣自治体の

施設運営者や法人等にもご意見を伺っております。 
 設計委託については、「公募型プロポーザル方式」を採用することとし、様々な提案の中から、

最も適した事業者の選定を行ってまいります。 
 次に、遊具等に係る要望についてであります。 
 既存の公園については、それぞれの所管課において、日常の維持管理や安全点検について状

況確認を行うとともに、管理の徹底を再確認したところであります。 
 また、遊具の劣化等についても、各所管課において、修繕や更新、廃棄など、計画的な整備

ができるよう検討してまいります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 ２番、輿水崇議員のご質問にお答えいたします。 
 本市、特別栽培米の現状について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、本年の生産状況についてであります。 
 令和４年産特別栽培米の作付面積は、約６２ヘクタールで、令和３年産の作付面積約６０ヘ

クタールに対し、２ヘクタールの微増という状況となっております。 
 次に、有機肥料の価格高騰についてであります。 
 特別栽培米の認証を受けるには、県が定める「慣行レベル」と比較し、化学肥料由来の窒素

成分量を、半分以下に抑えることが必要でありますが、肥料の半分を有機資材に切り替えるこ

とで達成が可能なため、市内有機資材だけで考えた場合、値上がり幅は少ない状況であります。 
 しかしながら、有機資材の中には、散布を省力化させるため、化学肥料を配合した製品も販

売されており、これらについては、昨今の肥料原料の価格高騰の影響を受け、値上がりしてい

るものと考えております。 
 次に、米飯の拡大、米粉の活用などを検討についてであります。 
 米の消費については、４０年前と比較すると一人当たりの年間消費量は、３０キログラム減

少しており、米飯の拡大は必要であると考えております。 
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 市では、現在、包括連携協定を締結している「東洋ライス株式会社」からの協力を得て、育

児や家事などで忙しい子育て世帯における、米飯の拡大に向け、３歳児健診の際に、栄養価が

高い無洗米の「金芽米」の提供や、「無洗米」の特別価格販売サイトの案内をしております。 
 米粉については、主食用の米価よりも安価であることなど課題もありますが、農業を基幹産

業とする本市において、持続可能な食料システムの確立を図ることは急務であることから、小

麦に代わる米粉の新たな活用により、米の需要拡大と、高付加価値化を目指すため、今後、米

粉の普及促進に取り組んでまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 輿水崇君の再質問を許します。 
 輿水崇君。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 それでは、１項目についてのみ、こどもパーク、こどもランドについて再質問させていただ

きます。 
 特別栽培米の現状についてのほうは、ぜひ、この包括連携協定等を今後も生かしていただけ

ればと思いますので、よろしくお願いいたします。 
 では、再質問、２点させていただきます。 
 まず、この方針に基づく事業は市の重要施策に位置付けられるということが分かりました。

ちょっと強引かもしれませんが、市長の掲げる方針の中に情報公開、透明性の高い市というも

のがございます。このような重要かつ市民の関心も高い事業のプロポーザル等は、一般公開す

る等のチャレンジの必要性も感じます。 
 他県、他市ではこのような重要施策につきましては、プロポーザルの公開等をしている事例

もございます。重要施策ですので、本市もしない理由も少ないかなとは感じております。いか

がお考えか、お伺いしたいと思います。 
 ２つ目が、質問項目５つ目の既存のほかの公園の整備についてですけれども、本市には多く

の公園と位置付けられている施設もございます。また、公園だった跡地等もございます。もち

ろん公園の中には地域で管理している公園等もございます。そんな中には、すでに草木が生い

茂ったり、市民が利用できると思えない状況のところも、ままございます。市のほうでは、今

後も適切に管理していくということを先ほど伺っておりますけれども、実際、どこまで、こう

いったものを管理していくのか、今後どうしていくのか、そういった先を見据えた計画という

ことを進めることも非常に重要だと考えておりますけれども、いかがお考えかお伺いしたいと

思います。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 ２番、輿水崇議員の再質問にお答えいたします。 
 はじめに、プロポーザル方式の一般公開についてであります。 
 プレゼンテーションの公開についてであると思いますが、たしかにこれまで本市におきまし
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ては、プロポーザル方式というものが企業の経験や専門的知識等に基づき企画提案されるもの

でありまして、提案は企業独自のノウハウ等が含まれることが多々ございますので、今後の、

その企業の活動に影響を与えることも考えられることから、公開ではプレゼンテーションを

行っていないという状況でございまして、現状、この考えに変わるところはございません。こ

のような理由から、多くの市町村で非公開としているものと考えてございます。 
 しかしながら、先ほど来、お話がございましたが、プロポーザル方式におきましても、やは

り中立かつ公正な審査、評価を行うという必要はございますので、今回におきましても、学識

経験者と外部の方を審査委員に設置しまして、公平・公正な採点が行われるような環境の中で

しっかりと審議をしていくよう進めてまいります。 
 次に、市の管理している公園についてであります。 
 市の管理している公園につきましては、先ほど答弁させていただきましたが、所管が異なっ

ておりますので、そうした中でも今年度において庁内でそれぞれ所管する公園の遊具の点検な

どについて、再確認するよう指示が出されており、確認等をしたところでございますが、今後、

遊具については、それぞれ所管課において修繕できるものと撤去すべきものを再確認した中で、

必要に応じて予算の範囲内で、計画的に全庁的に対応していくことが必要であると考えており

ます 
 また、議員おっしゃるとおり、この先の管理運営なども含めまして、市民が利用しやすい環

境を整えるべく、庁内で検討を進めてまいります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 輿水崇君。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 ありがとうございます。１点だけ、再々質問させていただきます。 
 先ほど再質問する際に、すみません、既存の公園の整備について、４つ目の項目のと言いま

したけど、すみません、質問５番でしたので、そこだけ一部訂正をいただければと思います。 
 プロポーザルについて、理解ができました。ただ、一般の企業とか、市民とかもこういった

大きい事業に対するプロポーザルを勉強するという意味でも、非常に有益な点もあると思いま

すので、ぜひ今後も先進事例等をしっかりと研究・検討していただいて、前向きに進めていた

だきたいと考えておりますが、いかがでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 ２番、輿水崇議員の再々質問にお答えをさせていただきます。 
 プレゼンテーションの公開についてでございます。 
 先ほど申し上げたような理由から、プレゼンテーションの公開ということは、これまでして

きておりませんでした。しかしながら、事業の性質等も鑑みながら、ここらへんの進め方につ

きましては、市として、今後のプロポーザル方式の全体的な活用方法に関わるところでもござ

いますので、企画部をはじめとしました庁内の関係部署とも協議をしまして、先進地の活用の
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事例や留意すべき事項なども整理、また確認しまして、今後研究をしてまいりたいと考えてお

ります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、２番議員、輿水崇君の一般質問を終わります。 
 次に、星見里の声、４番議員、小林勉君。 
 小林勉君。 

〇４番議員（小林勉君） 
 大項目２つについて、質問をさせていただきます。 
 障がい者の広域避難訓練から見えてきた課題について。 
 地球温暖化により自然災害の規模が大きくなってきています。つい昨日の台風１４号は、日

本近海で急激に勢力を伸ばし、上陸時には観測史上４番目となる９３０ヘクトパスカルを記録

する大きさになりました。さらに先月の秋田、青森を襲った記録的な集中豪雨は、平年の８月

１カ月間に降る雨量をわずか１日で超えてしまうほどの猛烈なものでした。これまで経験した

ことのない自然現象が毎年どこかで発生する、そんな時代となりました。 
 今年の６月２５日、２６日に清里の旧清里小学校（八ヶ岳コモンズ）で行われた障がい者の

集団避難訓練は、まさに目の前に突き付けられた現実に対してのアクションでした。 
 今回、この避難訓練を主催したのは「ＮＰＯ法人ＳＴＥＰえどがわ」という東京都江戸川区

に拠点を置く自立支援法人です。東京都を流れる荒川の河口付近に位置する江戸川区、墨田区、

江東区はほとんどの地区が海抜０メートル以下に位置し、ひとたび荒川が氾濫すれば水没は免

れず、その深さは最低でも３メートル以上となります。 
 ２０１９年１０月、このエリアに実際の危機が迫りました。長野県では千曲川の氾濫で大き

な被害を与えた台風１９号の襲来です。荒川上流で降った記録を超える雨量により江戸川区で

は区民に対して事前に区を離れるよう広域避難の指示が出ました。しかし、健常者と違い、す

ぐには動けない障がい者の皆さんは、この時なすすべもなく自宅に留まり、ある人は死を覚悟

したとも答えています。 
 この教訓をきっかけに、障がいを持った皆さんがあきらめずに行動ができる自信を醸成する

ために今回の広域避難訓練が行われました。参加者は様々な障がいを持つ１５名とその介助者

や家族、ボランティアなど総勢５０名を超える大移動となりました。この模様は参考資料をぜ

ひご覧ください。 
 視覚障がい者や知的障がい、車いす利用の頚椎損傷や脳性まひ、さらに人工呼吸器がなけれ

ば移動もできないＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）の方まで、自らの命を守るための大きな冒険

に参加してくれました。 
 それを支える家族や介助者、そしてボランティアにとっても、この２日間は大きなチャレン

ジだったと思います。 
 この広域避難訓練を通じて、多くの学びや克服しなければならない課題が見えてきました。

参加した皆さん、それを支えるＮＰＯ法人はもとより、それを受け入れた本市においても大き

な収穫と言えるでしょう。本市にも障がいを持った皆さんや、体の不自由な高齢者の皆さんも
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多くいます。もしもの時に備え今取り組むべき課題について、いくつか質問いたします。 
 １．実際に今回利用した旧清里小学校（八ヶ岳コモンズ）でもありましたが、避難経路にい

くつかの段差があり、車いすや物資を搬入する際の台車などにとって障害となる箇所がありま

した。特に車いすよりも台車の搬入にすごく問題があるということで、物資の搬入が非常に難

しかったと聞きます。本市のすべての避難所における避難経路のチェックが必要と考えますが

その進捗はいかがですか。 
 ２．今回の参加者から一番多く出た施設に対する不満は、トイレの数が足りないということ

でした。避難所が小学校の場合、大人用のトイレの数が少なく不便だったようです。今後さら

に多くの避難者が集う場合のトイレへの対応は、どのように考えていますでしょうか。 
 ３．障がい者や体の不自由な方が避難する場合、現場での介助やサポートをするためのボラ

ンティアスタッフは不可欠です。今回は山梨県立大学の学生が数名参加してくれましたが、実

際に避難所が開設された際の人の手配などは、どのように計画されていますでしょうか。 
 ４．最近、毎年のように発生する集中豪雨を考えると、東京江戸川区やその他の沿岸地区か

らの広域避難は日々、現実味を帯びてきています。今回の取り組みを通じて本市と江戸川区な

ど浸水危険地区にある自治体との広域連携を組む予定はありますか。 
 続きまして、２つ目の質問です。「清里ルネサンス計画」への予算の見込みについてお聞きし

ます。 
 第２回の清里地域活性化委員会が去る７月１９日に開催されました。そこで「清里ルネサン

ス計画」のロードマップが示されました。本年度は活性化委員会のもとにさらにワーキンググ

ループを結成し、専門家の意見を踏まえながら新たな「新清里ブランド」の構築を目指すとあ

ります。 
 先日、９月１４日にワーキンググループのミーティングが開催され、地域ブランディングの

専門家である家安香さんのご助言をもとに意見交換を行ったと聞いております。 
 このワーキンググループの会議を、１２月を除くほぼ毎月、そして活性化委員会の開催を、

その隔月と予定され、本年度末の３月までに内容をまとめて、市長への提言をするという予定

になっております。 
 そこでお聞きします。 
 提言をもとに来年度から新たな事業を進めるために、本年中の予算計画が必要かと思います。

ソフト・ハードにこだわりなく、提言された「新清里ブランド」に基づき、年度初めから着手

するには計画的な予算措置が必要かと思いますが、どのようにお考えでしょうか。 
 答弁、よろしくお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 ４番、小林勉議員の「清里ルネサンス計画」への予算見込みについてのご質問にお答えいた

します。 
 本年７月に開催された「北杜市清里地域活性化委員会」では、「清里ルネサンス計画」の策定

に向け、更なる議論を進めるための、ワーキンググループを設置すること、また、計画の方向

性として「新清里ブランド」の構築を目指すことが決定されました。 
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 その後、今月開催された１回目のワーキンググループでは、外部有識者からの聞き取りや、

清里エリアの現状や課題の把握、将来のありたい姿など、外部のファシリテーターを招聘し、

進めることが確認されたところであります。 
 計画の内容となる「新清里ブランド」は、観光業関係者だけでなく、地域住民、地域団体、

行政など、それぞれの役割を明確にし、清里エリア活性化のため、時代に即し、将来を見据え

た、短期、中長期的な指針となるものと考えております。 
 これからワーキンググループにおいて、さらに議論が進み、「清里ルネサンス計画」が策定さ

れるところでありますが、計画をもとに、清里エリアの皆さまが、新たな清里の活性化に向け、

力強く動き出すことを期待し、市としては、ありたい未来像に近づけるよう、来年度、当初予

算での予算措置について検討してまいります。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 ４番、小林勉議員のご質問にお答えをいたします。 
 障がい者の広域避難訓練から見えてきた課題について、いくつかご質問をいただいておりま

す。 
 はじめに、避難所における避難経路のチェックについてであります。 
 市は、災害時における、障がい者の避難先を、原則として「指定避難所」のうちの「福祉避

難所」としております。 
 「福祉避難所」においては、施設内の避難経路は確保されておりますが、一般の避難所につ

いては、すべての避難経路のチェックはできておりませんので、今後、「特定地区総合防災訓練」

を実施する中で、避難所の運営者と避難経路のチェックや対応等について協議してまいります。 
 次に、避難所におけるトイレについてであります。 
 現在、発災後のトイレ不足解消のため、本市が加盟している災害派遣トイレネットワーク「み

んな元気になるトイレ」において、「トイレトレーラー」を所有する自治体からの派遣や、レン

タル機器事業者との協定による、仮設トイレの設置を計画しております。 
 また、各指定避難所に防災倉庫を設置する計画でありますので、その中で、トイレ関係の資

機材を備蓄する予定であります。 
 次に、避難所における介助等の人の手配についてであります。 
 障がい者等の避難行動や避難所生活には介助が必要となることから、受入先等における事前

の準備が必要となります。 
 市では、「福祉避難所」の運営に当たり、施設の専門スタッフによる介助を想定しているとこ

ろでありますが、介助人員の拡充が必要な場合には、ボランティアスタッフの確保も検討して

まいりたいと考えております。 
 次に、浸水危険地区にある自治体との広域連携についてであります。 
 江戸川区の防災担当者と協議したところ、現状では、区として本市と広域連携を行う計画は

ないとの見解をいただいております。 
 なお、県が主体となって、県内市町村の「浸水危険区域」の居住者の避難場所について、調
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整を行う中で、市では、県と広域連携協定を本年５月に結んでおり、県内で災害が発生した場

合の、広域避難の実施について協議を行っているところであります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 小林勉君の再質問を許します。 
 小林勉君。 

〇４番議員（小林勉君） 
 それでは、大項目２つ、それぞれに再質問をさせていただきます。 
 まず、広域避難についてなんですが、今回、５０名の方が参加されて開催されました。それ

で、実際市長にもお越しいただき、あと消防防災課長と、それから福祉課長にもアテンドして

いただきまして、ありがとうございました。そんな中で開催されましたので、ご報告させてい

ただきます。 
 それで、２つ、再質問させていただこうと思います。 
 １つは、今回利用された施設、清里の旧清里小学校は福祉避難所ではなくて、一般の避難所

ということですが、本市における福祉避難所の指定は８カ所あると聞いております。本市に住

む障がい者の皆さんは、緊急時、どの施設に避難して、また、その避難経路や避難方法などは

周知されていますでしょうか、これが１つ。 
 それから２つ目が、今回の広域避難では、実際に参加された方から多くの貴重な意見をいた

だきました。それは参考資料にも添付いたしましたが、健常者とは違い、日常生活から離れた

環境に移動することだけでも、かなりのストレスがあるようです。家族と離れて１人になって

しまったらどうしようとか、薬が切れたらどうしようとか、様々な不安によって、避難を躊躇

される方もおられると思います。今回の避難訓練で、それらの障がい者の皆さんの心の内を知

ることができたと思います。 
 高齢化が進み、自らの行動は起こせない住民が増える中、ぜひこれを教訓に北杜市の避難体

制にも生かしていただければと思いますが、そのご見解をお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 ４番、小林勉議員の再質問にお答えをいたします。 
 最初の質問でございます。 
 市でも福祉避難所を設置してございますけども、本市に住む障がい者の皆さんは、緊急時に

どの施設に避難するか、またその避難方法や避難経路などは周知されていますかといったご質

問だったかと思います。 
 障がい者の皆さんにとっては、障害の程度や家庭環境などにより、一律に定義をすることが

難しいことから、個別に避難方法や避難経路について周知を行ってはございません。ただし、

今後、避難に支援が必要な要配慮者につきましては、個別的に計画を作成していただき、避難

方法や避難経路について、具体的に決めていただくことを推進してまいります。 
 それから、２点目でございます。 
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 今回の６月２５日、２６日に実施された訓練でございますけども、この訓練でいろいろ見え

てきたこと等がございます。これを教訓に北杜市の避難体制にも生かしていけばどうかといっ

たご質問だったかと思います。 
 この６月２５日、２６日に実施されましたＮＰＯ法人ＳＴＥＰえどがわの障がい者の皆さん

の避難訓練につきましては、消防防災課で見学をさせていただきました。大学生などとも連携

した素晴らしい取り組みであったと伺っており、スタッフの皆さまにも敬意を表するものであ

ります。 
 本市におきましても、障がい者の方のみならず、高齢者の皆さまにとって自立した避難行動、

避難所生活は困難があると思われますので、今後の個別的な避難計画を策定していただく中で、

様々な点に十分に配慮してまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 小林勉君。 

〇４番議員（小林勉君） 
 ありがとうございます。ぜひ、皆さんの心の内をご参考にしていただいて、やっぱり躊躇さ

れる方がかなり、おられると思うので、勇気を持って避難をしていただけるように進めていた

だければと思います。 
 では、２項目めの再質問をさせていただきます。 
 市長のほうからは来年度、予算措置を考えるということですが、委員会からの提言は、今年

の年度末を見込んでいると思います。提言書を出されたあとの予算の進め方について、市の考

えを教えてください。お願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 ４番、小林勉議員の再質問にお答えいたします。 
 提言書が出されたあとの進め方について、市の考えはというご質問かと思います。 
 現在、北杜市清里地域活性化委員会では、来年２月をめどに清里ルネサンス計画の策定を目

指しております。市といたしましては、内容を確認し、市の役割をして必要なものはできる限

り迅速な対応ができるよう進めてまいりたいと考えております。 
 中長期的な案件につきましては、国、県補助等の活用も考え、関係者の皆さまに伺いながら

進めてまいりたいと思います。 
 いずれにいたしましても、清里エリアの皆さまが一丸となり動き出すものに、積極的に支援

してまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 小林勉君。 
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〇４番議員（小林勉君） 
 再々質問をさせていただきます。 
 提言が来年２月ですね、出されて、来年度初めからスタートするような形になると思うんで

すが、私もそうですけども、市長も任期を２年切るところで、新しい事業がスタートするとい

うことなんですが、２年を切るというところが、一番懸念される部分なんですが、市長の、ぜ

ひ意気込み、この短期間にでも、まずはこんなふうに進めていきたいというような市長の思い

を聞かせていただければと思います。よろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 小林勉議員の再々質問にお答えさせていただきたいと思います。 
 今、家安さんを中心に清里の方々、集まって、将来、清里をどうしていくかという、ブラン

ドをつくっていくという作業を粛々とやっているというふうに思っております。 
 前提といたしまして、やはり清里がきれいで美しい地域でないといけないなというふうに私

も思っていまして、そのためにやはり、あそこにある廃墟を除去したり、そういう、誰が来て

も、清里って美しいなという場所をつくっていかなければいけないんではないかなと思ってお

りまして、そういうことに対しましては、提言とは別に積極的に関わってやっていこうと思っ

ております。 
 いずれにしろ、清里をいろいろ、例えば癒しの場所にしたりとか、長期滞在で誰もがほっと

するような場所にしたいというような、いろんな考えがあると思いますので、また提言を見な

がら、しっかり予算措置をして、清里の活性化を図っていきたいと思っておりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、４番議員、小林勉君の一般質問を終わります。 
 ここで昼食のため、暫時休憩とします。 
 再開は午後１時３０分とします。 

休憩 午後１２時０３分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １時２９分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 次に、星見里の声、３番議員、中山喜夫君。 
 中山喜夫君。 

〇３番議員（中山喜夫君） 
 皆さん、こんにちは。 
 このたび、私からは令和３年３月北杜市議会第１回定例会に引き続き、「人・農地プラン、こ
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れからの本市の農業について」、そして「地域、未来、それを活性化させる未来に紡ぐ、まさし

く開かれた市政、そして若い世代に選ばれる地域を目指して」、「情・熱・愛・和」を胸に「オー

ルイン・ワン北杜」を胸に２つの一般質問をさせていただきます。 
 それでは、大項目１つ目、「法定化された人・農地プラン」において「本市の水稲」に関する

今後の取組みについてです。 
 先月８月１３日に本市ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルにアップされました「これまでの政策と今

後の方針について」において、市長は、「持続可能な農業実現への取組み」の中で、「本市の基

幹産業である農業の振興について多くの面積を占めている水稲の振興を図っていくこと。具体

的には、包括連携協定を機に、より優良な堆肥を作り、有機農業を推進し、お米のブランド価

値を高めていく施策を推進していく」と述べられていました。このような農作物のブランド価

値を高める取り組みは、将来的に農業者の所得を確保することに繋がるものと考えられますの

で、「時間とコスト」が掛かることが想定されますが、ぜひ市民にも進捗状況の開示を行いなが

ら推し進めていただきたいと願っております。 
 ところで、農業者の所得を確保するためには、「農業者の育成や農地の集約化などについても、

並行して取り組んでいかなければならない」ことは、第３次北杜市総合計画においても示され

ているところであります。 
 そこで今回は、第２０８回国会で成立しました「農業経営基盤強化促進法等の改正に伴う本

市の取組み」について、【本市の農地面積の水田地目の割合は３千ヘクタールと約６割を占め、

かつ本市が山梨県全体の作付面積の約４割を担っている「水稲」】に焦点を絞って、「令和３年

３月北杜市議会第１回定例会」に引き続き、「人・農地プラン」「これからの本市の農業」につ

いて質問させていただきます。 
 まず、４つのポイントをあげたいと思います。 
 ポイント１つ目は、【農業経営基盤強化促進法等の改正について】です。 
 今回の農業経営基盤強化促進法等の改正には、「旧農地法第３条第２項第５号の農地の取得に

係る下限面積要件の廃止」なども含まれておりますが、何と言っても「令和３年３月北杜市議

会第１回定例会」で私が質問させていただいた、人・農地プランが法定化されたことが大きな

改正であると考えております。 
 ポイント２つ目は、【人・農地プランについて】です。 
 まず、人・農地プランについて簡単に説明させていただきます。 
 人・農地プランとは、耕作放棄地の問題など、地域が抱えている人と農地の問題を解決する

ための「未来の設計図」を言います。具体的には、集落や地域の皆さんが話し合いをして、「今

後の地域で中心となる農業経営体（個人、法人、集落営農）はどこか」「中心となる農業経営体

へ、どのように農地を集めるか」「中心となる農業経営体とそれ以外の農業者（兼業農家、自給

的農家）でどのような地域農業を進めていくのか」などを決定し、市町村が設計図を明確化す

るものであります。これを『人・農地プランの実質化』といいます。人・農地プランが実質化

されますと、「中心となる農業経営体には補助金や借入金に関する優遇措置」があり、中心とな

る農業経営体に「農地を提供される方は集積協力金を収受」することができます。 
 ポイント３つ目は、【人・農地プランの法定化について】です。 
 今回、人・農地プランが法定化された経緯としては、やはり「人・農地プランの実質化が進

んでいない現状」があるからだと推測します。法定化された内容は、地域の農業の健全な発展
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を図ることが適当であると認められる地域ごとに、「地域計画」を策定・公告することです。具

体的内容として、市は、農業者、農業委員会、農地バンク、農協、土地改良区等による協議の

場を設け、将来の農業や農地利用の姿について話し合いを実施すること。これらを踏まえて、

市は、地域の将来の農業の在り方、将来の農地の効率的かつ総合的な利用に関する目標等を定

めた「地域計画」を策定・公告すること。 
 「地域計画」は、「施行期日から２年を経過する日までの間に策定する必要がある」。ちなみ

に「施行期日は、国会ですでに成立、公布された令和４年５月２７日から起算して１年以内」

となっており、現在はまだ未施行状態にあります。 
 ポイント４つ目は、【法定化された人・農地プランを進める上でのポイントについて】です。 
 このように法定化された部分を確認してみますと、多少事務負担を要する内容ではあります

が、「本市が山梨県全体の作付面積の約４割を担っている水稲」について、私は、『本市がまず

県内他市に先んじて将来の水稲の在り方を示すべきである』と考えています。 
 その想いを胸に、「法定化された人・農地プランを進める上でのポイント」を考察してみまし

た。以下の各項目について市の見解をお伺いいたします。 
 質問１つ目、【中心となる農業経営体について】。 
 第２０８回国会の参議院農林水産委員会において、参考人の方から「従来、ややもすると（往々

にして）、現場で人・農地プランの話し合いをする際に、中心となる農業経営体のためにやるの

かとか、農家の方から、農業をやめろということなのかという感情的な意見があるのも事実だっ

た」という主旨の発言がありました。しかし「今回の人・農地プランの法定化」に伴い、従来

の「中心となる農業経営体」の概念を、『農業を担う者』という表現で明記しております。これ

により地域一丸となって将来の地域の農業の在り方と向き合い、取り組める契機を得ることに

繋がっていくことが期待され考えられますが、市の見解はいかがでしょうか。 
 質問２つ目、【話し合いの進め方について】です。 
 私は、「農地集約」の話と、「農業を担う者」の話を並行して進めていくべきであると考えま

す。と言いますのも、「人・農地プランは農地が集約できればいいというものではなく、その集

約した農地を耕作する担い手の存在が不可欠」であるからです。水稲は、畑作に比べて多額の

設備投資を要します。またその設備は、トラクター、田植機、稲刈り機、乾燥機と、通年では

使用せず、季節ごとに使用するものばかりです。「農業を担う者」の「設備投資計画にも影響」

を及ぼしますので、「話し合いは並行して」進めていただきたいです。また、「農地集約の話し

合いが長期化すれば、農業を担う者を失う機会損失」になる可能性があることも認識しておく

べきであると考えます。これは「担う者が高齢化」していくことと、現状においては「水稲に

携わる若手農業者が減少していくこと」が予想されるからです。このような話し合いの進め方

について、市の見解はいかがでしょうか。 
 質問３つ目です。【地域の選定について】。 
 農業委員会等が把握している、「ある程度農地を集約している耕作者を、農業を担う者」と想

定して、「農地集約が可能な地域を選定」するのがよろしいかと考えますが、市の見解はいかが

でしょうか。 
 質問４つ目です。【農地を提供される方について】。 
 市が策定する「地域計画」においては、「農業を担う者ごとに利用する農地を定めて、これを

《目標地図》として表示すること」になっています。これにより、「農地を提供される方は、自
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分の農地を将来誰が担ってくれるのか明確になる安心感」を得ることができます。よって、話

し合いには「その後の農地の承継を円滑に進めていくため」にも、農地を提供される方のご家

族にも参加・認識していただく必要があるかと思います。市の見解はいかがでしょうか。 
 最後に、本市の今までの人・農地プランの取り組みで得られた大切な結果を「効果測定し今

後に繋げていくため」に、以下の２点について教えていただきたいです。 
 質問５つ目、今まで人・農地プランを推し進めている中で、課題となっていることがござい

ましたら具体的に教えていただきたいです。 
 質問６つ目、本市で実質化された人・農地プランについて、合意形成に至った共通した要因

がございましたら具体的に教えていただきたいです。 
 次に大項目２つ目、地域未来を託し担う若者たちの声を市に～「北杜市学生市議会」実現に

向けて～。 
 先月８月２日に、山梨県内の高校生が県の行政課題などについて質問する「高校生県議会」

が山梨県議会議事堂で開かれました。「若者たちの政治参加への意識」を養おうと２０１８年か

ら毎年開催されており、「今年で５回目」となる今回は「１６名もの県内の高校１年生から３年

生たち」が、将来の山梨県の地域づくりに向けた考えと想いを檀上にて県に提言していました。 
 ８月３日の山梨日日新聞でもこの模様が報じられ、本市では、北杜高校３年生の堀内さんが

「若者の就労環境の充実」に向けて、「農業の体験型テーマパークを設け、その結果、将来の雇

用促進や地域活性化にも繋がってもらいたい」と訴えていました。 
 このたびの「第５回高校生県議会」の内容詳細や反響について、山梨県議会事務局に話を伺っ

たところ、参加も「押し付けではなく自発的」で、参加した高校生からは「このような場を設

けていただいたことが、大変貴重でありがたい」との言葉が上がっていたとのことです。【若者

に開かれた県政議会】を目指して今後も年１回、引き続き開催していきたいとのことでした。 
 県議会議長からは「今回の提言が将来政策となり、実現できるよう県議会としても努力する。

これからも若者に県政や県議会に関心を持ちチェックしてもらいたい」と、このたびの高校生

県議会の総括を述べられ、同じく８月３日の山梨日日新聞にて報じられていました。 
 【若者たちの市政参画意識の向上と底上げ】 
 これは将来の地域の在り方を見据え、全国の各自治体においてもとても重要な共通なテーマ

だと感じております。 
 現在、北杜市内には先ほどの高校生の例だけでなく、大学生でも本市の地域未来の活性化を

目指し、活動をしている若者たちがおります。ふるさとの地名である「北杜」から銘打った、

学生団体「ホクもり」を立ち上げて、代表を努めている、本市出身（甲陵高校卒）で、現在早

稲田大学国際教養学部２年生の佐々木さんとお会いし、地元北杜市への熱き想いについて話を

伺う機会がありました。彼はこう述べていました。 
 「故郷北杜市の魅力を同級生と発信しながら、精力的に全国各地を周り、今年からは台湾に

も足を運び、【北杜市への郷土愛】を胸にその活動を拡げていきます」と。 
 そして「東京で就職して終わりではなく、どんな形でもいいから地元に関わり続けていくモ

デルケースになりたい。いずれは山梨に戻りたいと思っている」と。この佐々木さんの思いは

「７月５日の山梨日日新聞の夢甲斐人」の欄で大きく取り上げられていました。 
 「若者たちは地域の宝」。しかし、現状では、就職など諸々の事情で故郷北杜市に戻ってきた

くてもそれがかなわない方々も多くいます。 
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 「地域未来を担い託す若者たちの郷土愛、市民としての当事者意識や有権者意識」などは、

突如芽生えてくるものではありません。幼少期時代から現在に至るまでの日々の生活を通じな

がら、「ふと疑間に思うこと」や、「地域が抱えている問題」、「それに対する市政の状況」を対

比意識しはじめ、徐々にアンテナを広げていきながら「建設的な解決案を思考模索すること」

が大切であり必要であります。 
 「北杜市学生市議会」はその「大きなきっかけ」ともなり、自分たちが将来担う地域未来へ

の想いをより強固にしていく「主張の場」にも成りえると考えます。 
 また、【若者にとって将来も住み続けたい。戻ってきたい。戻ってこられる地域づくり】を目

指し、本市においても、将来の地域活性に向け「北杜市学生市議会」は重要な要素のひとつに

なると私は強く期待しております。 
 これらの想いを胸に、私より以上の提言を踏まえ、次の質問をさせていただきます。 
 （質問） 
 今年で５回目の開催となった県の「高校生県議会」を参考に、その反響も鑑みて、【若者にとっ

て将来も住み続けたい。戻ってきたい。戻ってこられる地域づくり】を目指し、本市において

も、「地域の未来を担い託す若者たちへの、いち市民として日頃から感じる問題意識、当事者意

識、有権者意識の醸成とその機運づくり」に向け、そして【若者に開かれた市政】を目指し、

「県内他市町村初」の【北杜市学生市議会】の開催を、高校生のみに限定せず、本市に住民票

を置く学生たちにも参加募集の門戸を拡げ、年１回など定期的に実施していくことはいかがで

しょうか。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 ３番、中山喜夫議員の地域未来を託し担う若者たちの声を市に～「北杜市学生市議会」の実

現に向けて～における、学生市議会の開催についてのご質問にお答えいたします。 
 市は、昨年度策定した「第３次北杜市総合計画」のリーディングプロジェクトにおいて、「若

い世代に選ばれる地域をつくる」ことを目指して、取り組みを行っております。 
 この取り組みを推進していくためには、若い世代に、本市で起きている問題や課題を身近に

感じてもらい、将来も住み続けたい、戻ってきたいと思える、魅力的なまちづくりを実現する

必要があると考えております。 
 このことから、本市の未来を担う若者の考えを、市政に反映することが重要であると考えて

おりますので、「学生市議会」等の実現に向け、開催方法や内容等について検討を進めてまいり

たいと考えております。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 ３番、中山喜夫議員のご質問にお答えいたします。 
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 「法定化された人・農地プラン」において「本市の水稲」に関する今後の取組みについて、

いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、中心となる経営体についてであります。 
 今回の「人・農地プラン」の法定化により、中心となる「農業経営体」の記述が、「農業を担

う者」に変更となりました。 
 「農業を担う者」とは、従来の位置付けであった「認定農業者」、「認定新規就農者」および

「集落営農組織」に、新たに「地域に中心となる経営体がいない場合は、地域内で経営規模を

拡大したい農業者など」を加えたものとされ、「入り作」を希望する担い手およびＵ・Ｉターン

による新規就農者も「農業の担い手」として位置付けることが可能となったところであります。 
 このように、将来の地域農業を担おうとする農業者の位置付けが広がったことで、地域農業

等の方向性が定めやすくなったものと考えております。 
 今回の「人・農地プラン」に基づく地域での話し合いは、将来の農地の在り方や農地の活用

を図る上で、地域の担い手と地域住民が協働して取り組む機会となるものと考えております。 
 次に、話合いの進め方についてであります。 
 「人・農地プラン」は、これまで地域農業を担っていた農業者の高齢化が進む中、５年後、

１０年後といった将来の地域農業の在り方を明確化し、効率的な農地利用を図るため、農地の

集積・集約化などについて話し合うためのものであります。 
 地域で行われる話し合いでは、農地の所有者、現在の担い手、および市や「北杜市農業振興

公社」等の関係機関が参加し連携する中で、地域農業や地域の維持に向けた、「農地集約」や「農

業を担う者」の確保等の取り組みを、地図を活用しながら協議、検討し、決めていくことが必

要と考えております。 
 次に、地域の選定についてであります。 
 農地の集約化に関する将来方針を作成し、「人・農地プラン」の実質化への取り組みを行う地

域の選定については、地域が主体となり将来の農地の貸し手と借り手の確保について話し合い

を行うことが必要であると考えております。 
 すでに農地を集約している耕作者を５年、１０年後の将来においても農業を担う者である農

地の借り手として、地域での話し合いの場に参加することが人・農地プランの地域の選定につ

ながっていくものと考えております。 
 次に、農地を提供される方との話合いについてであります。 
 農地を提供される方は、高齢化により農業を離れる方や、相続により農地を取得したものの、

営農できない方など様々な状況がありますが、先祖代々耕作してきた農地に対する愛着は強い

ものがあると考えております。 
 将来の農地や地域農業の在り方についての話し合いの場には、地域の方々や農地を提供する

方など、農地に係わる多くの方に参加していただき、安心して農地の貸し借りができるよう、

支援体制を整えてまいります。 
 次に「人・農地プラン」を進める上での課題と合意形成に至った要因についてであります。 
 これまで地域農業を担ってきた農業者の高齢化が進み、将来にわたる農地の利用や地域農業

の在り方に不安を抱える中で、話し合いが行われている地域もあります。 
 例といたしまして、須玉町の穂足地区では、土地の所有者と農業の担い手に、将来の担い手

を交えた話し合いが行われ、合意形成が図られた結果、土地改良事業が始まるとともに、「農地
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中間管理機構」を利用した農地集積による農地利用が進められております。 
 このようなことから、農地の出し手と農地を利用する担い手の話し合いによる合意形成が重

要な要因であり、また、この点が課題であると考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 中山喜夫君の再質問を許します。 
 中山喜夫君。 

〇３番議員（中山喜夫君） 
 ご提案させていただいた、県内他市町村初となる北杜市学生市議会実現への心強いご答弁を

くださり、ありがとうございました。若い世代に選ばれる地域を目指し、早期開催実現を大い

に期待しております。 
 それでは、大項目１つ目についてのみ、総括的に再質問させていただきます。 
 再質問１つ目、本市は山梨県全体の作付面積の約４割を担っている水稲は、まさに本市の基

幹産業であります。また、本市の田園風景は後世に引き継ぐべく地域の宝なのであります。水

稲は畑作に比べて、多額の設備投資を要しますので、ぜひ農業を担う者になろうとする農業者

の立場も考慮した農地集約のアプローチの観点も取り入れていただきたいと思います。 
 例えば、ある程度、農地集約をしている耕作者を地図化した上で、かつ当該耕作者の意向も

加味した上で、地域の話し合いをスタートさせることが考えられると思いますが、市の見解は

いかがでしょうか。 
 再質問２つ目になります。ご答弁いただいたとおり、農地集約のためには地域が主体となり、

将来の農地の貸し手、借り手の確保について話し合うことが重要であります。しかし、法定化

された人・農地プランにおいては、市が地域の選定を行い、市が地域計画を策定すると明確に

定められており、かつ、その地域計画は施行されてから２年以内に策定するという期限も明確

に定められているところであります。農地集約は本来、期間に縛られることなく、その時の状

況を見ながら、話し合いを重ねて合意形成していけばよいのかもしれませんが、農業従事者の

高齢化や将来の担い手問題などを視野に、タイミング、機を逃さない、早期、積極的な対応こ

そ、今、求められているのだと、そしてこの２年間という期間で、国はまずモデルケースの確

立を推し進めていきたいのだと考えます。今後、優遇措置などの充実も十分に考えられるので

はないでしょうか。 
 北杜市の基幹産業たる水稲農業、この２年というリミットのある中で、そのモデルケースに

なるべく、具体的なアクションに大きな期待を寄せております。市としての、この２年間での

ビジョン、お考えをぜひお聞かせください。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 ３番、中山喜夫議員の再質問にお答えいたします。 
 まず、１点目でございますけれども、ある程度、農地集約をしている耕作者の意向も加味し
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た上で、地域の話し合いをスタートさせることについてと思います。 
 こちらは先ほど、ご答弁いたしましたけれども、人・農地プランは農地と出し手と受け手が

参加し、地域における将来の農地の利用の在り方について、話し合いを行う取り組みであるこ

とから、すでに農地を集約している担い手が将来も農地を集積する担い手として、地域の話し

合いに参加することは、重要と考えております。 
 ２点目でございます。２点目につきましては、地域計画の策定についてということで、２年

間での市のビジョンということだと思います。 
 地域計画の策定につきましては、市といたしましては、実質化された人・農地プランとして

取り扱うことができるとされている中山間地域等直接支払制度事業の中で、集落戦略の策定に

取り組んでおります。 
 この中山間地域等直接支払制度事業に取り組んでいる集落協定は、北杜市内の全地域を網羅

していないため、これらの地域については、国が示す法律案の概要にあるように農業者、農業

委員会、農地バンク、農協、土地改良区等による協議の場を設け、将来の農業や農地利用につ

いて徹底した話し合いを行い、これを踏まえて地域の将来の農業の在り方、将来の農地の効率

的かつ総合的な利用に関する目標等を定めた地域計画を作成してまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 よろしいですか。 

〇３番議員（中山喜夫君） 
 終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、３番議員、中山喜夫君の一般質問を終わります。 
 次に、北杜クラブ、１０番議員、井出一司君。 
 井出一司君。 

〇１０番議員（井出一司君） 
 一般質問を大きく２項目、行います。 
 最初に、マイナンバーカードについて。 
 マイナンバーカードはマイナポイントが付与され、健康保険証として使用でき、本人確認書

類にもなるなどをうたい文句に普及推進をしています。 
 マイナンバーカード作成にかかるマイナポイントの付与は、２０２２年６月３０日より最大

で２万円分のポイントが付与の対象となるマイナンバーカードの申請期間は、２０２２年９月

末まででしたが、国は昨日、この申請期間をマイナンバーカードの普及をさらに推進するため、

３カ月延長をする決定をしたと発表がありました。また、ポイントをもらうための申込期間は

２０２３年２月末となっています。 
 国はいろいろな施策を駆使し、マイナンバーカードの普及推進をしています。普及率は

２０２０年１月で約１５％でしたが、新型コロナウイルスに伴う１０万円の一律給付により大

幅に普及が進みました。さらに、マイナンバーカード作成後に所定の手続きを行うと、マイナ

ポイントが付与されるなどにより、２０２１年１２月で約４０％まで伸びてきていました。 
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 ２０２２年６月では、国全体で約４４．７％、都道府県別では１位が宮崎県で約５７．８％、

山梨県は約４１．４％と発表されています。ちなみに市町村等では１番は宮崎県の都城市で７９．

７％であります。昨日の発表の中で、国の全体としての普及率は約５４％になったと、こうい

う発表も併せてあったわけでございます。 
 国は、２０２２年度末までに全国民に普及することを目標としていますが、現在は作るのは

任意ということで、この目標達成は難しいのではないかと言われています。 
 その理由は、個人情報の漏えい、セキュリティ体制の不信、銀行口座の紐付けなどの不安理

由と通知カードで十分に間に合っているなどの理由で、作成しないという人が多いと聞いてい

ます。 
 本市でもマイナンバーカード普及に向けて、いろいろと対応していると承知しています。 
 そこで、以下伺います。 
 １．本市のマイナンバーカード交付率は。 
 ２．長坂総合支所でのマイナンバーカード申請窓口を設けての状況は。 
 ３．普及が進まない理由は。 
 ４．今後、普及に向けた取り組みは。 
 次に２項目めでございますが、公務員の副業について。 
 ２０１８年１月に厚生労働省が「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を作成し、「モデ

ル就業規則」から副業を禁止する規定が削除されました。 
 これを受けて副業を解禁する企業が増えています。憲法では職業の自由が保障されています

が、公務員は国家公務員法や地方公務員法で副業が禁止されています。公務員は国家国民、市

民のために働く奉仕者としての使命を担っているからであります。副業を禁じる三原則なるも

のも法規定に盛り込まれています。１．信用失墜行為の禁止。２．守秘義務。３．職務専念の

義務の観点から見て好ましくないため、規制されているとされています。 
 しかし、例外もあります。家賃収入を得る目的の不動産賃貸業であれば、５００万円以下の

条件があるが、公務員も可能。講演、執筆活動は許可を取れば可能。自給目的の小規模農業、

家事の手伝いなど、条件付きではありますが、副業が認められているものがあると認識してい

ます。 
 先ほども触れましたが、最近、国が推進する働き方改革の影響で、民間企業では、副業を解

禁するところが増えてきています。その変化の流れは公務員にも出てきており、兵庫県神戸市、

奈良県生駒市を見ると、神戸市は外部の経験を職務に生かしてもらう目的でＮＰＯの活動を認

めています。また、生駒市では公益性が認められる地域貢献活動を対象とする副業を解禁して

います。具体的にはサッカー教室のコーチ、児童や青少年を対象とする活動などがあり、さら

に長野県では、７６件の副業を許可してきましたが、公益性の判断が難しく、利用が広がらな

い課題があったので、副業の範囲を明確にするようにし、その公益性、判断基準は１．営利企

業であっても、不特定多数の利益につながる。２．人手が不足しており、社会的需要が高いな

どを挙げて、副業の利用を進めています。 
 また、日本農業新聞では次のように記載されています。副業には当たらない簡易な方法とし

て、非営利の一般社団法人が考えられます。この例は、栃木県茂木町の職員が畜産物などの販

売などの販路開拓を手掛ける非営利の一般社団法人を設立し、活動しています。非営利で無報

酬なら、２人以上で一般社団法人が設立でき、公務員の副業により、手続きが簡単で新たな地
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域農業の活性化に向けた希望となるといわれています。行政では難しい、特色のある個人農家

の営業活動の後押しをし、地域の知名度を高めるとともに、産業の活性化を目標としていると

紹介されています。 
 そこで以下、伺います。 
 １．国、地方公共団体の副業の制度化の動きについての見解は。 
 ２．本市における副業の制度化に向けての考え方及び取り組み、方策は。 
 ３．本市における副業を制度化した場合、支障となる点及び問題点は。 
 以上です。よろしくお願いします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 １０番、井出一司議員のご質問にお答えいたします。 
 マイナンバーカードについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、本市のマイナンバーカード交付率についてであります。 
 本市のマイナンバーカード交付率は、令和２年１月時点では、１３．８％でありましたが、

現在、国の「マイナポイント第２弾」が実施されていることから、周知、広報に努めるととも

に、申請サポートなどの普及促進に取り組んでおり、先月末日現在の交付率は４１．２％となっ

ております。 
 次に、長坂総合支所の申請窓口の状況についてであります。 
 本年６月１日に長坂総合支所内に「申請サポート窓口」を開設し、写真撮影からオンライン

申請までの一連の手続きを職員がサポートし、普及促進に努めているところであります。 
 窓口の開設から、先月末までの３カ月間における申請サポート件数は３８１件であり、本庁

の「申請サポート窓口」に加え、長坂総合支所にも窓口を増設したことにより、市民の利便性

が向上し、多くの市民の皆さまにご利用いただいております。 
 次に、普及が進まない理由についてであります。 
 マイナンバーカードの作成は任意であるため、個人情報の流出に対して不安がある方、カー

ドを取得するメリットや、マイナポイントに魅力を感じていない方などが、カードの作成をし

ていないものと捉えております。 
 また、申請時に写真を用意しなければならないなど、手続き上の煩わしさがあることも普及

が伸び悩んでいる要因の一つであると認識しております。 
 次に、普及に向けた取り組みについてであります。 
 現在、「マイナポイント第２弾」が実施され、最大２万円分のポイントが受け取れることから、

休日も窓口を開設し、カードの申請サポートを行っているところであります。 
 なお、先日、国からマイナポイントの要件であります、マイナンバーカードの申請期限が、

今月末から、本年１２月末まで延長したとの案内がありましたので、引き続き、申請等の支援

を実施してまいります。 
 今後は、各総合支所や企業への「出張申請サポート」を強化するとともに、「携帯ショップ」

との連携による、申請サポートなどにも積極的に取り組んでまいります。 
 また、令和６年度には運転免許証としての利用開始が予定されておりますので、今後、マイ
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ナンバーカードの利用機会が増え、利便性が高まることから、取得することのメリットについ

ても周知に努めることで、普及促進に取り組んでまいります。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 １０番、井出一司議員のご質問にお答えいたします。 
 公務員の副業について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、副業の制度化の動きについてであります。 
 国においては、少子高齢化や情報化、グローバル化が進み、多様で柔軟な働き方への需要の

高まりや、人口減少に伴う人材の希少化などから、副業や兼業が促進されているところであり

ます。 
 また、「地方公務員」も、副業等への取り組みを行うことにより、地域社会のコーディネーター

などとして、公務以外でも活躍することが期待されるようになっております。 
 次に、副業の制度化についてであります。 
 本市においても、少子高齢化に伴い、地域の担い手が不足している状況の中、地域社会での

貢献、地域の担い手不足の解消、また、人材育成につながる取り組みとして、職員が公務以外

でも活躍することは大変重要であると考えております。 
 現在、具体的な取り組みについては、行っておりませんが、国における副業等についての基

準や、すでに制度を導入している自治体の先進的な取り組み事例を参考に、職員が持続的に地

域づくりや地域課題の解消に関わることができる制度の構築に向け、調査研究に努めてまいり

ます。 
 次に、支障となる点及び問題点についてであります。 
 地方公務員の副業等は、報酬を受けて事業を行うに当たり、任命権者の許可が必要となるな

ど、法令上で制限が設けられております。 
 また、運用面において、副業等の許可は、職務の能率や公正性の確保、および職員の品位の

保持などの観点から行われるものであることから、「副業等による職務への影響」や、「副業先

との利害関係による公正性の確保」、また「報酬について、社会通念上の妥当性の判断が困難で

あること」などの課題があります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 井出一司君の再質問を許します。 
 井出一司君。 

〇１０番議員（井出一司君） 
 それでは、２項目、おのおの再質問をさせていただきます。 
 最初にマイナンバーカードについてでございますが、答弁の中で、長坂総合支所の申請サポー

ト窓口の先月までの利用者人数は分かったわけでございますが、９月の利用状況はどうか、こ

の点を伺います。 
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 次に今後の普及に向けた取り組みで、携帯ショップと連携をして普及促進をするとの答弁が

ありましたが、具体的にはどのように取り組んでいくか伺います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 １０番、井出一司議員の再質問にお答えさせていただきます。 
 ２点ほどあったかと思います。 
 １点目につきましては、長坂総合支所の申請サポート窓口の９月の利用状況、２点目につい

ては携帯ショップと連携した普及促進の具体的な取り組みはという、この２点だったと思いま

す。 
 １点目でございますが、先ほど答弁の中で、窓口を開設してから先月末まで利用件数を

３８１件と答弁させていただいております。マイナポイントの第２弾や申請サポートの窓口に

つきましては、市広報紙、新聞折り込みなどで周知に努めてきた効果もございまして、９月１日

から先週末、９月１７日までの利用件数が２４０件の利用がございまして、累計で６２１件と

なっております。より多くの市民の皆さまにご利用していただいていると、このような状況で

ございます。 
 続きまして２点目でございますが、７月末から携帯ショップにおいてスマートフォンを用い

たマイナンバーカードの申請受け付けを行っていただく取り組みを実施しております。当然、

これには職員の参加もございます。また、今週末、２３日と２４日、２日間でございますが、

市内のショッピングセンターにおきまして、ｄｏｃｏｍｏ、ａｕ、携帯ショップと連携をいた

しまして、マイナンバーカードの普及促進キャンペーンを行い、普及促進に取り組んでいきた

いと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 井出一司君。 

〇１０番議員（井出一司君） 
 ぜひマイナンバーカード、しっかり皆さんが持てるような形の中で推進をお願いしたいと思

います。 
 それでは、２番目の公務員の副業について、再質問を行います。 
 答弁では、市は公務以外で活躍することは重要であると考えていると。また、職員が地域に

関わることができる制度の構築に向け、調査・研究に努めていくとしている姿勢は理解をして

いるわけですが、世の中の変化は非常に早い時代でございます。この問題はいろいろと難しさ

もあるとは思いますが、地域社会の現状を考えると、実際、携わっての、市民との関わりと机

上の理論の中での関わりでは、市民に理解をしてもらうことには、大きな差が出るものと思い

ます。 
 社会が大きく変化し、地域の状況も大きく変わってきました。市が市民と一体となって、北

杜市をつくっていくという観点から、公務員の適正な副業について、早急に検討すべきと思い

ますが、お考えをお伺いします。 



 １６８

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 １０番、井出一司議員の再質問にお答えをいたします。 
 市が市民と一緒になって北杜市をつくっていくという観点から、公務員の適正な副業につい

て早急に検討すべきではないかというご質問をいただきました。 
 公務員の適正な副業につきましては、市民と市が一緒になって北杜市をつくっていくという

観点は、大変重要であります。そのためにも、地域への貢献などを実現するため、副業等の課

題を克服する中で、制度の構築を行っていく必要がございます。 
 このため、社会貢献的活動などにつきまして、兼業許可を要するか否か、要する場合にどの

ような基準を満たせばよいのかということを具体的に示して、その許可基準を具体化、詳細化

するとともに、これを公表するということが求められていると考えております。 
 したがいまして、ご指摘のありました兵庫県神戸市などの先進自治体の取り組みや工夫して

いるところなどを速やかに把握し、調査・研究に努めてまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 

〇１０番議員（井出一司君） 
 終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、１０番議員、井出一司君の一般質問を終わります。 
 次に、日本共産党、１１番議員、志村清君。 
 志村清君。 

〇１１番議員（志村清君） 
 はじめに、安倍元首相の国葬における市の対応についてです。 
 私、昨日の山日新聞で驚いたわけです。国葬に合わせて弔旗半旗を庁舎に掲揚すると答えた

県内１４の市町村の中に北杜市も入っていたからです。このことは再質問で聞くとして、以下、

８月３１日に出した通告のまま質問します。 
 政府は９月２７日に安倍元首相の「国葬」を実施するとしています。安倍氏の「功績」には

国民の間で評価も分かれ、全額国費を使うことも含め国民の間で、実施そのものへの賛否は二

分されています。こうした下で「国葬」を行うことは、同氏への弔意を国民全員に事実上強制

することになると懸念するところです。ましてや、教育現場や小中学生などには、弔意表明が

押し付けられないよう求めるものです。以下、市の対応について見解を求めます。 
 ①市民に黙とうを呼びかけるとか、市役所など、公共施設での半旗掲揚、記帳所設置はすべ

きでないと考えますがどうでしょうか。 
 ②現時点ではないとされていますが、国や県からこれらの「要請通知」などがあった際の対

応をどう考えているのかです。 
 ２点目には、小中学校給食費の無償化実施についてです。 



 １６９

 今議会に８月補正予算案（令和４年度一般会計補正予算・第７号）として、１０月から来年

３月まで、小中学校の給食費を無償化する方針が示されています。保育料、副食費の無償化と

合わせ、歓迎、評価するものです。６月議会で私が、通年での給食費無償化を求めた際の教育

長の答弁は「保護者負担が学校給食法の原則だ」と、やらない理由として述べていました。今

回の理由付けは「物価高騰の影響が続くなか」としており、子育て世帯への経済的支援策とし

て判断したものと理解しますが、通年での無償化を求める立場から以下、確認を含め、見解を

求めます。 
 ①「物価高騰の影響」とは、何を基準として影響があると判断していくのか。物価高騰が長

期にわたった場合、無償化も延長するのかどうか。また、「学校給食法の原則」を離れての対応、

これは今後もあり得るのか。来年４月以降のこともあるので、見解を求めます。 
 ②食物アレルギー対応によって、現在、弁当持参を余儀なくされている児童・生徒は、自費

で弁当を作っていくことになることから、給食費の無償化の恩恵を受けないことになります。

これらの対象家庭への経済的な支援もするべきと考えますが、どうでしょうか。 
 ３点目の質問、「第３次総合計画」「新・行革大綱」の具体化についてです。 
 ７月下旬には中学校と図書館の「再編整備」、そして「適正配置」の「検討委員会」が設置さ

れるなど、「第３次総合計画」の具体化が進んでいるもとで、以下、テーマを絞って質問します。 
 ①延期されている「市長と語る会」についてです。 
 （イ）党議員団として過日、開催回数や運営方法などの改善など市長に求めましたが、開催

はいつからか。内容の改善はどうなのでしょうか。 
 （ロ）として、計画の大要を説明でなく、「中学校統合問題」、あるいは「図書館問題」、ある

いは「新市庁舎建設問題」などテーマごとの「市民説明会」開催を求める声がありますが、こ

うした考えはないでしょうか。 
 ②「検討委員会」への市民意見反映についてです。 
 （イ）として、設置された２つの「検討委員会」に公募委員を加えていません。その理由、

根拠は何でしょうか。今後、公募の委員を補充する考えはないでしょうか。 
 （ロ）として、検討会議に公募委員を入れないのは、上村市長が基本理念としてきている「市

民総参加型市政」と相反するやり方だと私は思いますが、どうでしょうか。 
 （ハ）として、任命された委員にはＰＴＡ連合会会長、代表区長会会長、地域委員会連絡協

議会会長などの皆さんが目立ちますが、これらの方々は、委員会で議論された、そのことをそ

の都度、出身団体に報告や相談したり、構成員の皆さんの意見を聞いて委員会に反映する義務

とか任務、またはそういう仕組みはあるのか。または、その方々に全権一任されているのか伺

います。 
 （ニ）として、今後設置予定の「委員会」は何と何でしょうか。また、その設置の予定はい

つでしょうか。そして、それらには公募委員を加えるべきだと考えますが端的な答弁を求めま

す。 
 この項目の③点目、「中学校再編整備」に関連してです。 
 （イ）答申されている３案の１つ、垂直統合（小中一貫校）方式では、まったく議論がされ

ていない小学校統廃合にも関わる問題に発展するわけですが、どうでしょうか。 
 （ロ）として、第１回の「中学校再編整備検討委員会」（７月２６日）の議事録を見ると、委

員からの質問を受けて、事務局からこういう答弁、「今後、公共施設の個別管理計画を策定して
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いく」として、「市民アンケートを実施して意見を吸い上げ、計画に反映していきます」と答え

ていますが、「市民意見を吸い上げていない」、こう判断しているんでしょうか。 
 そして（ハ）として、今後策定する「個別管理計画」というのはどういうものか、明らかに

してほしいと思います。そして「計画に反映」すると言っていましたが、具体的にどう反映す

るのか答弁を求めます。 
 最後に４点目、ＪＲ小海線存続へ、国の責任明確化と市独自の努力をということについてで

す。 
 ７月２８日、ＪＲ東日本は利用者が少ない地方路線の収支と、１キロ当たりの１日平均乗客

数が２千人未満の３５路線を公表しました。その中にはＪＲ小海線の小淵沢－小海間も１９年

度の１日平均乗客数４５０人、赤字が１４億円として仲間に入っており、このニュースを聞い

た多くの市民から「廃線となってしまうのではないか」という不安の声が上がっています。重

大だと考えるのは、国土交通省の「有識者会議」がその３日前、輸送密度が１千人未満の路線

について国と地方自治体、鉄道事業者が「存続を協議する」仕組みをつくり、３年以内に結論

を出せ、こう提言していることです。「存続を協議」する、つまり「廃線か存続かの結論を３年

以内に出せ」というものです。北杜市は５年前、「八ヶ岳観光圏の玄関口」という位置付けで、

多額の予算をかけてＪＲとともに小淵沢駅のリニューアルを行ったばかりであり、以下、質問

します。 
 ①国交省の方針は、ローカル線存続という国の責任を放棄し、沿線自治体と利用者に問題解

決を事実上、押し付けているものと考えますが、ローカル線への国の責任、国交省の方針を市

長はどう考えているでしょうか。 
 ②小海線の市内駅（甲斐小泉駅、甲斐大泉駅、そして清里駅）を日常的に利用している通勤

者や通学者は何人いるんですか。市としての今後の利用促進策をどう考えるか。すでにあれば

紹介してほしい。また今後、「３者協議」、仮称ですが、これが呼びかけられた際の、市の対応、

基本姿勢を聞きます。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ここで暫時休憩とします。 
 再開は２時４５分とします。 

休憩 午後 ２時３０分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ２時４５分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 志村清君の質問に対する答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 １１番、志村清議員の「安倍元首相の国葬」における市の対応についてのご質問にお答えい

たします。 
 安倍晋三元首相の国葬の実施に当たり、本市においては、市民への黙とうなど、弔意の呼び

掛けは行いませんが、国葬という趣旨に鑑み、弔意を表するため、市役所本庁舎や総合支所で
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の半旗の掲揚を行うこととしております。 
 なお、今後、国や県からの要請があった場合には、然るべき対応をしてまいりたいと考えて

おります。 
 その他につきましては、教育長および担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 １１番、志村清議員のご質問にお答えいたします。 
 小中学校給食費の無償化実施について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、物価高騰の影響についてであります。 
 昨今の原油高や急激な円安の進行による物価高騰状況は、本市においても市民生活に大きな

影響を与えていると判断したところでありますが、その判断基準は、内外の状況等を勘案して

のことであります。 
 なお、無償化の延長については、今後の物価高騰状況を勘案し、適切に対応してまいりたい

と考えております。 
 次に、弁当持参の児童・生徒を持つ家庭への経済的な支援についてでありますが、現在のと

ころ考えておりません。 
 次に、「第３次総合計画」「新・行革大綱」の具体化について、いくつかご質問をいただいて

おります。 
 はじめに、公募委員を加えなかった理由等についてであります。 
 中学校の最適配置の検討に当たっては、本年３月に答申をいただいた、「北杜市立小中学校適

正規模等審議会」の審議過程で、小中学校児童生徒へのヒアリング、市民ワークショップ等を

行った結果として、市民のご意見を反映した答申となっております。 
 また、新たに設置した、「北杜市立中学校再編整備検討委員会」は、教育的な立場や行革の立

場から、より具体的な方針の決定を行うため、中学校に関わる、より近い立場の組織にご意見

を伺うこととし、保護者、学校、地域等の代表を委員としたところであり、公募委員は選任し

なかったものであります。 
 また、図書館の在り方の検討に当たっては、本年７月に「北杜市立図書館適正配置等検討委

員会」を設置したところであります。 
 委員会では、市の今後の図書館の在り方について、図書館サービスの質的な強化や、機能の

充実を図る観点から、より専門的で技術的な議論をいただく必要があることから、図書館に精

通した学識経験者のほか、図書館運営に携わっている方々を委員とし、公募の委員は選任しな

かったものであります。 
 このため、中学校、図書館の各検討会においても、公募の委員を補充する予定はありません。 
 次に、「市民総参加型市政」との整合性についてであります。 
 「北杜市立中学校再編整備検討委員会」は、学校に関わる、より近い組織の方々のご意見を

伺いながら、より具体的な方針の決定を行うため、保護者、学校、および地域等の代表を委員

としたところであり、また、「北杜市立図書館適正配置等検討委員会」では、図書館に精通した

学識経験者のほか、図書館運営に携わっている方々を委員としており、両検討委員会とも幅広
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い立場からご意見をいただけるものと考えております。 
 次に、任命された委員の義務等についてであります。 
 中学校および図書館に係る検討委員会では、各組織の代表の職にある方を委員としているこ

とから、団体への報告や意見等については、各団体の考えにより対応していただきたいと考え

ております。 
 次に、垂直統合方式に関わってであります。 
 小学校の適正配置については、平成２１年３月に提出された「北杜市立小中学校適正規模等

審議会」からの答申に基づき、増富小学校の須玉小学校への編入や、長坂地区、高根地区での

統合を行い、現水準における小学校の統合については、一段落したものと考えております。 
 しかしながら、今後の審議の状況によっては、新たに検討していくことも考えられるところ

であります。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 宮川北杜未来部長。 

〇北杜未来部長（宮川勇人君） 
 １１番、志村清議員のご質問にお答えいたします。 
 「第３次総合計画」「新・行革大綱」の具体化について、いくつかご質問をいただいておりま

す。 
 はじめに、「市長と語る会」の開催時期および内容の改善についてであります。 
 本年７月に開催を予定しておりました「市長と語る会」については、新型コロナウイルスの

感染者数が急増したことから、急きょ延期したところであります。 
 現在も、相当数の感染者が報告されている状況でありますので、開催の時期、回数および内

容等については、来月以降に感染者数の状況を見ながら判断してまいります。 
 次に、テーマごとの市民説明会の開催についてであります。 
 現在計画中の「市長と語る会」は、「第３次北杜市総合計画」と「新・行政改革大綱」の２つ

の主要な計画をまとめた市政の取り組みについて説明し、市民の皆さまに理解を深めていただ

くことを目的としております。 
 中学校統合に係る問題など、テーマごとの「市民説明会」についても、今後の検討状況を踏

まえ適時適切に対応してまいります。 
 次に、今後設置予定の委員会についてであります。 
 今後設置予定の「検討委員会」としては、温泉施設やスポーツ・文化施設等のあり方検討会

など様々なものが想定されますが、現時点で設置の時期等は未定であります。 
 また、公募委員を加えるべきかについては、設置される「検討委員会」ごとの性質により、

判断すべきものと考えております。 
 次に、市民意見の吸い上げについてでありますが、「市民アンケート」については、「公共施

設個別施設計画」策定のために実施するものであります。 
 次に、個別施設計画についてであります。 
 「公共施設個別施設計画」については、今後見込まれる厳しい財政状況の中で、現在保有す

る公共施設の総量抑制に努めるとともに、将来にわたっての更新費用および維持管理経費の縮
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減を図るため、国により策定が求められているものであり、「行政系施設」や「子育て支援施設」、

「保健・福祉施設」といった施設の類別ごとに、今後３０年間における、「継続」、「廃止」、「統

合」といった施設の基本的な管理方針を定めるものであります。 
 また、「市民意見の計画への反映」についてでありますが、検討委員会や市民説明会、アンケー

トなどにより、寄せられた市民意見は、個別施設計画策定の際の参考としてまいりたいと考え

ております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 １１番、志村清議員のご質問にお答えいたします。 
 ＪＲ小海線存続へ、国の責任明確化など市独自の努力を、について、いくつかご質問をいた

だいております。 
 はじめに、国土交通省の方針についてであります。 
 国土交通省の有識者会議である「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関

する検討会」においては、「地域の将来と利用者の視点に立ったローカル鉄道の在り方に関する

提言」を取りまとめ、危機意識を共有し、国、自治体、鉄道事業者等の関係者が一丸となり、

コンパクトでしなやかな地域公共交通の再構築に取り組んでいくべきであるとしております。 
 ローカル鉄道に対する国の責任については、この提言はもちろん、あらゆる社会情勢や経済

状況等を踏まえた上で、国としての具体的な方策を示すことであると考えております。 
 次に、利用状況と今後の利用促進策等についてであります。 
 小海線の市内駅の利用者については、公表されている人数として、昨年度実績で、清里駅が、

１日平均乗客８２人、甲斐大泉駅が１８人、甲斐小泉駅については、非公開となっております。 
 また、通勤・通学者の区分はできませんが、定期券利用者は、清里駅２０人、甲斐大泉駅６人

であり、全体の２６％にとどまっており、市内駅については、通勤・通学利用というよりも、

観光需要・不定期需要が高い状況であります。 
 こうした中、小海線については、ＪＲ独自の取り組みとして、「ハイレール１３７５」などの

特別列車の運行や、市としても、沿線自治体で構成する「小海線沿線地域活性化協議会」を主

体としたＰＲ事業などを継続して実施し、利用促進策を図っているところであります。 
 今後、小海線の小淵沢－小海区間を対象とした「（仮称）特定線区再構築協議会」が設置され

る場合は、主要な沿線自治体として、積極的に参画したいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 志村清君の再質問を許します。 
 志村清君。 

〇１１番議員（志村清君） 
 残り時間と相談しながら、項目ごとに再質問します。 
 まず、国葬問題についてですが、ご存じのとおり賛成する方は２割、３割という世論調査、
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その２倍、３倍、６割以上の方が反対というのが国民の声であり、世論だと思います。国葬は

法的な根拠もなく、国会にも諮らずに多額の税金を使う。そして事実上、国民に弔意を強要す

るという憲法違反の行為です。反対の世論には、それがまた広がっていることには道理がある

と思います。こうした下で、国からの要請がないのに半旗を掲げる、国葬に賛成の意思を表明

するに等しい行為だと私は思います。 
 質問ですが、半旗掲揚の決定をどこで誰がされたのか、もちろん私は市長の判断なしではで

きない決断だと思います。市長にその理由、先ほどは国葬の趣旨に鑑みということだけ言われ

ましたが、市長の個人的政治信条とは別の判断が、対応が、こういうことについては必要だと

私は思うんですが、それを納得できる、半旗を掲げる決断を市長がされた理由を聞きたいと思

います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 宮川北杜未来部長。 

〇北杜未来部長（宮川勇人君） 
 １１番、志村清議員の再質問にお答えをさせていただきます。 
 半旗掲揚の決定ということでございますが、先ほど市長から答弁させていただいております

が、国葬という趣旨を鑑みまして、半旗の掲揚により弔意を示すことが適切だということを考

えての判断でございます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 志村清君。 

〇１１番議員（志村清君） 
 再々質問ですが、つまり国から要請がなくても半旗を掲げる決定をしたわけです。そういう

意味で、先ほど市民や学生、小中学生には黙とうなどは要請しないと言っているわけですが、

改めて市民とか、特に市の職員などにも黙とうなどは要請しないのかだけ確認しておきたいと

思います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 宮川北杜未来部長。 

〇北杜未来部長（宮川勇人君） 
 １１番、志村清議員の再々質問にお答えをさせていただきます。 
 市民、職員に要請するかということでございますが、黙とうの要請はしないこととしており

ます。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 志村清君。 

〇１１番議員（志村清君） 
 では２項目を飛ばして、３項目めの市民公募をしなかった問題に絞って再質問です。 
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 つまり、基本構想が３月議会で可決されて以降、市民からの意見がパタンと閉じられたよう

な印象があります。白倉時代の図書館問題は、１６人のうち４人、それから太陽光パネル、渡

辺市長の時代は７人、たしか市民が加わっていました。それとの違い、鮮明だと思いますが、

ぜひその理由をもう一度、お願いしたいと思います。公募しないという理由です。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 宮川北杜未来部長。 

〇北杜未来部長（宮川勇人君） 
 １１番、志村清議員の再質問にお答えをいたします。 
 公募委員の採用ということでございますが、一口に検討委員会と言いましても、検討内容に

よりいろいろなご意見、状況がございます。そういったところから必要な場合には当然、採用

をいたしますし、そうでない場合につきましては、採用をしないということとしております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、１１番議員、志村清君の一般質問を終わります。 
 次に、ともにあゆむ会、１２番議員、齊藤功文君。 
 齊藤功文君。 

〇１２番議員（齊藤功文君） 
 令和４年第３回北杜市議会定例会にあたり、２つの項目について一般質問を行います。 
 時間の関係上、少し早口になるかと思いますけれども、よろしくお願いいたします。 
 まずはじめに、水道料金の見直しについてであります。 
 毎日の生活に直結する水道料金の見直しについて、令和４年４月２５日付で、市長より、北

杜市上下水道事業審議会へ、水道料金の改定に関する諮問が出されました。現在、諮問に対し

て９月１５日の審議会を含め、３回にわたり審議されております。 
 そこで、まずはじめに審議会に示された以下２つの項目について質問します。 
 料金改定の基本方針について。 
 今後の水道料金改定スケジュールについて。 
 また、水道料金改定での留意点について。 
 峡北地域広域水道企業団と北杜市上下水道局とのかかわりについて。 
 本年３月改訂された「水道施設総合整備計画」において、北杜市の水道事業との関連性はど

ういった施策に反映されているのか。 
 前回の水道料金改定で、市民との長きにわたる裁判にまでなった事案があります。今回の料

金改定審議の中で教訓としてどのように生かしているのでしょうか。 
 料金改定に伴う水道使用者・市民への説明責任はどのように考えているのでしょうか。 
 次に、企業団からの日最大受水量、いわゆる責任水量についてであります。 
 昭和５６年２月に構成市町村では、一斉に水道企業団企業長宛てに、受水の申し込みがされ

ております。現在の構成団体の日最大受水量は、このときの申し込みと同じ水量でありますが、

何を根拠にして現在の水量があるのでしょうか。 
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 令和３年度水道用水供給事業報告書の「用水供給状況」を構成団体別に見ますと、韮崎市の

使用率は８７．３％、北杜市は７０．３％、甲斐市は１００％となっております。 
 こうした状況を踏まえ、企業団と構成団体３市で、現在の日最大受水量、いわゆる責任水量

の見直しについて今後、協議をされていくお考えはないか。また、北杜市から韮崎市、甲斐市

へ協議を働きかけることも必要と考えるがいかがか、併せて伺います。 
 また、今までに日最大受水量（責任水量）に関わる協議など、なされたことがあるのかどう

か併せて伺います。 
 次に、太陽光発電の条例についてであります。 
 北杜市太陽光発電条例施行から３年、県太陽光条例施行から１年経過となります。 
 市条例施行以来、様々な課題が出ております。 
 ８月２６日付山梨新報の記事によると、災害リスクや地域トラブルが多い野立て太陽光発電

に関する県条例の規則改正の動きについて報道されています。また国においては、資源エネル

ギー庁、環境省など４省庁により、「再生可能エネルギー発電設備の適正導入及び管理のあり方

に関する検討会の提言案」が７月２８日に発表され、８月末までにパブリックコメントが行わ

れております。 
 地方自治研究機構によれば、本年８月１３日時点で太陽光に関する単独条例を施行している

のは１９９自治体に上ると報道されております。 
 全国的に、既存の条例についても次々と改正し、規制強化の動きが活発であります。 
 以上をふまえて、以下質問いたします。 
 市と県との太陽光発電の条例に係る関係する項目について、市は県との情報共有をどのよう

に行っているのでしょうか。 
 また、太陽光問題などに取り組んでいる市民の団体から、現行市条例の改善見直しをするよ

う要望書や提言などが市長宛てに提出されています。以下見解を伺います。 
 地域住民等への周知、説明会の実施、説明の内容、説明会の義務化、地域との合意形成等々、

詳細な改正を。 
 説明実施報告書の内容改正を。 
 離隔距離（原則５メートル以上）に、隣接住宅等建物がある場合は原則１０メートル以上に

改正を。消防活動に配慮した設計を、等々であります。 
 そこで提案ですが、太陽光問題などに取り組んでいる市民の団体からの提言・要望や国で検

討している提言内容や、近隣をはじめ全国の自治体での条例施行状況なども考え、市民協働に

より、まちづくりや地域づくりも視点におき、市条例・市条例施行規則の見直しに着手する考

えは。見解を伺います。 
 以上、質問といたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 １２番、齊藤功文議員のご質問にお答えいたします。 
 水道料金の見直しについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに料金改定の基本方針についてであります。 
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 健全な事業運営をするためには、２体系から１体系にする必要があると考えており、現在、

「北杜市上下水道事業審議会」において審議していただいているところであります。 
 次に、料金改定スケジュールについてでありますが、「上下水道事業審議会」からの答申をい

ただいた後、条例改正案を作成し、市議会に上程させていただく予定であります。 
 審議会では、本年度中の答申を目標に、現在、審議していただいておりますが、「公営企業法」

適用後、最初の水道料金の改定という重要な案件であります。 
 しかしながら、昨今、世界情勢に伴う円安や原油高による、物価の上昇など、市民生活への

経済的な影響が大きいことから、水道料金の値上げについては慎重に進めていく必要があると

考えております。 
 今後、スケジュールの再調整も視野に入れた中で、審議会において審議していただく必要が

あると考えております。 
 その他については、担当部長および担当局長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 １２番、齊藤功文議員のご質問にお答えいたします。 
 太陽光発電の条例について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、県との情報共有についてであります。 
 県とは、昨年の「山梨県太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理に関する条例」の公布前

後に、「北杜市太陽光発電設備設置と自然環境の調和に関する条例」との整合性等について情報

交換を行うなどしており、県条例施行後においても、県条例の一部改正や施行状況について、

市条例を施行する上での確認等、必要に応じて県に出向くなどしております。 
 県とも相互に情報共有を行うことを確認しておりますので、引き続き連携してまいりたいと

考えております。 
 次に、地域住民等への周知等の改正についてであります。 
 市民の団体からは、「地域住民等」で定義する１００メートル以外の市民に対して、ひいては

市全域の市民に対して説明義務があるとのご提言とご意見を受けておりますが、一定の利害関

係の存在や、他の法令等に基づく対応との衡平性を考慮する必要があるものと考えております。 
 また、説明の前に義務付けられております事業周知の標識設置は、地域住民等のみならず、

広く周知されることとなっておりますので、利害関係のあると考えられる地域住民等の範囲外

の市民も説明会に参加する、または、参加できることを意図しているものであります。 
 次に、説明実施報告書の内容の改正についてであります。 
 説明実施報告書の内容の真偽に関するものと理解しておりますが、内容に虚偽がある場合は、

不正な手段として、行政処分の対象行為に該当するものであります。 
 説明実施報告書は、事業者が市条例の趣旨、規定を十分に理解し、これを遵守しているとの

前提に立つものであり、必要が生じた際は、事業者に確認等を行っております。 
 次に、離隔距離の改正についてであります。 
 事業者は事業区域の状況を踏まえ、市条例の規定に従い計画するものと考えており、こうし

た中で、物権に基づく財産権の行使をいかに制限するのかが、重要であると考えております。 
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 このことから、条例の規定において、さらに５メートル、住宅隣接地にあっては１０メート

ルという離隔距離を確保することは、これを確保できないことによって生じる、周辺市民への

不利益、または不利益を及ぼすという蓋然性を明示することが困難であるため、改正は難しい

ものと考えております。 
 また、離隔距離の趣旨が市条例以外の法令等の趣旨に該当するものであれば、当該法令等に

よる規定も検討すべきであると考えております。 
 次に、消防活動に配慮した設計についてであります。 
 太陽光発電設備の配置については、基本原則として、電気工作物であることから、「電気事業

法」の基準や、該当する法令に基づき設計されるべきものと認識しております。 
 まずは、発電所を経営している事業者の責務として、太陽光発電設備を起因とした被害が生

じないように、適切に維持管理を行うことが肝要であると考えております。 
 次に、条例、規則の見直しに着手する考えについてであります。 
 国においても、「高圧ガス保安法等の一部を改正する法律」を本年４月に公布しており、現在、

林地開発許可制度における、対象基準の引き上げがなされる見込みであるなど、規制強化の動

きが見られる状況であります。 
 また、県においても県条例の一部改正を検討していると伺っておりますので、これらの状況

を確認しながら、対応してまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 １２番、齊藤功文議員のご質問にお答えいたします。 
 水道料金の見直しについて、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、「水道施設総合整備計画」における市の水道事業との関連性についてであります。 
 「峡北地域広域水道企業団」において策定された「水道施設総合整備計画」は、大門系施設

の更新を中心としたもので、目標耐用年数を定め、優先度を設定することにより、財政的に執

行可能な計画とされております。 
 本計画は、現有施設における動力費、修繕費等の維持管理費抑制のため、短期的には、構成

市の水道事業について、企業団から供給される水道用水の積極的な利用が進む、との見通しを

前提として策定されたものであります。 
 また、計画期間についても、１００年間を見込んだ長期計画であることから、市としては、

市の施設状況と整合が図られた事業計画の策定が必要と考えているところであります。 
 次に、前回の料金改定審議での教訓の生かし方についてであります。 
 料金の試算においては、新たに「総括原価方式」の採用を検討しておりますが、算定手法と、

その過程を明確にすることを心掛けております。 
 また、料金改定の目的としては、持続可能な施設更新の財源と位置付けているところであり

ます。 
 次に、説明責任についてでありますが、改定の必要性、料金算定の根拠、収益の使い方など

を、使用者の皆さまにお示しすることが求められていると考えておりますので、丁寧に説明を
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してまいります。 
 次に、現在の水量の根拠についてであります。 
 当初の申し込み水量は、一日当たりの受水量であり、企業団では、この量を最大値として施

設規模を決定していると伺っております。 
 年によって状況は異なりますが、夏の観光シーズンなどの際に、一時的に大幅な水需要の増

加が発生し、この一日最大受水量では、水道水が賄えず、水不足が発生するため、現在も当初

の申し込み水量を継続しております。 
 次に、受水量の見直しについてであります。 
 今後の協議および韮崎市、甲斐市への働き掛けについては、本年度着手を予定しております

「北杜市水道ビジョン」の改定作業の一環として、実務担当者による協議を行ってまいりたい

と考えております。 
 また、これまでの協議についてでありますが、一日最大受水量の継続について、書面による

意向調査があったところであります。 
 なお、夏場に一時的な水不足が発生する可能性を考慮しますと、市側の水道施設で対策を取

るまでの間は、企業団からの受水量は現状を維持する必要があります。 
 また、企業団は、現状の収益で経営が成り立っており、「整備計画」は現状の収益を前提とし

て策定されている状況を踏まえますと、一概に受水費の減額だけを求める協議は成立しがたい

ものと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 齊藤功文君の再質問を許します。 
 齊藤功文君。 

〇１２番議員（齊藤功文君） 
 大項目２つについて、それぞれ再質問させていただきます。 
 時間の関係上、少し早口になりますけれども、よろしくお願いいたします。 
 まず、水道料金の見直しについてであります。 
 まず、先ほどの答弁の中でも料金改定のスケジュールも再調整していくような旨の答弁がご

ざいましたけれども、当初の市議会の予定の中にも今後、市議会だとか使用者への中間報告は

予定されているということがありましたけれども、今後、この点についても予定していくのか

どうか。 
 また、料金改定の留意点についてですけども、総括原価方式を採用することは、裁判からの

教訓が生かされていると思いますが、現状の各町の給水原価がどのような状況なのか。住民へ

の、また使用者への説明の検討資料として示すことも説明責任を果たす上で肝要だと思います

が、いかがでしょうか。前回の改訂の住民説明会においては、示されているものであります。 
 また、水道企業団の責任水量の問題ですが、責任水量に届かない、いわゆる使われていない

水量分についても、企業団に水道局は支払っているわけですけれども、決算上、年約２億円の

受水費であります。構成市の３市で協議していくことが、北杜市にとっては喫緊の課題だと思

いますが、料金改定のこの時期に働きかけることがチャンスだと思いますが、いかがでしょう

か。 
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 以上です。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 １２番、齊藤功文議員の再質問にお答えいたします。 
 まず、１点目でございますけれども、今後の審議会のスケジュール、この中におきまして、

中間報告ですとか住民説明会、この部分でのスケジュールということでございますけれども、

当初は、計６回を予定しておりました審議会、３回が終了した段階で、議会へも中間報告、ま

た中間報告という意味合いも含めた中で住民説明を行って、皆さまのご意見を伺うという計画

でございましたが、現状、住民説明会につきましては、コロナ等の影響、審議会の進捗状況等

も踏まえまして、若干、延期をしているという考え方でございます。 
 住民説明会につきましては、当初、中間で行うという考え方を持っていましたので、この年

度、答申が出る前までの間につきまして、実施をしたいと考えております。 
 次のご質問でございますけれども、総括原価方式に伴う各原価、町ごとの原価がどのように

なっているのか、これを示すべきではないのかというご質問でございますが、こちらにつきま

しては、総括原価方式ということでございますので、総原価と事業報酬の算定に関する議論を

行って、その後、固定費、変動費等の原価の分解、さらに資産維持費の算入という流れになり

ますので、この部分につきまして、それぞれ８町ごとでこの金額を出すということは、非常に

不可能と考えておりますので、その考えはございません。 
 あと、企業団からの責任水量、こちらの問題でございますけれども、今後、３市において協

議をすべきではないかというご質問でございますけれども、現在、水道局、企業団、この間で、

担当者の間においては常に情報の提供、協議という部分では行っている状況でございます。 
 市といたしましては、今後の経営戦略を示していかなければならないという状況にあります

ので、そのため水道ビジョンですとか、経営基本計画の改訂、有収率の改善対策、これに取り

組むという考え方であります。これによりまして、事業運営に対する、より明確な方向性を出

すことが重要であると考えております。 
 このような状況が整いましたときには、企業団との受水量に関する協議を行うべきと考えて

おりますけれども、現状は、担当者間での協議を行っています。将来的にこの協議を発展した

中で、３市の協議を行うべきものと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 齊藤功文君。 

〇１２番議員（齊藤功文君） 
 太陽光発電の条例についてであります。 
 市長は令和２年１２月２日、市長市政方針表明の中で、市政運営の基本的姿勢として、市民

が共感し、協働する市民参加型市政と表明しています。また、太陽光発電条例の見直しについ

ても言及しています。市民協働とは、行政と住民がそれぞれの立場、役割を相互に理解し、信

頼関係の上に協働して、地域社会の発展に努めることを目指そうとするものであります。市太
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陽光発電条例を改正していこうとする住民の要望と、行政が抱えている条例施行の中で顕在化

している、例えば説明会の義務化、地域の合意形成などについて議論を重ね、適宜合った条例

等の改正準備に着手する時期ではないでしょうか、市長の見解を伺います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 齊藤建設部長。 

〇建設部長（齊藤乙巳士君） 
 １２番、齊藤功文議員の再質問にお答えをいたします。 
 条例改正の考えについてと理解しております。 
 国においても太陽光発電の設置等に関する議論が行われ、先ほどの答弁にもありますように、

県においても検討が行われているような状況であります。太陽光発電設備が全国的に多く導入

され、同時に市民の皆さまがご心配しているような状況については、電力の自給の状況が逼迫

して、制度の設計のバランスが崩れているものと考えておりますけれども、これらを修正する

にあたりまして、法律の改正を含めた制度的対応を検討していると認識をしております。 
 また、こうしたことを鑑みますと、自治体による条例の改正は入口ということで、出口を絞っ

ているような形となります。適正な事業の設計は、入口の段階で適正に対応、措置が講じられ

ていく必要があるものであると考えております。 
 こうした中で、法律については、国が所管する事項であり、国の所管する法律について検討

が現在なされているということですので、国の制度的対応を確認しつつ、また県においても市

条例との競合性のある条例の施行としていることから、整合性を確認しながら必要に応じて対

応をしていく考えであります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、１２番議員、齊藤功文君の一般質問を終わります。 
 次に、みらい創生、５番議員、神田正人君。 
 神田正人君。 

〇５番議員（神田正人君） 
 一般質問をさせていただきます。 
 すべての北杜市民の笑顔につながるよう、１．食品ロス削減について、２．障がい者雇用促

進について、３．ＰＣＢ廃棄物の処理について、３項目の質問をさせていただきます。 
 １項目め、食品ロス削減について。 
 本来食べられるのに捨てられてしまう食品。賞味期限が切れ小売店などで販売できないもの

や、家庭内で食べきれなかったものなどがあります。農林水産省の推計では、国内で年間

５７０万トンが廃棄され、そのうち５４％が事業活動に伴って発生しているといわれておりま

す。 
 フードロス削減は、食料資源の有効利用や地球温暖化の抑制などＳＤＧｓの取り組みにつな

がると考えております。２０２１年末には、行政などが牛乳などを積極的に消費するよう呼び

掛け、大量廃棄を回避した例などもありました。 
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 「食品ロスの削減の推進に関する法律」の施行では、地方公共団体の責務について、またそ

れぞれの事業者の責務と消費者の役割を、また関係者の連携・協力を規定しております。 
 そこで現在、自治体と事業者の連携が進んでいるのがあります。事業者だけでは、なかなか

取り組みが市民に認知されにくいため、自治体が支援することで地域住民らに参加を促すメ

リットがあると考えられます。 
 具体例といたしまして、さいたま市では余った食材を食べきるレシピの作成や、横浜市では

「食べきり協力店」事業とか、また昨今では甲府市では市内の飲食店などで余った食材や消費・

賞味期限が近い食材を利用者が安く購入できる仕組みとして、「甲府タベスケ」というサービス

を行っております。 
 また、八王子市ではごみの排出量が全国に自治体でもトップクラスとされておりますが「完

食応援店制度」や「健康応援店制度」によりごみ減量、健康への効果を出している自治体もあ

ります。 
 そこで以下質問いたします。 
 １．食品ロス削減推進計画の市のお考えは。 
 ２．子どもに対する食育として、食材の経路や、どのような過程を経ての食事についての食

育、食品ロス削減の方法についての教育活動はしておるのでしょうか。 
 ３．家庭で使いきれない未使用品を持ち帰り、それをまとめてフードバンク団体や地域の福

祉施設・団体などに寄贈する活動であるフードドライブの活動を行う団体への情報提供や補助

などの方策について、お伺いいたします。 
 ２項目め、障がい者雇用促進について。 
 障がい者の雇用は、就業機会の拡大を通じて障がい者の職業的自立を図ることが強く求めら

れております。人が働く理由はいくつもあります。 
 「収入のため」「成長するため」「社会貢献のため」「家族を支えるため」それは障がいのある

人も、ない人も変わりません。障がい者の就労は近年、急速に増えております。誰もが職業を

通じ、誇りを持って自立した生活を送ることができるよう、障がい者に対しても必要であると

考えます。 
 そこで以下質問いたします。 
 １．本市の障がい者の人数を教えてください。 
 ２．障がい者のうち就業している方、就業を希望していながら職に就けない方の人数は。 
 ３．北杜市では障がい者は何人採用しているか、特に義務である法定雇用率、現在、段階的

に２．６％になっております。そこに達しているかどうかをお尋ねいたします。 
 ４．法定雇用率は地方公共団体ばかりでなく、パーセントは違いますけども、一般事業主に

対しても雇用義務が課されております。実態の状況は。また、達していない企業への指導する

考えはあるのでしょうか。 
 ３項目め、本市のＰＣＢ廃棄物の処理についてお伺いいたします。 
 ＰＣＢとはポリ塩化ビフェニルの略称で、人工的に作られた、主に油状の化学物質でありま

す。ＰＣＢの特徴として、水に溶けにくく、沸点が高い、熱で分解しにくい、不燃性、電気絶

縁性が高いなど、化学的にも安定な性質を有することから、電気機器の絶縁油、熱交換器の熱

媒体、ノンカーボン紙など様々な用途で利用されておりましたが、のちに人体への悪影響が明

らかになったため新たな製造、輸入ともに禁止されております。 
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 このＰＣＢが使用された代表的な電気機器には、変圧器やコンデンサー、そして安定器など

があります。ＰＣＢが含まれている変圧器やコンデンサーは、古い工場やビル等で使用されて

おり、安定器というものは古い工場や学校等の蛍光灯等に使用されておりました。 
 ＰＣＢは脂肪に溶けやすいという性質から慢性的な摂取により体内に徐々に蓄積し、様々な

症状を引き起こすことが報告されております。 
 ＰＣＢはその有用性から広範囲に使用されるも、逆にその毒性が明らかになり、その後、製

造中止になりました。なかなか、その後、処理施設が立地できませんでしたけれども、その後、

全国５カ所に処理施設が整備され、そしてその後、平成２８年度にはＰＣＢ特別措置法を改正

し処理を迅速に進めていくための法整備を整えました。 
 そこで以下質問いたします。 
 １．本市のＰＣＢ廃棄物の調査の取り組み状況は。 
 ２．本市の使用施設の現状は。 
 ３．今後の取り組みについて、以上ご答弁お願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 神田正人君に確認をしますが、２つ目の質問、障がい者雇用促進についての質問の３項目め

のところで、特に義務である法定雇用率が通告では１．８％に達していると書いてあるんです

が、今、私の聞いたのは２．６％と聞いたんですが、どちらが正しいんでしょうか。 
 神田正人君。 

〇５番議員（神田正人君） 
 ありがとうございます。正式には２．６％が現状の数値となっておりますので、通告文書と

の変更をお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 それでは、通告書には１．８％になっておりますが、この義務である法定雇用率は２．６％

が正しいという訂正がありましたので、よろしくお願いします。 
 それでは、ここで暫時休憩とします。 
 再開は３時５５分とします。 

休憩 午後 ３時４０分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ３時５４分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 ここで、本日の会議をあらかじめ延長します。 
 それでは、神田正人君に対する答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 ５番、神田正人議員のご質問にお答えいたします。 
 本市のＰＣＢ廃棄物の処理について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、ＰＣＢ廃棄物の調査についてであります。 
 国では、全国に流通しているＰＣＢを使用した高圧コンデンサーや、安定器の年式、型番を

公表し、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づき、事業
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者へ処分を義務付けているところであります。 
 本市では、合併後の平成１６年度から、各施設所管課において、主にキュービクル内で使用

されている高圧コンデンサー等の年式等を調査し、順次処分をしてまいりました。 
 これまで、１１施設において１７個のＰＣＢを使用した製品が確認されております。 
 次に、使用施設の現状についてであります。 
 合併後の調査等で把握した１１施設のうち、８施設の製品については、すでに処分が完了し

ております。 
 他の３施設で確認された５個の製品については、今後適切に処分してまいります。 
 次に、今後の取り組みについてであります。 
 これまで、全庁的に調査、処分を進めてまいりましたが、改めて調査漏れがないか調べ、適

切に対応してまいります。 
 その他につきましては、担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 ５番、神田正人議員の障害者雇用促進における、障がい者の採用についてのご質問にお答え

いたします。 
 本市における、本年６月１日基準日での、障がい者の雇用人数は２２人で、障害者雇用率は

２．９％となっており、法定障害者雇用率２．６％を上回っている状況であります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 ５番、神田正人議員の食品ロス削減における、食品ロス削減推進計画についてのご質問にお

答えいたします。 
 食品ロス削減は、誰もが取り組める身近なＳＤＧｓの取り組みであります。 
 市では、これまでも生ごみの排出抑制を推進する中で、令和元年度からは食品ロス削減に重

点を置き、令和２年度に「食品ロス削減運用指針」を策定したところであります。 
 「食品ロス削減推進計画」の策定については、「食品ロスの削減の推進に関する法律」におい

て努力義務とされており、既存の廃棄物処理計画等に位置付けることも認められていることか

ら、市では、昨年度に見直した「一般廃棄物処理基本計画」に指針の内容を盛り込んだところ

であります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 ５番、神田正人議員の食品ロス削減における、フードドライブの活動を行う団体への情報提
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供や補助についてのご質問にお答えいたします。 
 市では、令和２年度からの事業として、長期休みで給食が提供できない時期に、小学生がい

る生活困窮世帯等への食材提供を実施し、昨年度からは「長期休みの子どもフードサポート事

業」と事業名を改め、「認定ＮＰＯ法人フードバンク山梨」に委託し、小中学生の就学援助世帯

を対象として事業の案内を行い、長期休みに食料を提供してきたところであります。 
 また、「北杜市社会福祉協議会」においても、「緊急食料支援事業」を実施しており、市民な

どから寄贈された食料品を、食料に困窮している世帯に提供し、生活が継続できるよう支援し

ているところであります。 
 今後も、「北杜市社会福祉協議会」とは、生活困窮者の情報を共有するなど相互に連携しなが

ら、切れ目のない食料支援を実施してまいります。 
 一方、市内において、昨年１１月に「北杜市ライオンズクラブ」が、長坂総合支所を会場と

して「フードドライブ」を行い、市民の皆さまから、米、菓子、カップ麺、缶詰、飲料など、

多くの寄附を募り、集めた食材を「認定ＮＰＯ法人フードバンク山梨」へ提供したところであ

ります。 
 本市においても、この取り組みについて市広報紙などで周知するとともに、当日の物資の配

送などを合同で行ったところであります。 
 加えて、事業の取り組み結果について掲載し、実績をＰＲしております。 
 本年度も、「北杜市ライオンズクラブ」は、１１月と来年２月に「フードドライブ」を実施す

る予定と伺っております。 
 「フードドライブ」は、団体が自発的に行う活動であることから、市としても、市広報紙な

どで周知するなど、更なる事業の拡大ができるよう団体を支援してまいりたいと考えておりま

す。 
 次に、障害者雇用促進について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、市の障がい者の人数についてであります。 
 本市の障害者手帳等の交付者数は、本年３月末日現在、２，４３０人であり、内訳は、身体

障害者手帳１，７００人、知的障がい者に交付される療育手帳２８３人、精神障害者保健福祉

手帳４４７人であります。 
 次に、就業人数および職に就けない方の人数についてであります。 
 市では、本庁舎に「ハローワーク韮崎」と連携した「ほくとハッピーワーク」を開設してお

り、障がい者をはじめとする、市民の皆さまを対象に、相談支援を行い就業に結びつけている

ところであります。 
 就業人数については、「厚生労働省山梨労働局」によると、市町村ごとの集計はないとのこと

でありますが、昨年６月時点で、県内では２，００８人が民間企業に就職していると伺ってお

ります。 
 直近の市内の方の就労活動の状況は、「ほくとハッピーワーク」の昨年度の実績によると、障

がい者の利用者は２８人で、そのうち１１人が就業しております。 
 また、昨年度、「ハローワーク韮崎」にある障がい者窓口を利用した方は７８人で、そのうち

３９人が就業していると伺っております。 
 また、民間の「障がい者就業生活支援センター」に、就労に関する相談窓口がありますが、

昨年度の実績は、求職者が１７人、そのうち１０人が就業していると伺っております。 
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 次に、法定雇用率の実態と企業への指導についてであります。 
 法定雇用率の実態については、「厚生労働省山梨労働局」によると、昨年度の県内民間企業の

実雇用率は、法定雇用率２．３％に対して、２．１６％であります。 
 「障害者雇用促進法」により、法定雇用率に達していない企業への対応については、まず、

「ハローワーク」から企業などに対して「障害者の雇入れに関する計画」の作成・提出が求め

られ、改善が遅れるなどした場合は、厚生労働省からの指導が入ることとなり、それでも改善

が認められない場合は、企業名が公表されることとなっております。 
 法定雇用率に達していない企業の指導については、厚生労働省が行うこととなりますが、市

としても、障がい者の雇用が促進されるよう企業などへの協力を呼び掛けてまいりたいと考え

ております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 ５番、神田正人議員の食品ロス削減における、子どもに対する食育についてのご質問にお答

えいたします。 
 本市では、平成２３年度から、子どもたちが自ら農作業を体験することで、「食」の大切さや

生産者への感謝の気持ちを醸成することを目的に、市立保育園および小学校において「教育

ファーム事業」を実施しております。 
 この取り組みを通じて、「教育ファーム」を体験した子どもたちが親世代になり、食べ物の大

切さと、次の世代への食育が推進されることを期待しているところであります。 
 今後も、これまでの取り組みを継続するとともに、自らが食べる「食」の経路や、食品ロス

削減の方法なども取り入れた食育の推進を積極的に図ってまいります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 神田正人君の再質問を許します。 
 神田正人君。 

〇５番議員（神田正人君） 
 どうもありがとうございました。３項目すべてに再質問をさせていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 
 まず１項目めの食品ロス削減について、２つ質問させてください。 
 多方面から食品ロスに対する考えは、非常に大事であると思います。例として、「甲府タベス

ケ」等は、手続き等が面倒であります。非常に伸び悩んでいるというのが現状であると聞いて

おります。あくまでも手段としての方法ですが、それと同時に、一方で食品ロスの半減は家庭

から発生している状況であります。半分はですね。子どもへの食育ではなく、幅広い年代にお

いて実施していく必要があると考えます。この食品ロスの半分を家庭から出している現状の中

で、どのように市としては具体的な策を考えておりますか、お願いします。 
 もう１つは、食品ロス削減の中で、昨今ではＳＤＧｓの取り組みにおいて減少傾向が非常に
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続いてはおるんですけども、特に北杜市はごみの削減量が非常に良い方向に向かっているんで

すけども、政府が掲げる２０３０年までの半減は一層の取り組みが欠かせないと考えておりま

す。そこで未利用品等の有効活用なども効果的な方法であると思いますが、いかがでしょうか。 
 以上２点、食品ロス削減についての質問をお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 ５番、神田正人議員の再質問にお答えいたします。 
 ２点、ご質問をいただいております。 
 まず１点目でございますけども、食品ロスの多くは家庭から発生しているものであると。食

育だけでなくて、具体的に市はどのような施策を考えているかというご質問だと思います。 
 まずは、市民の皆さまに食品ロスを知っていただく、現状を知っていただくということが大

切だと思います。その影響や削減の必要性についての理解を各家庭において深めていただき、

お一人おひとりが自発的に取り組んでいただける施策を展開してまいりたいと考えております。 
 具体的には市民を対象とした食品ロス削減料理教室の開催などを現在、検討しているところ

でございます。 
 ２点目でございます。未利用食料品の有効活用も効果的であるということでございます。 
 フードバンク活動は、食品ロスの削減に直結するものであり、生活困窮者への支援等の観点

からも意義のある取り組みであると考えております。 
 本市では、フードバンク山梨と連携協定を締結しており、今後は福祉部局とも連携を図る中

で、未利用食品を提供しやすい環境づくりに向けて検討を進めてまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 神田正人君。 

〇５番議員（神田正人君） 
 どうもありがとうございました。大人も、子どもも食品ロス削減についての意識付けは必要

だと思いますので、ぜひ自治体のほうでもよろしくお願いしたいと思います。 
 それでは２項目め、障害者雇用促進について質問させていただきます。 
 先ほど申し上げたとおり、障がい者は障害者雇用促進法によって定められております。安定

して働き続けることができ、差別の禁止や決まった割合での雇用や合理的配慮が義務付けられ

ております。 
 そこで、市の職員は具体的にどのような仕事をされておるのか、要するに特に無理がないの

かとか、サポートがあるのか、そういったところの状況を教えていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 
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〇総務部長（板山教次君） 
 ５番、神田正人議員の再質問にお答えをいたします。 
 障害者雇用促進について、市では障がい者を雇用するに当たり、どのような業務に配置され

ているかというご質問だったかと思います。 
 雇用にあたりまして、配慮すべき点としましては、身体、知的、精神といった障害の種別、

それから障がい者の障害の程度により、個々に応じた職場環境や職務内容の配慮、調整などの

いわゆる合理的配慮を行う必要があります。 
 本市におきましては、本人の障害の程度によっては、従事が困難な現場でのサポートですと

か、身体的な負担が少ない業務への配慮を行っているところであり、主に庁舎内での事務的な

業務に従事している職員が多い状況であります。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 神田正人君。 

〇５番議員（神田正人君） 
 どうもありがとうございました。職員同士のサポートとか助け合い精神、こういったものは

市民に対しても同じような形で表れると思いますので、ぜひとも皆さんで、そのような考え方

で進めていただきたいと思います。 
 最後に３項目め、ＰＣＢ廃棄物の処理について質問させていただきます。 
 ＰＣＢ廃棄物というものは処理に期限がありまして、高濃度ＰＣＢは２０２３年、もうすぐ

ですね、低濃度ＰＣＢは２０２７年までの適正処理が義務付けられております。ぜひ油断しな

いようにお願いしたいと思います。 
 質問としましては、残ったものの種類と、あと高濃度と低濃度の具体的な内容について、教

えていただきたいと思います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 ５番、神田正人議員の再質問にお答えさせていただきます。 
 ＰＣＢの廃棄物はどのような製品で、濃度はどうなのかというご質問であったと思います。 
 答弁にもございましたが、３施設で確認されている未処分のＰＣＢの製品につきましては、

大型トランスが３台、小型のトランスが２台、合計５台ございます。そのいずれもが低濃度で

ございまして、うち大型トランス１台につきましては、本年度中に処分をすると、このような

予定になっております。その他のものにつきましては、来年度以降、予算措置をお願いした中

で、順次、処分をしていきたいと考えております。 
 なお、低濃度のＰＣＢにつきましては、１キロ当たり５千ミリグラム以下のものを指し、こ

れにも処分する期限が義務付けられておりまして、令和９年３月３１日までに処分をするよう

になっております。 
 以上でございます。 

 



 １８９

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 

〇５番議員（神田正人君） 
 終わります。ありがとうございました。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、５番議員、神田正人君の一般質問を終わります。 
 次に、みらい創生、１３番議員、福井俊克君。 
 福井俊克君。 

〇１３番議員（福井俊克君） 
 ２項目にわたり質問をさせていただきます。 
 まずはじめに、循環型農業の推進についてであります。 
 国が現在推し進めている「みどりの食料システム戦略」は、２０５０年までに有機栽培の面

積を２５％まで拡大。化学肥料の使用割合を３０％削減と高い目標を立てております。 
 しかしながら、現時点の日本の農業は、有機ＪＡＳ認定圃場が耕地面積全体の２．７％、ま

だまだ外国から輸入されている化学肥料に依存した農業が主軸となっている状況です。 
 このような背景の中、ウクライナ情勢によって、今、化学肥料は急激な値上がりが起きてお

ります。今、地域の農業者からは、このまま肥料価格が上がれば農業を継続することができな

いという声が上がっています。「ピンチな時こそチャンスあり」輸入資材によって成り立ってい

た日本の農業の改革が今、求められているのだと考えています。 
 北杜市は、包括連携協定の中で、中熟堆肥の試験製造も進めているところでもあり、市内に

は堆肥は豊富にあると認識しており、この地域資源を活用して環境にも配慮した循環型農業を

飛躍させる時ではないかと考えております。 
 そこで、下記について質問いたします。 
 １．現在の耕畜連携の取り組み状況についてお伺いします。 
 ２．本市における有機ＪＡＳ圃場、有機ＪＡＳ非認証圃場、特別栽培農産物ガイドラインに

基づく圃場は、北杜市全体の耕地面積に対する割合は、これについてお伺いいたします。 
 ３．環境循環型農業推進助成金におけるバラ堆肥および袋詰め堆肥の状況と過去５年の推移

はいかがでしょうか。 
 ４．農家の高齢化に伴い袋詰堆肥の活用は、年ごとに減少傾向と考えられます。堆肥の利用

促進のために、地域ぐるみで取り組む団体などに散布機械やストックヤードの補助事業につい

ての考えはありますか。 
 ５．循環型農業を推進するにあたり、ふるさと納税や直売所などへ特設コーナーやブランド

化（ラベルなどの取り組み）などをすることで、普及啓発の考えはありますか。 
 続きまして、２番目の項目ですが、過去の災害の記録を後世にということであります。 
 近年、地球温暖化の影響を受けて、世界規模で自然災害が起きています。 
 私たちは、地震や台風等といった自然災害に日頃から十分な備えをすることが重要です。 
 とりわけ、大雨や豪雨、台風の被害、河川の氾濫、土石流などの土砂災害等の過去の水害を

知ることは、未来の命を守ることにつながると言われています。 
 北杜市の過去の災害をたどると、大災害としては、１８９８年（明治３１年）の八ヶ岳南麓
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の大泉町で発生した台風による土石流で、死者５７名、流出家屋７２戸。また流れ下った濁流

は、釜無川に合流し武川町上三吹で氾濫、死者４名、家屋１６戸が流出しました。 
 私たちが記憶にある災害で、絶対に忘れてはいけない、後世に災害の怖さを語り継がなけれ

ばならない災害として、１９５９年（昭和３４年）の台風７号による土石流による災害であり

ます。武川町・白州町で死者行方不明者２７名、家屋の流出１６１戸、田んぼとか農耕地の流

出も２００ヘクタール以上ありました。未曽有の災害でありました。 
 このほか、北杜市における風水害年表で見ると、市内の全域で多くの被害状況が掲載されて

おり、本市は八ヶ岳、駒ヶ岳などの急峻な山々に囲まれているため、甚大な風水害が多く発生

しているとのことです。 
 特に近年では、八ヶ岳台地での被害が目立つようになり、台風災害のみならず過日８月２４日

には猛烈の雨のために、北杜市へ記録的短時間大雨情報が気象庁から３回にわたり発令、ＪＲ

小海線が運転見合わせ、八ヶ岳高原ラインが土砂崩れにより通行止めとなり、市でも市内各所

に避難所を開設され、５世帯１０人が避難するという被害があったばかりであります。 
 このように身近に起きる災害に、私たちはこれまで以上に防災意識の向上が求められていま

す。 
 合併前の武川町では、３４年災で一命を落とされた方々と今もって家族の元に帰ることがで

きない行方不明者の御霊へ、町民一堂に会し戦没者慰霊祭と併せて水難者の供養をしてきまし

たが、北杜市からは忘れ去られたように慰霊祭も実施されなくなり、災害の記憶さえ合併の波

に飲み込まれ薄れた感覚を持ちます。そこで、過去の災害を風化せず教訓と生かすためにと思

い、以下伺います。 
 記 
 １．３４年災から６３年目、当時を語り継ぐ方々も少なくなる状況をいかに捉えておるでしょ

うか。 
 ２．市では地域減災リーダー育成など災害に強いまちづくりを進めているが、過去の災害を

知ることが減災意識の高揚につながると思うがいかがでしょうか。 
 ３．水難者慰霊祭復活の考えはありますか。 
 ４．武川総合支所には、３４年災の被災写真などが数多く残されています。この写真を活用

し、当時の状況を知る方々が、災害状況の説明と復興の経過を語り継ぎ、次世代へ防災意識の

高揚の手段とする考えはありますか。 
 ５．災害に直面した方々が語れる今だからこそ、常設展示所を開設して、防災教育の拠点が

できればよいと思いますが、いかがでしょうか。 
 ６．常設展示会場としては、高齢者活動センターに併設され合併時に閉館となっている武川

民俗資料館が考えられますが、いかがでしょうか。 
 ７．民間団体の甲斐駒清流懇話会は、合併前からも、合併以来、白州・武川の小学校３年生

保護者同伴で、毎年３４年災を語り継ぐ活動として砂防校外授業を実施していますが、この活

動をどのように捉えているか、お伺いをいたします。 
 ８．武川地域委員会の事業で、３４年災から６０年目を節に災害を語る会をせせらぎで開催

した際に北杜市に甲斐駒清流懇話会から、当時の災害を多数の語り部からの録画収録ＤＶＤを

寄贈しておりますが、その活用状況はいかがになっているでしょうか。 
 以上２項目にわたって、質問を申し上げました。よろしくご答弁をお願いいたします。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 １３番、福井俊克議員の循環型農業の推進における、耕畜連携の取り組み状況についてのご

質問にお答えいたします。 
 現在、本市では水田転作作物として、「稲発酵粗飼料」、いわゆる「ホールクロップサイレー

ジ」の生産振興を図っております。 
 昨年からは、飼料の新品種生産に着手しており、従来のものより収穫量が多く、牛が消化不

良を起こさないことなどから、耕種農家、畜産農家ともに好評をいただいているところであり

ます。 
 また、本年度からは「梨北農業協同組合」と連携し、刈取り後の稲藁を飼料化する取り組み

を予定しております。 
 これらの取り組みは、水田で生産される有機物を家畜に与え、排出物を「明野町堆肥センター」

で堆肥化して土壌に還元するものであり、耕畜連携として取り組んでおります。 
 その他につきましては、教育長および担当部長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 １３番、福井俊克議員のご質問にお答えいたします。 
 過去の災害の記録を後世に、について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、３４年災を語り継ぐ方の減少についてであります。 
 昭和３４年８月に起こった台風７号の災害は、本市にとっても、忘れてはならない歴史的出

来事であり、その関係資料や体験者の記録を残し、次世代へ語り継ぐことの重要性は十分認識

しております。 
 当時を語り継ぐ方々が少なくなることは、大変残念なことでありますが、各種イベントでの

講演のほか、「飛び出せ学芸員事業」等を実施する中で、できる限り当時を知る方々からの聞き

取り調査を行い、その記録を残してまいりたいと考えております。 
 次に、被災写真の活用による災害と復興を語り継ぐ取り組みについてであります。 
 「北杜市郷土資料館」では、平成２６年に「忘るな、北杜の災害記憶」と題し、市内で発生

した災害をテーマとした企画展を開催したところであります。 
 その際に、武川総合支所からも当時の写真等を借用し、活用したところであります。 
 この企画展は、東日本大震災の記憶が鮮明に残る中での開催でありましたが、災害に関して

は定期的に情報発信していかなければならないと考えており、被災写真についても展示や講座

等で活用することにより、防災意識の高揚に役立ててまいります。 
 次に、常設展示所についてであります。 
 現在、郷土資料館の常設展示の一部で、平成２６年の企画展の内容をまとめたパネルと、災

害で流された大武川橋親柱を展示しており、今後、その災害に関する展示を、被災写真等を活

用しつつ、充実させることを検討してまいります。 



 １９２

 また、「甲斐駒センターせせらぎ」をはじめとする社会教育施設等での、定期的な企画展、あ

るいは市内各地での巡回展を実施することも検討してまいります。 
 次に、武川民俗資料館の活用についてであります。 
 「旧武川民俗資料館」は、現在所蔵資料を保管する「武川収蔵庫」として利用しております

が、建築年度が昭和５７年と古く、建物自体の長寿命化は困難であると考えており、この施設

の活用については難しいものと考えております。 
 次に、砂防校外授業についてであります。 
 現在、親子で歴史を学ぶ機会は、どの学校でも少なくなってきていることから、白州小学校

および武川小学校で行われている３年生の校外学習は、地域の歴史を知る上で、大切な活動で

あると捉えております。 
 「砂防校外授業」は、３４年災という災害を通して、子どもたちだけでなく、保護者、そし

て学校が共に防災について考える良い機会であると考えており、「特定非営利活動法人甲斐駒清

流懇話会」に、「砂防校外授業」を実施していただいていることは、大変意義深いものであると

考えております。 
 次に、ＤＶＤの活用状況についてであります。 
 現在、武川小学校では、毎年６月に行われる「砂防校外授業」に参加する事前学習として、

ＤＶＤを視聴しており、全体的なイメージをつかむために、担任が映像を厳選し、どのような

災害だったのか学習した後に、「砂防校外授業」に参加しております。 
 また、社会科の副読本「わたしたちの北杜市」でも、昭和３４年の白州・武川地区の水害を

取り上げ、歴史や水害体験者の話などを掲載し、後世に歴史を引き継いでおります。 
 今後も、小中学校や図書館等に寄贈されたＤＶＤと一緒に活用していただけるよう、推奨し

てまいりたいと考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 

〇総務部長（板山教次君） 
 １３番、福井俊克議員の過去の災害の記録を後世に、における、減災意識の高揚につながる

取り組みおよび水難者慰霊祭についてのご質問にお答えをいたします。 
 過去の災害を知ることは、災害対策を実施する上で必要なことと考えております。 
 市では、災害に関する講演の開催や、災害関連のイベントに学術職員を派遣するなど、災害

に関する啓発に取り組んでおります。 
 また、市ホームページでの過去の風水害年表の公開や、「北杜市郷土資料館」において、「忘

るな、北杜の災害記憶」のハンドブックを販売するなど、市民に向けて情報発信を行っており

ます。 
 今後も、減災意識の高揚につながるよう、過去の災害について周知してまいります。 
 なお、水難者慰霊祭の復活の考えについてでありますが、合併前の武川村において行われて

いた、「戦没者慰霊祭」と合同での開催は考えておりません。 
 以上でございます。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 １３番、福井俊克議員のご質問にお答えいたします。 
 循環型農業の推進について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、有機および特別栽培を行っている圃場の割合についてであります。 
 市が報告を受けている面積から集計すると、北杜市全体の耕地面積に対し、有機ＪＡＳ圃場

が１％、非認証圃場が１％、特別栽培農産物が１．１％となっております。 
 次に、助成金におけるバラ堆肥および袋詰め堆肥の状況と過去５年の推移についてでありま

す。 
 平成２９年度袋売り５５．２トン、バラ売り２トン、平成３０年度袋売り６６．３トン、バ

ラ売り１．９トン、令和元年度袋売り５７．１トン、バラ売り１．９トン、令和２年度袋売り

５１．４トン、バラ売り１．８トン、令和３年度袋売り３０．６トン、バラ売り２．２トンで

袋売りの堆肥は、減少しております。 
 次に、散布機械やストックヤードの補助金についてであります。 
 「袋詰め堆肥」の消費は、年々減少傾向にあります。 
 「袋詰め堆肥」は、一袋１６キログラムあるため、散布作業は重労働と考えております。 
 また、堆肥散布機の購入やストックヤードの整備には、多額の費用が必要となります。 
 市としても、循環型農業を推進することとしていることから、地域の核となる担い手に対す

る、作業の軽減、堆肥の利用促進を図るための支援について、調査研究を進めてまいりたいと

考えております。 
 次に、特設コーナーやブランド化などの普及啓発についてであります。 
 本市では、現在、国の「みどりの食料システム戦略」に基づき、「オーガニックビレッジ事業」

として有機農業の推進を図っております。 
 しかしながら、環境負荷の低減につながる特別栽培や、有機農業により生産された農作物の

販路拡大を図るためには、ブランド化を推進することも重要であるため、今後、生産者や直売

所などの販売店舗からのご意見を伺ってまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 福井俊克君の再質問を許します。 
 福井俊克君。 

〇１３番議員（福井俊克君） 
 それでは２項目にわたりまして、再質問を行います。よろしくお願いします。 
 まず、循環型農業の推進についてであります。 
 本市は全国と比較しますと、有機農業の割合が非常に多く、地域の有機資源等、積極的に活

用していると思いますが、先ほど答弁がありましたが、約９７％の農家は化学肥料を使ってい

るということであります。このような中で、化学肥料の高騰の背景から、堆肥を利用する循環

型農業が進んだ場合、地域の畜産排泄物だけで対応ができるのか、お伺いをしたいと思います。 
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 それと同時に、また地域に畜産排泄物が存在しているにもかかわらず、堆肥の利用が伸びな

い課題というのは、なんだと考えておりますでしょうか。 
 以上２点、再質問をいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 １３番、福井俊克議員の再質問にお答えいたします。 
 循環型農業が進んだ場合、地域の畜産排泄物だけで対応できるのかというご質問と、堆肥の

利用が伸びない課題は何かというご質問だと思います。 
 北杜市には乳用牛、肉用牛、合わせて１，８００頭の牛が飼育されております。畜産排泄物

は年間およそ２万４千トン排出されると考えられます。水田を中心に考えますと、十分に地域

資源で賄えるものと考えております。 
 また、堆肥の利用が伸びない課題ということで、大きく分けて２つの要因があると考えてお

ります。１つ目は、農家にとって必要とされる品質になっていない堆肥も多く存在していると

いうことでございます。２つ目は、堆肥を散布する際の労力が非常にかかるためと考えており

ます。 
 このように化学肥料と同等の窒素成分を求めた場合、約５倍から１０倍の散布量が求められ

る堆肥の散布省略化が今後の課題と考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 福井俊克君。 

〇１３番議員（福井俊克君） 
 ありがとうございました。それでは、続いて、過去の災害の記録を後世にという質問で、再

質問をしたいと思います。 
 まず、過去の災害の教訓として極めて重要なことと感じているのは、やはり行政課題の伝達

の手段であり、この伝達の手段といえば、一昨日の台風１４号では、早めの市の対応がされま

して、防災無線により市民へ避難所の開設の呼びかけをしたところであります。市民にしっか

り伝わって、災害への心構えができたということであります。大変に、真剣に、この防災関係、

防災無線による伝達を行っていただいて、市民もしっかりそれが伝わったということでありま

す。 
 このように災害時の伝達手段については、防災無線が、私、今までも言っていますが、一番

効果があると思っております。しかしながら本市の防災無線においては、市内全域に一斉に放

送ができますけども、野外での放送しか聞こえません。そういうことで、荒れている天候、荒

天時においては、屋内ではほとんど聞こえない、また夜間で、特に大雨が降っているような状

況においては、聞き取りにくいわけであります。そんな状況を考えますと、やはり戸別受信機

の設置というのが私は一番ベストではないかなと、このように思っております。 
 これは、北杜市も高齢化が進みまして、高齢者含めて、災害弱者の方々が多くなっています。

そういうことを考えますと、やはりしっかりしたやさしい伝達手段である、この防災無線の戸
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別受信機の設置というのが、必要不可欠ではないかなと感じております。この防災無線という

のは、災害時だけではなくて、行政無線ですから、行政上の伝達事項等、すべて市民に伝わる

わけです。そういうことも考えますと、これらの今後、戸別受信機の導入についても考えていっ

てほしいと、このように思いますが、市長のご答弁をお願いしたいと思います。よろしくどう

ぞ。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 戸別受信機につきましては通告外になりますが、災害に関係ありますので、分かる範囲での

答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 福井俊克議員の再質問にお答えさせていただきたいと思います。 
 戸別受信機ということで、普及してはどうかという話でありますけども、戸別受信機はすべ

ての防災放送が入るというメリットがありますけども、１台あたりが非常に高額であるという

ことがありまして、市といたしましては、防災ラジオの普及を現在、図っているところであり

ます。 
 防災ラジオは避難指示があった場合に、割り込みで放送が入ってくれるというような機能に

なっておりまして、ぜひ防災ラジオを多くの方に活用していただければと思っております。 
 現在、補助を出しておりますけれども、また、補助のかさ上げとか、そういうものも検討し

ながら普及を図っていきたいと思いますし、またＳＮＳですとか、ホームページでもしっかり

と告知をしてまいりたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 福井俊克君。 

〇１３番議員（福井俊克君） 
 市長に再質問でお答えをいただいたんですね。再々質問でよろしいでしょうか。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 どうぞ。 

〇１３番議員（福井俊克君） 
 ありがとうございました。市長。私は、その戸別受信機と同じような機能があるものという

ことで、今まで北杜市では防災ラジオを進めていたんです。ただ、案外高いもので、その２分

の１補助が市からあるということで、これも私たちの会派の中でもできるだけ、それを無償貸

与できるようにしてほしいということで、そして普及したらどうかと、こういう提案もさせて

いただいておりますが、ぜひとも、防災ラジオでも結構です。北杜市の災害本部において、情

報をいっぺんに伝達できる、そういう仕組みをつくってほしいと、こういうことです。よろし

くお願いします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 板山総務部長。 
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〇総務部長（板山教次君） 
 １３番、福井俊克議員の再々質問にお答えをいたします。 
 戸別受信機につきましては、先ほど市長が答弁したとおり、少々高額で、さらにおそらく工

事が必要になるものだと私は認識をしているんですけども、それに代わるものとして防災ラジ

オの無償貸与ということでございます。こちらにつきましては、今まで補助を活用して購入さ

れた方もいらっしゃいます。そういう方たちのことも考えなければなりませんので、ここで回

答することはできませんけれども、また、そのあたりを研究してみたいと思っております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、１３番議員、福井俊克君の一般質問を終わります。 
 次に、みらい創生、１８番議員、保坂多枝子君。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ３項目について、質問いたします。 
 まず、命に対する授業（性教育）の充実についてお伺いいたします。 
 産業革命を経て世界人口は、１９００年の１６億５千万人から１００年間で４倍に増加し現

在も増加傾向にあります。７月１１日、世界人口デーに発表された「世界人口推計２０２２」

によると２０２２年１１月１８日に８０億人に達するといわれていますが、日本では、少子化

が進んでいます。 
 厚生労働省「人口動態統計」によると、日本の出生は約８１万１千人。死亡数は、約１４３万

９千人で、自然増減は６２万８千人です。合計特殊出生率は、１．３０であり、これも減少傾

向にあります。赤ちゃんの数が少ない上に、死産は、自然死亡１万６千人。そのうち半分の８千

人が人工死産であります。人工死産とは、胎児が生存している場合で、出産の促進剤などの使

用で死産になってしまったような場合をいいます。また、人工妊娠中絶は約１５万６千人もあ

ります。 
 日本人の死亡原因の順位として挙げられている第１位の悪性腫瘍は３７万人、第２位の心疾

患は２０万人、第３位、４位にあげられている老衰、脳血管疾患は１１万人ほどでありますが、

こうして比較してみると、人工妊娠中絶の数は恐ろしいほどの数になることが分かります。 
 人工死産や中絶の要因には、「母子の健康状態」「経済的理由」「事故」「若すぎる」「未婚」「子

育てに自信がない」「学業に差し支える」「親の反対」など様々なものが考えられます。尊い命

の誕生を大切に考える社会、大切にできる社会でありたいと思います。思春期を迎え「性」を

意識する年代には、きちんとした知識を習得することが重要であると思いますので、見解を伺

います。 
 ①小学校高学年から専門の講師による授業の考えは。 
 ②男女別々に学ぶのではなく、男女共に学ぶべきことがあると思いますが、お考えを伺いま

す。 
 次に、死亡届のワンストップ制度について。 
 近年平均寿命が男女ともに延び、数少なかった１００歳を超える高齢者も今は珍しくありま
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せん。しかし、ここ２、３年のコロナ感染症の影響により、平均年齢が下がってきています。

元気で長生きが私たちの願うところではございますが、死は必ず訪れるものであります。長い

看病の末、亡くなるケース。事故であっという間に亡くなることなど様々なことがありますが、

大きな悲しみのうちに死亡届を出すことになります。 
 死亡手続きには、健康保険や固定資産税などいくつもの手続きが必要となり、重複した書類

や窓口も別々なため、多くの労力を要しています。高齢化が進み交通手段に不自由している方

や仕事を休まなければならない方も多いことも考える必要があります。 
 他市では、すでに導入しているところもあります。ワンストップで何度も市役所に足を運ば

ないで済み、簡素化が図れるような制度が必要だと思いますが、見解を伺います。 
 ①死亡届に係る諸手続きには、どのような届けがあり必要なものは何ですか。重複する書類

はないでしょうか。 
 ②住民の利便性を図る手立てとして、ワンストップ窓口を設置する考えはありますか。 
 最後に、マンホールおよび管路の寿命評価と点検について。 
 下水道設備が、整備されたことにより市内の河川は清浄化され、蛍の生息も市内各所で見ら

れるようになってきました。環境面では飛躍的に向上されましたが、そのことにより管路等の

維持点検には大きな負担が生じていると考えられます。近年予想できない異常気象に伴う大雨

や洪水などから、他市では許容量を超えた雨水でマンホールから水が噴き出すなど大きな被害

が起きています。北杜市でも８月２４日に大雨警報が発令され、土砂崩れや交通止めもあり、

２日ほど前には台風の影響が心配されることもありました。いつ災害が起きるとも限らない状

況です。 
 また、通常の経年劣化や硫化水素による腐食などから今後マンホールや管路に影響が出るこ

とも予想されます。このような状況の中で、現在市内のマンホールおよび管路の寿命をどのよ

うにとらえていますでしょうか。また、その点検方法や現状はどのようになっているのか、伺

います。 
 ①マンホールの寿命はどのように考えていますか。 
 ②マンホールや管路の点検はどのようにしていますか。 
 ③今までに点検した個所はどのくらいありますか。これはマンホール、管路を含めておりま

す。 
 ④構造上、硫化水素やガスがたまりやすいところに対しての何かお考えがありますか。 
 以上、よろしくお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 １８番、保坂多枝子議員のご質問にお答えいたします。 
 死亡届のワンストップ制度について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、死亡届に係る諸手続きについてであります。 
 市では、昨年度、行政サービスの向上を目的に、本庁舎の総合窓口に「コンシェルジュ」を

設置し、来庁者の方が希望する窓口までスムーズにご案内できるようサポートをしております。 
 また、本年度からは、マイナンバーカードの普及促進も含め、更なる総合案内における利便
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性の向上を図るため、市民サービス課を設置し、体制の強化を行ったところであります。 
 死亡届に伴う手続きは、国民年金、国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険、市税や

上下水道などで、変更手続きや廃止等の届出が必要であるため、関係する窓口は多岐にわたり、

必要な書類も様々であります。 
 こうしたことから、本市では、手続き内容や持ち物などの一覧表を作成し、総合窓口におけ

るご遺族の方への説明に活用するとともに、各窓口にご案内するなど、丁寧な対応に努めてい

るところであります。 
 次に、ワンストップ窓口の設置についてであります。 
 「おくやみ」に関する諸手続きは、市役所の複数の課にわたるため、手続き時間が長くなり、

遺族の方の負担が大きくなりやすいことから、必要な諸手続きを一括してご案内する窓口の設

置を検討しているところであります。 
 この窓口では、遺族の方にどのような手続きが必要か案内するとともに、健康保険や介護保

険などの手続きに職員が順次対応することで、遺族の方に寄り添った円滑な手続きを行い、遺

族の方の負担軽減と時間短縮を図ってまいりたいと考えております。 
 その他につきましては、教育長および担当局長が答弁いたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 １８番、保坂多枝子議員のご質問にお答えいたします。 
 命に対する授業（性教育）の充実について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、専門の講師による授業についてであります。 
 学校における性に関する指導は、「学習指導要領」に基づき、児童生徒が性に関して正しく理

解し、適切に行動を取れるようにすることを目的に実施されており、体育科、保健体育科や特

別活動をはじめ、学校教育活動全体を通じて指導することとしております。 
 指導に当たっては、「発達の段階を踏まえること」、「学校全体で共通理解を図ること」、「保護

者の理解を得ること」、「事前に、集団で一律に指導する内容と、個々の児童生徒の状況等に応

じ個別に指導する内容を区別しておくこと」など、計画性をもって実施することとしておりま

す。 
 小学校高学年から、専門の講師による授業を行うことについては、児童生徒や保護者を対象

に、保健師や助産師など専門家を講師とした「いのちの授業」を実施し、命の始まりや出産・

育児についての講話を聞くことで、命の大切さについて学ぶ機会を設けております。 
 次に、男女ともに学ぶことについてであります。 
 市立小中学校においては、命に対する授業は、保健体育科や理科などの教科や特別活動の中

で実施しておりますが、男女合同の一律な指導を基本としながらも、宿泊を伴う行事における

事前指導等においては、児童生徒の状況等に応じて、一部の指導を男女別または個別に行って

いるところであります。 
 引き続き、児童生徒に対して適切な、命や性に関する授業が行われるよう、指導の充実を図っ

てまいります。 
 以上であります。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 １８番、保坂多枝子議員のご質問にお答えいたします。 
 マンホール及び管路の寿命評価と点検について、いくつかご質問をいただいております。 
 はじめに、マンホールの寿命についてであります。 
 マンホールは、下水道管路の布設に合わせて設置しており、その構造は、下水道管路に接続

する地下構造物と道路等の地表面にある鉄蓋から構成されております。 
 耐用年数については、国の通知では、下水管渠、マンホールおよび桝は５０年、蓋について

は１５年から３０年とされております。 
 次に、マンホールや管路の点検についてであります。 
 平成２７年の「改正下水道法」の施行により、「維持修繕基準」が創設され、下水の貯留その

他の原因により腐食するおそれが大きいものとして、政令で定める排水施設の点検は、５年に

１回以上の適切な頻度で行うことが規定されました。 
 これを受け、本市では令和元年６月に「北杜市下水道ストックマネジメント実施方針」を策

定し、マンホール蓋やマンホール内部の目視による点検、管内のテレビカメラによる調査を行っ

ているところであります。 
 次に、今まで点検した箇所についてであります。 
 「ストックマネジメント実施方針」策定時の管路総延長は、５５万９，４９７メートル、マ

ンホール総数１万５，３２２カ所に対し、腐食するおそれの大きい箇所については、管路３，

３３５メートル、マンホール１，０９３カ所であることから、優先的に点検を実施した結果、

昨年度までに管路２，０６３メートル、マンホール７５５カ所の点検を終えたところでありま

す。 
 次に、硫化水素やガスがたまりやすい箇所についてであります。 
 マンホールポンプからの圧送管吐出し先にある管路内部の水面から上の部分や、段差・落差

の大きい管路内部の水面から上の部分に硫化水素が発生しやすいとされております。 
 腐食の著しい箇所については、防食補修や耐食性のあるものへの更新を考えております。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 保坂多枝子君の再質問を許します。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ３項目について、再質問させていただきます。 
 まず、命に対する授業についてですが、今、少し前の時代には書籍だとか、テレビなどによ

る情報くらいでしたが、今はＳＮＳだとか、ＬＩＮＥだとか、情報を容易に得る手段がたくさ

んあります。興味本位の情報ではなくて、また漠然としたものではなくて、具体的に踏み込ん

だ正しい知識というのが必要になると思います。先ほどのご答弁の中で、指導の充実を図って

いくとお答えいただいたんですが、しっかりと対応をお願いしたいと思います。これについて
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のご答弁をお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 加藤教育部長。 

〇教育部長（加藤寿君） 
 １８番、保坂多枝子議員の再質問にお答えをいたします。 
 私たちや児童生徒の周りには、様々な情報があります。中には信ぴょう性の乏しいものもあ

り、その中から正しい情報かどうかの判断をすることは、非常に児童生徒にとっては難しいと

考えております。 
 こうしたことから、やはり正確な知識、情報を児童生徒にしっかりと伝えることが何よりも

重要であるということは、議員ご指摘のとおりだと考えております。 
 このため、学校における指導の際にも例えば具体的事例などを用いるなど、しっかりと対応

を今後ともしていきたいと考えております。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ありがとうございました。ぜひよろしくお願いいたします。本当に尊い命が失われていると

いう実態、つぶさに分かっていただいたと思いますので、よろしくお願いいたします。 
 では、２項目めの死亡届のワンストップ制度について、お伺いいたします。 
 先ほど、手続きの内容や持ち物などを一覧表にまとめて、スムーズに手続きできるような案

内をしているというご答弁がございましたが、この制度を導入するとしたら、いつごろになる

でしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 １８番、保坂多枝子議員の再質問にお答えいたします。 
 死亡届のワンストップ制度を導入するとすれば、いつごろ導入が可能かというご質問であっ

たと思います。 
 死亡届に伴う手続きにつきましては、市役所の複数の課にまたがりまして、庁舎がいくつか

に分かれております。これは構造上の問題、課題でもあるなど、完全なワンストップ窓口の設

置には、なかなか難しいものがあると考えております。 
 必要な手続きを一括して、ご遺族の方にご案内するお悔やみ手続きの支援窓口につきまして

は、今年度中に開設できるように進めてまいります。 
 この窓口によりまして、各種手続きがスムーズに済ますことができ、手続きや時間の短縮と

遺族の方々へのご負担の軽減になるかと思いますので、その点につきましても考慮しながら開

設ができるよう進めてまいりたいと思います。 
 以上でございます。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ありがとうございます。ぜひ、早急に進めていただけると利便性が図れると思います。 
 それから交通手段に、先ほども話しましたが、苦慮している方とか高齢者、それから障がい

を持った方は、近くで手続きができるということは大変助かることなので、本庁舎だけでなく、

各支所などでも受け付けられるような体制はお考えでしょうか。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 小泉市民環境部長。 

〇市民環境部長（小泉雅人君） 
 １８番、保坂多枝子議員の再々質問にお答えさせていただきます。 
 本庁だけではなく、各支所でも受け付けができるような体制が取れないだろうかといったご

質問であったと思います。 
 各総合支所におきましては、現在でもご遺族の方が必要な手続きのほとんどを地域市民課の

窓口で行うことのできる体制を取っております。 
 本庁、各総合支所のいずれの窓口におきましても、市民の皆さまが安心して手続きが行える

よう、職員も用件をしっかりと聞き、親切丁寧な対応に努めているのが現状でございます。 
 また、より分かりやすく各種手続きの窓口や持ち物の案内ができますように、ご遺族の皆さ

まへの案内チラシの作成にも工夫をしてまいりたいと考えております。 
 葬儀などで不安もある中、様々な手続きをされるご遺族の方々に寄り添った対応に今後も努

めさせていただきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ありがとうございます。市役所だけの手続きではなくて、遺産相続だとか、いろんなことが

絡んで、死亡したあとのことって、いろいろなことがありますので、市役所でできること、協

力していただけたら本当にありがたいと思います。 
 それから３項目めです。マンホール及び管路の寿命評価と点検についてですが、様々、いろ

いろと教えていただいたんですが、事故が起きてからでは遅いわけで、またそれが大きな災害

というか、人災というふうな観点になってはと懸念されているところがございます。このため

に事故を未然に防ぐためには、何か考えていらっしゃるか、どんなような対応をしていらっしゃ

るのか、お伺いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 浅川上下水道局長。 
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〇上下水道局長（浅川和也君） 
 １８番、保坂多枝子議員の再質問にお答えいたします。 
 事故を未然に防ぐためにどういう対応をしていくのかという、ご質問でございます。 
 大きな視点といたしましては、施設の維持管理ということになるかと捉えておりますが、こ

れは点検ですとか、調査を実施いたしまして、施設の評価を行うとともに、この施設情報を蓄

積し、施設管理に関する精度の向上を図るということになるかと考えております。 
 施設の劣化管理ということでの、マンホールおよび管路のリスク対応ということになります

と、具体的には１つといたしましては、劣化による施設ごとの整備、２つ目といたしましては

巡視ですとか、住民からの苦情等から得られた情報の確認と、その整理。３つ目といたしまし

ては、点検、調査マニュアルによる現地調査。マンホールの目視点検ですとか、テレビカメラ

での調査等になりますけれども、このような調査や、その結果、これを蓄積する中で、改築事

業を行って対応するという、このことが事故の未然防止につながるものと考えております。 
 以上でございます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 よろしいですか。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 ありがとうございました。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで、１８番議員、保坂多枝子君の一般質問を終わります。 
 最後に、会派しんせい、１７番議員、野中真理子君。 
 野中真理子君。 

〇１７番議員（野中真理子君） 
 ２日間にわたる今定例会の質問戦も、これで最後です。皆さま、お疲れかとは思いますけど

も、持ち時間４分ですので、よろしくお願いいたします。 
 それでは、１項目、一般質問を行います。 
 児童生徒が使う学校のトイレに、必要な時に無償で使える生理用品を置いていただきたいと

思います。市の考えや対応を伺います。 
 過去の答弁で保健室に常備されていることは分かっていますが、一般的なものはトイレに置

き、多い日用や夜用などを養護教諭が子どもたちの相談に応じながら配布できるように、ぜひ

していただきたいと思っています。子どもたちがより安心・快適に過ごせるように提案するも

のです。市の考えを伺います。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 輿水教育長。 

〇教育長（輿水清司君） 
 １７番、野中真理子議員の学校のトイレに生理用品を、における、生理用品の配置について

のご質問にお答えいたします。 
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 学校のトイレへの生理用品の配置については、生理用品をきっかけとして、児童生徒が体調

面や学校、家庭生活での悩みなどを養護教諭に相談できるよう保健室に常備し、養護教諭から

無償で手渡しする対応としていることから、行っておりません。 
 また、生理用品の種類に関わらず、トイレに置くことについては、衛生面の不安や利用上の

マナーなど日々の管理上の懸念もあることから、常設は考えておりません。 
 学校においては、引き続き、養護教諭をはじめとする教職員と児童生徒とのコミュニケーショ

ンを取りながら、成長期にある児童生徒の体調面の管理等、寄り添った対応を行ってまいりま

す。 
 以上であります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 当局の答弁が終わりました。 
 野中真理子君の再質問を許します。 
 野中真理子君。 

〇１７番議員（野中真理子君） 
 私が学校のトイレに置いていただきたいと思っているのは、本当に一般的なものの生理用品

です。先生がよかれと思うことと、子どもたちが希望するものというのは、この件にかかわら

ず常に開きがあるものだと思っています。子どもたちが忘れて困ったり、それからハッとする

というのは、子どもたちがそういうふうに思うものなので、ぜひ子どもたちに寄り添って現場

でより良い、何か対策を考えていただきたいと思います。 
 このことをご答弁願いたいのと、多い日用や夜用というのを、ぜひ保健室のほうで用意して

いただいて、この多い日用とか夜用というのは、非常に単価が高いです。普通の生理用品と違っ

て。それで、例えば月に２、３日のことだとか、それから個人によっても本当に必要度はまっ

たく違うので、だけども単価が高いからたぶん、経済的に困窮したり、苦しいお家では買わな

いと思います。私自身も子どもたちにどうしようかなと考えたぐらいなので、そのぐらい、全

然、単価の開きがあるものです。でも、それを使うことによって、安心してぐっすり眠れたり、

体育や部活動が快適にできたりするものなんです。ぜひ、予算がないからといって、そういう

ものは買わないではなくて、夜は学校にはいないから買わないとかではなくて、子どもたちの

生活、それから本当に快適に過ごせるように、ここの部分はぜひ養護の先生たちと協議の上、

学校に配備していただいて、そこのところで子どもたちとゆっくり話をして経済のこととか、

それから体調のこととか、じっくり話して、これを使って快適に過ごしなさいというのを言っ

てあげてほしいなと思います。そこのところのご答弁をお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 加藤教育部長。 

〇教育部長（加藤寿君） 
 １７番、野中真理子議員の再質問にお答えをいたします。 
 生理用品の配置につきましては、他自治体でも学校のトイレに置いてある事例も、導入して

いる自治体もあります。その中で、実際の中ではトイレに置いたことにより、トイレがたびた

び詰まってしまったという事例があったということで、置くのをやめた自治体もあるそうです。

これは事例ということです。 
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 現場での、学校現場を預かる養護教諭等に状況等の聞き取りをしてみたところ、やはりトイ

レに置くことも良いとは思うんですけども、やはり養護教諭とすれば直接児童生徒と向き合い、

対応することが大事だということであります。 
 そんなことから、本市といたしましては、トイレへの配置については、ご答弁させていただ

いたとおり、現在のところ行っていないところでありますけども、今、議員からご指摘のあっ

たものにつきましては、やはり保健室に常備するものの選定に当たっては、子どもたちの声を

しっかり聞きながら、適切な対応ができるように努めてまいりたいと考えております。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 野中真理子君。 

〇１７番議員（野中真理子君） 
 今のご答弁で、学校のトイレに置いたから、置くことによってトイレが詰まることが多くなっ

たというのは、なんか、実際には使っている子たちは、みんな家から持ってきたり、自分で持っ

て行ったりして使っているわけなので、そのときは詰まらないのに、置いたことによってトイ

レが詰まるというのは、ちょっと考えられないので、やっぱり原因、なぜこういうことが起こっ

たのかということは、しっかり考えた上で、本当に置くべきではないのか、置いてあげるべき

なのかということを、子どもたちと共に改めて考えていただきたいと思いますけども、もう一

度、ご答弁をお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 加藤教育部長。 

〇教育部長（加藤寿君） 
 １７番、野中真理子議員の再々質問にお答えをいたします。 
 先ほど、他自治体での事例をご紹介いたしましたが、ここにつきましては、それが直接の原

因かどうかというところまでは、聞き取りは行っておりませんが、置いた自治体の学校では、

こういうことがあったという事例ということで、ご理解をいただきたいと思います。 
 設置につきましては、しっかり子どもたちの意見も大事でありますけども、やはり現場を預

かる養護教諭の声につきましては、直接児童生徒と実際に向き合っている方々の考えというも

のもやはり尊重すべきではないかと思っております。 
 今後も養護教諭、また学校現場としっかり連携を取りながら、いろんな学校教育全般にわた

りまして進めていきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 以上で質問を打ち切ります。 
 これで１７番議員、野中真理子君の一般質問を終わります。 
 以上をもちまして、本日の日程はすべて終了いたしました。 
 次の会議は９月２２日、午前１０時に開きますので全員定刻にご参集ください。 
 本日は、これをもって散会といたします。 
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 大変ご苦労さまでした。 
 

散会 午後 ５時２４分 
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開議 午前１０時００分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 皆さま、おはようございます。 
 本日もスムーズな運営のうちに進行できますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 ただいまの出席議員数は２０人であります。 
 定足数に達していますので、ただいまから本日の会議を開きます。 
 諸報告をいたします。 
 企画部から地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき、出資法人等の経営状況を説明

する書類および教育委員会から地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項の規

定に基づき、北杜市教育委員会自己点検・評価報告書が提出されました。あらかじめ、お手元

に配布したとおりであります。 
 次に、令和４年８月実施分の例月現金出納検査の結果について、お手元に配布のとおり報告

がありました。 
 次に、峡北地域広域水道企業団議会から報告がございます。 
 峡北地域広域水道企業団議会副議長 進藤正文君、報告をお願いします。 
 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 
 朗読をもって報告いたします。 
 令和４年第２回峡北地域広域水道企業団議会９月定例会報告書 

峡北地域広域水道企業団議会副議長 進藤正文 
 令和４年第２回峡北地域広域水道企業団議会９月定例会が、９月２日、企業団事務所におい

て開催され、輿水崇議員、神田正人議員、清水敏行議員、井出一司議員、志村清議員、齊藤功

文議員と私の７名が出席しました。 
 一般質問では、齊藤功文議員が質問に立ち、「水道施設総合整備計画について」及び「構成団

体への最大受水量（責任水量）について」質問を行いました。 
 今定例会に企業長から提出された案件は、条例案件１件、認定案件１件、報告案件１件、予

算案件１件、同意案件１件の計５件でありました。 
 以下、その概要について説明いたします。 
 まず、議案第５号 「峡北地域広域水道企業団職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例について」であります。本件は、地方公務員の育児休業等に関する法律等の改正によ

り、育児又は介護を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするための措置が講じ

られたことから、峡北地域広域水道企業団職員の育児休業等に関する条例の一部を改正するも

のでありました。 
 次に、議案第６号 「令和３年度峡北地域広域水道企業団水道用水供給事業会計未処分利益

剰余金の処分及び決算の認定について」でありますが、収益的収入における水道事業収益の決

算額は、６３億４，９４７万６４７円であり、給水収益は１１億１７１万６，５３０円となり、

過年度分の長期前受金収益化未計上分を処理したことから、過年度損益修正益として４７億９，

６３２万４，５４４円が発生しております。 
 なお、年間総供給量は、７８６万３，０８１立方メートルであり、そのうち北杜市へは、年

間４５５万３，１３０立方メートルを供給し、給水料金は、６億９，８４０万９，２５０円と
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なりました。また、北杜市の基本水量に対する使用率は、７０．３％であり、前年度と比較し

ますと２．１％の増となりました。 
 一方、水道事業費用の決算額は６１億３，５９７万１，８８１円であり、営業費用は１２億

５，７３２万２，２５８円となり、過年度分の減価償却累計額未計上分を処理したことから、

過年度損益修正損として４７億９，６３２万４，５４４円が発生しております。 
 これらの状況から、税抜き処理による損益計算を行った結果、当年度純利益は２億１，

２３１万１，８８３円となりました。 
 なお、この当年度純利益につきましては、次年度以降の建設改良費に充当するための建設改

良積立金及び利益積立金に積み立てるものであります。 
 次に、資本的収支につきましては、企業債元金償還分としての構成市からの出資金８３４万

７千円の収入に対し、塩川系中央監視装置及び遠方監視装置更新工事など、総額２，３８４万

２，７００円の施設整備費を執行したほか、１億３，３４２万１，８６５円の企業債元金を償

還したことにより、合計１億５，７２６万４，５６５円の支出となりました。 
 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額については、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額及び当年度分損益勘定留保資金で補てんしております。 
 次に、報告第１号 「令和３年度峡北地域広域水道企業団水道用水供給事業会計経営健全化

の審査について」であります。本件は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第

１項の規定により、監査委員の意見を付して議会に報告するものでありますが、令和３年度決

算に基づく資金不足比率につきましては、流動負債に対して流動資産が大きいことから資金不

足は生じていない旨報告されました。 
 次に、議案第７号 「令和４年度峡北地域広域水道企業団水道用水供給事業会計補正予算（第

１号）について」であります。 
 今回の補正予算は、３条予算において、収益的支出を６，３０３万５千円増額し、総額１３億

８９６万円に改めるものでありました。 
 次に、同意第１号 「峡北地域広域水道企業団監査委員の選任について」は、監査委員 保

坂芳子氏の任期満了に伴い、新たに、金丸幸司氏を選任するものでありました。 
 以上、今回上村企業長から提出されました諸議案につきましては、いずれも原案のとおり可

決・同意されました。 
 以上で報告を終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 以上で諸報告を終わります。 
 なお、報道関係者から撮影の申し出があり、これを許可いたしましたのでご了承願います。 
 これから本日の日程に入ります。 
 本日の議事日程は、お手元に配布のとおりであります。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１ 会期の延長についてを議題といたします。 

 お諮りします。 
 今定例会の会期は本日までと議決されておりますが、議事の都合により９月２９日までの

７日間、延長したいと思います。 
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 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 よって、会期は９月２９日まで７日間、延長することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第２ 議案第５０号 北杜市小淵沢町地域資源活用総合交流促進施設条例の一部を改正する

条例についてから日程第７ 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取ら

ないことを求める請願書までの６件を一括議題といたします。 
 本件につきましては、各常任委員会に付託しておりますので各常任委員長から審査の経過と

結果について報告を求めます。 
 はじめに、総務常任委員会から議案第５１号について報告を求めます。 
 総務常任委員長、福井俊克君。 

〇総務常任委員長（福井俊克君） 
 それでは、朗読をもって報告といたします。 

令和４年９月２２日 
 北杜市議会議長 加藤紀雄様 

総務常任委員会委員長 福井俊克 
 総務常任委員会委員長報告書 
 総務常任委員会は、８月３０日の本会議において付託されました事件を、９月１３日に全員

協議会室において、慎重に審査をいたしましたので、その経過ならびに結果についてご報告い

たします。また、所管事務調査を同日に行いましたので併せてご報告いたします。 
 付託された事件であります。 
 議案第５１号 北杜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 
 以上、１件であります。 
 審査の結果について申し上げます。 
 議案等の審査結果および審査過程における委員からの主な質疑、意見等について申し上げま

す。 
 議案第５１号 北杜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例についてであり

ます。 
 「近年、男性職員の育児休業の取得対象者と取得率は。」との質疑に対し、「対象者は把握し

てないが、取得者は令和４年度１人、令和３年度１人、令和２年度部分休業１人、令和元年度

０人となる。」との答弁がありました。 
 次に、「制度の変更等、知らないケースが多い。複雑な制度を整理し、周知すべきであるが。」

との質疑に対し、「部長会議等を通じ周知しているが、制度を整理し、方法を検討の上、周知徹

底する。」との答弁がありました。 
 質疑終結後、討論はなく、全員異議なく原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 
 続いて、所管事務調査について報告いたします。 
 調査の状況であります。 
 令和４年９月１３日に、コミュニティパーク・いこいの杜・総合教育施設、北杜消防署高根
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分署候補地、長坂コミュニティ・ステーション内コワーキングスペース、道の駅こぶちさわサ

テライトオフィス、北杜消防署統合分署候補地を現地にて施設管理者、ならびに所管職員等か

ら説明を受け、状況を確認いたしました。 
 以上で、委員長報告を終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 総務常任委員長の報告が終わりました。 
 これから、総務常任委員長報告に対する質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 ないようですので、これをもって総務常任委員長報告に対する質疑を終結いたします。 
 次に、文教厚生常任委員会から請願第２号および請願第３号について報告を求めます。 
 文教厚生常任委員長、齊藤功文君。 

〇文教厚生常任委員長（齊藤功文君） 
 委員長報告を朗読をもって行います。 

令和４年９月２２日 
 北杜市議会議長 加藤紀雄様 

文教厚生常任委員会委員長 齊藤功文 
 文教厚生常任委員会委員長報告書 
 文教厚生常任委員会は、８月３０日の本会議において付託されました事件を、９月１４日に

全員協議会室において、慎重に審査をいたしましたので、その経過ならびに結果についてご報

告いたします。また、所管事務調査を同日に行いましたので併せてご報告いたします。 
 付託された事件 
 請願第２号 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校での三十五

人学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るため

の請願書 
 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書 
 以上、２件であります。 
 審査結果 
 請願の審査結果および審査過程における委員からの主な質疑、意見等について申し上げます。 
 はじめに、請願第２号 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校

での三十五人学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための請

願書であります。 
 「義務教育費の国庫負担制度について、子どもたちがどこに住んでいようが地方自治体の財

政力に左右されることなく一定水準の教育が受けられるよう国が全額負担すべきと考えるがど

うか。」との質疑に対し、「憲法でも義務教育を保障しており、全国どこに住んでいても一定水

準の教育を受けられるよう国が手当てすべきとの願意である。」との答弁がありました。 
 質疑終了後、討論はなく全員異議なく原案のとおり採択すべきものとすることに決定いたし

ました。 
 併せて、委員会として発議し、委員長が意見書を作成することに決定いたしました。 
 次に、請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請
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願書であります。 
 「他自治体での請願状況は。」との質疑に対し、「生活クラブ生協が県内の自治体に働きかけ

をしていると聞いているが状況は把握できていない。」との答弁がありました。 
 また、「ゲノム編集トマトによる長期的なリスクとは。」との質疑に対し、「正確にゲノムを切

断する安全な技術とのことだが、遺伝子エラーが起こることも心配されている。新しい技術で

あり長期的な研究が足りておらず、突然変異により新しいタンパク質が生成されアレルゲンに

なる等のリスクがあるのではないかと懸念する研究者もいる。」との答弁がありました。 
 質疑終了後の討論において、「別の生物の遺伝子が挿入されていないゲノム編集食品について

日本政府は規制なく生産・流通することを認めている。質疑の中で不明な点も多く、ゲノム編

集トマト苗の可否を判断することは難しく、受け取るかどうかは学校、個人それぞれの判断に

委ねることが適当である。以上の理由により、当請願の採択に反対する。」との討論がありまし

た。 
 一方、「トマト加工品メーカーも消費者が不安を持つことを懸念しており、今のところ使用を

控えている。小学校においても保護者は子どもの健康に関心があり、配布するとなれば混乱を

招くことが想定されるため受け取らないと、あらかじめ表明することが妥当である。」との討論

がありました。 
 また、「多角的かつ長期的なリスクに関する情報が十分公開されていない。遺伝子を人為的に

操作すること自体不安がある。北杜市として早く受け取らないことを判断すべきであるため当

請願の採択に賛成する。」との討論がありました。 
 また、「遺伝子を人為的に操作すること自体、疑問がぬぐえない。リスク等、分からないこと

が心配であり慎重に対応すべきであるため当請願の採択に賛成する。」との討論がありました。 
 起立採決の結果、原案のとおり採択すべきものとすることに決定いたしました。 
 併せて、請願第３号の取り扱いについては、地方自治法第１２５条に基づき、これを執行機

関に送付し、その処理の経過と結果の報告を請求することについても全員異議なく決定いたし

ました。 
 次に、所管事務調査についてであります。 
 調査状況を申し上げます。 
 令和４年９月１４日に、コミュニティパーク・いこいの杜・総合教育施設、（仮）こどもラン

ド予定地（高根町）、市立小淵沢保育園、八ヶ岳スケートセンターを現地にて施設責任者、所管

職員等から説明を受け、状況を確認しましたところでございます。 
 以上で、委員長報告を終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 文教厚生常任委員長の報告が終わりました。 
 これから文教厚生常任委員長報告に対する質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 ないようですので、これをもって文教厚生常任委員長報告に対する質疑を終結いたします。 
 次に、経済環境常任委員会から議案第５０号、議案第５２号および請願第１号の３件につい

て報告を求めます。 
 経済環境常任委員長、秋山真一君。 
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〇経済環境常任委員長（秋山真一君） 
 報告書の朗読をもって報告とさせていただきます。 

令和４年９月２２日 
 北杜市議会議長 加藤紀雄様 

経済環境常任委員会委員長 秋山真一 
 経済環境常任委員会委員長報告書 
 経済環境常任委員会は、８月３０日の本会議において付託されました事件を、９月１５日に

全員協議会室において、慎重に審査をいたしましたので、その経過と結果についてご報告いた

します。また、所管事務調査を同日に行いましたので併せてご報告いたします。 
 付託された事件 
 議案第５０号 北杜市小淵沢町地域資源活用総合交流促進施設条例の一部を改正する条例に

ついて 
 議案第５２号 北杜市美し森展望休憩舎条例を廃止する条例について 
 請願第１号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める請

願書 
 以上、３件であります。 
 審査結果 
 議案等の審査結果および審査過程における委員からの主な質疑、意見等について申し上げま

す。 
 はじめに、議案第５０号 北杜市小淵沢町地域資源活用総合交流促進施設条例の一部を改正

する条例についてであります。 
 「指定管理者の民間のノウハウを生かし、一体化した管理が有益と判断し今回のタイミング

で条例改正案を出したのか。」との質疑に対し、「サテライトオフィスを指定管理者が民間ノウ

ハウを生かし、一体管理することが有益と判断した。議決後は、指定管理者と協議し効率的な

運営を図りたい。」との答弁がありました。 
 質疑終了後、討論はなく全員異議なく原案のとおり可決すべきものとすることに決定いたし

ました。 
 次に、議案第５２号 北杜市美し森展望休憩舎条例を廃止する条例についてであります。 
 はじめに、「解体費用はどのくらいを見込んでいるのか。」との質疑に対し、「基礎等の地中物

等を考慮しない概算解体費を５８０万円程度と見込んでいる。」との答弁がありました。 
 次に、「市として解体しても観光資源としては十分対応できると考えているのか。」との質疑

に対し、「県では現在、遊歩道の整備を進めている。休憩舎解体後は簡易なベンチを設置し、引

き続き、素晴らしい眺望を楽しんでいただけるようにしていく。」との答弁がありました。 
 質疑終了後、討論はなく全員異議なく原案のとおり可決すべきものとすることに決定いたし

ました。 
 次に、請願第１号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求め

る請願書であります。 
 「中小企業の支援策は。」との質疑に対し、「全労連では、賃金を上げた事業者へ国は助成金

１人５４万円を支給し、社会保険料の減免・低減をするよう提言している。」との答弁がありま

した。 
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 質疑終了後の討論において、「産業と労働者の生活を守る中での協議の結果が最低賃金として

表れている。全労連が提言している支援策は財源確保が難しく、意見書を提出しても実現は困

難である。以上の理由により、当請願の採択に反対する。」との討論がありました。 
 また、「地域による生計費等を勘案して最低賃金が決定されている。最低賃金が大きく上がる

ような社会の実現を目指したいが現状、１，５００円の実現は厳しい。請願内容も無理があり

残念ではあるが当請願には反対する。」との討論がありました。 
 起立採決の結果、賛成者なしにより不採択とすべきものと決定いたしました。 
 あと、所管事務調査について。 
 ここで提出した書類の出席説明者の一番下の行にあります「櫻井崇裕社会体育担当」と記入

してありますが、「社会体育担当」という部分を削除していただくよう、よろしくお願いします。 
 改めまして、所管事務調査について。 
 調査状況です。 
 令和４年９月１５日に、山梨県立フラワーセンター ハイジの村 クララ館・ペーター館、

有限会社アグリマインド、コミュニティパーク・いこいの杜・総合教育施設を現地にて施設管

理者、所管職員等から説明を受け、状況を確認いたしました。 
 以上で、委員長報告を終わります。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 経済環境常任委員長の報告が終わりました。 
 これから、経済環境常任委員長報告に対する質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 ないようですので、これをもって経済環境常任委員長報告に対する質疑を終結いたします。 
 これから、議案第５０号 北杜市小淵沢町地域資源活用総合交流促進施設条例の一部を改正

する条例についてに対する討論を行います。 
 討論はありませんか。 

 （ な し ） 

 討論を終結いたします。 

 これから、議案第５０号を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、可決です。 

 お諮りいたします。 

 本案は、経済環境常任委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

 （異議なし。の声） 

 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第５０号は経済環境常任委員長の報告のとおり可決することに決定いたし

ました。 

 次に、議案第５１号 北杜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について

に対する討論を行います。 
 討論はありませんか。 

 （ な し ） 

 討論を終結いたします。 
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 これから、議案第５１号を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、可決です。 

 お諮りいたします。 

 本案は、総務常任委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

 （異議なし。の声） 

 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第５１号は総務常任委員長の報告のとおり可決することに決定いたしまし

た。 

 次に、議案第５２号 北杜市美し森展望休憩舎条例を廃止する条例についてに対する討論を

行います。 
 討論はありませんか。 

 （ な し ） 

 討論を終結いたします。 

 これから、議案第５２号を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、可決です。 

 お諮りいたします。 

 本案は、経済環境常任委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

 （異議なし。の声） 

 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第５２号は経済環境常任委員長の報告のとおり可決することに決定いたし

ました。 

 次に、請願第１号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求め

る請願書に対する討論を行います。 
 討論はありませんか。 

 それでは、まず原案に賛成者、言ってみれば委員長報告に反対者の発言を許します。 

 志村清君。 

〇１１番議員（志村清君） 

 請願第１号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める請願

書について、不採択とした経済環境常任委員会委員長報告に対して、この請願の紹介議員でも

あり、不採択に反対の立場で討論をします。 
 まず、請願項目の１、最低賃金１，５００円以上を目指すことについてです。 
 日本経済新聞は特集で、日本の賃金が世界で大きく取り残されているとして、過去２０年間

で時給が９％、日本は減り、主要国で唯一のマイナスと分析しました。アベノミクスで実質賃

金の最低にしたと批判したわけです。２年連続の最低賃金改定の増額で、全国平均９６１円、

山梨県は８９８円となりましたが、山梨で８９８円で１日８時間、２５０日働いたとしても月

１５万円、年収で１８０万円、ワーキングプアと言われる水準です。政府は今年６月発表の骨

太方針で、ようやく時給１千円以上を目指すと言い出しましたが、最低賃金１，５００円は月

収２５万円です。１日８時間、普通に働いて結婚もできる賃金を保障すべきだと思います。ま

た、働く人の収入が増えれば、地域経済にも好影響を与え、ひいては税収にも反映します。で

すから１，５００円以上を目指すべきではないでしょうか。 
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 請願の２点目、最低賃金制度を全国一律にするという要請です。 
 現在の最低賃金制度は、全国を４つのグループに分けており、東京都の時給１，０７２円と

山梨県の８９０円の差、１７４円は月に換算すると３万円、年収で３５万円もの格差を生むこ

とになります。地域間格差は、近隣都市への労働者の流出、それから地方から都市部への移動

を生み、地方の人手不足の原因ともなっています。 
 また、最低生計費試算調査では、全国２３地点で暮らす４万５千世帯の生計費を詳しく調査

した結果、全国どこでも生計費は変わらないという報告もされています。 
 東京都では家賃は高いけど、例えば山梨で生活するには車が欠かせないという差し引きがあ

る一方で、コンビニのおにぎりは、上野原市でも北杜市でも東京都八王子市でもほぼ同じだし、

医療費は診療報酬制度で全国同額です。生活費を確保する賃金は、全国一律が当然だと思いま

す。 
 最後に請願の３点目、賃金を引き上げられるように中小企業への支援策を拡充することにつ

いてです。 
 請願の審査の中でも、委員の皆さんから多く出された疑問は、賃金を上げたら雇い手、中小

企業の経営が大変にならないかというものでした。これは当然の心配だと思います。 
 請願は、支援策を求めています。中小企業は会社数で全企業３５９万社の９９．７％を占め、

労働者の６８．８％は、この中小企業で働いており、文字どおり雇用でも、日本の経済でも中

心的役割を果たしています。それにふさわしい国の中小企業対策予算増額を実現することが必

要です。 
 具体的には、現行の業務改善助成金の増額、それから労使折半になっている社会保険料の減

免軽減措置、また一定部分の国負担などが考えられ、提案されています。 
 最近では、アベノミクスで内部留保を大幅にため込んだ部分への課税で財源を生み出すとい

う提案もされています。 
 以上のように、私は請願者が求める３点の要求は、どれも根拠と道理があるものと考えます。

政府の１千円以上を目指すという方針は先ほど紹介しましたが、先の７月の参議院選挙では、

立憲・共産・社民・れいわの４党が１，５００円を目指すという公約を掲げ、全国の知事会、

これも地域経済の好循環が生まれると最低賃金引き上げを提言しています。 
 最賃引き上げは時代の流れです。北杜市議会からもそうした立場で、声をあげていくべきだ

と強く訴えまして、請願第１号への賛成討論、委員長報告に対する反対討論とします。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 次に、原案に反対者の発言を許します。 
 内田俊彦君。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 この請願につきまして、反対の立場で討論をさせていただきます。 
 まずもって、請願人の願意の中をるる説明もあったわけでございますが、まずはじめに１人

１，５００円以上の時給ということを目指すということでございますが、現在の国際社会、ま

た日本経済の中を鑑みるときに、どうしてもそこまで上げきれることが、現実性がないという

ことは、ここにいる皆さま方は肌感で実感をしているかと思っているところでございます。 
 たしかに中小企業は、日本の中で９７％、９８％以上と言われているわけでございまして、
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多いわけでございますが、残念なことにやはり最低賃金は、労使の中で、どこで折り合いをつ

けるかと、こういうことが一番重要なことになっているわけでございます。現実的に雇用者、

雇用主、雇用主側が廃業となれば雇用者はやはり路頭にあふれてしまうわけでございまして、

そこのバランス的な感覚を考えますと、今の現状の中では、なかなか１，５００円を目指すと

いうことについては、難しいかと思います。 
 また、２点目の全国一律の時給ということでございますが、先ほど紹介議員は東京都の例を

挙げましたが、現実、では北杜市の中ではいかがなような調査がされているかという、こうい

う質問に関しては、なんら回答はございませんでした。やはりそういったことについては、わ

れわれの市の議会に提出されたわけでありますから、そこはぜひとも説明をしていただきた

かったと思っているところでございます。 
 やはり東京とわれわれのところを比べれば、肌感で、実際に生活するには、東京のほうがお

金がかかってしまうのは、これ現実であります。私の長男は学生でございますけども、現実、

アパート代は月８万円くらいを、共益費まで入れると払わなければなりません。また、電車等

を使って通学等もしているわけでございますが、どうしても最低の生活は、１人生活するのに

東京で１５万円、１６万円かかってしまう現実の中で学業に励んでおります。 
 しかし、では、もし、この場面を、ここの地域の学校に通っていればどうかというと、やは

り家賃分はありませんし、また生活費等も一緒に暮らすから、そこはそこで、複数暮らそうが

共通共益費は減るわけでございますが、実際にそれは厳しい状況でございます。そういった中

で、それを比べるのは、なかなか現実的ではないと、こういうことでございます。 
 また、３つ目の中小企業の支援策でございますが、請願人は、全労済では、これについては

社会保障と、こう言われております。しかし、目指す金額を聞きますと、年間２兆円以上かかっ

てしまうと、こういう説明でございました。それをすべてというわけには、なかなか難しいか

と思います。なぜならば、国民健康保険の方もいらっしゃいますし、いろいろな手立てはある

にせよ、はっきり言って、それを実現することによって、非常に雇用主は疲弊をし、またその

ことによって厳しくなる。だから、国に補償しろと言っているわけではございますが、それほ

ど国も財政的に、そこに投下できるとは到底考えるべきではないと思っております。 
 つまり、この３つの請願事項でございますが、なかなか現実性がないということでございま

す。この請願を挙げても、現実性、実効性がないのであれば、やはりそれは請願人の願意に、

やはり支援をするということについては、理解はできますが、残念なことに、これを採択とい

うわけにはいかないと思います。 
 以上の理由によりまして、この請願原案に反対とさせていただきます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ほかに討論はありませんか。 
 清水進君。 

〇１６番議員（清水進君） 
 請願第１号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める請願

書について、原案に賛成の立場から討論をさせていただきます。 
 新型コロナウイルス感染拡大による物流の停滞や、ウクライナへのロシアの侵略による物価

高騰が深刻となっています。また、アベノミクスのもとで金融の量的緩和がもたらす異常円高

が追い打ちをかけています。生活必需品などの出費は１年前と比べ、平均で３％も上昇をして
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います。これは今年５月の時点であります。 
 光熱費や食料品などの値上げ幅が大きいため、低所得者層では５％並みの負担増となってい

ます。所得の少ない人ほど打撃を受ける物価高騰への対策には、消費税減税とともに最低賃金

の引き上げが必要であります。 
 昨年度の最賃は、全国加重平均で時給９３０円です。１日８時間、週４０時間働いても年収

でおよそ１７０万円しかならず、ワーキングプアの水準であります。全国労働組合総連合が調

査を行って、２０２１年度の、昨年度の最賃では、最低限必要とされる生活費の半分程度しか

ないという実態であります。最低賃金額の低い地域でも交通費や自動車の維持費などで、実際

の生活費はかさみます。最低生活を賄うのに、東京都北区独身男性で時給では１，６６４円に

相当し、高知での独身男性で１，６６５円、那覇市の独身男性で１，６４２円が必要と試算さ

れています。大都市と地方で格差を設けることは不合理であります。 
 政府の今年度、２０２２年度の骨太方針では、できる限り早期に全国加重平均で１千円以上

を目指すと記述しています。先に行われた参議院選においても自民党、公明党など、ほとんど

の政党が最賃の引き上げを公約しております。最賃の大幅な引き上げは、日本経済の引き上げ

にとっても焦眉の課題であります。 
 内閣府は年収２００万円台の低所得者層の増加の原因が、非正規雇用の増加だと認める指標

を３月３日の経済財政諮問会議に提出をしています。この資料で、この２５年間、３５歳から

４４歳の働き盛りで、所得の中央値が９２万円も減少していることを示しています。 
 アベノミクスのこの１０年間で、大企業減税が４０兆円行われております。内部留保税で

１０兆円を還元させ、社会保険料事業主負担の軽減に充てれば、中小企業でも賃上げが進む土

台をつくることができます。 
 以上の理由により、最低賃金の引き上げの意見書採択に賛成の討論といたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ほかに討論はありませんか。 
 保坂多枝子君。 

〇１８番議員（保坂多枝子君） 
 請願第１号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める請願

書について反対、委員長報告に賛成の立場で討論させていただきます。 
 中央最低賃金審査会は、この８月１日に今年度、地方最低賃金引き上げ額の目安を審議する

小委員会を開催しました。この小委員会では、日本の経済状況、春闘賃上げ状況、急激な物価

上昇等を総合的に判断し、Ａ・Ｂランク３１円、Ｃ・Ｄランク３０円から３３円の引き上げと

なりました。東京都におきましては、２０２１年の最低賃金１，０４１円が３１円引き上げら

れ、１，０７２円となっています。 
 また、都道府県ごとに設定される地方最低賃金について格差が拡大している現状を踏まえ、

地方最低賃金審査会においては、額差改善に向けた取り組みも示唆しているところです。 
 このように地域における生計費等を勘案して、最低賃金が決定されています。日本の賃金が

世界的に見ても低いというのは承知しております。最低賃金が大きく上がるような社会の実現

を目指して努力していかなければならないと考えています。 
 しかし現状、一律１，５００円の実現は厳しいと考えております。現時点では、誠に残念で

はございますが、同請願に対して反対させていただきます。 
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 以上です。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ほかに討論はありませんか。 
 （ な し ） 

 これで討論を終結いたします。 

 これから、請願第１号を採決いたします。 

 この採決は、起立により行います。 

 この請願に対する委員長の報告は、不採択です。 

 したがって、原案について採決をいたします。 

 請願第１号を採択することに賛成の方は、起立をお願いします。 

 ・・・ちょっと確認をさせていただきます。 

 私の説明が悪かったかもしれません。 

 これから請願第１号を採決いたします。 

 この採決は、起立により行います。 

 この請願に対する委員長の報告は、不採択です。 

 したがって、原案について採決をいたします。 

 請願第１号を採決することに賛成の方は、起立願います。 

 ・・・大変失礼しました。 

 頭を整理したいと思いますので。大変失礼しました。 

 請願第１号を採択することに賛成の方は、起立を願います。 

 （ 起 立 少 数 ） 

 起立少数です。 

 したがって、請願第１号は経済環境常任委員長の報告のとおり、不採択することに決定いた

しました。 

 次に、請願第２号 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校での

三十五人学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための請願書

に対する討論を行います。 
 討論はありませんか。 

 （ な し ） 

 討論を終結いたします。 

 これから、請願第２号を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は、採択です。 

 お諮りいたします。 

 本案は、文教厚生常任委員長の報告のとおり採択することにご異議ありませんか。 

 （異議なし。の声） 

 異議なしと認めます。 

 したがって、請願第２号は文教厚生常任委員長の報告のとおり、採択とすることに決定いた

しました。 

 ここで暫時休憩といたします。 

 再開は１１時１５分とします。 
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休憩 午前１０時５６分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１１時１４分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 次に、請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請

願書に対する討論を行います。 
 討論はありませんか。 

 まず、反対者の討論を許します。 

 進藤正文君。 

〇８番議員（進藤正文君） 

 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書に

ついて、原案に反対の立場で討論を行います。 
 日本政府は、２０１９年よりゲノム編集技術を使って作られた食品のうち別の成分の遺伝子

が挿入されていないものについては、規制なく生産・流通することを認めており、開発企業に

対しては、自主的な届け出を求めるという対応です。 
 ２０１９年１０月から届け出の受け付けを開始し、２０２０年１２月、筑波大学のベンチャー

企業サナテックシード株式会社のＧＡＢＡ高蓄積、通常の約５倍「トマトシシリアンルージュ

ハイギャバ」の届け出が政府に受理されました。２０２１年春には、全国で５千人の希望者に

苗が無償配布されました。 
 日本政府は、規制なく生産・流通することを認めており、様々な効果が期待できるＧＡＢＡ

は血圧の上昇を抑える、ストレスを軽減する、睡眠の質を高めるなど、副作用は今のところ見

つかっていない状況です。 
 今後、ゲノム編集技術を使った商品が私たちの健康への改善や健康寿命の延伸につながるこ

とが期待されます。 
 例えば、店頭で売られているほとんどの野菜は農薬を使って育てたものです。最小限の農薬

を使わなければ商品にならないのも事実であります。その商品を買う判断は、消費者個々の判

断となります。 
 質疑の中で不明な点や分からないことも多いことから、ゲノム編集技術のトマトの苗が可で

あるとか、否であるとかを判断することは難しいと考えます。 
 トマトの苗の配布は、学校や個人それぞれの現場対応の判断に委ねることが適当であると考

えます。 
 以上のことから、請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないこと

を求める請願書について、原案に対して反対討論といたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 次に、原案に賛成者の発言を許します。 

 清水敏行君。 

〇９番議員（清水敏行君） 

 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書に

対しまして、原案に賛成の立場で討論いたします。 
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 請願審査において、賛否両論の視点は存在し、いずれかの判断になります。これまでも常に

討論と、その結果の重さを認識しております。 
 今回の請願の趣旨は、北杜市の小学校では無償配布が予定されているゲノム編集トマト「シ

シリアンルージュハイギャバ」の苗を受け取らないでくださいというものです。 
 ゲノム編集食品、その技術は効率のよい品種開発、ほかメリットもいわれております。他方、

未知のリスクの懸念、安全性の確認という懸念、例えばゲノム編集作物栽培より交雑が進み、

農家などへの環境に影響は、またこうした食の経験は少なく、その技術の長期的な人体への影

響はなどが考えられます。 
 消費者の選ぶ権利の補償も不可欠です。安全性の確認には、慎重さが必要であり、ＥＵ欧州

連合の予防原則という考え方、そうした視点も重要と思います。社会的な議論も必要と思いま

す。 
 以上の点を述べ、今回の請願、選択権のない子どもたち、小学生への配布には特に慎重を期

すべきであるという点に賛同し、請願第３号に賛成いたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ほかに討論はありますか。 

 原案に反対者の発言を許します。 

 内田俊彦君。 
〇１９番議員（内田俊彦君） 

 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書に

反対の立場で討論させていただきます。 
 まずもって、このゲノム技術につきましては、日本が誇る最先的な技術として、今後、世界

的にも注目を浴びているところでございます。そして、日本政府はこの技術について流通、ま

た商売として売ることも、また栽培することも認定をされているということでございます。つ

まり、これは１つの商品として考えるべきでございます。この１つの商品が良いとか、悪いと

かということにつきまして、当北杜市議会がそれを判断するものではないと考えます。 
 それにつきましては、あくまで個々に判断をするものであって、小学校にメーカーが苗を配

布することについて、それはメーカー側の自由でございますし、また、小学校がそれを受け取

る、受け取らないという判断も、それは小学校での判断でありますし、ひいて言えば小学生、

要するに児童、そして保護者がそれを受け取る、受け取らないについても、これも自由だとい

うことでございます。日本の社会において自由に商売ができると、自由に経済活動ができると、

そういうものについて、本市議会がそれを否定しても、また肯定をしてもいけないものという

ことでございます。だから、このことについて、トマトの苗を受け取るとか、受け取らないと

いうようなことについて、本市議会がこれを判断すると、それは私はあってはならないことだ

と思います。 
 どちらにしても、１メーカーを宣揚してもあまりよろしくない現状もございますし、また、

そのメーカーを否定することも経済活動の阻害になると、こういう考えに、本来はなるべきだ

と思います。 
 ただし、日本政府が認めたということについては、今後、ＧＡＢＡにつきましては、やはり

多くの皆さまが手に取るようになると思いますが、そのときに国民の皆さまがどう判断すると

いうことは、国民の皆さまが判断すべきかと思っております。 
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 であれば学校側としては、その判断をやはり保護者や児童に求めるわけであって、学校とい

う単位の中で受け取らないという判断は、本来はしてはいけないのではないかと、私は思うと

ころでございます。 
 この請願人の願意につきましても、本当に子どもたちや、またいろいろな危険性を帯びる中

で、非常に今、その先が見えにくいという中での、ご心配の中での請願の願意かと思います。

そこはそこで理解もできますけども、しかし、やはり人には自由というものがございますから、

その自由というものを剥奪しては、私はならないと考えるところでございます。 
 以上の理由によりまして、本請願に反対とさせていただきます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ほかに討論はありますか。 

 輿水崇君。 

〇２番議員（輿水崇君） 

 原案、委員長報告に賛成の立場で討論をさせていただきます。 

 まず、委員会の質疑でもございましたゲノム編集技術については、様々な知見があるものと

考えております。 

 １つに、この技術をどう取り扱うかにおいて、従来の品種改良や交配でできた新品種と同様

のリスクはありますが、それ以上のリスクはないという研究結果がございます。 

 また、逆に自然界では起きない染色体損傷の事例もゲノム編集により起きているとの報告も

ございます。この染色体損傷というものが、今後、人体にどのような害があるかどうか、今は

分からない状況であります。 

 こんなところが代表的な知見、研究の論文だと思っております。 

 そして今回の請願でもあります小学校への無償配布予定の「シシリアンルージュ」は、高血

圧抑制やリラックス効果、快適な睡眠というものに期待が持てるアミノ酸成分のＧＡＢＡが通

常よりも多く含まれているトマトとなっております。 

 では、このＧＡＢＡについての研究、論文結果はどうなっているか、このＧＡＢＡですが血

液脳関門を通過できないということが研究結果で出ております。要は体外からＧＡＢＡを摂取

しても、それが抑制性の神経伝達物質として直接脳内で使用されることはないという、これは

研究結果です。 

 このことからＧＡＢＡは体外から摂取した際に、高血圧の抑制は効果があるとされておりま

すが、リラックス効果等は化学的なもので効果がないということが研究結果で示されておりま

す。 

 では、高血圧の子どもの割合というところですけれども、主に肥満が原因ということで、小

学校高学年から中学生のデータでは、０．１％から１％未満ということになっております。一

方、２０代以上では５０％を超える結果、高齢者では７０％を超えるというデータも示されて

おります。これらを踏まえると、小学校に高血圧抑制のトマトの苗を無償配布するということ

は、私見ですけれども、非常に非効率なことかなと私は考えました。 

 では、なぜ非効率なことをこの企業は行うのかなと。希望者への今までどおりの配布や、本

来であればリスクの高い方が多い福祉施設等への配布を今後も継続するということが、非常に

企業にとっても有益であり、市民にとっても関心が高まる、効率的なことだなと感じました。 

 もちろん民間企業の事業や活動に異議を申し立てるものではございませんけれども、
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２０２２年２月８日発売の日経ビジネスに、この会社のパイオニアエコサイエンス株式会社の

竹下会長の談話が掲載されておりました。そこには、このように述べておりました。「遺伝子組

み換えへの消費者の抵抗が強い。農家が種苗を買って生産し、生産物をスーパーが販売すると

いう通常の流通方法を取ると、ゲノム編集作物の安全性について、消費者、マスコミに加え生

産から流通までの関係者を説得しなければならず大変だと。そこで、家庭菜園に苗を無償で配

り、栽培者にＳＮＳで情報発信してもらうことにした」という内容が掲載されておりました。 

 ここを、この観点から見ると非常に公共性、公益性の低い目的、企業にとっての目的が非常

に高いのかなと思いました。この商品の、要は宣伝のために地方自治体がここにむやみに加担

するような形になるということが、私は強い懸念があると感じました。 

 以上の観点から、本請願については賛成とさせていただき、私の討論を終わりたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 

 ほかに討論はありませんか。 

 反対者はいますか。 

 （ な し ） 

 それでは、賛成者の討論を。 

 神田正人君。 

〇５番議員（神田正人君） 

 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書に

賛成の立場から討論させていただきます。 
 今、ほとんど、ゲノム編集食品の危険に関する報道は行われていないため、小学校側も危険

性を考えずに、無償提供されるのならということで、ゲノム編集トマトの苗の提供を受け入れ

る可能性もあるでしょう。純粋な子どもたちはトマトを育てることを楽しむだろうし、もしか

したら収穫したトマトを食べることになるでしょう。ゲノム編集トマトを食べたから直ちに健

康障害などが起きるということはないかもしれません。しかし、従来の遺伝子組み換え食品が

始まるときも、遺伝子組み換え企業が遺伝子組み換え食品は従来の食品と実質的に同等だとい

う安全神話を振りまきましたが、その後いろいろな危険性が取り上げられ、人々は「遺伝子組

み換えではない」というラベルの付いた食品を買うように市場が大きく変わってきております。 
 体に影響が出るのには時間がかかりますし、出てから治すのはとても大変であり、その意味

で安全性の確証をされていないのも、予防原則で避けることが重要になってきます。ましてや

将来のある子どもたちです。今回のゲノム編集トマトは、そのような長期的な影響について、

まったく調べておりません。その影響が不明なものをこれからの体をつくる途上で、無防備の

子どもたちに食べさせることにつながるプランに対しては、強い違和感と不安を感じざるを得

ません。 
 今回の小学校へのゲノム編集トマトの苗の配布は、たしかに学校給食で使うというものでは

ありませんが、しかし、収穫されたトマトはいずれか子どもたちの口に入ることは、ほぼ確実

でしょう。今、全国各地で安全な食にするために、学校給食に対する運動が急速に広がってお

ります。そのような時代に、このようなものはまさに時代に逆行すると思います。 
 ゲノム編集食品も同様に規制禁止すべきという声は、今、世界でも広がりつつあります。予
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防原則の見地から、そして将来のある子どもたちを人道的な考えから、子どもたちを守るため、

全国の小学校、教育委員会がそのような危険が予想される苗の無償配布を受け入れないように

早急に取り組む必要があると私は考え、この請願書に賛成、委員長報告に賛成の討論という形

でさせていただきます。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 

 ほかに討論はありますか。 

 中山喜夫君・・・。 

 もし、反対者がいたら。 

 （ な し ） 

 中山喜夫君。 

〇３番議員（中山喜夫君） 

 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書の

原案に賛成の立場で討論させていただきます。 
 ２０２０年にゲノム編集を利用した農作物第１号としてＧＡＢＡ高蓄積トマトの「シシリア

ンルージュハイギャバ」が開発。ＧＡＢＡはストレス軽減や血圧を下げる効果があり、通常の

品種と比べて５、６倍高い成分を含むゲノム編集トマトが誕生しました。 
 従来の遺伝子組み換えは、生物が持っていない遺伝子を外から追加して、もともと持ってい

ない性質を加えることにより、新たな品種を作り出すことができる技術です。 
 このたびのゲノム編集は、持っているゲノムを切断し、突然変異を起こす技術などで、遺伝

子の組み換えとは似ているようで、まったくの別物であり、国はゲノム編集食品は外来遺伝子

の挿入がない、このことを理由に従来の遺伝子組み換え食品としての審査は不要であるとしま

した。 
 国内でのゲノム編集食品の流通が解禁となった現在、今後の食物の生産性のアップや品種改

良の効率化まで可能となる注目の技術のため、従来の品種改良にかかっていた時間とコスト、

それらを大幅にダウンさせることが可能となっております。 
 今後はもちろん新しい品種を次々に生み出すことができ、地球規模の課題として急務とされ

る食料生産の向上、気候変動の対策としても有効な技術であると考えられております。 
 これらのことは、私も重々認識しております。たしかに画期的な技術であるゲノム編集です

が、公表されている情報では、人の健康影響についての言及はなく、人が今まで食べたことの

ないゲノム編集食品が安全であるかについて、懸念は依然として残っております。 
 よって、多くの消費者がゲノム編集食品にどう反応するかは、現在、未知数であります。 
 また、他の課題として、農作物の花粉が栽培時に飛散すると生態系を乱すおそれも指摘され

ております。日本ではトマトのほか、病害虫や干ばつに強く収穫量が多いイネや芽の部分に有

害物質を含まないジャガイモ、魚でも肉厚な真鯛、養殖しやすいマグロなど、いずれもゲノム

編集食品の開発が進んでおります。 
 ゲノム編集という技術が内包するリスクについて、従来、ゲノム遺伝子をいじるということ

は非常に危険なことのため、しっかりとした社会的な議論をつくっていかなければならない、

そして、今、消費者の受け止めを慎重に見極める段階であると私は考えます。 
 以上、触れてきたように、ゲノムの編集食品については、事業者の届け出は任意、食の安全
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性の審査や環境影響評価、表示義務もない、これらの状況では消費者の知らない間に流通して

しまう可能性があり、消費者の知る権利、選択できる権利は奪われています。最優先されるべ

きは、選択できる権利を保障するということです。つまり、食べたくなければ食べなくて済む、

そういったために表示は必ず必要ですし、国は表示は義務化しないということにしてしまいま

したが、義務化しなければわれわれ消費者は食べたくなくても避けることができない状況に

なってしまうことが今後の大きな問題だと思います。 
 そして、本請願の審査においては、北杜市内の消費者はもちろん、従来のトマトの栽培に携

わる農業従事者の立場、見地に立った上での慎重な調査や分析もしっかり行う必要性があると

考えます。 
 環境影響調査すらしていない苗を一方的に、しかも小学生に受け取らせようというのは、あ

まりにも強引すぎる。なぜ、配布対象が小学生なんでしょうか。なぜ、現物のトマトではなく、

苗の配布なんでしょうか。本来、必要と感じる人が納得の上で、その対価を正当に支払って摂

取すればよいのではないでしょうか。それが公正な経済活動の根本原理のはずです。受け取る、

受け取らないは、たしかにその小学校の判断により自由ですが、学校が受け取ると、では仮に

判断した場合、その小学校に通う児童一人ひとりには、学校という公的機関を通じて、日頃よ

り信頼を寄せる先生、学校から渡される苗、学校は受け取ると、たとえ判断しても、個々の児

童全員がそう判断しているわけではありません。その意味の重さを認識しなければならないと

考えます。 
 たとえ無料配布であろうと、苗という生き物を子どもが先生、学校から手渡されることによ

り、選択権なしに与えてしまう飼育・栽培義務感という、渡された子どもの意思を無視し、一

方的に与える影響の大きさ、もし苗を無償で配るなら高血圧などで悩まれる、本当に今、必要

とされる方々に限定して無償で広く配布していただきたい。その観点からも今回の小学生の苗

の無償配布問題は、あまりに強引すぎる、世間を押し付け、普及促進行為だと私は感じており

ます。 
 私個人的には、高血圧に効果があるといわれるゲノム編集トマトには非常に興味があります

し、試してみたいという気持ちも正直あります。しかし、本請願は、そのような個の判断では

なく、全体、いわば市としての判断が問われています。なかば強引と思われる苗の押し付け、

普及促進への後押しをしてしまいかねない、このたびのゲノム編集トマトの苗を小学生へ無償

配布するという内容には、現段階で私は賛同しかねます。 
 以上の観点から総合的に判断し、今回の請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト

苗を受け取らないことを求める請願書への私の賛成討論とさせていただきます。 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 ほかに討論はありませんか。 

 秋山真一君・・・。 

 秋山真一君のほうが先だったので・・・。 

 ちょっと待ってください。賛成討論を・・・。 

 討論は、秋山真一君のほうが、手が先に挙がっていましたので、今、秋山真一君を指名させ

ていただきました。よろしいですか。 

 （「分かりました。」の声） 
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 秋山真一君。 

〇７番議員（秋山真一君） 

 請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないことを求める請願書に

ついて、賛成の立場から討論いたします。 
 この請願を審議した文教厚生常任委員会は、可決すべきものという結論であり、これに賛同

いたします。 
 今回のゲノム編集作物も含まれる遺伝子組み換え作物は、すでにトウモロコシはコンスター

チとして様々な食品の原料に、菜種は油として食品の加工工程で、大豆は家畜飼料として活用

されています。このような活用には表示義務はありませんので、知らない方も多いとは思いま

すが、常に輸入されているトウモロコシ、菜種、大豆の９０％以上は、遺伝子組み換え作物と

言われています。自給率が低い日本において、トウモロコシは自給率、たった１％未満であり、

加工品においてはほぼ遺伝子組み換え作物が利用されていると言っても過言ではありません。

このトマト以外は問題がないという論理が通用するなら別ですが、遺伝子組み換え作物をすで

に誰しも口に入れている状況であり、利用活用している技術を否定することはできないと考え

ます。 
 しかし、近年、多くの分野で新しい技術が開発され、時代についていくことすら困難なほど、

そのスピードは加速しています。多大な影響で生活を一変させた新型コロナウイルス感染症に

対しても、新しい技術によって生み出されたワクチンの効果もあり、以前の生活を取り戻しつ

つあります。 
 このように新しい技術によって多くの命が救われ、過酷な状況から人々を救う一条の光にな

ることは、十分理解しているところです。そして多くの先端技術を受け入れ、活用していかな

ければ、流れに取り残され、弱体化、衰退化していくことも十分理解するところであります。

しかし、新しい技術には未知なる部分も多く、受け入れるのには心の不安を払しょくさせる時

間や経験を積む必要があります。 
 新型コロナワクチンに関しても、検証する時間も少ないまま接種する必要に迫られましたが、

今は多くの方が２回目、３回目と接種を重ねています。新型コロナワクチンのときもそうでし

たが、未知なる先端技術に相対したとき、はじめに受け入れを、身をもって検証するのは、私

たち大人の役目だと考えます。 
 今回のゲノム編集作物という、先端技術に対しても子どもたちに配布するのではなく、まず

は希望する大人に配布し問題があるのか、この北杜の地に適しているのか、様々なことを検証

した上で、一歩ずつ広げていくべきと考えます。 
 私も子を持つ親として、子どもから未知なるものを遠ざけたい親心は、身をもって感じてお

ります。子どもからではなく、まずは自分から新しい技術に向き合うと考えますので、小学生

にゲノム編集トマト苗を配布する行為は、大人が十分検証した上で行っていただくことを希望

いたします。 
 以上の理由により、請願第３号 北杜市の小学校にてゲノム編集トマト苗を受け取らないこ

とを求める請願書に賛成いたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ほかに討論はありますか。 

 （ な し ） 
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 これで討論を終結いたします。 

 これから、請願第３号を採決いたします。 

 この採決は、起立により行います。 

 請願第３号を原案のとおり採択することに賛成の方は、起立を願います。 

 （ 起 立 多 数 ） 

 起立多数です。 

 したがって、請願第３号は採択することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第８ 議案第５３号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第７号）を議題といたします。 

 内容説明を担当部長に求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 議案第５３号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第７号）をご覧いただきたいと思いま

す。 
 １ページをお開きください。 
 歳入歳出予算の総額にそれぞれ３億３，００６万１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

３０３億２，６８７万１千円とするものであります。 
 ６ページをお開きください。第２表 繰越明許費であります。 
 ２款１項総務管理費、車両購入事業６０６万７千円につきましては、電気自動車２台の購入

について、半導体の不足などにより年度内の納入が不透明であること。 
 ３款２項児童福祉費、子育て支援施設整備事業４，６８０万４千円につきましては、業者選

定、実施設計などに期間を要し、年度内完了が困難であること。 
 その下のつどいの広場事業７，２７１万円につきましては、施設の解体作業およびアスベス

トの処分に期間を要し、年度内完了が困難であること。 
 １０款１項教育総務費、小中学校情報化推進事業１億８，６５６万円につきましては、半導

体不足などにより無線ＬＡＮ設備の納入に期間を要し、年度内完了が困難であること。 
 同款２項小学校費、小中学校スクールバス運行事業２，２１４万円につきましては、長坂小

学校のスクールバス購入について、車両の納入に不測の日数を要し、年度内の納入が困難であ

ることから、それぞれ繰越明許費を設定するものであります。 
 次の７ページをお願いします。第３表 地方債補正であります。 
 変更としまして、合併特例事業債を２億１，４００万円増額し限度額を１０億５，３３０万

円に、過疎対策事業債を４，８５０万円減額し限度額を２億８，０３０万円とし、補正後の限

度額の計を２０億６，５５０万円とするものであります。 
 次に、歳入歳出予算の補正内容についてご説明いたしますので、２ページ、３ページをお開

きください。 
 はじめに、歳入であります。 
 まず、１１款１項地方交付税につきましては、普通交付税を１億６３８万２千円増額し、補

正後の額を９９億３，１０５万８千円とするものであります。 
 １３款２項負担金９，３３４万２千円の減額は、学校給食費および保育料・副食費の無償化
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実施に伴う減額分であります。 
 １４款１項使用料５５０万円の増額は、新たにオープンする八ヶ岳スケートセンターの施設

使用料であります。 
 １５款２項国庫補助金１，２５７万６千円の増額は、小中学校情報化推進事業に対する公立

学校情報機器整備費補助金と小中高等学校における感染症対策の実施に対する学校保健特別対

策事業費補助金であります。 
 １６款２項県補助金２，３５０万円の増額は、八ヶ岳スケートセンターの運営を支援するた

めに県から交付される譲渡施設活用支援事業費補助金であります。 
 １８款１項寄附金６０万円の増額は、保育園、小中学校における教育振興のための市内の個

人からの指定寄附金であります。 
 １９款２項基金繰入金１億７８９万７千円の増額は、学校給食費、保育料・副食費の無償化

の実施等に伴う財政調整基金繰入金の増額と、合併特例事業債の計上に伴う公共施設整備基金

繰入金の減額であります。 
 ２１款５項雑入１４４万８千円の増額は、令和２年度に交付した福祉タクシー導入事業費補

助金の返還金であります。 
 最後に２２款１項市債１億６，５５０万円の増額は、子育て支援施設整備事業、小中学校情

報化推進事業等に充当する合併特例事業債の増額と、配分額の決定に伴う過疎対策事業債の減

額などであります。 
 次に４ページ、５ページの歳出であります。 
 ２款１項総務管理費１７６万円の増額は、個人情報保護法の改正に伴う個人情報取扱ＷＥＢ

システムの改修費等であります。 
 ３款１項社会福祉費１１４万円の増額は、介護保険特別会計への繰出金と山梨県福祉タク

シーシステム事業費補助金の返還金であります。 
 同款２項児童福祉費１億５，７５８万円の増額は、子育て支援施設整備事業費、旧長坂共同

福祉施設解体事業費、保育料・副食費の無償化の実施に伴う私立保育施設等への補助金の増額

などであります。 
 ７款１項商工費４１８万円の増額は、八ヶ岳青年小屋の改修設計費であります。 
 １０款１項教育総務費６，２３７万円の増額は、小中学校情報化推進事業費であります。 
 同款２項小学校費８２４万７千円の増額および同款３項中学校費７７９万９千円の増額は、

市内の小中学校における感染症対策に必要な物品の購入費などであります。 
 同款５項保健体育費８，３７６万４千円の増額は、八ヶ岳スケートセンターの管理運営事業

費と物価高騰に伴う学校給食の賄い材料費等の増額であります。 
 同款６項高等学校費３２２万１千円の増額は、甲陵高等学校における感染症対策に必要な物

品の購入費とスーパーサイエンスハイスクール第３期の指定に伴う補助教員の人件費でありま

す。 
 以上であります。よろしくご審議の上、ご議決いただけますようお願い申し上げます。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
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 内田俊彦君。 
〇１９番議員（内田俊彦君） 

 今回の補正（第７号）につきましては、国の補正でありますとか、給食費でございますとか、

またスケートセンター、そして子育て施設と、こういうような事業でございます。注目的な事

業等がございますので、もう少しかいつまんで詳細な説明をいただけたらありがたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 それでは、ここで昼食のため、暫時休憩とします。 
 再開は午後１時２０分とします。 

休憩 午前１１時４９分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １時２０分 
〇議長（加藤紀雄君） 

 再開します。 
 内田俊彦君の質問に対する答弁を求めます。 
 中田企画部長。 

〇企画部長（中田治仁君） 
 内田俊彦議員からご質問いただきました件につきまして、ご説明させていただきます。 
 その前にお時間をいただきまして、ありがとうございました。 
 一般会計補正予算（第７号）の主要事業につきまして、詳しくご説明させていただきます。 
 まず、歳入のご説明をさせていただきます。 
 ２ページ、３ページをお開きください。 
 １３款２項負担金９，３３４万２千円の減額につきましては、物価高騰の影響が続く中、子

育て世帯の経済的負担を軽減するため、本年１０月から来年３月までの６カ月間、保育園等の

保育料および副食費を無償化するものであります。 
 また、本年１０月から来年３月までの６カ月間、小中学校の給食費を無償化するものであり

ます。 
 続きまして、歳出についてご説明させていただきます。 
 ４ページ、５ページをお開きください。 
 ２款１項総務管理費１７６万円の増額は、個人情報取扱ＷＥＢシステム改修事業で、改正個

人情報保護法に基づき、市が保有する個人情報にかかる新たなファイル簿を作成し、公表する

必要があるため、個人情報取扱ＷＥＢシステムの改修等を行うものであります。 
 続きまして、３款２項児童福祉費１億５，７５８万円の主なものとしまして、子育て支援施

設整備事業費として、４，６８０万４千円でございます。子育て世代からのニーズが多い大型

遊具等のある公園こどもパークの整備および、子どもが安全に遊ぶことができる屋内の遊び場

こどもランドの整備を行い、多くの親子が集い交流できる子育て支援拠点とすることにより、

子育て世代に選ばれる地域を目指すものであります。 
 内容としまして、事業概要でございますが、施工場所は高根ふれあい公園、北杜市高根町箕

輪新町６０番ほか。敷地面積につきましては、約１万３千平方メートル。実施内容としまして
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は、こどもパークおよびこどもランドの整備でございます。総事業費は約５億円を想定してお

ります。履行期限につきましては、建設予定工期でございますが、契約の締結から令和６年９月

末までを工期として予定しております。 
 続きまして、１０款１項教育総務費６，２３７万円は、小中学校情報化推進事業で１人１台

端末の更なる活用を目的とした無線ＬＡＮ補完工事の実施にあたり、機器の価格高騰等が生じ

たため、予算の増額を行うものであります。 
 １０款２項小学校費、同款３項中学校費、同款６項高等学校費にかかる主な内容としまして、

感染症対策等の学校教育活動継続支援事業で、感染リスクを最小限にし、円滑な教育活動を継

続するため、市立学校において感染症対策に必要な物品等の購入を行うものであります。 
 同款５項保健体育費８，３７６万４千円の増額は、八ヶ岳スケートセンター管理運営事業で

県から譲与された八ヶ岳スケートセンターを市の運営により再開し、スケート文化の拠点とし

て位置付ける中で、選手の競技力向上、競技人口の拡大、冬季における市民の体力向上等を図

るとともに、周辺地域の活性化につなげるもの、また学校給食物価高騰対策事業で物価高騰に

伴い学校給食センターの賄い材料費および燃料費を増額するものであります。 
 補正予算の主なものの内容は、以上でございます。よろしくご審議の上、ご議決いただきま

すようお願い申し上げます。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁が終わりました。 
 内田俊彦君。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 主要な事業ということで、その主要な事業の中は理解をしたところでございます。 
 その中で、北杜市こどもランドにつきまして、「子育てするなら北杜」という地域ブランドを

構築すると。子育て世代から選ばれる地域を目指すため、親子が気軽に集い交流ができる子育

て支援の拠点施設仮称こどもランド（以下、こどもランド）を整備するとともに、既存公園の

再整備仮称こどもパーク（以下、こどもパークという）を行うと。地域の交流拠点にふさわし

いこどもランドおよびこどもパークを整備する上で豊富な経験、柔軟かつ高度な発想力および

確かな技術力を有する最適な受託者を選定することを目的として、公募型プロポーザルを実施

すると、こういうことでございます。 
 現場は、先ほど紹介があったところでございますが、この日程を見ますと、公募期間は令和

４年９月２８日から令和４年１０月２６日。参加申込期限が令和４年１０月２６日、午後５時

までとなっておりまして、提案書提出期限が令和４年１０月２８日、午後５時までとなってお

り、プレゼンテーションの審査日は令和４年１１月７日、午後１時から。そして契約締結が令

和４年１１月下旬と、こういうことでございますので、本日、予算が成立すれば、このとおり

実施をしていくと、こういうことだろうと思います。 
 しかし、われわれには、いまだ、この仕様というものについて、どのように公募するかとい

うものは示されていないわけでございます。そういった中で、これを議決するというのは、非

常に難しいわけでございまして、そこについてはやはり、まだまだ、われわれに十分な説明が

されていないと、そう判断するしかありません。 
 しかし、市長は全員協議会の中ですとか、いろんな中で、ここをどうしても造りたいという

決意に満ち溢れた中での今回、提案ということだと思います。そういたしますと、本日まで担
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当部は、それなりに調査もしたり、予算の説明をしている中でも、いろいろなことを考えられ

たと思います。本来であれば、公募が、９月２８日ということですので、当然、ホームページ

等でどのように公募するか、どういう企業がふさわしいか、概略的ないろんな基準等があって、

これ公募をすると思います。日本全国に公募するのか、山梨県内ですとか、中北ですとか、地

域ですとか、いろんなこともございますし、またこの目的に沿ったものについて、どのように

概略、公募を出そうと思っているのか、すでに原案があると思いますので、それについては、

この議場でご説明をいただきたいと思います。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 大芝こども政策部長。 

〇こども政策部長（大芝一君） 
 ただいまの、内田議員のご質問にお答えをさせていただきます。 
 仕様書と要綱につきましては、現在、最終段階で詰めをさせていただいているという状況で

ございます。 
 公募の期間につきましても、当初、９月２８日という予定でございましたが、議会中という

ことも考慮した中で、もう少し再確認をしたいというところからも、１０月３日に公募のスター

トをしたいと考え公告をすることを考えてございます。 
 また、それに伴いまして、参加の申し込み期限も１０月２６日から３１日までに、若干、期

限を変更させていただいているところでございます。 
 仕様書につきましては、これまで４月からそれぞれ保育園、また実際に公園のほうに行きま

して子どもから意見を聴取したり、Ｗｅｂを介したアンケート等で情報収集を行い、希望等を

伺いながら、仕様書等の作成に至った次第であります。 
 そうした中で、その後にいろいろ多方面でアドバイス等もいただきまして、８月に追加で障

害者施設であり、また学童保育であり、保育士のＯＢにつきましても、これまでの経験を生か

した中でのご意見というところをいただいたり、また外部の子育て支援施設を委託する事業者

等にも、市内・市外ともにご意見等を伺って、本日まで至っている次第でございます。 
 また、そういったことを参考にそれぞれ仕様のほうを整理し、例えばこどもランドにつきま

しては、いただいた意見を参考といたしまして、大型遊具であり、その他の遊具、備品等につ

いて、また対象年齢を考慮したゾーニングをしたり、製品の選定、またレイアウトを検討する

ということ、また遊具のメンテナンスの事項等、費用などの今後の見通しなども提出を求めて

いるような仕様になってございます。 
 また、こどもパークにつきましては、こちらも遊具等は、私どものほうでアンケートから出

たところの遊具のほかに、人気のあるような遊具の提案も可というような形で仕様のほうを現

状、進めているところでございます。 
 また、企業につきましては、山梨県に主たる営業所等を置く企業ということで、単体、また

そういった県内の企業を含めた中での企業体もＯＫということで、仕様書を作成してございま

す。 
 主立ったところにつきましてはそのようなところでございますが、これから最終の詰めをい

たしまして、１０月３日に公告をする予定で、現状いる状況でございます。 
 以上であります。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 答弁が終わりました。 
 内田俊彦君。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 それでは、３回目の質問に移らせてもらいます。 
 今、るる説明があったわけでございます。いずれにいたしましても、今回の仮称こどもパー

ク、こどもランドにつきましては、本来は当初予算等で盛りながら計画等もきちっと作られて、

それを示された中で議会の理解や市民への理解を求めるのが当然かなと思います。そして、地

域の皆さま方にも、全員協議会や、また代表質問、一般質問等の中では地域の皆さまの理解に

ついても、今まだこれからというような状況ですから、どうしてもここは見切り発車というふ

うなことを考えなければならない。そうまでして、これを必要と、またこれが今後の北杜市の

子育てについて重要な拠点になるし、これはなるべきだということで、市長は判断されている

と、こういうことかと思います。 
 そこで、市長にお伺いいたします。 
 今回、このこどもランドを造ることによって、北杜市が最初の目的である「子育てするなら

北杜」という地域ブランドがなぜ、構築されていくのか。また、市長の目指す１０年後、予想

人口推計の約２倍の子どもにしたいと、こういう目標も立てているわけであって、それに必ず

や寄与すると、そう確信をされてのことだと思います。またそれが、市長に確信がなければ、

われわれも賛否をどのようにしていいか非常に悩むわけでございまして、これほどまでに拙速

に物事を進めてでもやりたいと、こういうことでございますから、当然、それは市長がこれを

提案されたということでございますので、そこについて、市長はどのようにお考えか、改めて

の確認とはなると思いますが、本議場でわれわれに説明もしていただきたいし、またそれが市

民への説明責任となると思いますので、市長に答弁をよろしくお願いいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 答弁を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 内田俊彦議員のご質問にお答えしたいと思います。 
 こどもパーク、こどもランドにおきましては、市民からのアンケート、また市長の手紙にお

きましても、非常に要望が高い施設であると考えております。例えば、今、部長も言ったとお

り、大型遊具がほしいですとか、また無料で遊べるとか、親子が安心して遊べるとか、そうい

う要望をいただいておりますので、ぜひ、この子育て世代の要望を実現してまいりたいと思っ

ております。 
 子ども、また保護者、そして地域の方々が安心して遊べるような施設が必要だと思っており

まして、これをやることによりまして、「子育てするなら北杜」、また子育て環境日本一、そう

いう北杜市がつくれると思っております。これからこどもランド、こどもパーク、末永く安心

して皆さまに活用していただけるように、また市民の皆さまが、また地域の皆さまが誇れるよ

うな施設にしてまいりたいと考えておりますので、ぜひご理解・ご協力をお願いしたいと思い

ます。 
 以上です。 
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〇議長（加藤紀雄君） 
 ほかに質疑はありますか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております議案第５３号は、会議規則第３７条第３項の規定により委員

会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５３号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 齊藤功文君。 
 反対者の討論を許します。 

〇１２番議員（齊藤功文君） 
 反対の立場から。 
 こどもランド、こどもパーク関連予算の計上されている議案第５３号 令和４年度北杜市一

般会計補正予算（第７号）に対する反対討論を行います。 
 子育て支援施設整備事業、いわゆるこどもパーク、屋外に大型遊具のある公園およびこども

ランド、全天候型の屋内の遊び場の整備計画、概算事業費は令和４年度、令和５年度の２カ年

計画でおよそ５億円とのことについての大まかな説明が、８月２３日の議員全員協議会におい

て初めてされました。この子育て支援施設整備事業計画を初めて聞いて、驚きと疑問と戸惑い

が私の頭の中を交錯しました。 
 本市においては、子育て政策は第一に考えるべき施策と常々思っているところでございます。

子育ての諸施策を計画的に進めていく上でも優先順位というものがあります。北杜市において、

今、子育て支援施策を進める上において、優先して取り組むべき大きな子育て事業は、言うま

でもなく平成２９年度以降の懸案である白州保育園・西部こども園園舎等の施設整備を早急に

推し進めることではないでしょうか。白州保育園・西部こども園へ通園している園児の保護者

は、園児が安心して安全に保育ができる保育環境を一刻も早く整備してほしいと願っておりま

す。また、保護者をはじめ白州地域の諸団体の方々は、すでに市長へ要望書を提出されている

ところであり、要望の実現に向けて早急に踏み出すことを市長に求めています。 
 ちなみに、白州保育園・西部こども園園舎施設整備検討委員会の第１回が、令和３年１月

２８日に市役所で開催され、委員１５名が上村市長より委嘱されて、以降第２回が３月２５日、

第３回が６月２９日に開催され、白州保育園施設整備検討委員会の検討結果として、園舎等整

備計画に関する提言書が市長に提出されております。 
 しかしながら、提言書が市長に提出されているにもかかわらず、今日現在、整備事業に関わ

る予算化もされていない現状の中、白州保育園関係者、白州町に生活する市民の皆さまの思い

を逆なでるような、いわゆるこどもランド計画は、今年の５月から８月までのわずか３カ月足

らずの期間で検討し、８月２３日開催の議員全員協議会にて説明のあった計画であります。こ



 ２３７

のこどもランド計画は、今後、様々な角度、視点から検討を重ねた上で事業内容を慎重に判断

すべきと考えます。 
 このこどもランド計画を新聞紙上などで初めて知った高根町内の方をはじめ、多くの有識者

からも、この計画には理解できないとのご意見が寄せられています。市長のお耳にも入ってい

ることかと思います。 
 こうして、まさに本日の議会審議において、各議員の果たす重要な役割がここにあるわけで

あります。 
 ２カ年で概算事業費、土地買収費も含め５億円にものぼる大型事業です。慎重に取り組むべ

き事業内容と考えます。 
 私たちは、市長には市長政策に対して腰を据え、多くの市民の皆さまからのご意見を聞き、

あまり前のめりにならず、子育て施策を進めていくことを期待しております。 
 北杜市政に対し、市民の皆さまの市立保育園整備計画、とりわけ白州保育園園舎改築などの

整備計画に対する市民の目線は、大変厳しいものがあります。職員の皆さまには、今後、市立

保育園整備計画、予算計画、予算執行など子育て施策全般にわたり、真摯に取り組んでほしい

と思います。 
 ９月２０日のともにあゆむ会代表質問で、原堅志議員が北杜市立白州保育園・西部こども園

園舎施設整備計画について質問していますが、まず、子どもを育てる基本的環境は、地域ごと

にある保育園が遊び場でもあり、保護者の交流の場でもあると考えます。 
 まず、差し迫った白州保育園・西部こども園施設整備計画を早急に進める中で、次は高根町

内の４つの北杜市立保育園の整備計画を進めていくことが喫緊の課題となっています。こうし

た状況の中での高根町内でのこどもランド計画であります。 
 本予算に計上されている内容は、北杜市こどもランド建築設計およびこどもパーク実施設計

業務委託費など３，０９２万４千円。土地購入費、地目畑４筆、合計２，３８３平方メートル、

１，５８８万円。合計４，６８０万４千円の追加補正予算案となっています。 
 計画発表から３カ月足らずの期間で検討してきたこどもランド計画ですが、市内にもこの計

画に対して慎重なるご意見が多くあります。重ねて申し上げます。このこどもランド計画は、

多くの市民の皆さまの声や意見を聞いて、慎重に取り組むべき事業と考えます。よって、こど

もランド、こどもパーク計画の関連予算は、いったん撤回すべきと考えます。 
 私たちは、これからも市民の皆さまと共に向き合って、このこどもランド計画について議論

を重ねてまいります。 
 以上、こどもランド、こどもパーク関連予算の計上されている議案第５３号 令和４年度北

杜市一般会計補正予算（第７号）に対する反対討論といたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 次に、原案に賛成者の発言を許します。 
 大芝正和君。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 議案第５３号 令和４年度北杜市一般会計補正予算について、賛成討論をさせていただきま

す。 
 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第７号）は、子育て世代からのニーズが多く、またこ

れまでも会派みらい創生として要望をしてまいりました公園こどもパークや、屋内遊び場こど
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もランドの整備のための実施設計費や用地購入費をはじめ、物価高騰の影響を受ける子育て世

代の経済的な負担を軽減するため、１０月から来年３月までの保育料および副食費の無償化、

小中学校給食費の無償化、また新型コロナ感染リスクを最小限にして円滑な教育活動を継続す

るため、市立小中学校、甲陵高等学校に感染症対策に必要な物品等の購入、さらにこのほど県

から移譲された八ヶ岳スケートセンターの再開に伴う冬季営業のための経費などを地方交付税、

国県支出金、財政調整基金の繰り入れ等により編成された予算であり、市民要望や経済状況に

スピーディに対応した予算であります。 
 なお、こどもランドは市内外の多くの子育て世代に末永く利用されること、こどもパークは

子育て世代や高齢者などの市民の憩いの場となるような設計になることを要望しながら、議案

第５３号 令和４年度北杜市一般会計補正予算に賛成をいたします。 
〇議長（加藤紀雄君） 

 ほかに討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 これで討論を終結します。 
 これから、議案第５３号を採決いたします。 
 この採決は、起立によって行います。 
 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立を願います。 
 （ 起 立 多 数 ） 
 起立多数です。 
 したがって、議案第５３号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第９ 議案第５４号 令和４年度北杜市介護保険特別会計補正予算（第１号）を議題といた

します。 
 内容説明を担当部長より求めます。 
 清水福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（清水市三君） 
 議案第５４号 令和４年度北杜市介護保険特別会計補正予算（第１号）について、ご説明い

たします。 
 補正予算書１ページをお開きください。 
 歳入歳出予算の総額にそれぞれ９，７１２万３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を４９億

７，１２９万１千円とするものであります。 
 歳入歳出の補正内容についてご説明いたしますので、２ページ、３ページをお開きください。 
 はじめに歳入であります。 
 ５款３項県補助金４，１１５万１千円の増額は、市内に地域密着型サービス事業所を新たに

開設するにあたり、円滑な開設を図るため、開設準備に要する経費を助成する介護基盤開設準

備等事業費補助金、ならびに施設整備に要する経費を助成する介護基盤整備等事業費補助金で

あります。 
 ８款１項繰越金５，５１４万４千円の増額は、令和３年度からの繰越金であります。 
 次に４ページ、５ページの歳出であります。 
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 １款６項地域介護・福祉空間整備費等補助金４，１１５万１千円の増額は、第６次北杜ゆう

ゆうふれあい計画に基づき実施する、地域密着型サービス事業所の円滑な開設を図るための開

設準備に要する経費、ならびに施設整備に要する経費を補助するものでございます。 
 ９款１項償還金及び還付加算金５，５１４万４千円の増額は、令和３年度介護給付費交付金、

ならびに地域支援事業交付金の額の確定に伴う返還金であります。 
 以上でございます。よろしくご審議の上、ご議決いただきますようお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております議案第５４号は、会議規則第３７条第３項の規定により委員

会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５４号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結いたします。 
 これから、議案第５４号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５４号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１０ 議案第５５号 令和４年度北杜市水道事業会計補正予算（第１号）を議題といたし

ます。 
 内容説明を担当部長に求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 議案第５５号 令和４年度北杜市水道事業会計補正予算（第１号）について、ご説明いたし

ます。 
 補正予算書１ページをお開きください。 
 第２条でございます。今回の補正は、令和４年度北杜市水道事業会計予算第５条に定めた債
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務負担行為を補正するものでございます。 
 内容でございますが、１ 追加の表をご覧ください。 
 追加する事項。１つ目として、上下水道経営基本計画及び水道ビジョン改訂支援業務委託。

期間は令和５年度。限度額１，３９９万２千円でございます。 
 本事項につきましては、今後、より実効性の高い事業展開を目指していくために経営戦略に

あたる上下水道経営基本計画、これが策定後５年を経過していることから、改訂するものであ

ります。また、その上位計画にあたる水道ビジョンについても改訂を行い、相互の整合を図る

目的で改訂を行うものでございます。 
 ２つ目の事項として、上水道管の漏水箇所及び劣化診断支援業務委託。期間は令和５年度か

ら令和６年度まで。限度額１，９００万円でございます。 
 本事項につきましては、管路の劣化状況と漏水の発生位置を把握し、有収率の改善と効果的

な管路更新を目指すための業務委託を行うものでございます。 
 以上、２事項に対する債務負担行為を補正するものでございます。 
 説明は以上でございます。よろしくご審議の上、ご議決いただきますようお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております議案第５５号は、会議規則第３７条第３項の規定により委員

会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５５号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結いたします。 
 これから、議案第５５号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５５号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１１ 議案第５６号 令和４年度北杜市下水道事業会計補正予算（第１号）を議題といた

します。 
 内容説明を担当部長に求めます。 
 浅川上下水道局長。 

〇上下水道局長（浅川和也君） 
 議案第５６号 令和４年度北杜市下水道事業会計補正予算（第１号）について、ご説明いた

します。 
 補正予算書１ページをお開きください。 
 第２条でございます。今回の補正は、令和４年度北杜市下水道事業会計予算第５条に定めた

債務負担行為を補正するものでございます。 
 内容でございますが、１ 追加の表をご覧ください。 
 追加する事項として、上下水道経営基本計画及び水道ビジョン改訂支援業務委託。期間は令

和５年度。限度額４７３万円でございます。 
 本事項につきましては、今後、より実効性の高い事業展開を目指していくために経営戦略に

当たる上下水道経営基本計画が、策定後５年を経過していることから改訂するものであり、ま

た、その上位計画にあたる水道ビジョンについても改訂を行い、相互の整合を図る目的で改訂

を行うものでございます。 
 下水道事業会計の負担分として債務負担行為を補正するものでございます。 
 説明は以上でございます。よろしくご審議の上、ご議決いただきますようお願いいたします。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております議案第５６号は、会議規則第３７条第３項の規定により委員

会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５６号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結いたします。 
 これから、議案第５６号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
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 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５６号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇議長（加藤紀雄君） 
   日程第１２ 発議第６号 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校で

の三十五人学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための意見

書の提出についてを議題といたします。 
 提出者であります、齊藤功文君から提案理由の説明を求めます。 
 文教厚生常任委員長、齊藤功文君。 

〇文教厚生常任委員長（齊藤功文君） 
 意見書の提出について、朗読をもって説明させていただきます。 
 発議第６号 

令和４年９月２２日 
 北杜市議会議長 加藤紀雄様 

北杜市議会文教厚生常任委員会委員長 齊藤功文 
 加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校での三十五人学級の実施、

教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための意見書の提出について 
 地方自治法第１０９条第７項及び北杜市議会会議規則第１４条第２項の規定により別紙のと

おり提出する。 
 提案理由 
 改正義務標準法が成立し、小学校の学級編制標準が学年進行により段階的に３５人に引き下

げられる。小学校の３５人学級実施に当たっては、加配定数の振り替えではなく、教職員定数

の実質的な増員により行うことが重要である。また、きめ細やかな指導を継続的に行うために

は、中学校においても３５人学級を実施することが必要となっている。 
 学校現場では、新型コロナウイルス感染症対策による教室の消毒作業等や貧困・いじめ・不

登校・虐待など解決すべき課題が山積しており、子どもたちの豊かな学びを実現するための準

備の時間を十分に確保することが困難な状況となっている。豊かな学び、学校の働き方改革、

顕著に増えている特別な支援を必要とする子どもへのきめ細やかな対応を実現するためには、

加配の増員などの教職員定数改善が不可欠である。 
 本市でも部活動における指導者不足の問題や多種多様なニーズへの対応の中、「不屈の精神と

大志を持った人材の育成」を市政教育の基本に据え、「原っぱ教育」として、社会を生き抜く力、

郷土を愛し未来を切り開く人材の育成に向け、学校教育の充実を図る施策を積極的に展開して

いる。特に情報教育の推進のため関係機器等の整備、中学校のトイレの整備や教育支援センター

を設置している。 
 義務教育費国庫負担制度については、厳しい財政状況の中、本市のように独自財源により人

的措置を行っている自治体も多く、地方自治体の財政を圧迫していることや自治体間の教育格

差が生じることは大きな問題である。子どもたちが全国のどこに住んでいても、一定水準の教

育を受けられることが憲法上の要請であり、国の施策として定数改善にむけた財源保障のため

にも国庫負担率２分の１への復元が必要である。 
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 こうした観点から、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地

方自治体が計画的に教育行政を進めることができるよう強く要請するための意見書を提出する

ものであります。 
 それでは、加配定数の振り替えによらない小学校三十五人学級の実施、中学校での三十五人

学級の実施、教職員定数改善、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための意見書の案につ

いて朗読、説明させていただきます。 
 改正義務標準法が成立し，小学校の学級編制標準が学年進行により段階的に３５人に引き下

げられます。小学校の３５人学級実施に当たっては，加配定数の振り替えではなく，教職員定

数の実質的な増員により行うことが重要です。また，きめ細やかな指導を継続的に行うために

は，３５人学級を小学校だけに留めず，中学校においても実施することが必要です。 
 学校現場では，新型コロナウイルス感染症対策による教室の消毒作業等や貧困・いじめ・不

登校・ヤングケアラー・虐待など解決すべき課題が山積しており，子どもたちのゆたかな学び

を実現するための教材研究や授業準備の時間を十分に確保することが困難な状況となっていま

す。ゆたかな学びや学校の働き方改革を実現するためには，加配の増員などの教職員定数改善

が不可欠です。また，障害のある児童生徒や日本語指導等，特別な支援を必要とする子どもも

顕著に増えています。 
 本市でも多種多様なニーズへの対応の中，「不屈の精神と大志を持った人材の育成」を市政教

育の基本に据え，「原っぱ教育」として，夢を持ち、未来を切り開く、心身ともにたくましい子

どもたちの育成に向け，学校教育の充実を図る施策を積極的に展開しています。特に情報教育

の推進のため関係機器等の整備，教育支援センターの設置，学習指導員・学習業務支援員等の

拡充をしています。 
 義務教育費国庫負担制度については，国の制度改革により，国庫負担率が２分の１から３分

の１に引き下げられました。厳しい財政状況の中，本市のように独自財源により人的措置を行っ

ている自治体も多く，地方自治体の財政を圧迫していることや自治体間の教育格差が生じるこ

とは大きな問題です。子どもたちが全国のどこに住んでいても，一定水準の教育を受けられる

ことが憲法上の要請であり，国の施策として定数改善にむけた財源保障のためにも国庫負担率

２分の１への復元が必要です。 
 こうした観点から，国会及び政府におかれては，地方教育行政の実情を十分に認識され，地

方自治体が計画的に教育行政を進めることができるように，以下の措置を講じられるよう強く

要請します。 
 １．小学校の３５人学級実施に当たっては，加配定数の振り替えではなく，教職員定数の実

質的な増員で行うこと。また，中学校への３５人学級を実施すること。 
 １．学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため，また、個別最適な学びと協働的な

学びの一体的な充実、個別の対応が必要な子どもたちにきめ細かな支援をしていくために、

加配の増員など教職員定数改善を推進すること。 
 １．教育の機会均等と水準の維持向上を図るため，義務教育費国庫負担制度の堅持とともに

国負担割合を２分の１に復元すること。 
 １．教育条件の格差解消を図るため，地方交付税を含む国における教育予算を拡充すること。 
 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 



 ２４４

 令和４年 
北杜市議会議長 加藤紀雄 

 提出先 
 衆議院議長 
 参議院議長 
 内閣総理大臣 
 文部科学大臣 
 財 務 大 臣 
 総 務 大 臣 
 以上です。 

〇議長（加藤紀雄君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を許します。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結します。 
 これから発議第６号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、発議第６号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 
 以上をもちまして、本日の日程はすべて終了いたしました。 
 次の会議は９月２９日、午前１０時に開きますので全員定刻にご参集ください。 
 本日は、これをもって散会といたします。 
 大変ご苦労さまでございました。 

 
散会 午後 ２時０７分 
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令和４年第３回北杜市議会定例会（５日目） 

 
令和４年９月２９日 
午前１０時００分開会 
於 議 場 

 
 

１．議事日程 
 

諸 報 告 
日程第１ 認定第１号 令和３年度北杜市一般会計歳入歳出決算の認定 
日程第２ 認定第２号 令和３年度北杜市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定 
日程第３ 認定第３号 令和３年度北杜市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定 
日程第４ 認定第４号 令和３年度北杜市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定 
日程第５ 認定第５号 令和３年度北杜市居宅介護支援事業特別会計歳入歳出決算の

認定 
日程第６ 認定第６号 令和３年度北杜市新エネルギー事業特別会計歳入歳出決算の

認定 
日程第７ 認定第７号 令和３年度北杜市辺見診療所特別会計歳入歳出決算の認定 
日程第８ 認定第８号 令和３年度北杜市白州診療所特別会計歳入歳出決算の認定 
日程第９ 認定第９号 令和３年度北杜市財産区特別会計歳入歳出決算の認定 
日程第１０ 認定第１０号 令和３年度北杜市病院事業特別会計決算の認定 
日程第１１ 認定第１１号 令和３年度北杜市水道事業会計決算の認定 
日程第１２ 認定第１２号 令和３年度北杜市下水道事業会計決算の認定 
日程第１３ 議案第５７号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第８号） 
日程第１４ 議案第５８号 動産の取得について（防災備蓄倉庫） 
日程第１５ 議員派遣の件 
日程第１６ 閉会中の継続審査の件 
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２．出 席 議 員 （１９人） 

 
 １番 髙見澤伸光  ２番 輿 水  崇 
 ３番 中 山 喜 夫  ４番 小 林  勉 
 ５番 神 田 正 人  ６番 大 芝 正 和 
 ７番 秋 山 真 一  ８番 進 藤 正 文 
 ９番 清 水 敏 行 １０番 井 出 一 司 
１１番 志 村  清 １２番 齊 藤 功 文 
１３番 福 井 俊 克 １５番 原  堅 志 
１６番 清 水  進 １７番 野中真理子 
１８番 保坂多枝子 １９番 内 田 俊 彦 
２０番 秋 山 俊 和 

 
 

３．欠 席 議 員 （１人） 
 

１４番 加 藤 紀 雄 
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４．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者の職氏名（３０人） 

 
市 長 上 村 英 司 副 市 長 小 林  明 
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開議 午前１０時００分 
〇副議長（井出一司君） 

 皆さま、おはようございます。 
 本日もスムーズな運営のうちに進行できますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 ただいまの出席議員数は１９人であります。 
 定足数に達していますので、ただいまから本日の会議を開きます。 
 なお、加藤議長は遅延する旨の届け出がありました。 
 なお、報道関係者から撮影の申し出があり、これを許可いたしましたのでご了承願います。 
 これから本日の日程に入ります。 
 本日の議事日程は、お手元に配布のとおりでありますが、お諮りいたします。 
 本日の日程の順序を変更し、日程第１３ 議案第５７号 令和４年度北杜市一般会計補正予

算（第８号）および日程第１４ 議案第５８号 動産の取得について（防災備蓄倉庫）を先に

審議したいと思います。 
 ご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 日程の順序を変更し、日程第１３ 議案第５７号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第

８号）および日程第１４ 議案第５８号 動産の取得について（防災備蓄倉庫）を先に審議す

ることに決定いたしました。 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇副議長（井出一司君） 
   日程第１３ 議案第５７号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第８号）を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 追加提出案件の内容につきましては、ご説明申し上げます。 
 議案第５７号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第８号）についてであります。 
 今回の補正予算は、新型コロナウイルスワクチンの接種について、１・２回目接種を完了し

た１２歳以上の市民を対象としたオミクロン株対応ワクチンの追加接種および１・２回目接種

を完了した５歳から１１歳までの小児を対象とした従来型ワクチンの追加接種を行うほか、観

光客の減少や物価の高騰に苦しむ宿泊事業者、交通事業者および旅行事業者に対し、昨年度に

引き続いて支援金を支給する事業の実施、また先月２４日の大雨により被害を受けた農業用施

設の早期復旧に向けて測量設計等を実施するため、これらに必要な事業費を計上するものであ

ります。 
 以上の内容をもって編成いたしました結果、補正額は２億５，８１７万４千円となり、歳入

歳出予算の総額はそれぞれ３０５億８，５０４万５千円となります。 
 内容につきましては、企画部長から説明いたしますので、よろしくご審議の上、ご議決のほ

どお願い申し上げます。 
〇副議長（井出一司君） 

 次に、内容説明を担当部長より求めます。 
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 中田企画部長。 
〇企画部長（中田治仁君） 

 議案第５７号 令和４年度北杜市一般会計補正予算（第８号）について、ご説明いたします。 
 補正予算書１ページをお開きください。 
 歳入歳出予算の総額にそれぞれ２億５，８１７万４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

３０５億８，５０４万５千円とするものであります。 
 ６ページをお開きください。第２表 繰越明許費補正であります。 
 追加としまして、１１款１項農林水産施設災害復旧費、農地農業用施設災害復旧事業２，

８００万円につきましては、関係機関との協議に不測の日数を要し、年度内完了が見込めない

ことから繰越明許費を設定するものであります。 
 その下の第３表 地方債補正であります。 
 変更としまして、災害復旧事業債を１，８２０万円増額し、限度額を３，９８０万円とし、

補正後の限度額の計を２０億８，３７０万円とするものであります。 
 次に、歳入歳出予算の補正内容についてご説明いたしますので、２ページ、３ページをお開

きください。 
 はじめに歳入であります。 
 １１款１項地方交付税につきましては、普通交付税を９８０万円増額し、補正後の額を９９億

４，０８５万８千円とするものであります。 
 １５款１項国庫負担金８，５３８万７千円の増額は、新型コロナウイルスワクチン接種対策

費負担金であります。 
 同款２項国庫補助金５，８８５万３千円の増額は、新型コロナウイルスワクチン接種体制確

保事業費補助金であります。 
 １９款２項基金繰入金８，５９３万４千円の増額は、観光事業者支援金支給事業費に充当す

る財政調整基金繰入金であります。 
 ２２款１項市債１，８２０万円の増額は、先月の大雨により被害を受けた農業用施設の災害

普及事業費に充当するため、災害復旧事業債を増額するものであります。 
 次に歳出であります。 
 ４ページ、５ページをお開きください。 
 ４款１項保健衛生費１億４，４２４万円の増額は、新型コロナウイルスワクチン接種推進事

業費であります。１・２回目の接種を完了した１２歳以上の市民を対象にオミクロン株対応ワ

クチンでの追加接種を行うとともに、１・２回目接種を完了した５歳から１１歳の小児を対象

に従来型ワクチンでの追加接種を行うものであります。 
 ７款１項商工費８，５９３万４千円の増額は、観光事業者支援金支給事業費であります。コ

ロナ禍以降、観光客が減少し、またエネルギー価格、物価の高騰等により業績に深刻な影響を

受けている宿泊事業者、交通事業者および旅行事業者を支援することにより、市内経済の回復

および観光の振興を図るため、支援金を支給するものであります。 
 １１款１項農林水産施設災害復旧費２，８００万円の増額は、先月２４日の大雨により被害

を受けた頭首工など、農業用施設の災害復旧事業費であります。 
 以上であります。よろしくご審議の上、ご議決いただきますようお願い申し上げます。 
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〇副議長（井出一司君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 輿水議員。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 産業観光部に関わる観光事業者支援金支給事業について、２点、お伺いをさせていただきま

す。 
 本市におかれましては、この観光というのは、本当に基幹産業の１つでもあると考えます。

コロナ禍によって、様々な移動の制限、今では物価高騰、エネルギーの高騰等により深刻な打

撃を受けているということも承知をしております。 
 今回の事業においては、このスキームとして、深刻な影響を受けた宿泊事業者等に売り上げ

に応じて、この支援をしていくということが謳われております。 
 そこで２点、お伺いをいたします。 
 深刻な影響を受けている、この深刻な事業者というのは、私の観点では、売り上げではなく

て、やはり利益というところがどれだけ落ちているか、そこが本当に深刻な事業者だと考えま

すが、今回、なぜ売り上げというところがベースで、この事業を組んだのか教えてください。 
 ２点目につきましては、この事業スキームを組む中で、令和元年から令和３年までという形

になっておりますけれども、昨年ですとか一昨年とは、今の現状も違うと思います。行動制限

がされた年、されなかった年、今年はほぼされなかったと思います。そういったところを比較

するというところが、どういったところでその比較対象に至ったのか、以上２点をお願いいた

します。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 輿水議員からのご質問にお答えいたします。 
 まず、第１点目、交付要件といたしまして、売り上げを私どもの交付要件といたしましたけ

れども、なぜ利益ではなく売り上げかということが第１点。それと、比較対象が令和元年から

令和３年だということでございます。 
 まず、１点目の利益ではなく売り上げということでございます。 
 こちらにつきましては、すべての事業者のそれぞれの持っている設備とか、施設とかにより

まして、売り上げというのは変わってくるというのは分かっておりますけれども、この支援金

を補助するということにおきましては、この売り上げというものが一番目に見えてきているも

のであるということでございます。その売り上げを比べることによって、交付の対象となるか

どうかということでございますので、利益というよりも売り上げで見ていくと、そのほうが分

かりやすいというところが１点でございます。 
 そして２点目のご質問、令和元年と令和３年の比較ということでございますけども、令和元

年、まだコロナ前でございまして、令和２年、令和３年という、コロナ禍で行動制限も出てい

るという中において、この２年間、かなり疲弊しておりますので、今年、コロナが少し収まっ

たということで、多少売り上げは上ってきているんでございますけども、そうはいっても、コ
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ロナ前と比べると半分以下であるというような状況がございますので、令和元年から令和３年

と比べてという、令和元年から令和３年というところでコロナ前とも比べることができるとい

うところで、そこを比較対象といたしました。 
 以上でございます。 

〇副議長（井出一司君） 
 輿水議員。 

〇２番議員（輿水崇君） 
 ありがとうございます。再質問させていただきます。 
 部長の考え、市の考えとしては、売り上げが一番目に見える、比較しやすい、数字にしやす

いというところかと思います。もちろんそういったところで、迅速にというところは分かるん

ですけれども、地方自治体としては、やはり国とは違って、幅広く迅速にという観点も大事で

すけれども、やっぱり本当に救うべきところの業者さんに、今回、真水を投入するわけですか

ら、しっかりとそこを精査して臨むという観点も、ぜひ大事にしていただきたいと思います。 
 質問ですけれども、この事業の目的というか、本当の目的のところで、市内の経済の回復お

よび観光の振興を図るためというところが最終的な目的と書いてあります。この市内の経済の

回復および観光の振興を結果的には、市はどのように検証して図るのか、検証方法を教えてく

ださい。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 輿水議員の再質問にお答えいたします。 
 市内の経済の回復および観光の振興を図るというところで、何をもってというご質問でござ

います。 
 先ほどのお話ともちょっとつながるところがございますけども、売り上げが上がっていくと、

それは人が増えることであるということにおきまして、観光事業者、また飲食店、そういうと

ころの売り上げが伸びていくというところで、観光事業者に補助するんですけども、観光事業

者だけではなく飲食業、その他もろもろの業者に対しても支援が図れるということで、今回の

事業を計画いたしました。よろしくお願いいたします。 
〇副議長（井出一司君） 

 輿水議員。 
〇２番議員（輿水崇君） 

 再々質問になりますので、これが最後になります。 
 部長が今、おっしゃっているのは、経済の回復、観光の振興ではちょっと違うのかなと思い

ます。疲弊したところにお金を投入する、それは分かります。ただ、それがどのように使われ

るのかというところが、経済の回復、観光の振興であれば大事だと考えます。 
 その事業者が、疲弊したところがお金が入ることによって経営が赤字から黒字に転ずる、そ

れは大事なことですけれども、結果それは、その企業の中の話だけであって、それがどのよう

に市内の経済の回復、観光の振興につながるのか、それをしっかりと、事業者、このスキーム

を通じて検証をどのようにするのか、検証方法というものをしっかりと、今、ないのであれば、

することが大事だと思いますけれども、いかがお考えでしょうか。 
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〇副議長（井出一司君） 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 輿水議員の再々質問にお答えいたします。 
 検証の方法ということでございますけども、今回のこの事業の対象となる、この事業を受け

る方につきましては、アンケート調査を一緒に同封いたしまして、アンケート調査を実施いた

します。そのアンケートの結果、また観光入込客数の統計等がございますので、そこの増減を

もって検証をするというふうに考えております。 
 以上でございます。 

〇副議長（井出一司君） 
 ほかに質疑はありますか。 
 秋山真一議員。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 先ほど、輿水議員からの質問と同じように、この観光事業者支援金支給事業についてお伺い

します。 
 この事業、とても観光事業者にとってはありがたい支援金であって、この事業を早急に、こ

のタイミングで行っていただけることは、私も観光関係の事業をやっている一人として、大変

ありがたく思います。 
 そこで、先ほどからの質問もありましたけれど、要は売上換算でこれを基準としているとい

うことですけれど、実際に先ほど答弁にもありました、この観光客の入込数に関しては、もう

令和３年度、どん底と言われている状況になっています。この北杜市のピークのときの半数と

いう形になっていますので、やはり多くの事業者に、この支援金を使っていただけて、市内の

活性化につながるような事業にしていただきたいと思いますけれど、実際に、これは申請の状

況によりけりだと思うんですけれど、この支給要件という部分を申請状況によって柔軟に変え

ることができるのか、この事業、せっかく予算を組んだので、１件でも多くの事業者にこの支

援金がまわるように工夫をしていただきたいと思いますので、そのへんの柔軟な対応ができる

のかどうか、そこだけお伺いします。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 秋山真一議員のご質問にお答えいたします。 
 ご質問ですけども、この１人でも多く支援ができるということで、柔軟にということでござ

いますけども、市といたしまして、この事業を推進するにあたりましては、やはり一定の決め、

ルールというものを設けなければ、その時その時によって不公平が出てしまうということがご

ざいますので、柔軟に、これから進めるにあたっての柔軟ということは考えておりません。た

だし、この要件といたしまして、令和元年からということで、コロナ前ですか、そこに戻って

いただきたいというふうに担当課も考えておりますので、その中で少しでも、この支給の要件

に当てはまる人が出てきていただいて、そして議決いただいたあとには、早急にこの事業を進

めまして、北杜市の秋の誘客にもつながればよろしいかなと考えております。 
 以上でございます。 
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〇副議長（井出一司君） 
 秋山真一議員。 

〇７番議員（秋山真一君） 
 再質問させていただきます。 
 要するに、事業者の実態というものを考えていただきたいんですけれど、長年、仕事をやっ

ている事業者にとって、コロナになろうが、なかろうが、要は借入金があって、その借入金を

返すために利率というものを、利益率というものを最大限に、ぎりぎりまで落として、要は売

り上げを上げていくという事業者、多くいるんですよね。だから、要は売り上げだけを換算と

言われてしまうと、やはりそうやって資金繰りを一生懸命やりながら事業を継続している事業

者にとっては、ある意味、厳しい一面になってしまうと思うんです。 
 だから、そういうところもやはり加味して、先ほどの質問にもありましたけれど、その売上

一辺倒というところではなくて、もう少し柔軟な対応が必要なのかなと思います。それでも、

今回に関しては、一応、その公平性というところで、この条件を付けている、それも十分理解

はできますので、再度質問させてもらいますけれど、その状況に応じた対応というものをして

もらう、もし申請件数が少なければ、例えば第２弾ではないですけれど、ここの余ったお金を

うまく再利用してもらうような形で事業を組み立てていただけたら、先ほども言いましたよう

に、１件でも多くの事業者にもう一度力を付けてもらうということになると思いますので、そ

のへんを状況に応じて対応していただけたらと思いますので、よろしくお願いします。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 秋山議員の再質問にお答えいたします。 
 たしかに事業者、少しでもということで、自分の利益を下げてもというところは理解はして

おりますけれども、やはり市として行う事業でございますので、公平性ということが一番大切

だなと考えております。 
 その中で、秋山議員がおっしゃったように、予算が少し余ったらばというところで、どうに

か考えたらどうかというご質問かと思いますけども、それにつきましては、やはりルールの上

で、この事業を進めておりますので、お金が余ったからということは、今の時点では考えおり

ません。 
 以上でございます。 

〇副議長（井出一司君） 
 ほかに。 
 髙見澤議員。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 今の産業観光部の、観光事業者支援金支給事業について、同じく質問なんですけれども、先

ほど輿水議員の質問の回答で、検証のことなんですけれども、アンケートをする、そして観光

入込客数とか、そういうのを出していくという話なんですけれども、市内の経済の回復および

観光の振興を図るための内容も踏み込まれているのか、どんな内容のアンケートなのかという

ことと、あと目標値、観光入込客数は何％ぐらい上がるのを予定というか、目標値にしている

のか、そのへんを教えてください。 
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 あと、なるべく近づけて大きい声でお願いいたします。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 髙見澤議員のご質問にお答えいたします。 
 まず、検証ということで、アンケート、入込客数の調査ということでございます。それと目

標値と、この３点でよろしいですね。はい。 
 まず、検証のアンケート、内容ですけども、申し訳ございません、これからアンケートのほ

うは考えていきます。 
 入込客数につきましては、毎月の調査もございますけれども、今回、対象となった事業者に

は継続して、市のほうで独自に調査をしていくという計画でおります。 
 また、目標値でございます。 
 今回の金額だけでいくのかというと、ちょっとそれは難しいんですけども、基本的には令和

元年度の数値、今の倍になってしまいますけども、そこを目標値ということで考えております。 
 以上でございます。 

〇副議長（井出一司君） 
 髙見澤議員。 

〇１番議員（髙見澤伸光君） 
 ありがとうございます。ちょっと聞き取れない部分もあったんですけれども、アンケートは

これから作成していくということで、おそらく宿泊施設もそうですし、また、市内の経済がど

う回復していったのか、そして観光の振興が図られたのかというような内容になっていくと思

うので、それがその事業なので、この内容が。そうなるとは思うので、またしっかりとした対

応を、こちらのアンケートはお願いします。 
 あと、令和元年度、おそらく２倍ぐらいだろうということだったので、今回の、結構、２倍

となると高い数値目標になってしまうんですけれども、なぜ、こういう話をしているかという

と、決算特別委員会の中でも、まったく検証されていないような事業がたくさんあったので、

ぜひやるからには、最大限の効果を発揮していただいて、宿泊施設の人たちを守って、そして

次の、宿泊あっての今度周りに、観光に広がっていくわけですので、観光の振興が図られてい

くという、本当に、いかに投入したお金を最大限の効果で発揮できるかということは大事だと

思いますので、だからこそ目標値を聞いています。 
 ちょっと改めて、目標値のところとアンケートのところをお答えください。 

〇副議長（井出一司君） 
 中山産業観光部長。 

〇産業観光部長（中山和彦君） 
 髙見澤議員の再質問にお答えします。 
 まず、アンケートにつきましては、今後、内容を検討していくということでございます。 
 それと目標値でございます。市の観光といたしましては、令和元年度の数値、今の倍でござ

いますけども、そちらのほうを今後目指していきたいということです。その方策の１つとして、

今回の支援金があると考えております。 
 これからも観光事業者に対する金銭的ではない支援、そういうものをこれからも考えていっ
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て、令和元年度の目標値に近づけるようにしていきたいと考えております。 
 以上でございます。 

〇副議長（井出一司君） 
 ほかに質疑はありますか。 
 大芝議員。 

〇６番議員（大芝正和君） 
 同じく７款１項商工費ですけども、先ほど説明の中で、提案の理由として、またエネルギー

価格、物価等の高騰により深刻な影響を受けているというくだりがあるんですけれども、これ

は観光事業者に今回は特化をしていますけども、同じ理由として、燃料ですとか、肥料ですと

かという形で、市の基幹産業である農業者もかなり深刻な影響を受けているということで、私

もよく要望を受けます。これについて、農業者に関して、今後どのような支援を検討している

のか、お聞かせください。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 大芝議員からのご質問にお答えいたします。 
 同じ産業観光部内の、農業部分の支援というご質問かと思います。 
 この間の質問でも答弁いたしましたように、今、市長から検討するようにという指示が出ま

して、農業振興課内で検討しております。 
 どのような支援があるかということでございますけれども、まだ、すみません、ここでお話、

まだはっきりしたことが決められてございませんので、ここで答弁はできないんですけれども、

例えばという話であるならば、国の支援が７割あるということがあれば、そこに上乗せという

ことも１つの方策ではないかと。また、そのほか、堆肥を使った農業者に対しては、それなり

の支援も考えられるんではないかと考えております。 
 いずれにしろ、今後、今、検討している段階でございますので、また制度設計ができたとき

には、議員の皆さま方にお示しして、進むべき方向性を決めていきたいと思います。 
 以上でございます。 

〇副議長（井出一司君） 
 ほかに質疑はありませんか。 
 内田議員。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 今、皆さん、ご質問している観光事業者等への支援でございますけども、いろいろご指摘が

あったわけでございますが、いよいよ１０月には県民割が全国割みたいになるわけでございま

して、観光事業者に対してどういった支援をするかというのは、こういった形の支給型の支援

と、また売り上げを伸ばすことを応援すると、こういうやり方と、これは２通りにたぶん、な

るんではないかと思います。あとは公共料金と、例えば水道料金なんかの基本料を免除すると

か、そういったことも考えれば考えられるところでございます。 
 このたびは、ちょっと考える時間が少なすぎたんではないかということと、時の流れをあま

りキャッチせずに、とりあえずなんとかしなければならないという思いが先行されて、こういっ

たことになってしまったんではないかなと思っております。 



 ２５７

 財政調整基金は８，５９３万４千円充当いたしまして、本事業は行われる予定でございます

けども、支給要件を見ますと、２割以上減少ということでございます。コロナの影響が出た年

度くらいからの減少ということになってしまいますと、やはり、その対象者は非常に少なくなっ

てしまうと思います。この金額は、実は積算根拠を全員協議会でお聞きしたところ、それは簡

単に言うと、ほぼほぼ事業者の数を把握した中での、全員が申請してきても足りるだろうとい

う、このもとでの積算根拠であって、実際、本当に２割減少した事業者がどのくらいあるかと

いうことについては、把握をしていないという状況の中で申請制と、こういうことかなと思い

ますけども、そういたしますと、当然、この事業の、簡単に言うと評価というのは、申請をさ

れたのちに申請により、それを支給された事業者がよかったとか、簡単に言うと助かったとか、

こういうことが、実はこのお金でできたとか、そういうことがあって、これは事業評価という

ことにつながるわけで、今、なかなかこの事業スキームでは、その結果を求めるのは、私は非

常に難しいと思います。 
 そういった中で、これ、持続的に本市において、事業を継続しているということを条件とし

て、もう１年前、支給要件を長くすると、おそらくこの２割の中に相当数の事業者が申し込め

るんではないかなと思います。いずれ、ずっと疲弊をしてきて、前年度もあまり売り上げが上

がらなかったよ、その前も上がらなかったよ、その前も上がらなかったよと、しかし、まった

く影響のない１年、そこを基準にしてあげれば、これはほぼほぼ２割の売り上げの減少という

皆さん方については、支給ができるんではないでしょうかね。それは、持続的に事業をやって、

この厳しい、本当につらいコロナ禍をしのぎ切った皆さんが今、事業をされているわけですか

ら、その人たちが対象となるのが私は一番いいと思うわけですよ。この２割というのは、おそ

らく国のセーフティネット事業４号の流れの中に２割という要件がございまして、そういった

ものを基本的に、前回も採用したんではないかなと、それは理解できます。ですから、それは

支給要件をそういうふうに緩和することが、今、本当に苦しんで頑張っている事業者の皆さん

に、多くの皆さんに支給ができる。そして、支給されれば、それに対して聞き取りですとか、

アンケートですとかをお願いすれば、それは絶対に、本当の意味の、今の市内の旅行業者、こ

こに関わる事業者の思いが一番分かるんではないでしょうか。そういったことで、予算を執行

していくと、こういうお考えにはならないでしょうかね。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 内田議員のご質問にお答えいたします。 
 たしかに経済の支援ということでありますと、内田議員のおっしゃるように、支給、また売

り上げを伸ばすと、この２通り、公共料金もございますけれども、今回、観光事業者等に支援

することにより、周りの方々の売り上げも伸びていくのかなと考えております。 
 それと対象をもう１年前に、今回の対象が令和元年から令和３年ということでございます。

コロナの影響が表だってきたのが、令和２年からだと考えております。令和元年は、入込客数

を見ても、今の倍ぐらいおりますので、令和元年からの３年間を基準とするという今回の要件

で、コロナ前をそこで確認できるのではないかと考えております。 
 以上でございます。 
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〇副議長（井出一司君） 
 内田議員。 

〇１９番議員（内田俊彦君） 
 ありがとうございます。ほかの県民割とか、そういう売り上げを伸ばすことについては、ぜ

ひとも今後考えていただきたいんですが、コロナの影響が、令和元年だから当然、その１年間

の中ではない部分があるだろうと、こういうことかと思います。 
 これ、コロナばかりではなくて、今回、物価高騰で厳しいわけですよ。この物価高騰は、コ

ロナの影響も当然、コロナの影響で入ってこないという、こういうこともございますが、物価

高騰で苦しんでいる皆さま方に、どのように事業継続してもらうかと、これも１つの目安とい

うことになりますから、そういたしますと、当然、ではコロナの前の景気がどうであったのか

と、こういうこともありまして、対象を延ばすことによって、当然、コロナの影響の中ではな

くても、当然、物価高騰によって苦しみ、今まで事業を継続してくださった事業主、これは大

変な思いでされていると思います。当然、この人たちはコロナの影響を間違いなく、たしかに

コロナ禍の２割減少の中にほぼほぼ入るとは思われるという、こういうお考えかと思いますが、

もともと、その前から厳しい中、頑張って、今日までなんとかコロナの中の影響の中でも、い

ろんな補助金やセーフティネットを使って、たぶん頑張ってこられた、そういった市内の業者

はいらっしゃると思います。そういった業者は、よろしい、もういいや、こういうことでは、

今まで継続していただければ、そこは考えてやっても、物価高騰という中で、私は考えてやっ

ていただきたいと、こういう思いでございます。 
 せっかく予算化したんですから、この予算が満額執行されて、その満額が皆さんによかった

と喜ばれ、そしてそのことによって、市と、そして事業者が近くなり、またその後、いろいろ

なやりとりができるようになることが、私はよろしいかと思いますけども、それは私が考える

ことであって、産業観光部としては、そこまでは考えていなかったと、こういうことかなと思

いますが、もう１回、２点、お伺いいたします。やはり売り上げを伸ばしてやることも考えな

ければ駄目なんではないでしょうか。そして、ほぼほぼ、ほとんどの事業者に実際、このお金

が届くように、やはり事業スキームも考え直したほうがいいんではないでしょうか。お伺いい

たします。 
〇副議長（井出一司君） 

 中山産業観光部長。 
〇産業観光部長（中山和彦君） 

 内田議員の再質問にお答えいたします。 
 たしかに現在、物価も高騰しております。その中で、産業観光部の事業の１つといたしまし

て、先の臨時会でもご承認いただきましたプレミアム付き商品券もございます。そのプレミア

ム付き商品券におきまして、市内の小売事業者等の支援につながっていくと考えております。 
 また、今回の観光事業者の支援につきましては、観光事業者、宿泊事業者、また交通事業者、

旅行事業者、それぞれに支援をしておりますので、この支援がこれから経済の発展の起爆剤に

なっていただければ、大変うれしいと思っております。 
 あと、先ほどの大芝議員のご質問にもありましたように、農業関係も現在、検討していると

いうところでございます。産業観光部としては、やはり主となる事業者の支援を、これからも

考えていきたいと思います。 
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 以上でございます。 
〇副議長（井出一司君） 

 ほかに質疑はありますか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま、議題となっております議案第５７号は、会議規則第３７条第３項の規定により委

員会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ございませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５７号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結いたします。 
 これから、議案第５７号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５７号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇副議長（井出一司君） 
   日程第１４ 議案第５８号 動産の取得について（防災備蓄倉庫）を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 
 上村市長。 

〇市長（上村英司君） 
 議案第５８号 動産の取得について（防災備蓄倉庫）、ご説明申し上げます。 
 災害時に使用する備蓄食品、資機材等を保管する必要があるため、地方自治法第９６条第１項

第８号並びに北杜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分の範囲を定める条例第

３条の規定により、議会の議決を求めるものであります。 
 一般競争入札により、今月９日に仮契約を締結したことから本日追加議案として提出させて

いただきました。 
 内容につきましては、担当部長から説明いたしますので、よろしくご審議の上、ご議決のほ

どお願い申し上げます。 
〇副議長（井出一司君） 

 次に、内容説明を担当部長に求めます。 
 板山総務部長。 
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〇総務部長（板山教次君） 
 議案第５８号 動産の取得について（防災備蓄倉庫）をご説明申し上げます。 
 地方自治法第９６条第１項第８号並びに北杜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分の範囲を定める条例第３条の規定により、動産を取得することについて議会の議決をお

願いするものであります。 
 取得する動産 防災備蓄倉庫（８棟） 
 取 得 金 額 １，９６６万８千円 
 取 得 目 的 災害時に使用する備蓄食品、資機材等を保管する必要があるため。 
 契約の相手方 山梨県笛吹市御坂町八千蔵２８７番地１ 
        東八防災株式会社 代表取締役 宮本雄一であります。 
 以上、よろしくご審議の上、ご議決いただきますようお願い申し上げます。 

〇副議長（井出一司君） 
 説明が終わりました。 
 これから質疑を行います。 
 質疑はありませんか。 
 （ な し ） 
 質疑を終結いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま、議題となっております議案第５８号は、会議規則第３７条第３項の規定により委

員会への付託を省略したいと思います。 
 これにご異議ございませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５８号は委員会への付託を省略することに決定いたしました。 
 これから討論を行います。 
 討論はありませんか。 
 （ な し ） 
 討論を終結いたします。 
 これから、議案第５８号に対する採決を行います。 
 お諮りいたします。 
 本案は、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議案第５８号は原案のとおり可決することに決定いたしました。 
 ここで、本日の会議時間はあらかじめ延長します。 
 暫時休憩。 
 なお、再開時間につきましては、皆さんに後刻告知いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。 
 
 



 ２６１

休憩 午前１０時５１分 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ８時００分 
〇副議長（井出一司君） 

 それでは、再開します。 
   日程第１５ 議員派遣の件を議題といたします。 

 お諮りいたします。 
 ただいま議題となっております議員派遣の件につきましては、会議規則第１５７条の規定に

より、お手元に配布したとおり議員を派遣したいと思います。 
 これにご異議ございませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、議員派遣の件については、別紙のとおり決定いたします。 
 お諮りいたします。 
 ただいま、議決いたしました議員派遣の件について、やむを得ず変更が生ずる場合は議長に

一任のお願いをしたいと思いますが、ご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、やむを得ず変更が生ずる場合は、議長に一任することに決定いたしました。 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
〇副議長（井出一司君） 
   日程第１６ 閉会中の継続審査の件を議題といたします。 

 総務常任委員会、文教厚生常任委員会、経済環境常任委員会、議会運営委員会および決算特

別委員会の各委員長から会議規則第１０８条の規定により、お手元に配布いたしました申出書

のとおり所管事項の審査につき、閉会中の継続審査の申し出がありました。 
 お諮りをいたします。 
 各委員長の申し出のとおり、継続審査とすることにご異議ありませんか。 
 （異議なし。の声） 
 異議なしと認めます。 
 したがって、閉会中の継続審査の件は各委員長の申し出のとおりとすることに決定いたしま

した。 
 ８月３０日に開会された本定例会は、本会議および決算特別委員会、常任委員会において執

行の皆さまには丁寧な答弁をいただきました。 
 また、議員各位には連日のご審議をいただく中で、本日、３１日間の全日程を無事終了する

ことができました。 
 以上をもちまして、令和４年第３回北杜市議会定例会を閉会といたします。 
 大変ご苦労さまでした。 

 

閉会 午後 ８時０３分 
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